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の各会計決算に係る市政各部門における主要な施策の成果、その他

予算の執行の実績について次のとおり報告します。 
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１ 歳入歳出決算総括表 

平成30年度一般会計の決算額は、歳入では199億9,638万7千円、歳出では188億1,955

万9千円となり、歳入歳出差引額（形式収支）11億7,682万8千円から翌年度へ繰り越す

べき財源3億5,402万5千円を差し引いた実質収支は、8億2,280万3千円となった。 

また、実質収支の前年度との増減を示す単年度収支は3,620万円の赤字となった。単

年度収支から年度間の財源調整として財政調整基金の積立額及び取崩し額を差し引き

した実質単年度収支は、2億2,386万7千円の赤字となった。 

（単位：千円、％） 

区     分 平成 30 年度 平成 29 年度 増減率 

予 

算 

現 

額 

当 初 予 算 額 21,150,000 18,585,000  13.8 

補 正 予 算 額 △319,485 186,759 △271.1 

繰越事 継続費逓次繰越額 0 0 － 

業費等 繰越明許費繰越額 272,139 230,793 17.9 

繰越額 事 故 繰 越 繰 越 額  0 0 － 

計 (A) 21,102,654 19,002,552 11.1 

 歳 入 決 算 額 (B) 19,996,387 18,848,791 6.1 

 予算現額対比 

B-A  △1,106,267 △153,761  

B/A(%) 94.8 99.2  

 歳 出 決 算 額 (C) 18,819,559 17,842,179 5.5 

 予算現額対比 

A-C 2,283,095 1,160,373  

C/A(%) 89.2 93.9  

歳入歳出差引額（形式収支）(D) B-C 1,176,828 1,006,612 16.9 

翌年度へ 

繰り越す 

べき財源 

継続費逓次繰越額 316,547 0 皆増 

繰越明許費繰越額 23,871 147,609 △83.8 

事 故 繰 越 繰 越 額  13,607 0 皆増 

 計    (E) 

(e) 

   354,025  147,609 139.8 

 実 質 収 支     (F) D-E ｱ  822,803 ｲ  859,003 △4.2 

 単 年 度 収 支     (G) ｱ-ｲ   △36,200 △13,175  

 積 立 金     (H) 312,333 12,857  

 繰 上 償 還 金     (I) 0 0  

 積 立 金 取 崩 し 額     (J) 500,000 534,567  

 実 質 単 年 度 収 支 （K）G+H+I-J △223,867 △534,885  

 なお、本表以降、表中の金額の不整合は端数処理によって生じたものである。  
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２ 歳入決算額の構成及び推移の状況 

歳入総額は前年度に比べ11億4,759万6千円増加しているが、これは、地方交付税・県支出金・

繰入金が減少となったものの、市税・財産収入・寄附金・諸収入・国庫支出金・市債等が増加

したことが要因である。最も重要な自主財源である市税収入については、固定資産税・たばこ

税・入湯税が減少したが、市民税・軽自動車税・別荘等所有税が増加したことにより、前年度

から若干増加となった。市税等の経常的な自主財源については、前年度に比べ増加しているが、

今後も財源の確保に注力し、歳入に見合った歳出を念頭に置いた財政運営に努める。 

（単位：千円、％） 

区    分 
平成 30 年度 平成 29 年度 

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率 

自 
 

主 
 

財 
 

源 

 市税 9,898,571 49.5 1.5 9,754,325 51.8 △0.0 

 分担金及び負担金 106,036 0.5 △1.0 107,081 0.6 △1.8 

 使用料及び手数料 571,088 2.9 △1.7 581,017 3.1 △1.8 

 財産収入 62,134 0.3 105.2 30,281 0.2 △7.5 

 寄附金 337,656 1.7 259.7 93,864 0.5 6.3 

 繰入金 845,033 4.2 △5.8 897,393 4.8 227.2 

 繰越金 556,612 2.8 21.5 457,951 2.4 △38.5 

 諸収入 656,556 3.3 97.7 332,100 1.6 △5.8 

小   計 13,033,686 65.2 6.4 12,254,012 65.0 2.5 

依 
 

存 
 

財 
 

源 

 地方譲与税 96,208 0.5 1.0 95,301 0.5 △0.4 

 利子割交付金 10,443 0.1 1.2 10,316 0.1 69.7 

 配当割交付金 19,872 0.1 △22.9 25,780 0.1 42.0 

 株式等譲渡所得割交付金 19,790 0.1 △34.5 30,233 0.2 118.6 

 地方消費税交付金 775,871 3.9 3.1 752,476 4.0 2.7 

 ゴルフ場利用税交付金 16,240 0.1 △2.8 16,703 0.1 4.3 

 自動車取得税交付金 37,107 0.2 5.6 35,124 0.2 35.0 

 地方特例交付金 9,720 0.0 10.9 8,765 0.0 5.9 

 地方交付税 961,207 4.8 △5.5 1,017,331 5.4 3.5 

 交通安全対策特別交付金 5,655 0.0 △5.2 5,963 0.0 △8.6 

 国庫支出金 2,145,195 10.7 1.9 2,105,497 11.2 △6.8 

 県支出金 1,032,878 5.2 △2.8 1,062,190 5.6 △7.2 

 市債 1,832,515 9.1 28.2 1,429,100 7.6 9.8 

小   計 6,962,701 34.8 5.6 6,594,779 35.0 △0.3 

歳  入  合  計 19,996,387 100.0 6.1 18,848,791 100.0 1.5 
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 (1) 市税の推移 

平成 30 年度の市税は、調定額が 107 億 6,585 万 3 千円、収入済額が 98 億 9,857 万 1 千円

であり、前年度と比較し調定額は 0.5％増加し、収入済額は 1.5％増加した。 

収納率は、現年課税分が 97.9％、滞納繰越分が 18.6％で、前年度と比較し現年課税分は

0.1％増加、滞納繰越分は 2.0％減少し、全体では 91.9％となり、前年度の収納率を 0.9％上

回った。 

市民税は、法人は前年度と比較し収入済額はほぼ横ばいであったが、個人は賦課件数及び

調定額が増加、収入済額も前年度から 1 億 5,933 万 6 千円（7.9％）増加した。また、入湯税

の収入済額は 659 万 2 千円（1.5％）減少となっているが、これは前年度中の滞納繰越分に大

口の清算収入があったことによるものであり、現年度分については、わずかではあるが 67 万

5 千円（0.2％）増となっている。 

軽自動車税については、前年度と比較し、調定額は 289 万 6 千円（3.5％）、収入済額は

268 万 7 千円（3.8％）増加した。 

また、市税収入の 57.8％を占める固定資産税・都市計画税は、前年度と比較し、土地分が

減少、家屋分がほぼ横ばいで推移し、償却資産は増加したものの、両税合わせると    

838 万 9 千円（0.1％）の減少となった。 

 

ア 市税の決算額等                      （単位：千円、％） 

区  分 
平成 30 年度 平成 29 年度 

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率 

市  民  税 2,740,318 27.7 6.2 2,580,889 26.5 0.9 

個  人 2,186,141 22.1 7.9 2,026,805 20.8 △1.2 

法  人 554,177 5.6 0.0 554,084 5.7 9.5 

固 定 資 産 税 4,792,132 48.4 △0.2 4,800,020 49.2 0.9 

土  地 1,128,893 11.4 △2.0 1,151,916 11.8 △1.0 

家  屋 2,918,904 29.5 △0.1 2,921,917 30.0 0.2 

償却資産 730,868 7.4 2.6 712,533 7.3 6.7 

交付金等 13,467 0.1 △1.4 13,654 0.1 30.8 

軽 自 動 車 税 73,988 0.7 3.8 71,301 0.7 3.6 

市 た ば こ 税 396,590 4.0 △2.0 404,832 4.1 △14.1 

特別土地保有税 60 0.0 △68.4 190 0.0 △62.3 

別 荘 等 所 有 税 529,693 5.4 1.0 524,210 5.4 △1.4 

入  湯  税 439,575 4.4 △1.5 446,167 4.6 2.4 

都 市 計 画 税 926,215 9.4 △0.1 926,716 9.5 △0.6 

土  地 292,801 3.0 △1.7 297,984 3.1 △1.0 

家  屋 633,414 6.4 0.7 628,732 6.4 △0.5 

合   計 9,898,571 100.0 1.5 9,754,325 100.0 △0.0 
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 (2) 地方交付税の推移 

 普通交付税は「基準財政需要額（標準的な行政サービスに必要な経費）」が「基準財政収入

額（標準的な収入の額）」を上回る場合にその差額を補うために交付されるものである。 

 平成30年度の普通交付税は、5億2,945万9千円で、平成29年度と比較し6,467万8千円、10.9％

の減少となった。これは、基準財政需要額が微増したものの、基準財政収入額がそれ以上に増

加したことにより、交付基準額（財源不足）が減少したことによるものである。 

 基準財政需要額は、地域振興費、臨時税収補てん債償還費等が減少したが、社会福祉費、高

齢者保健福祉費等の増加により、平成29年度と比較し4,310万3千円、0.6％の増加となった。 

 基準財政収入額は、市町村たばこ税が減少したが、市町村民税所得割・法人税割、固定資産

税等の増加により、平成29年度と比較し1億1,357万9千円、1.7％の増加となった。 

 特別交付税は、4億3,167万円の交付があり、前年度に比べ2.0％の増加となった。 

 また平成30年度は、東日本大震災の震災復興特別交付税分として7万8千円の交付があった。 

 

  ア 地方交付税の決算額等                   （単位：千円、％） 

区   分 
平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 

普

通

交

付

税 

基準財政需要額 
Ａ 

7,392,724 0.6 7,349,621 △0.2 7,360,777 1.7 

基準財政収入額 
Ｂ 

6,863,265 1.7 6,749,686 △0.6 6,791,220 3.6 

交付基準額 
（Ａ－Ｂ）   Ｃ 

529,459 △11.7 599,935 5.3 569,557 △16.4 

調整額 
（Ａ×調整率） Ｄ 

0 皆減 5,798 △4.2 6,055 皆増 

普通交付税交付額 
（Ｃ－Ｄ）   Ｅ 

529,459 △10.9 594,137 5.4 563,502 △17.3 

 特別交付税 
Ｆ 

431,670 2.0 423,097 0.8 419,704 △2.5 

 震災復興特別交付税 
Ｇ 

78 △19.6 97 9,600 1 皆増 

 地方交付税 合計 
 （Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） 

961,207 △5.5 1,017,331 3.5 983,207 △11.6 

 ※表中のＡ及びＢは、地方交付税の算定後において、検査により発見された数値（錯誤額）

を含んだものである。 

 

  イ 財政力指数 

区   分 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

財政力指数(単年度) 0.928 0.920 0.923 

財政力指数(3 か年平均) 0.924 0.916 0.916 
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３ 歳出決算額の目的別構成及び推移の状況 

  議会費は、議員報酬等の増加により 1.4％の増加。総務費は、南熱海支所・消防署南熱海出

張所改築工事、財政調整基金積立金の増加により 18.3％の増加。民生費は、(仮称)あたみ認定

こども園改修工事や旧上多賀幼稚園改修工事により増加したが、生活保護費や経済対策臨時福

祉給付金事業の減少により 0.4％の減少。衛生費は、エコ・プラント姫の沢保全工事や水道事

業繰出金の減少により 10.5％の減少。農林水産業費は、初島漁港施設改修事業費の減少により

38.5％の減少。観光商工費は、海釣り施設整備事業費や観光戦略策定・推進経費の増加により

7.1％の増加。土木費は、姫の沢公園整備事業費、耐震対策緊急促進事業費、市営住宅の改修・

解体工事の増加により 24.4％の増加。消防費は、消防団第 3・9 分団詰所新設工事の皆減によ

り11.7％の減少。教育費は、小中学校校舎等改修経費、文化振興基金積立金の増加により36.4％

の増加。災害復旧費は、台風 12 号で被災した初島漁港災害復旧工事費により増加。公債費は、

近年償還元金を上回らない額での市債発行に努めたことにより 4.5％の減少となった。諸支出

金は、温泉事業会計繰出金の減少により 52.5％の減少となった。全体では、前年度に比べ 9,773

万 8 千円の増加となった。 

（単位：千円、％） 

区   分 

平成 30 年度 平成 29 年度 

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率 

１ 議 会 費  173,566 0.9 1.4 171,195 1.0 △2.8 

２ 総 務 費  2,369,626 12.6 18.3 2,002,314 11.2 △11.1 

３ 民 生 費  6,120,404 32.5 △0.4 6,145,839 34.4 3.8 

４ 衛 生 費  2,169,205 11.5 △10.5 2,423,518 13.6 11.0 

５ 農 林 水 産 業 費 122,085 0.6 △38.5 198,521 1.1 △32.4 

６ 観 光 商 工 費 612,011 3.3 7.1 571,213 3.2 5.5 

７ 土 木 費  2,770,054 14.7 24.4 2,225,978 12.5 △8.4 

８ 消 防 費  805,397 4.3 △11.7 911,788 5.1 22.4 

９ 教 育 費  2,061,615 11.0 36.4 1,510,940 8.5 5.2 

10 災 害 復 旧 費 19,825 0.1 317.2 4,752 0.0 皆増 

11 公 債 費  1,591,205 8.5 △4.5 1,666,505 9.3 △0.2 

12 諸 支 出 金 4,566 △0.0 △52.5 9,616 0.1 126.8 

歳 出 合 計 18,819,559 100.0 5.5 17,842,179 100.0 1.1 
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４ 歳出決算額の性質別構成及び推移の状況 

義務的経費は、前年度比4.9％減少。人件費は、定年退職者数の減少等により減少。公債費

は減少。扶助費は、経済対策臨時福祉給付金事業の皆減や生活保護費の減少により減少。投資

的経費の普通建設事業費は、前年度比45.6％の増加、補助事業費は、幼稚園・小学校・中学校

のブロック塀改修撤去・エアコン設置工事等により増加、単独事業費は、南熱海支所・消防署

南熱海出張所改築工事が増加。災害復旧事業費は、台風12号により被災した初島漁港災害復旧

工事により増加。その他経費は、前年度比5.9％の増加。物件費は、林ヶ久保・銀山市営住宅

等の解体工事により増加。補助費等は、耐震対策緊急促進事業費補助金により増加。維持補修

費は、起雲閣第２変電所修繕工事等の皆減により減少。積立金は、文化振興基金積立金が増加。

繰出金は、介護保険及び後期高齢者医療事業特別会計への繰出金が増加した。 

（単位：千円、％） 

区   分 
平成 30 年度 平成 29 年度 

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率 

義
務
的
経
費 

 人件費 3,372,135 17.9 △1.7 3,431,084 19.2 2.6 

 扶助費 3,070,136 16.3 △8.3 3,347,155 18.8 △ 0.2 

 公債費 1,591,205 8.5 △4.5 1,666,505 9.3 △ 0.2 

計 8,033,476 42.7 △4.9 8,444,744 47.3 0.9 

投
資
的
経
費 

 普通建設事業費 2,996,543 15.9 45.6 2,057,922 11.6 △ 0.5 

 (内 補助事業費) (373,091) 2.0 189.0 (129,087) 0.7 △63.4 

 (内 単独事業費) (2,595,603) 13.8 36.6 (1,899,974) 10.7 14.7 

 (内県営事業負担金) (27,849) 0.1 △3.5 (28,861) 0.2 △50.8 

 災害復旧事業費 19,825 0.1 317.2 4,752 0.0 皆増 

計 3,016,368 16.0 46.2 2,062,674 11.6 △0.3 

そ
の
他
の
経
費 

 物件費 3,179,607 16.9 3.0 3,086,916 17.3 △2.8 

 維持補修費 124,195 0.7 △51.6 256,609 1.4 96.0 

 補助費等 1,420,634 7.5 4.5 1,359,765 7.6 11.9 

 積立金 712,420 3.8 158.9 275,219 1.5 △14.6 

 
投資及び 

出資金・貸付金 
359,000 1.9 △14.4 419,500 2.4 △14.6 

 繰出金 1,973,859 10.5 1.9 1,936,752 10.9 2.8 

計 7,769,715 41.3 5.9 7,334,761 41.1 1.6 

歳出合計 18,819,559 100.0 5.5 17,842,179 100.0 1.1 
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(1) 人件費の状況                           (単位：千円、％) 

区 分 
平成 30 年度 平成 29 年度 

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率 

議員報酬手当 98,291 2.9 3.4 95,029 2.8 △3.0 

委員等報酬 147,481 4.4 △1.5 149,691 4.4 △0.7 

特別職の給与 39,665 1.2 0.0 39,637 1.2 7.6 

職員給 2,392,138 70.9  0.1 2,389,143 69.6  1.9 

内
訳 

基本給 (1,545,339) － △2.2 (1,580,722) － 1.7 

その他手当 (846,799) － 4.7 (808,421) － △0.4 

共済組合等負担金 546,934 16.2 2.0 536,099 15.6 5.1 

退職金 120,414 3.6 △37.8 193,541 5.6 11.1 

災害補償費 3,474 0.1 0.6 3,452 0.1 0.3 

その他 23,738 0.7 △3.1 24,492 0.7 0.9 

(嘱託員等共済費) (10,377) － △7.1 (11,170) － 2.0 

(消防団員障害補償 
年金等) 

(1,187) － 0.8 (1,178) － △1.3 

(消防団員等公務災害 
補償共済基金掛金) 

(9,627) － 0.0 (9,627) － 0.0 

(職員互助会負担金) (2,547) － 1.2 (2,517) － 0.6 

計 3,372,135 100.0 △1.7 3,431,084 100.0 2.6 

※基本給：給料、扶養手当の合算額 

 

(2) 扶助費の状況                           (単位：千円、％) 

区分 

年度 
社会福祉費 老人福祉費 児童福祉費 生活保護費 

教育費 
その他 計 

小学校費 中学校費 

30 年度 703,728 154,693 1,007,728 1,159,477 6,365 7,715 30,430 3,070,136 

29 年度 829,608 152,763 1,038,140 1,275,341 5,849 6,422 39,032 3,347,155 

増減率 △15.2 1.3 △2.9 △9.1 8.8 20.1 △22.0 △8.3 

 

 (3) 物件費の状況                           (単位：千円、％) 

  区分 

年度 
賃金 旅費 交際費 需用費 役務費 

備 品 

購入費 
委託料 その他 計 

30 年度 121,013 25,164 1,830 442,194 94,296 33,031 2,149,197 312,882 3,179,607 

29 年度 121,049 25,550 2,104 448,725 122,660 37,812 2,084,363 244,653 3,086,916 

増減率 △0.0 △1.5 △13.0 △1.5 △23.1 △12.6 3.1 27.9 3.0 

 

 (4) 補助費等（負担金）の状況                     (単位：千円、％) 

 負 担 金 
補助交付金等 その他 合計 

一部事務組合等 その他 計 

30 年度 4,175 162,663 166,838 639,439 614,357 1,420,634 

29 年度 3,405 138,263 141,668 476,543 741,554 1,359,765 

増減率 22.6 17.6 17.8 34.2 △17.2 4.5 

 

年度 
区分 
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５ 繰越明許費及び事故繰越における歳出決算額 

（繰越明許費）                                

 一般会計                                （単位：円） 

款 項 目 事業名 繰越額 決算額 

財源内訳 

備考 国・県 
その他 市債 

一般 

支出金 財源 

２ 21 ７ 

上 宿 町 

市 有 地 

整 備 工 事 

12,280,000 12,261,240 0 0 0 12,261,240  

２ 23 １ 

個 人 番 号 

カ ー ド 

交 付 事 業 

交 付 金 

3,720,000 2,933,000 2,839,000 0 0 94,000  

３ 23 １ 

第 二 小 学 校 

区 放 課 後 児 

童 ク ラ ブ 

建 設 事 業 

3,234,000 3,180,000 0 0 0 3,180,000  

３ 23 ４ 

第 二 小 学 校 

敷 地 内 

駐 車 場 

整 備 工 事 

19,440,000 19,440,000 0 0 0 19,440,000  

３ 23 ４ 

(仮称)あた

み 認 定 

こ ど も 園 

改 修 工 事 

監 理 業 務 

委 託 

10,917,180 8,748,000 0 0 0 8,748,000  

６ 21 ２ 

熱 海 芸 妓 

見 番 歌 舞 

練 場 整 備 

事 業 費 

補 助 金 

6,000,000 6,000,000 0 0 0 6,000,000  

７ 21 ３ 

特 定 空 家 等 

除 却 

補 助 事 業 

1,600,000 1,478,000 739,000 0 0 739,000  
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７ 22 ３ 

市 道 温 泉 通 

り 水 口 線 

交 差 点 

改 良 工 事 

22,000,000 21,999,600 0 0 0 21,999,600  

７ 22 ５ 

自 然 郷 

１ 号 橋 橋 梁 

補 修 工 事 

10,395,320 10,395,320 5,444,000 0 3,700,000 1,251,320  

７ 27 １ 

八 幡 山 

市 営 住 宅 

解 体 工 事 

53,600,000 0 0 0 0 0  

９ 22 ３ 

初 島 小 中 

学 校 環 境 

改 善 工 事 

128,952,000 128,942,280 0 0 87,800,000 41,142,280  

      合 計 272,138,500 215,377,440 9,022,000 0 91,500,000 114,855,440  

※平成 29 年度から平成 30 年度へ事故繰越しは行わなかった。 
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６ 市債に関する調べ 

一般会計における市債の年度末残高は、165億2,371万余円と、年度当初残高に比べ3億

5,385万余円、2.2％の増となった。また、平成30年度の一般会計における市債借入額は18億

3,251万余円と、前年度の借入額（14億2,910万円）と比較し4億341万円、28.2％の増となっ

た。厳しい経済情勢や本市の財政状況を鑑み、後年度の公債費負担と償還能力を充分に配慮

しながら財政の健全性確保に努めていく。 
 

(1) 目的区分別 市債残高 

ア 一般会計                               （単位：円） 

区  分 

平成 29 年度末 平成 30 年度 平成 30 年度 平成 30 年度 平成 30 年度末 

現在高 

Ａ 

市債借入額 

Ｂ 

元金償還額 

Ｃ 
利 子 

現在高 

Ａ＋Ｂ－Ｃ 

公 有 林 39,480,734 0 4,514,801 615,742 34,965,933 

総     務 1,303,398,692 0 123,984,664 4,897,548 1,179,414,028 

民 生 98,685,982 253,200,000 6,732,135 1,449,212 345,153,847 

保 健 衛 生 1,745,601,460 583,600,000 15,968,128 3,471,063 2,313,233,332 

農 林 水 産 299,309,370 800,000 29,898,865 3,385,459 270,210,505 

観 光 935,171,691 0 161,488,812 10,377,683 773,682,879 

土 木 984,529,347 102,400,000 157,347,726 13,207,882 929,581,621 

都 市 計 画 840,247,648 0 93,547,909 7,963,835 746,699,739 

公 営 住 宅 92,133,892 92,800,000 12,861,894 1,333,170 172,071,998 

消 防 550,400,038 10,900,000 39,775,994 2,727,987 521,524,044 

教 育 1,150,500,933 202,100,000 176,519,547 16,115,488 1,176,081,386 

普 通 債 8,039,459,787 1,245,800,000 822,640,475 65,545,069 8,462,619,312 

災 害 復 旧 38,835,612 10,100,000 6,508,728 124,330 42,426,884 

災 害 復 旧 債 38,835,612 10,100,000 6,508,728 124,330 42,426,884 

県 振 興 資 金 0 0  0 0 0 

減 税 補 て ん 債 211,789,826 0 55,127,581 1,156,805 156,662,245 

臨時減収補てん債 0 0 0 0 0 

臨時財政対策債 7,115,186,857 576,615,000 480,786,223 34,962,864 7,211,015,634 

退 職 手 当 債 627,192,326 0 95,830,772 9,208,948 531,361,554 

減 収 補 て ん 債 66,248,090 0 9,335,258 905,502 56,912,832 

行政改革推進債 71,141,640 0 8,429,164 643,474 62,712,476 

そ の 他 8,091,558,739 576,615,000 649,508,998 46,877,593 8,018,664,741 

合  計 16,169,854,138 1,832,515,000 1,478,658,201 112,546,992 16,523,710,937 
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(2) 借入先別 市債残高 

ア 一般会計                                (単位：円) 

借入先区分 

平成 29 年度末 

現在高 

Ａ 

平成 30 年度 

起債額 

Ｂ 

平成 30 年度 

元金償還額 

Ｃ 

平成 30 年度

利子 

 

平成 30 年度末 

現在高 

Ａ＋Ｂ－Ｃ 

財務省 財政融資資金 9,015,688,319 716,115,000 779,033,545 63,378,847 8,952,769,774 

簡易生命保険資金 1,290,587,448 0 263,222,575 12,856,379 1,027,364,873 

郵 便 貯 金 資 金 43,288,518 0 9,843,216 704,018 33,445,302 

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 648,047,385 295,100,000 13,482,711 3,070,065 929,664,674 

市 中 銀 行 261,300,000 0 21,777,000 1,632,985 239,523,000 

その他の金融機関 1,899,020,706 259,700,000 225,173,178 21,929,735 1,933,547,528 

保 険 会 社 等 68,852,000 0 4,916,000 1,011,564 63,936,000 

共 済 組 合 等 2,943,069,762 561,600,000 161,209,976 7,936,399 3,343,459,786 

そ の 他 0 0 0 0 0 

合 計 16,169,854,138 1,832,515,000 1,478,658,201 112,519,992 16,523,710,937 
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一般会計【平成30年度　同意分】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

港湾事業

海岸環境整備事業

（渚地区　堤防・護岸工）

　充当額  　12,100

港湾局部改修事業

災害対策等緊急事業

（和田磯地区　護岸嵩上工）

　充当額  　6,700

道路整備事業

市道熱海駅和田浜線外橋梁補修工事

　充当額　　19,800

市道中部横断道路線外橋梁耐震化

工事

　充当額　　18,700

水産基盤事業

初島漁港地域水産物供給基盤機能

保全事業

　充当額　　800

公営住宅建設事業

市営住宅外壁改修工事（笹良ヶ台）

　充当額　　18,000

市営住宅外壁改修工事（笹良ヶ台）

　充当額　　74,800

防災対策事業

下多賀大久保地区急傾斜地崩壊対策

事業

　充当額　　1,600

緑ガ丘市有地落石防止対策工事

　充当額　　21,800

緊急防災・減災事業

津波避難路整備事業（初島、上多賀）

　充当額　  18,000

消防団第1分団消防ポンプ自動車

購入事業

　充当額　　10,900

旧上多賀幼稚園改修工事

　充当額　　33,400

　認定こども園改修事業

　　充当額　210,800

一
般
単
独
事
業

210,800
地方公共団体
金 融 機 構

0.06 15年

公共施設等適正管理推進事業
              （集約・複合化事業）

公共施設等適正管理推進事業
                     （転用事業）

財　 務 　省
財政融資資金

0.06 15年23,400

74,800

3年

地方公共団体
金 融 機 構

0.06 15年 3年

33,400
地方公共団体
金 融 機 構

0.06 15年 3年

3年

事　　業　　名 借入額 資金区分

12,100 0.06

15年 3年

18,000 0.06 15年 3年

38,500 0.06

800
財　 務 　省
財政融資資金

財　 務 　省
財政融資資金

財　 務 　省
財政融資資金

3年

6,700
あいら伊豆

農業協同組合
0.42 20年 3年

７　市債同意・借入状況

利率
（％）

償還
期間

元金
据置
期間

財　 務 　省

財政融資資金

0.06 15年 3年

公
営
住
宅

建
設
事
業

三島信用金庫 0.298 15年 3年

公
共
事
業
等

20年

28,900
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学校教育施設等整備事業

多賀小学校屋上防水工事

　充当額　　17,500

第二小学校外壁等改修工事

　充当額　　4,600

第一小学校トイレ改修工事

　充当額　　37,600

小学校ブロック塀撤去
フェンス設置工事

　充当額　　4,700

幼稚園ブロック塀撤去
フェンス設置工事

　充当額　　600

小学校エアコン設置工事

　充当額　　20,300

小学校エアコン設置工事

　充当額　　10,400

中学校エアコン設置工事

　充当額　　4,900

中学校エアコン設置工事

　充当額　　7,500

幼稚園エアコン設置工事

　充当額　　2,400

幼稚園エアコン設置工事

　充当額　　2,300

社会福祉施設整備事業

第二小学校区放課後児童クラブ
建物工事

　充当額　　9,000

一般廃棄物処理事業

ごみ焼却施設改造事業
（重点化等事業）

　充当額　　561,600

一般補助施設整備等事業

旧日向別邸保存修理工事

　充当額　　1,500

上水道事業・一般会計出資債

上水道安全対策基準内繰出金

　充当額　　22,000

災害復旧事業

初島漁港災害復旧事業（補助）

　充当額　　2,400

初島漁港災害復旧事業（単独）

　充当額　　7,700

1,741,015

3年

財　 務 　省
財政融資資金

臨時財政対策債 0.01 20年 3年

教
育
・
福
祉
施
設
等
整
備
事
業

財　 務 　省
財政融資資金

0.004 15年 3年5,300

3年

地方公共団体
金 融 機 構

10,100

災
害
復
旧
事
業

地方公共団体
金 融 機 構

水
道
事
業

1,500 三島信用金庫 0.298 15年

561,600
静岡県市町村
振 興 協 会

0.04 15年

0.298 15年 3年

2,400
財　 務 　省
財政融資資金

0.004 10年 2年

9,000 三島信用金庫 0.298 15年 3年

三島信用金庫 0.298 15年 3年2,300

3年

20,300
財　 務 　省
財政融資資金

0.004 10年 2年

4,900
財　 務 　省
財政融資資金

0.004 10年 2年

三島信用金庫

平成30年度同意債　発行額 合計

22,000 0.2 20年 5年

576,615

0.004 10年 2年

59,700 三島信用金庫 0.298 15年

7,500 三島信用金庫 0.298 15年

10,400

3年
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一般会計【平成29年度 同意分（繰越明許費分）】　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

道路事業

市道中部横断道路線外橋梁耐震化
工事

　充当額　 3,700

学校教育施設等整備事業

初島小中学校改善工事

　　充当額　 87,800

91,500

1,832,515

教
育
・
福
祉
施

設
等
整
備
事
業

三島信用金庫 0.48 15年 3年87,800

利率
（％）

償還
期間

元金
据置
期間

公
共
事
業
等

三島信用金庫

一　般　会　計　合　計

事　　業　　名 借入額 資金区分

3,700

平成29年度同意債　発行額 合計

0.07 15年 3年
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８ 基金の状況 

当年度の積立基金の状況は、文化施設の整備等を目的とした文化振興基金を中心に、総額で16億9,717

万円の積立てを行い、また、エコ・プラント姫の沢保全工事のため環境衛生施設等整備基金、福祉セン

ター改修工事のため地域福祉基金、一般財源として財政調整基金等の取崩しを、総額 7 億 9,352 万 2 千

円行った。積立基金 3 月末残高は 65 億 5,471 万 1 千円となり、前年 3 月末に比べ 9 億 1,694 万 1 千円の

増加となった。今後も中長期の安定的な財政運営に資するため、計画的な基金の運用に努めていく。 

                                        （単位：千円） 

区  分 

平成 30 年 

3 月末 

現在高 

決算年度中の増減額 平成 31 年 

3 月末 

現在高 
新規積立 利子積立 取崩額 計 

観光振興基金 52,704 18,663 0 30,000 △11,337 41,367 

職員退職手当基金 408,846 79,488 147 75,000 4,635 413,481 

財政調整基金 2,845,562 750,000 12,333 500,000 262,333 3,107,895 

減債基金 201,776 0 55 0 55 201,831 

環境衛生施設等整備基金 814,310 63,000 150 76,509 △76,359 800,951 

市営住宅敷金管理基金 41,893 1,859 15 3,204 △1,330 40,563 

交通遺児福祉事業基金 25,215 0 0 0 0 25,215 

地域福祉基金 89,914 313 25 41,310 △40,972 48,942 

文化振興基金 41,854 237,316 11 1,270 236,057 277,911 

庁舎等建設基金 169,083 0 46 48,000 △47,954 121,129 

国民健康保険事業基金 552,406 500,000 198 0 500,198 1,052,604 

介護保険給付費準備基金 394,207 46,844 0 18,229 28,615 422,822 

合  計 5,637,770 1,697,170 12,980 793,522 853,941 6,554,711 
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定額運用基金 

 （単位：千円） 

区  分 

平成 30 年 

3 月末 

現在高 

決算年度中の増減額 平成 31 年 

3 月末 

現在高 新規積立 利子積立 取崩額 計 

育英事業基金 257,279 23,000 0 △8,135 14,865 272,144 

国民健康保険高額療養費貸付基金 

平成 31年 3月 15 日基金廃止 
5,000 0 0 ※△5,000 △5,000 0 

高額介護サービス費等貸付基金 

平成 31年 3月 15 日基金廃止 
3,000 0 0 △3,000 △3,000 0 

収入印紙等購買基金 4,000 0 0 0 0 4,000 

合  計 269,279 23,000 0 △16,135 6,865 276,144 

※不納欠損額△1,240 千円を含む 
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    １款 

 

   議  会  費 

 

 
 １項 議会費 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 





 

 

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
１款 議会費 決算額    173,565,569円 （前年度171,194,840円） 

１項 議会費 決算額    173,565,569円 （前年度171,194,840円） 

１目 議会費 決算額    173,565,569円 （前年度171,194,840円） 

議会事務局 

  １ 議員報酬等 123,515,094 円 （前年度 121,235,624 円） 

(1) 議員定数 

    ア 条例定数 15人 

(ｱ) 現員数 15 人（平成 31 年 3月 31 日現在） 

 

(2) 本会議の開催状況 

区  分 回数 
会 期 本会議 

日 数 

本会議 

時間数   開 会 日 ～ 閉 会 日 日数 

6 月定例会 1 平成 30 年  6 月  1 日 ～ 同年  6 月 21 日 21 4 10:08 

9 月定例会 1 平成 30 年  9 月 28 日 ～ 同年 10 月 23 日 26 4 11:47 

11 月定例会 1 平成 30 年 11 月 29 日 ～ 同年 12 月 18 日 20 4  8:57 

2 月定例会 1 平成 31 年  2 月 22 日 ～ 同年  3 月 14 日 21 4 11:23 

合  計 4  88 16 42:15 

 

(3) 議案件数                         （単位：件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 議員提出の議案 

 ア  その他 

(ｱ) 感謝状の贈呈について(前副議長に対する感謝状の贈呈) 

（9 月定例会原案可決）  

(ｲ) 特別委員会の設置について（決算）（9月定例会原案可決） 

(ｳ) ゴルフ場利用税の堅持を求める意見書（9月定例会原案可決） 

   

区  分 

定 例 会 

計 6 月 

定例会 

9 月 

定例会 

11 月 

定例会 

2 月 

定例会 

予  算 1 4 2 16 23 

条  例 5 2 2 17 26 

一般案件 3 8 1 5 17 

報  告 8 2 4 0 14 

認  定 0 10 0 0 10 

諮  問 0 1 1 0 2 

同  意 4 0 2 0 6 

選  任 0 1 0 0 1 

発 議 案 0 3 0 0 3 

請  願 0 0 0 0 0 

選  挙 2 0 0 0 2 

そ の 他 0 0 0 0 0 

計  23 31 12 38 104 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

            (5) 常任委員会・特別委員会等の開催状況   （単位：回） 

区  分 開催回数 

常任委員会 
総務福祉教育委員会 5 

観光建設公営企業委員会 4 

議会運営委員会 15 

特別委員会 

広域行政推進特別委員会 2 

公共施設整備等特別委員会 2 

決算特別委員会 2 

 

 

議会事務局 

２ 議員活動及び事務局の総括的事務費 12,731,209 円 （前年度 12,951,507 円） 

(1) 議会及び議長にかかる交際費 650,503 円  

 

(2) 行政調査（委員会） 

総務福祉教育委員会  

平成 30 年 10 月 24 日～26 日（秋田県秋田市、岩手県盛岡市） 

観光建設公営企業委員会  

平成 30 年 7 月 3 日～5日（福岡県福岡市、長崎県長崎市） 

 

(3) 行政調査（会派） 

熱海成風会 

 平成 30 年 9 月 11 日～13 日（長野県上田市、北佐久郡軽井沢町、東京都千代

田区） 

熱海進政会議員団 

 平成 30 年 5月 23 日～25 日（北海道虻田郡ニセコ町、函館市） 

自民党・公明党・女性の会 熱海梁山泊 

     平成 30 年 9月 12 日～14 日（群馬県吾妻郡草津町、渋川市）        

 

(4) 会議録調製及び製本業務                  （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

会議録検索システムデータ作成業務委託 202,935 ㈱会議録センター 

本会議録等調製及び会議録等の印刷製本 

業務委託 
2,019,836 ㈱会議録センター 

ホームページ用会議録検索システム使用料 777,600 ㈱会議録センター 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

           (5) 議会だより印刷、発行 

  定例会等の開催後に発行し、市民への議会に対する理解と周知を図った。                 

平成 29 年度より、単独発行している。             

（単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

議会だより印刷業務 1,358,720 
ナポー㈱ 

Ａ4【カラー】（12頁×21,000部×4回） 

 

(6) 熱海市議会本会議映像配信 

   開かれた議会を推進するため、平成 29 年 6 月定例会より、本会議 2 日目・3

日目の質疑・質問の様子について、インターネットによる録画配信を開始した。 

                                （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

熱海市議会インターネット

映像配信業務委託 
1,598,400 ㈱伊豆急ケーブルネットワーク 

 

 

秘書広報課 

  ３ 職員給与費 37,319,266 円 （前年度 37,007,709 円） 
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    ２款 

 

   総  務  費 

 
 １項 総務管理費 

 ２項 徴税費 

 ３項 戸籍住民基本台帳費 

 ４項 選挙費 

 ５項 防災費 

 ６項 統計調査費 

 ７項 監査委員費 

    21 項  総務管理費 

23 項 戸籍住民基本台帳費 
 
 





 

 

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

２款 総務費 決算額   2,369,626,224 円 （繰越明許費を含む。） （前年度 2,002,314,440 円） 

１項 総務管理費 決算額   1,746,577,590 円 （前年度 1,438,651,499 円）                  

１目 一般管理 決算額    495,260,743 円 （前年度  461,265,786 円）                   

費     秘書広報課 

      １ 職員給与費 439,389,529 円 （前年度 447,845,076 円） 

 

 

          秘書広報課 

          ２ 秘書事務経費 2,046,016 円 （前年度 3,315,504 円） 

            (1) 秘書室における事務経費として執行した。 

 

 

          秘書広報課 

          ３ 市及び市長等に係る交際費等 1,063,456 円 （前年度 1,268,232 円） 

(1) 市長、副市長及び市の交際費として市政功労者や各種委員逝去に伴う生花代や

香料、各種会合会費等を執行した。 

 

 

          秘書広報課 

          ４ 友好都市交流経費 72,428 円 （前年度 170,111 円） 

(1) 友好都市との交流に係る経費、熱海交歓会に係る経費として執行した。 

 

 

      総務課 

          ５ 訴訟事務費 1,044,600 円 （前年度 1,044,600 円） 

(1) 訴訟や諸問題について法律の専門的事項の相談をするために、弁護士 2 人に対

して法律相談業務委託を行った。              （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

法律相談業務委託 1,036,800 相談件数  14 件 

 

 

          総務課 

６ 工事請負・物品購入契約事務経費 892,072 円 （前年度 633,692 円） 

           (1) 平成 30 年度入札参加資格審査受付（新規）         （単位：者） 

区 分 建設工事 コンサルタント 物品・役務提供 軽微な工事 

市 内 62 8 127 22 

市 外 540 340 771 0 

計 602 348 898 22 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

           (2) 予定価格 300 万円以上の工事入開札の執行    (単位：件、千円、％) 

入札方式 件数 落札金額 平均落札率 

指名競争入札  21 751,905 98.60 

総合評価 0 0 0.00 

制限付一般競争入札 113 3,757,235 97.02 

計 134 4,509,140 97.28 

 

           (3) 物品入開札の執行               (単位：件、千円、％) 

区 分 件 数 落札金額 平均落札率 

物 品 13 38,599 93.53 

 

           (4) 公募型物品見積合せの執行           (単位：件、千円、％) 

区 分 件 数 落札金額 平均落札率 

物 品 133 13,391 67.78 

印刷物 74 16,468 65.43 

計 207 29,859 66.46 

 

           (5) 建設工事等入札業者指名選考委員会の開催 

500 万円以上の建設工事、200 万円以上の測量・建設コンサルタント業務、500

万円以上の物品・役務提供等を対象として、入札参加者の適正かつ合理的な選定

を行うため指名選考委員会を開催するとともに、競争入札に参加する者に必要な

資格の審査と指名停止等措置要綱に基づき指名停止措置を行った。 

ア 指名選考委員会開催回数 21 回 

 

イ 指名停止件数  （単位：件、者） 

件 数 業者数 

3 3 

 

           (6) 電子入札の実施 

ア 実施件数 134 件 

 

イ 利用登録者数 370 者（うち市内業者 74 者） 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

          総務課 

７ 工事の検査、検収経費 115,260 円 （前年度 104,380 円） 

(1) 検査業務 

市が発注した工事又は製造等について、その契約の適正な履行を確認するため、

熱海市建設工事執行規則に基づく 1件 300 万円以上の工事を対象として検査を執

行した。検査結果は、全ての工事が契約どおり施工されていることを確認した。

平成 30 年度の主な検査としては、姫の沢スポーツ広場人工芝更新工事、エコ・

プラント姫の沢ごみ焼却施設保全工事（第 4期）、笹良ヶ台市営住宅 3・4号棟

外壁等改修工事等 122 件行った。また、優良建設工事施工業者として 2 件の 

表彰(平成 29 年度工事)を行った。 

 

 (2) 工事検査執行件数等                                    （単位：件、円） 

工 種 
完 成 検 査 

既済部分検査 中間検査 出来形検査 
件数 請負代金額 

土木工事 69 1,466,805,240 0 1 1 

建築工事 16 647,803,440 4 2 2 

電気工事 10  52,155,360 0 0 0 

管工事 11 111,294,000 0 0 0 

機械工事 4 714,482,640 0 0 0 

その他工事 11 118,218,960 0 0 0 

特殊工事 1 18,280,000 0 0 0 

計 122 3,129,039,640      4 3 3 

 

           (3) その他業務 

             静岡県都市建設工事検査員連絡会総会が、6 月 7 日(木)に浜松市において開催さ

れた。（1県・26 市 39 人出席） 

東部ブロック都市建設工事検査員連絡会総会が、8 月 24 日(金)に御殿場市にお

いて開催された。（11市 20 人出席） 

 

          総務課 

          ８ 共用車の維持管理及び運行経費 3,086,810 円 （前年度 2,503,202 円） 

           (1) 市役所で使用する共用車の維持管理を行うための経費として執行した。また、

安全運転への意識を向上させるため、安全運転管理者について安全運転管理者講

習会への受講手数料等を執行した。 

 

          総務課 

  ９ 庁内共通物品等購入及び管理経費 2,900,814 円 （前年度 2,730,549 円） 

   (1) 庁内における新聞購読料及び備品購入費として執行した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

企画財政課 

10 一般管理経費 44,649,758 円 （前年度 1,650,440 円） 

           (1) 政調会等の議会に関する経費等を執行した。 

 

 

２目 職員管理  決算額    198,579,937 円 （前年度 267,441,185 円）              

費     秘書広報課 

   １ 研修経費 5,999,250 円 （前年度 6,610,883 円） 

    職員研修を通じて職員一人ひとりが、その個性と能力を十分に発揮し、効率的に質

の高い行政経営を行い、資質・能力の向上を図るため、以下の研修を実施した。 

 

(1) 一般研修                         (単位：人) 

区 分 種 類 修了人数 

階層別研修 

新規採用予定者（内定者）応援セミナー 9 

新規採用予定者事前研修 15 

新規採用職員研修（前期） 15 

新規採用職員研修（フォローアップ） 15 

新規採用職員研修（後期） 15 

新規採用職員研修（効果測定試験） 15 

新人職員研修 10 

若手職員研修 12 

中堅職員研修 12 

目的別研修 

人事評価（評価者及び被評価者）研修 221 

交通事故防止研修 33 

交通安全研修 92 

ハラスメント防止研修 95 

 

 

(2) 職員研修に係る委託料                  （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

新人職員研修 162,000 ㈱インソース 

中堅職員研修 108,000 ㈱舎鐘 

人事評価 

（評価者及び被評価者）研修 
370,440 ㈶公共経営研究機構 

ハラスメント防止研修 135,120 
㈱ビーコンラーニングサー

ビス 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

(3) 派遣研修の実績                                             (単位：人) 

主な研修項目 日 程 人数 

自治大学校 
第 2 部課程第 184 期研修 1 

第 3 部課程第 109 期研修 1 

市町村アカデミー 専門知識習得のため各種研修へ派遣 5 

国際文化アカデミー 専門知識習得のため各種研修へ派遣 1 

静岡県自治研修所 行政の危機管理講座等 19 

静岡県市町職員広域研修 新任監督者研修・法制執務研修 9 

市研協東部ブロック共同研

修 
通る！企画提案研修 3 

国内先進地視察研修 
職員の能力向上のため先進的な自治体

や民間企業を視察 
31 

その他 専門知識習得のため各種研修へ派遣 3 

 

  (4) 派遣研修 

           ア 静岡県後期高齢者医療広域連合事務局 1 人 

 

            イ 静岡県経営管理部市町行財政課 1 人 

 

 

秘書広報課 

   ２ 福利厚生経費 8,217,895 円 （前年度 8,201,550 円） 

(1) 労働安全衛生法により選任が義務付けられている産業医に係る報酬として

180,000 円を執行した。 

 

(2) 職員に係る定期健康診断を下表のとおり実施した。      （単位：円） 

事業概要 年 度 事業費 備 考 

職員健康診断 
30 1,935,144 静岡県市町村職員共済組合 

29 1,991,347 静岡県市町村職員共済組合 

視力・アミラーゼ等追加検査 

30 
1,269,702 

㈶静岡県予防医学協会 
285,768 

29 
1,281,852 

㈶静岡県予防医学協会 
※290,304 

計 
30 3,490,614  

29 3,563,503  

※特定業務従事者分。労働安全衛生規則第 45 条の規定により、深夜業務等の特定

業務に従事する労働者に対しては、6 か月以内ごとに 1 回、定期的に、定期健康診

断と同項目の健康診断を実施した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

  （単位：円、人）   

検査項目 年 度 

受診者数及び決算額 

 うち一般会計 

人数 事業費 人数 事業費 

聴力検査 
30 223 72,252 191 61,884 

29 225 72,900 196 63,504 

血圧検査 
30 393 76,399 341 66,290 

29 388 75,427 338 65,707 

血液検査 
30 392 245,549 340 212,976 

29 387 242,417 337 211,097 

肝機能検査 
30 392 1,439,424 340 1,248,480 

29 387 1,492,117 337 1,299,337 

尿検査 
30 388 113,140 336 97,978 

29 385 112,266 335 97,686 

心電図検査 
30 223 289,008 191 247,536 

29 225 291,600 196 254,016 

身長・体重計測 
30 393 42,444 341 36,828 

29 389 42,012 339 36,612 

腹囲計測 
30 188 30,456 161 26,082 

29 185 29,970 162 26,244 

視力検査 
30 393 84,888 341 73,656 

29 389 84,024 339 73,224 

アミラーゼ検査 
30 392 254,016 340 220,320 

29 387 250,776 337 218,376 

ＨＣＶ抗体 
30 0 0 0 0 

29 1 1,944 1 1,944 

ＨＢｓ抗体等検査 
30 81 192,456 81 192,456 

29 87 206,712 87 206,712 

胸部Ｘ線検査 
30 380 615,600 330 534,600 

29 376 609,120 329 532,980 

医師による診察 
30 189 204,120 162 174,960 

29 185 199,800 162 174,960 

特定業務従事者健診 
30 63 285,768 63 285,768 

29 64 290,304 64 290,304 

データ作成料 
30 1 10,800 1 10,800 

29 1 10,800 1 10,800 

計 
30 3,956,320 3,490,614 

29 4,012,189 3,563,503 

 

 

(3) 臨時職員に係る健康診断を実施した。       （単位：人、円） 

年 度 受診者数 事業費 事業概要 

平成 30 年度 122 843,545 ㈶静岡県予防医学協会 

平成 29 年度 125 855,769 ㈶静岡県予防医学協会 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

(4) ケースワーカー、消防署職員等を対象としたＢ型肝炎予防接種及び抗体検査を

実施した。                    （単位：円） 

事業概要 年 度 事業費 備 考 

Ｂ型肝炎予防接種・

抗体検査 

平成 30 年度 447,120 ㈳熱海市医師会 

平成 29 年度 388,800 ㈳熱海市医師会 

 

(5) 静岡県市町村職員共済組合の助成を受けてメンタルヘルスチェックを実施し、

職員のメンタル不調に対する備えと早期対応に努めた。 

（単位：人、円） 

年 度 受診者数 事業費 備 考 

平成 30 年度 631 468,504 ㈶静岡県予防医学協会 

平成 29 年度 622 462,672 ㈶静岡県予防医学協会 

 

(6) 熱海市職員互助会に対して事業所負担金を執行し、地方公務員法第 42 条に規

定する福利厚生事業の実施に努めた。 

 

 

          秘書広報課 

   ３ 職員管理経費 63,948,723 円 （前年度 59,087,355 円） 

(1) 熱海市職員の試験に関する規程の規定により職員採用試験を実施した。 

 （単位：人） 

区 分 募集人数 

応募者 合格者 採用者 

総

数 

市

内 

市

外 

総

数 

市

内 

市

外 

総

数 

市

内 

市

外 

一般事務 大学卒 5 人程度 71 25 46 4 3 1 5 3 2 

一般事務 短大・高校卒 若干名 18 6 12 2 2 0 3 3 0 

一般事務（身体障害者手帳

を有する者） 
若干名 2 1 1 0 0 0 0 0 0 

社会福祉士 若干名 2 0 2 0 0 0 0 0 0 

幼稚園教諭・保育士 5 人程度 4 1 3 2 1 1 2 1 1 

消防士 若干名 10 4 6 2 2 0 2 2 0 

初島看護師[選考試験] 1 人 1 1 0 1 1 0 1 1 0 

㈶熱海市振興公社解散に伴

う選考試験 
若干名 4 4 0 2 2 0 2 2 0 

計 112 42 70 13 11 2 15 12 3 

             ※市内・市外の区分は、受験応募時点における住所による。 

             ※合格者は第三次試験合格者であり、採用者は第三次試験合格後の採用辞退等

に伴う補欠合格者を含めている。 
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(2) 職員数及び任免の状況 

ア 職員数（特別職の職員及び再任用職員を除く。）  （単位：人） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

一般行政部門 267 265 

教育部門 75 72 

消防部門 88 86 

公営企業部門 32 32 

国保・介護特別会計部門 24 23 

計 486 478 

※職員数の基準日はいずれも 4月 1日現在 
 

イ 任免等(平成 30 年度中の任免等の状況) 

区 分 採 用 退 職 分 限 懲 戒 

一般行政部門 11 人 8 人 1 件(1 人) 0 件 

教育部門 2 人 4 人 0 件 0 件 

消防部門 2 人 4 人 0 件 0 件 

公営企業部門 0 人 1 人 0 件 0 件 

国保・介護特別会計部門 0 人 2 人 0 件 0 件 

計 15 人 19 人 1 件(1 人) 0 件 

※採用は、平成 31年 4月１日採用者である。 
※採用及び退職は、指導主事（教員分）を除く。 
※分限は、地方公務員法第 28 条第 2 項第 1 号に規定する心身の故障による休職

の延件数（前年度からの継続分を含む。）である。 
 

           (3) 産休・育児休業代替等臨時・パート職員の状況(平成 31 年 3 月 31 日現在) 

             臨時職員 27 人   パート職員 4 人 

 

(4) 職員給与の状況 

ア 職別平均支給状況(各年度 3月実績)        （単位：円） 

職 別 年度 
人数 
(人) 

平均年齢 
（歳） 

平  均 
給料月額 

平  均 
給与月額 

部長級 
30 13 53 462,054 560,600 
29 10 57 460,135 548,667 

課長級 
30 24 53 452,633 544,046 
29 26 52 447,548 537,575 

室長級 
30 67 49 420,422 470,461 
29 71 48 415,683 470,292 

主幹級 
30 73 46 371,748 432,173 
29 69 45 366,738 426,479 

主査級 
30 59 50 365,459 395,696 
29 60 49 358,794 399,986 

主任級 
30 99 39 285,713 327,152 
29 102 39 275,843 316,402 

副主任・主事級 
30 145 27 208,491 251,422 
29 141 26 207,281 251,812 

計
30 480 40 315,949 363,526 
29 479 40 314,605 364,862 

            ※「平均給料月額」とは、職員の基本給の平均である。 
            ※「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間

外勤務手当等のすべての諸手当の額を合計したものである。 
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イ 職員給与費決算額一覧職員数             （単位：人、円） 

款名称 項名称 目名称 
平成 30 年度 

職員数 決算額 

議 会 費 議 会 費 議 会 費 5 37,319,266 

総 務 費 

総 務 管 理 費 
一般管理費 54 439,389,529 

(うち市長・副市長分) (2) (28,125,361) 

徴 税 費 税 務 総 務 費 26 172,806,624 

戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費 12 80,854,386 

選 挙 費 

選 挙 管 理 委 員 会 費 

1 

8,824,109 

市長選挙及び市議会議

員 補 欠 選 挙 費 
491,211 

県議会議員選挙執行経費 687,999 

防 災 費 防 災 費 7 62,383,772 

統 計 調 査 費 
統 計 調 査 総 務 費 

1 
5,049,321 

国 の 委 託 統 計 調 査 136,616 

監 査 委 員 費 監 査 委 員 費 2 19,320,993 

民 生 費 
社 会 福 祉 費 社 会 福 祉 総 務 費 35 249,514,519 

児 童 福 祉 費 保 育 所 費 34 222,497,693 

衛 生 費 

保 健 衛 生 費 保 健 衛 生 総 務 費 15 99,234,075 

清 掃 費 
清 掃 総 務 費 10 81,982,959 

廃 棄 物 収 集 費 10 76,090,277 

農 林 水 産 業 費 

農 業 費 農 業 総 務 費 4 33,996,323 

林 業 費 林 業 土 木 費 1 3,827,595 

水 産 業 費 漁 港 建 設 費 1 7,669,115 

観 光 商 工 費 
観 光 費 観 光 総 務 費 9 78,924,490 

商 工 費 商 工 総 務 費 3 24,379,923 

土 木 費 

土 木 管 理 費 土 木 総 務 費 4 28,058,726 

道 路 橋 梁 費 道 路 橋 梁 総 務 費 5 39,324,189 

港 湾 費 観光港等建設推進費 1 3,871,721 

都 市 計 画 費 
都 市 計 画 総 務 費 13 103,396,694 

公 園 等 建 設 費 9 73,201,842 

住 宅 費 住 宅 管 理 費 7 51,998,328 

消 防 費 消 防 費 常 備 消 防 費 88 568,838,766 

教 育 費 

教 育 総 務 費 
事 務 局 費 21 178,695,772 

( う ち 教 育 長 分 ) (1) (11,660,142) 

小 学 校 費 学 校 管 理 費 1 8,549,662 

中 学 校 費 学 校 管 理 費 1 7,167,310 

幼 稚 園 費 幼 稚 園 費 21 128,679,558 

社 会 教 育 費 社 会 教 育 総 務 費 21 163,483,083 

保 健 体 育 費 保 健 体 育 総 務 費 11 68,891,427 

一 般 会 計 合 計 433 3,129,537,873 

 ※職員数は 4月 1日現在  
※市長、副市長及び教育長を含む。 
※職員数には、再任用職員は含まない。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

ウ ラスパイレス指数の推移 

平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

103.6 102.9 103.4 

ラスパイレス指数とは、地方公務員と国家公務員の給与水準を、国家公務員の

職員構成を基準として、職種ごとに学歴別、経験年数別に平均給与月額を比較

し、国家公務員の給与を 100 とした場合の地方公務員の給与水準を指数で示し

たものである。 

 

 

          秘書広報課 

   ４ 退職手当経費 120,414,069 円 （前年度 193,541,397 円） 

                   (1) 退職手当支給状況         （単位：人、円、年） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

定年退職 

人数 5 9 

退職手当額 
(116,642,773) 

108,115,137 

(176,043,158) 

165,400,223 

平均在職年数 40 31 

勧奨退職 

人数 0 0 

退職手当額 
(0) 

0 

(0) 

0 

平均在職年数 0 0 

普通退職 

人数 14 8 

退職手当額 
(12,519,900) 

12,298,932 

(48,240,098) 

28,141,174 

平均在職年数 6 13 

計 

人数 19 17 

退職手当額 
(129,162,673) 

120,414,069 

(224,283,256) 

193,541,397 

平均在職年数 15 22 

※( )内の数値は、一般会計以外で支出した退職手当を加えた総額 

 

 

３目 文書広報  決算額      31,168,486 円 （前年度 31,108,738 円）                     

費     秘書広報課 

１ 広報活動経費 22,639,766 円 （前年度 23,532,336 円） 

(1) 広報あたみ印刷、発行 

毎月 10 日（休日にあたる場合はその前日）に 22,000 部発行し、市の事業・制度

等の行政情報、イベントや行事の案内、その他市民生活に密着した各課のお知ら

せ等を掲載し、市民への市政に対する理解と周知を図った。 
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ア 広報あたみ印刷業務                   （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

広報あたみ印刷業務 3,888,000 

(有)青木紙店 

印刷頁数：Ａ4 

【カラー】16頁×12 回 

＝192 頁(192 頁×22,000 部＝4,224,000 頁) 

 

イ 主な掲載記事  

広報月 主な掲載記事 

4 月号 

施政方針、予算の概要／介護保険料が変わります／静岡デスティネー

ションキャンペーン 2019 開催決定／熱海市空家等対策計画を策定しま

した／ヘルプマーク 

5 月号 

日本でナンバー１の温泉観光地づくり（観光・商業振興）／熱海市職

員採用試験／健診を受けましょう！！／地域でつなぐ食育／熱海市情

報公開条例および熱海市個人情報保護条例に基づく運用状況／熱海市

でこれから見られる花 

6 月号 

住まうまち熱海づくり①（高齢者福祉の向上）／財政状況／国民健康

保険税・後期高齢者医療保険料について、保険証などのお知らせ／熱

中症を予防して元気な夏を！／海水浴場を開設します！ 

7 月号 

住まうまち熱海づくり②（子育て・教育環境の充実）／熱海市代表選

手を募集します！！／熱海市自伐型林業研修開催！／市長選挙・市議

会議員補欠選挙／市民教室はじめませんか？！／8 月 21 日は県民の日 

8 月号 
住まうまち熱海づくり③（市民インフラの整備）／9 月 10 日は下水道

の日／熱海市職員採用試験／文化庁日本の技体験フェア 2018 

9 月号 

わたしが想う熱海の未来／救急車の適正利用のお願い／健康まつり／

学級自慢／子育て広場、ＳｈｉｎｅＡｇｅ（シャインエイジ）／みん

なの消費生活展 

10 月号 

第 24 代齊藤栄熱海市長、新市議会議員の紹介／熱海だいだいノート／

幼稚園児・保育園児入園のご案内／あなたの命を守るために付いてま

すか？？住宅用火災警報器／消防団員募集／中学生海外研修体験記／

熱海市の人事行政運営状況／健康づくり室からのお知らせ／子育て広

場、ＳｈｉｎｅＡｇｅ（シャインエイジ）／第二小学校屋内プールで

健康づくり!!／熱海市暮らしの便利帳＃わたしの熱海を発行します！ 

11 月号 

所信表明／頑張る学生の進学応援奨学金／電子図書館・読書手帳のサ

ービスをはじめます！／1 日市民教室のご案内／学級自慢／12 月 3 日

～9 日は障害者週間／ストップ！市税滞納／子育て広場、ＳｈｉｎｅＡ

ｇｅ（シャインエイジ）／年末年始ごみ収集と搬入日程 

12 月号 

2018 年熱海市この 1 年／財政状況（決算）／介護予防教室、お菓子づ

くり教室、休館・休止のお知らせ／学級自慢／子育て広場、Ｓｈｉｎ

ｅＡｇｅ（シャインエイジ）／年末年始市の業務案内 

1 月号 

新年のごあいさつ／熱海の海の可能性／生活習慣病のリスクを知ろ

う！／確定申告と納税は正しくお早めに！／熱海市職員採用試験／子

育て広場、ＳｈｉｎｅＡｇｅ（シャインエイジ）／静岡デスティネー

ションキャンペーン（ＤＣ）おもてなし市民運動！ 
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2 月号 

熱海の力・消防力／市民大学受講生募集／総合福祉センターのご案内

／ありがとう、自然の家／こころの声を、聞かせてください／募集の

お知らせ／子育て広場、ＳｈｉｎｅＡｇｅ（シャインエイジ）／熱海

市の臨時職員を募集します！ 

3 月号 

熱海市スポーツ少年団の活動に参加しませんか？／市民アンケート調

査結果報告／春季市民教室／健幸チャレンジ／口座引き落としにしま

せんか？／施設利用に関するお知らせ／犬の登録と狂犬病予防集合注

射／子育て広場、ＳｈｉｎｅＡｇｅ（シャインエイジ）／選挙へ行こ

う！！ 

 

(2) 熱海市年間記録映像制作業務委託 

シティープロモーションの一環として、メディアからの映像素材の提供の要請に

対応できるように、本市の誇るべき地域資源や熱海市が主催又は共催する行事、

トピックス性のあるものについて、動画映像を撮影・記録・編集を委託し、約 1

時間 30 分のＤＶＤとしてまとめた。 

ア 委託内容                        （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

熱海市年間記録映像制作業務委託 341,700 ㈱伊豆急ケーブルネットワーク 

 

イ 内容 

(ｱ) 記録映像、イベント等 

熱海国際映画祭（6、7 月）／熱海芸術祭 月の道薪能（9 月）／仲秋の名月伊

豆山歌会（9 月）／熱海芸術祭ＡＴＡＭＩ ＡＲＴ ＥＸＰＯ2018（10 月）／ 

熱海芸術祭熱海梅園アートクラフト・フェスティバル（10 月）／尾崎紅葉祭 

文学碑除幕式(1 月)／熱海梅園梅まつり（1、2月）／熱海桜まつり（1 月） 

(ｲ) 資料用映像、実景など  

網代の街並み、満開の梅、満開の熱海桜 

 

(3) コミュニティ・ラジオ放送広報業務委託 

広報あたみに掲載した行政情報を中心に、その他市内で開催される催し物及びイ

ベント等について、ＦＭ放送（ＦＭ熱海湯河原）を利用した広域的な広報を行い、

市の行事等の周知を図った。 

ア 委託内容                        （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

コミュニティ・ラジオ放送広報業

務委託 
13,500,000 ㈱エフエム熱海湯河原 
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イ 放送時間：毎週 7 時間 31 分 

番組 

タイトル 
放送内容 

番組 

タイム 
放送日 

放送 

時間 

週放送

回数 

放送時間

（週） 

あたみゆ

がわら情

報局 

広報紙「広報あた

み」の内容を中心に

行政情報を放送。市

各担当課からのゲス

ト出演にも対応。 

0:17 

月曜～金曜 

 6:30 

13:30 

19:30 19 
5:53 

土曜・日曜 
 6:30 

19:30 

0:06 月曜～金曜 15:00 5 

熱海市か

らのお知

らせ 

行事等の変更・中止

のお知らせ、広報紙

「広報あたみ」に未

掲載の情報等、生放

送の利点を活かした

速報性のある情報を

放送。 

0:03 

月曜～金曜 

 8:00 

10:20 

12:20 

15 

0:51 

土曜・日曜  8:00 2 

街角情報

局 

火曜日・水曜日・金

曜日、市施設を紹

介。毎週の旬の情報

をパーソナリティー

と施設担当者が電話

を通してのインタビ

ュー形式の生放送。 

0:05 

火曜 

水曜 

金曜 

16:30 3 0:15 

番組内で

放送 

市内で行われるイベ

ント、行事等の取材

放送の企画及び放

送。 

0:17 不定期 1 0:17 

防災イン

フォメー

ション 

災害に備えて日頃の

心構えを告知する放

送。 

0:05 

月曜 

水曜 

金曜 

12:50 3 0:15 

その他の

放送 

「災害時における緊急情報放送に関する協定書」に基づくもの及び火

災・迷子・行方不明等の人命に関わる緊急放送、熱海市から要求され

た放送、熱海市メールマガジンで配信された内容に関する放送 

 

 

(4)「声の広報あたみ」録音業務委託 

市の行政情報等を市民に広報するため、紙媒体で編集発行する「広報あたみ」に

ついて、視覚障害者用に音読し録音する業務を委託した。 

ア 委託内容                         （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

「声の広報あたみ」録音業務委託 72,000 
アイ・ボランティア熱海 

漁火会 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

(5) ホームページ作成支援システム保守業務委託 

市のホームページを職員が容易に更新できるホームページ作成支援システムにつ

いて、保守業務を委託した。 

ア 委託内容                         （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

ホームページ作成支援システム 

保守業務委託 
3,834,000 ㈱フューチャーイン 

 

(6) メールマガジンサービスの利用 

同報無線の放送内容等を迅速に地域住民に発信するため、メールマガジンサービ

スを利用した。 

ア 業務内容                         （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

メールマガジンサービス 324,000 バイザー㈱ 

 

(7) 広報活動に係るその他経費 680,066 円 

 

総務課 

          ２ 文書及び法制事務経費 5,302,138 円 （前年度 4,806,331 円） 

           (1) 情報公開及び個人情報保護 

            ア 情報公開利用状況 

市民等からの開示請求に応じて、関係文書の開示を行った。  

（単位：件） 

年 度 請求件数 
全部開示

件数 

部分開示

件数 

不開示 

件数 

文書不存

在件数 

却下 

件数 

平成 30 年度 39 21 17 1 0 0 

平成 29 年度 43 17 25 1 0 0 

 

イ 自己情報の開示請求の状況  

市民等からの自己情報の開示請求に応じて、関係文書の開示を行った。 

（単位：件） 

年 度 請求件数 全部開示件数 部分開示件数 不開示件数 却下件数 

平成 30 年度 6 2 4 0 0 

平成 29 年度 9 4 2 3 0 

     

(2) 文書法制経費 

ア 文書法制事務費  

   議会に提出する議案の作成、条例等の制定改廃、例規データベースの整備並び

に法令集、官報その他の法制上の参考書籍の追録等に関する事務を執行した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

(ｱ) 議案の提出状況                    （単位：件）  

区 分 年度 

招集

回数 

(回) 

議 案 の 内 訳 

予算案 条例案 
その他

議 案 
報 告 認 定 諮 問 同 意 計 

定例会 
30 4 23 25 17 14 10 2 6 97 

29 4 29 24 10 17 10 5 16 111 

臨時会 
30 0 - - - - - - - - 

29 0 - - - - - - - - 

計 
30 4 23 25 17 14 10 2 6 97 

29 4 29 24 10 17 10 5 16 111 

 

(ｲ) 例規の制定改廃状況                      （単位：件） 

区 分 年度 条 例 規 則 訓 令 告 示 計 

制 定 
30 2 2 - 5 9 

29 4 3 - 6 13 

改 正 
30 39 35 5 26 105 

29 30 22 4 23 79 

廃 止 
30 6 2 - 3 11 

29 5 2 - 13 20 

計 
30 47 39 5 34 125 

29 39 27 4 42 112 

 

(ｳ) 例規データ更新等に伴う経費              （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

例規更新データ作成業務委託 1,875,960 ㈱ぎょうせい 

例規ベースシステム使用料 1,782,000 ㈱ぎょうせい 

法令Ｗｅｂシステムリース料 233,280 ㈱ぎょうせい 

 

イ 行政手続整備 

行政手続法及び熱海市行政手続条例に基づく各課の審査基準・処分基準の整備

について、次に掲げる内容により実施した。 

(ｱ) 当該基準個票及び一覧表の紙媒体及び電子媒体によるデータベース更新 

(ｲ) 整備が完了した当該基準の情報公開コーナーによる公表措置 

 

(ｳ) 行政手続整備更新支援業務委託料            （単位：円） 

事業の概要 事業費 備 考 

審査基準等の作成等の行政手続

整備事業に係る更新支援業務 
324,000 ㈱ぎょうせい 

 

(ｴ) 更新実績             （単位：件） 

区 分 法適用分 条例適用分 計 

審査基準 75 3 78 

処分基準 59 1 60 

計 134 4 138 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

ウ ファイリングシステム維持管理 

(ｱ) 文書を体系的に管理し、文書の検索性を高めるとともに、執務環境の向上

を図ることを目的としてファイリングシステムを導入している。 

当該年度終了後、文書のファイリングの手順に従い、それぞれ所管課におい

て文書の棚卸、ファイル基準表の作成等により文書を整理し、文書統括課に

報告することとしている。 

ファイリングシステム維持管理経費は、当該文書整理作業に必要な文書フォ

ルダ、文書保存箱等の購入費用に充てており、文書統括課にて一元管理し、

必要な数量を各課に配分している。 

 

(ｲ) ファイリング用品購入実績             （単位：個、円） 

区 分 フォルダ ファイルボックス 文書保存箱 その他 決算額 

平成 30 年度 4,000 400 400 - 271,296 

平成 29 年度 4,000 400 400 - 297,040 

 

総務課 

３ 印刷センターの管理運営経費 1,542,785 円 （前年度 1,214,593 円） 

(1) 第 1 庁舎 3階印刷室に設置している複写機等のリース料、設置機器に係る消耗

品費として執行した。 

 

(2) 郵便料金計器借上料として 751,680 円執行した。 

（平成 30 年度から令和 4年度までの 5 年間長期継続契約） 

 

 

協働環境課 

４ 広聴活動経費 334,197 円 （前年度 319,960 円） 

(1) 市民アンケート調査 

行政に対する市民の意識・要望を調べ、市政運営の参考資料とするとともに、市

民参加のまちづくりを推進することを目的にアンケート調査を実施した。 

調査結果は各設問担当部署をはじめ庁内ネットにより全職員に周知するとともに、

市ホームページに報告書全文を掲載し、広報あたみ 3 月号に概要を掲載した。 

ア 調査内容 

(ｱ) 基本的事項（記入者自身に関する調査） 

(ｲ) 生活実感に関する調査 

(ｳ) 住宅用火災警報器の設置について 

(ｴ) 熱海市立図書館の利用状況について 

(ｵ) 地域福祉の現状について 

(ｶ) 熱海駅前広場の利用について 

(ｷ) 消費生活について 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

イ 基本設計 

(ｱ) 母集団：熱海市在住の満 20 歳以上の男女 

(ｲ) 抽出方法：住民基本台帳より地域別男女別等間隔無作為抽出 

(ｳ) 調査期間：平成 30年 10 月 1日から 10 月 15 日まで 

(ｴ) 回収結果：1,965 件発送 有効回収 881 件（約 44.8％） 

 

 

          協働環境課 

          ５ 市民相談、無料法律相談及び行政相談等経費  

1,349,600 円 （前年度 1,235,518 円） 

(1) 金銭賃借、相続、離婚問題等の民事上の問題について、市民が気軽に相談で

きる場を提供することを目的とし、下記相談を実施、受付した。 

            ア 相談の概要 

相談の種類 相談担当 日 程 

法律相談 弁護士 毎月 第 1･2･4 木曜 午後 1～4 時 

人権よろず相談 人権擁護委員 毎月 第 2･4 月曜   午後 1～4 時 

公証人相談 公証人 毎月 第 1火曜     午後 1～3 時 

交通事故相談 県交通事故相談員 奇数月 第 2 水曜 午前 10 時～午後 3 時 

行政相談 行政相談委員 毎月 第 1･3 水曜 午後 1～3 時 

建築相談 
県建築士会東部ブロ

ック熱海地区会員 
毎月 第 3火曜   午後 1～4 時 

不動産相談 
県宅地建物取引業協

会伊豆支所会員 
5･8･11･2 月 第 4 火曜 午後 1～3 時 

一般相談 市民相談室職員 市役所執務時間中 

 

イ 相談受付件数                      （単位：件） 

相談の種類 法律 人権 公証人 交通事故 行政 建築 不動産 一般 総数 

相談件数 257 2 6 2 6 0 11 518 802 

 

 

 

 

４目 情報管理 決算額    187,139,475 円 （前年度 202,414,246 円）                   

費     秘書広報課 

         １ 電子計算システムの管理運営経費 118,743,935 円 （前年度 122,547,720 円） 

(1) 住民情報系等機器運営管理経費 

住民情報系の機器及び各課（室）、支所通信設備等を適正かつ安全に運用管理

を行った。また、新元号に対応するためのシステム改修を行った。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

ア 主な電算機器                （単位：台） 

区 分 機 器 名 称 台 数 

主要機器 
サーバ機器 13 

プリンタ装置 2 

端末装置 
専用パソコン 140 

プリンタ装置 19 

その他機器 

重要機械室静脈認証管理機器 1 

光学文字読取装置 1 

連続帳票断裁機 1 

圧着はがき作成機 1 

番号制度用統合端末 5 

 

イ 使用システム 

区 分 シ ス テ ム 名 称 

住民情報 

住民記録、印鑑登録、外国人、選挙、期日前投票、教育、住
民登録外、宛名、市民税、固定資産税、軽自動車税、国民健
康保険、国民年金、収納、滞納管理、住宅管理、道路河川占
有、別荘税、入湯税、健康管理、保育料、児童手当、後期高
齢者医療、生活保護、障がい福祉、介護保険、家屋評価 

 

ウ 業務委託                        （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

全国町字ファイルメンテナンス業務

委託 
205,200 

地方公共団体情報システ

ム機構 

電子計算機重要記録データの保護管

理業務委託 
154,224 ㈱ワンビシアーカイブス 

基幹系情報システム保守業務委託 57,533,328 ㈱日立システムズ 

個人番号カード裏面プリントシステ

ム保守業務委託 
207,420 トッパン・フォームズ㈱ 

基幹系ファイルサーバ一式保守業務

委託 
68,256 

東京コンピュータサービ

ス㈱ 

基幹系情報機器セットアップ業務委

託 
37,260 ㈱日立システムズ 

人事異動に伴うサーバ･パソコンメン

テナンス業務委託（基幹系分） 
842,400 ㈱日立システムズ 

番号制度用ファイアウォール等ネッ

トワーク機器保守業務委託 
1,377,000 

ＮＥＣフィールディング 

㈱ 

住民基本台帳ネットワークシステム

保守業務委託 
490,320 ㈱日立システムズ 

自治体情報セキュリティ対策システ

ム保守業務委託 
518,400 日興通信㈱ 

基幹系システム元号改正対応業務委

託 
10,800,000 ㈱日立システムズ 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

秘書広報課 

          ２ 庁内ネットワーク経費 68,266,420 円 （前年度 64,309,306 円） 

     (1) 庁内ネットワーク運営管理経費 

            庁内ネットワーク、インターネット等の機器及び通信設備等を適正かつ安全に

運用管理を行った。 

            ア 庁内ネットワーク機器等 

             サーバ機器 10台及び端末機器 500 台 

      イ 情報セキュリティポリシーの見直し 

熱海市情報セキュリティポリシーの見直しを行い、情報セキュリティに 

関わる情報の取扱いの見直しや実施手順の整備を行った。 

ウ 情報セキュリティ研修受講状況 

地方公共団体情報システム機構が主催するインターネットを利用したｅ- 

ラーニングによる情報セキュリティ研修、専門ＩＣＴ研修を実施し、43人 

が受講した。 

（単位：人） 

 

 

 

 

 

エ 業務委託                        （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

ネットワーク運用維持保守業務委託 518,400 日興通信㈱ 

フィルタリング･資産管理システム

維持保守業務委託 
518,400 日興通信㈱ 

庁内ネットワーク機器監視システム

導入業務委託 
2,502,576 日興通信㈱ 

ネットワーク機器等保守業務委託 2,579,040 ＮＥＣフィールディング㈱ 

グループウェア一式保守業務委託 607,824 東京コンピュータサービス㈱ 

庁内ＬＡＮ各種サーバ保守業務委託 507,600 日興通信㈱ 

人事異動に伴うサーバ・パソコンメ

ンテナンス業務委託 
4,536,000 日興通信㈱ 

人事異動に伴うサーバ･パソコンメ

ンテナンス業務委託（ＴＷＣＩ） 
162,000 東京コンピュータサービス㈱ 

熱海市セキュリティ支援業務委託 2,494,800 西日本電信電話㈱静岡支店 

インターネット系各種サーバ保守業

務委託 
1,505,952 ＮＥＣフィールディング㈱ 

自治体情報セキュリティ対策システ

ム保守業務委託（庁内系 SKYSEA） 
259,200 日興通信㈱ 

自治体情報セキュリティ対策システ

ム保守業務委託（インターネット系

SKYSEA） 

518,400 日興通信㈱ 

時 期 講座種別 受講者数 

平成 30 年 8 月 22 日から

平成 30 年 11 月 20 日まで 

情報セキュリティ一般コース 15 

個人情報保護一般コース 11 

地方公共団体専門コース 17 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

自治体情報セキュリティ対策システ

ム保守業務委託（認証システム） 
1,944,000 ＮＥＣフィールディング㈱ 

ファイル暗号化用機器等運用保守業

務委託（庁内系） 
1,218,240 ＮＥＣフィールディング㈱ 

ファイル暗号化用機器等運用保守業

務委託（インターネット系） 
1,218,240 日興通信㈱ 

静岡県自治体情報セキュリティクラ

ウドＷＡＦ適用業務委託 
864,000 

㈱ＴＯＫＡＩコミュニケーシ

ョンズ 

 

(2) ＬＧＷＡＮシステム運営管理経費 

地方公共団体相互間のコミュニケーションの円滑化、情報の共有による情報の高

度利用を図るための基盤として整備されたネットワークに接続するため、第三次

から第四次への切り替えを行い、機器及び通信設備等を適性かつ安全に運用管理

を行った。 

ア 業務委託                        （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

第四次総合行政ネットワークの構

築及び運用業務委託 
5,063,990 ＮＥＣフィールディング㈱ 

第四次総合行政ネットワーク用機

器保守業務委託 
491,778 ＮＥＣフィールディング㈱ 

ＬＧＷＡＮシステム保守業務委託 298,188 日本電気㈱ 

 

 

秘書広報課 

３ 地域情報化経費 129,120 円 （前年度 15,557,220 円） 

(1) 静岡県電子申請書共同利用等の経費 

地域情報化を促進するため静岡県内市町で共同利用する電子申請システムの運用

管理を行った。 

ア 利用料                         （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

電子申請利用料 97,020 富士通㈱ 

 

 

５目 財政管理  決算額     2,198,357 円 （前年度 1,153,757 円）                   

費     企画財政課 

  １ 予算編成・起債・地方交付税等の財務事務経費  

2,198,357 円 （前年度 1,153,757 円） 

   (1) 予算編成 

一般会計については、平成 30 年度 6 月、9 月、11 月（災害復旧に係る専決含

む）、2 月補正、及び平成 31 年度当初予算編成を行った。なお、限られた財源

の中で効果的な事業を実施できるように予算付けを行った。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

   (2) 市債の借入 

公共施設の建設事業など、単年度に多額の財源を必要とする事業等について、所

要資金を調達し当該事業の円滑な執行を確保する。また、将来便益を受けること

となる後世代の住民と現世代の住民との間での財政負担を平準化するため、地方

債を 1,832,515,000 円（うち平成 29 年度債の繰越分 91,500,000 円含む。）発行

した。 

                          （単位：円） 

区 分 金 額 

児童福祉施設整備事業 253,200,000 

ごみ処理施設整備事業 561,600,000 

上下水道事業 22,000,000 

道路整備事業 60,200,000 

河川整備事業 23,400,000 

漁港整備事業 800,000 

港湾整備事業 18,800,000 

住宅整備事業 92,800,000 

消防施設整備事業 10,900,000 

学校事業 200,600,000 

文化施設事業 1,500,000 

臨時財政対策債 576,615,000 

災害復旧事業 10,100,000 

計 1,832,515,000 

 

   (3) 地方交付税算定事務 

           平成30年度の普通交付税は、平成29年度と比べ6,467万8千円、10.9％の減となっ

た。これは基準財政需要額が微増となったが、基準財政収入額の増額が大きく、

交付基準額が減少したことによるものである。特別交付税は、震災復興特別交付

税分7万8千円を含む4億3,174万8千円の交付があり、平成29年度と比べ2.0％増と

なった。 

                                            （単位：円、％） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 増減比率 

普通交付税 529,459,000 594,137,000 △10.9 

特別交付税 431,748,000 423,194,000 2.0 

 

   (4) 地方財政状況調査事務（決算統計） 

    自治体の決算の状況を詳細に把握するため全国共通で作成するもので、普通会計

（熱海市の場合は一般会計のみ）の決算について地方財政状況調査表を作成した。

また、当市の財政状況を示す基礎数値や財政指標（経常収支比率、財政力指数、

公債費比率、歳入の構造、歳出の目的別構造）などの公表を行った。 

 

 

-43-



 

 

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

（単位：経常収支比率、公債費比率：％）     

 平成 30 年度 

(平成 29 年度決算) 

平成 29 年度 

(平成 28 年度決算) 

経常収支比率 ※1 90.0 (85.8) 87.5 (83.3)

財政力指数  ※2 0.916 0.916 

公債費比率  ※3 9.2 9.5 

※1 経常収支比率とは、義務的性格（人件費、公債費等）の経常経費に経常

一般財源収入がどの程度充当されているか見ることにより財政構造の弾力

性を計るもの。( )内の数値は減収補てん債（特例分）及び臨時財政対策債

を経常一般財源等から除いた経常収支比率である。 

※2 財政力指数とは、地方公共団体の財政力を示す指標として用いられるも

のである。（数値は過去 3 か年の平均値） 

※3 公債費比率とは、公債費（元金の償還及び利子の支払いに要する経費）

の一般財源に占める割合であり、この割合が増加すると財政の弾力性を圧

迫するため、それに対する目安とするものである。 

 

   (5) 財政健全化法に基づく健全化判断比率の算定 

    「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、地方公共団体は財政の健

全性に関する指標の公表を義務付けられており、基準を超える団体は早期健全化

計画又は財政再生計画を策定し、早急に改善に取り組まなければならない。 

平成 29 年度決算に基づく本市の健全化判断比率は全て早期健全化基準を下回っ

たが、今後も健全な財政運営を心掛けていく。 

                                     （単位：％） 

指 標 
平成 30 年度 

(平成 29 年度決算) 

平成 29 年度 

(平成 28 年度決算) 

健
全
化
判
断
比
率 

実質赤字比率 － － 

連結実質赤字比率 － － 

実質公債費比率 4.4 5.4 

将来負担比率 9.2 6.3 

 

   (6) 財務書類作成支援業務委託 

ア 委託内容                       （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

財務書類作成支援業務委託 1,080,000 税理士法人ヤマダ会計 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

６目 会計管理  決算額     2,561,785 円 （前年度 2,460,822 円）                   

費     会計課 

         １ 出納及び決算等会計管理経費 2,561,785 円 （前年度 2,460,822 円） 

(1) 会計管理事務については、現金、有価証券及び物品に係る管理事務の適正な

執行を行うとともに、出納事務に必要な経費が最小限にとどまるよう予算執行の

効率化に努めた。 

 

(2) 決算書等の印刷代として 167,778 円執行した。  

 

(3) 熱海市指定金融機関派出手数料として 1,468,800 円執行した。 

 

(4) 非常通報装置保守点検業務委託 

熱海市指定金融機関の派出所に勤務する者の人命や公金に対する重大な危害が

発生した場合に、非常通報ボタンを押すだけで警察に通報できる装置の保守点

検を行い防犯に努めた。 

                                       （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

非常通報装置保守点検業務委託 60,912 
㈶日本防災通信協会 

テルウェル西日本㈱ 

 

７目 財産管理 決算額     330,197,221 円 （前年度 151,881,864 円）                   

費     総務課 

          １ 庁舎の維持管理経費 65,068,531 円 （前年度 64,949,824 円） 

           (1) 熱海市警備員業務については、臨時職員 3人で、平日閉庁時の夜間勤務 1 人及

び休日閉庁日の昼間勤務 1～2 人と夜間勤務 1 人を交代で勤務し、委託警備員 1

人と合わせて 2～3人体制で対応している。 

 

           (2) 修繕の状況                  （単位：円、件） 

事業概要 事業費 修繕件数 

第３庁舎外部非常階段修繕ほか 2,766,096 29 

 

           (3) 委託業務の状況                     （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

庁舎等清掃業務委託 4,803,516 
㈱三幸コミュニティマ

ネジメント熱海営業所 

庁舎警備業務委託 7,128,000 ㈱市川総業 

第 1 庁舎エレベーター保守業務委託 635,040 
㈱日立ビルシステム 

横浜支社 

第 3 庁舎エレベーター保守業務委託 638,928 
三菱電機ビルテクノ 

サービス㈱横浜支社 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

庁内案内及び電話交換業務委託 4,212,000 
㈱ジャパンビルホール

ディングス伊豆営業所 

庁舎自家用電気工作物保安管理業務委託 406,944 ㈱静岡ケイテクノ 

電話交換機保守業務委託 1,033,812 
西日本電信電話㈱ 

静岡支店 

庁舎前広場整理業務委託 2,306,325 
㈳熱海市シルバー人材

センター 

庁舎建築物環境衛生管理技術者選任業務

委託 
388,800 芝浦セムテック㈱ 

庁舎空気環境測定及び飲料水水質検査等

業務委託 
403,920 芝浦セムテック㈱ 

その他(古紙誌等収集運搬処理業務委託

等) 
1,397,844 5 件 

計 23,355,129 15 件 

 

           (4) 工事の状況                       （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

福祉事務所屋上改修工事 2,052,000 大舘建設㈱ 

第１庁舎前ブロック塀改修工事 6,318,000 ㈱石井工務店 

計 8,370,000 2 件 

 

 

 総務課 

          ２ 第 2庁舎の維持管理経費 7,216,336 円 （前年度 10,666,938 円） 

           (1) 第 2庁舎の維持管理経費は、一般会計(50％)と公営企業(50％)で使用面積に基

づく負担割をしている。 

 

            (2) 修繕の状況                  （単位：円、件） 

事業概要 事業費 修繕件数 

第２庁舎１階両開戸修繕ほか 657,288 8 

 

           (3) 委託業務の状況                      （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

第 2 庁舎清掃業務委託 588,708 
㈱三幸コミュニティマネ

ジメント熱海営業所 

第 2 庁舎エレベーター保守業務委託 900,720 日本エレベーター製造㈱ 

その他(第 2 庁舎消防用設備点検業務委

託等) 
276,912 3 件 

計 1,766,340 5 件 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

           (4) 工事の状況                       （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

第 2 庁舎電気設備改修工事 2,268,000 ㈲大川電気商会 

第 2 庁舎外壁ブロック塀撤去工事 388,800 大舘建設㈱ 

計 2,656,800 2 件 

 

 

総務課 

          ３ 一般市有地の管理経費 27,516,990 円 （前年度 6,892,903 円） 

           (1) 市有地の管理に伴う修繕、業務委託、工事等を執行した。 

ア 修繕の状況                  （単位：円、件） 

事業概要 事業費 修繕件数 

駅北駐車場境界ブロック塀修繕ほか 1,409,400 4 

 

            イ 委託業務の状況                     （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

熱海市和田浜南町市有地地籍更正登記

測量業務委託 
756,000 薫測量調査 

網代字大谷市有地枝打業務委託 488,160 堀井建設工業㈱ 

泉地区観光用地樹木伐採業務委託 474,120 ㈲山田造園 

公有財産台帳管理データ修正業務委託 291,600 国際航業㈱ 

その他（猪洞市有地敷地内除草業務委

託等） 
559,605 6 件 

計 2,569,485 10 件 

 

             ウ 工事の状況                       （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

緑ガ丘市有地落石防止対策工事 22,016,880 ㈱川口組 

伊豆山市有地焼却炉撤去工事 626,400 大舘建設㈱ 

網代市有地ブロック塀解体工事 518,400 渡辺建設㈱ 

計 23,161,680 3 件 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

エ 市有地売払いの状況                  （単位：㎡、円） 

所在地 地 積 売払い金額 

熱海市緑ガ丘町 1757-111,112 48.02 833,002 

熱海市上宿町 785-2 51.69 6,549,123 

熱海市和田浜南町 1694-12 外 8 筆 349.52 21,984,808 

熱海市小嵐町 1581-32 24.00 766,272 

熱海市和田浜南町 1992-32 外 5 筆（現況建

物含む） 
699.99 100,000 

熱海市桃山町 49-9 14.80 677,618 

計 1,188.02 30,910,823 

 

          総務課  

          ４ 公有地取得事業費 42,238,162 円 （前年度 42,987,799 円） 

(1) 和田浜南町にある熱海観光港観光施設用地については、熱海市土地開発公社に

よって代行取得したものであり、その費用について償還した。 

 

総務課  

５ 南熱海支所・消防署南熱海出張所改築事業経費 188,157,202 円 

                          （前年度 26,384,400 円） 

(1) 委託業務の状況                      （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

南熱海支所仮移転業務委託 466,560 ㈲山口商店 

南熱海支所移転に伴うネットワーク配

線業務委託 
499,824 日興通信㈱ 

消防署南熱海出張所耐震診断業務委託 864,000 ㈲若林建築設計事務所 

その他（ネットワーク及び電話回線移

設業務委託等） 
664,978 6 件 

計 2,495,362 9 件 

 

(2) 工事の状況                        （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

南熱海支所解体工事 54,637,200 ㈱蒔田工務店 

南熱海支所・消防署南熱海出張所改築

工事 
130,400,000 渡辺建設㈱ 

その他（なかよしルーム改修工事等） 624,640 3 件 

計 185,661,840 5 件 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

  ８目 市有林管  決算額     3,732,934 円 （前年度 3,433,077 円） 

理費    総務課 

          １ 市有林の育成及び維持管理経費 3,732,934 円 （前年度 3,433,077 円） 

           (1) 森林保険料及び市有林巡視員報償費を執行した。  

 

           (2) 委託業務の状況                      （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

市有林防火線刈払補強作業業務委託 

（熱海・伊豆山） 
1,987,200 ㈲宮川産業 

市有林防火線刈払補強作業業務委託 

（下多賀） 
205,200 ㈲巻上造林 

計 2,192,400 2 件 

 

 

９目 企画費  決算額     55,132,440 円 （前年度 57,966,901 円） 

総務課 

１ 資産経営・公民連携推進経費 11,524,111 円 （前年度 169,062 円） 

(1) 公共施設マネジメントに係る経費として執行した。 

ア 委託業務の状況                     （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

熱海市公共施設劣化状況調査業務委託 11,340,000 
㈱ファインコラボレート

研究所 

 

 

企画財政課 

          ２ 企画経費 3,382,582 円 （前年度 6,031,737 円） 

(1) 市政全般に関わる庁内の総合調整 

ア 庁議の開催 

市行政の重要事項を審議するとともに、事務の総合調整を図り、統一ある市政

を能率的に推進するために設置するものである。熱海市庁議規程に基づき、定

例部長会議（毎月第 1、第 3 火曜日）を 24 回、臨時部長会議を 1 回開催した。 

 

イ 行政事務改善委員会の開催 

市の行政事務の合理化、能率化を図るために設置するものである。副市長を委

員長とし、行政事務等の改善について 2回開催した。 

 

(2) 公の施設に対する指定管理者制度の導入に際して、指定管理者選定委員会を開 

催した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

ア 熱海市駐車場指定管理者選定委員会 

当該選定委員会の委員のうち、専門家委員及び民間委員に対する謝礼として、

専門家委員 5,000 円×1 人×2 回＝10,000 円、民間委員 2,000 円×2 人×2 回

＝8,000 円の合計 18,000 円の報償費を執行した。 

 

  開催日及び場所 内 容 出席委員数 

第 3 回 
7 月 5日(木) 
熱海市役所 

・第 1次審査（書類審査） 

7 人 
※うち、 

専門家 1 人
民 間 4 人

第 4 回 
7 月 13 日(金) 
熱海市役所 

・第 2 次審査（プレゼンテーション、ヒア

リング） 
・指定管理者（候補者）の決定 

7 人 
※うち、 

専門家 1 人
民 間 4 人

 

イ 姫の沢公園指定管理者選定委員会 

当該選定委員会の委員のうち、専門家委員及び民間委員に対する謝礼として、

専門家委員 5,000 円×1 人×2 回＝10,000 円、民間委員 2,000 円×3 人×2 回

＝12,000 円の合計 22,000 円の報償費を執行した。 

 

  開催日及び場所 内 容 出席委員数 

第 3 回 
7 月 24 日(火) 

熱海市役所 
・第 1次審査（書類審査） 

7 人 

※うち、 

専門家 1 人

民 間 4 人

第 4 回 
7 月 30 日(月) 

熱海市役所 

・第 2 次審査（プレゼンテーション、ヒア

リング） 

・指定管理者（候補者）の決定 

7 人 

※うち、 

専門家 1 人

民 間 4 人

 

ウ 熱海海浜公園指定管理者選定委員会 

当該選定委員会の委員のうち、専門家委員及び民間委員に対する謝礼として、

専門家委員 5,000 円×1 人×2 回＝10,000 円、民間委員 2,000 円×2 人×2 回

＝8,000 円、民間委員 2,000 円×1 人×1 回＝2,000 円の合計 20,000 円の報償

費を執行した。 

 

  開催日及び場所 内 容 出席委員数 

第 3 回 
7 月 6日(金) 

いきいきプラザ 
・第 1次審査（書類審査） 

6 人 

※うち、 

専門家 1 人

民 間 3 人

第 4 回 
7 月 17 日(火) 

熱海市役所 

・第 2 次審査（プレゼンテーション、ヒア

リング） 

・指定管理者（候補者）の決定 

7 人 

※うち、 

専門家 1 人

民 間 4 人
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

エ 熱海駅前自転車等駐車場指定管理者選定委員会 

当該選定委員会の委員のうち、専門家委員及び民間委員に対する謝礼として、

専門家委員 5,000 円×1 人×3 回＝15,000 円、民間委員 2,000 円×1 人×3 回

＝6,000 円の合計 21,000 円の報償費を執行した。 

 

  開催日及び場所 内 容 出席委員数 

第 3 回 
8 月 1日(水) 
熱海市役所 

・再公募に係る指定管理者募集要項、評価
シート等の見直し 

7 人 
※うち、 

専門家 1 人
民 間 4 人

第 4 回 
10 月 3 日(水) 
熱海市役所 

・第 1次審査（書類審査） 

7 人 

※うち、 

専門家 1 人

民 間 4 人

第 5 回 
10 月 19 日(金) 
熱海市役所 

・第 2 次審査（プレゼンテーション、ヒア

リング） 

・指定管理者（候補者）の決定 

7 人 

※うち、 

専門家 1 人
民 間 4 人 

 

オ 熱海市児童発達支援センター指定管理者選定委員会 

当該選定委員会の委員のうち、専門家委員及び民間委員に対する謝礼として、

専門家委員 5,000 円×1 人×2 回＝10,000 円、民間委員 2,000 円×3 人×2 回

＝12,000 円の合計 22,000 円の報償費を執行した。 

 

  開催日及び場所 内 容 出席委員数 

第 3 回 
7 月 11 日(水) 
熱海市役所 

・第 1次審査（書類審査） 

7 人 

※うち、 

専門家 1 人

民 間 4 人

第 4 回 
7 月 25 日(水) 
熱海市役所 

・第 2 次審査（プレゼンテーション、ヒア

リング） 

・指定管理者（候補者）の決定 

7 人 

※うち、 

専門家 1 人
民 間 4 人 

 

(3) 地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき設置された熱海市総合教育 

会議を開催した。会議は市長、教育長及び教育委員で構成され、地方公共団体の 

長と教育委員会との連携を強化し、本市教育の課題やあるべき姿を共有するなど 

両者が協力して教育行政を推進することを目的とする。 

 開催日及び場所 内 容 

第 1 回 
6 月 25 日（月）

熱海市役所 

議事 ①平成 30 年度 教育行政の基本方針と主

要施策について 

②教育振興基本計画・後期基本計画の進

捗状況について 

③次期教育大綱の策定に向けて 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

第 2 回 
11 月 27 日（火）

熱海市役所 

議事 ①次年度に向けた検討事項について 

②登下校防犯プランについて 

③熱海市における社会及び教育の現状に

ついて 

④次期熱海市教育大綱（教育振興基本計

画）策定の進め方について 

⑤次期熱海市教育大綱（教育振興基本計

画）施策の基本方針（案）について 

 

 

(4) 「静岡県離島振興計画（平成 25 年度～令和 4 年度）」に基づき、静岡県で唯

一の離島初島の振興について施策展開の検討を進めた。 

 

(5) 全国の離島に所在する市町村及び離島を有する市町村で構成する全国離島振興 

協議会や、全国離島振興協議会を母体とし、離島振興に関する調査・研究、また 

政府・与党に対する政策提言を行うことを目的として設立された㈶日本離島セン 

ターに対する分担金及び会費として負担金を執行した。 

ア 全国離島振興協議会分担金 61,000 円 

イ ㈶日本離島センター会費  12,000 円 

 

(6) 「安全・安心で魅力ある“ふじのくに”の実現」を目指し、防災・減災と地域

成長を両立させた地域づくりを実現する「ふじのくにフロンティアを拓く取組」

を静岡県が進めている。この取組において「首都圏に一番近い離島・初島」の活

力創造推進区域として初島が指定され、令和元年度までの計画で漁港交流広場整

備を進める。 

 

(7) 地域振興、地域活性化を目的として設立された㈶地域活性化センターに対する

分担金として負担金を執行した。 

ア ㈶地域活性化センター会費各市分担金 140,000 円 

 

           (8) 熱海市に本籍のある市外在住の者の利便性の向上のため、全国のコンビニ等で

戸籍の証明書の取得が可能となったことに伴い、マイナンバーカードの普及促進

を目的として、市外在住の者に対し通知を行うため、通知業務の委託費用として

1,080,000 円を、当該通知に係る郵便料として 666,757 円を執行した。 

 

           (9) 熱海梅ライン上に掲示を行っていた伊豆ナンバー啓発看板について、伊豆ナン

バーの普及が進み、役目を終えたことから撤去工事費用として 363,960 円を執行

した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

  企画財政課 

  ３ 広域行政関係経費 486,980 円 （前年度 868,360 円） 

(1) 各広域行政推進協議会の開催及び運営 

ア 熱海・湯河原広域行政推進協議会 

             昭和 46 年に設立され、両市町における広域的事業の推進について連絡調整を

図ることを目的とする。委員は、両市町の議会の議長、副議長、担当委員会の

委員、市長、町長、副市長及び副町長をもって構成する。事務局は会長が属す

る市町に置き、平成 30 年度は湯河原町が事務局を務めた。推進事業は、道路

網整備の促進、公の施設等の相互利用の推進、観光振興、廃棄物処理に係る広

域的対応の検討等である。協議会に対する負担金として 100,000 円を執行した。 

 

 開催日及び場所 内 容 

会計監査 
6 月 13 日(水) 

湯河原町役場 

 平成 29 年度の協議会会計について、会計監事である 

湯河原町副町長による会計監査を行った。 

専門部会 
7 月 26 日(木) 

熱海市役所 

(1) 1 市 2 町共同し尿等受入前処理施設、し尿等投入設備

に係る事業費について 

協 議 会 
9 月 28 日(金) 

熱海市役所 

(1) 報告事項 

 平成 29 年度会務報告及び推進事業の経過について 

(2) 協議事項 

・平成 29 年度協議会決算について 

・役員の改選について 

・平成 30 年度協議会事業計画(案)について 

・平成 30 年度協議会予算(案)について 

(3) その他 

 

事務引継 

  

10 月 23 日(火) 

湯河原町役場 

役員の改選により、会長に湯河原町広域行政特別委員会

委員長が選出されたことに伴い、湯河原町が事務局となっ

たため、経理等の事務引継を行った。 

専門部会 
10 月 23 日(火) 

湯河原町役場 

(1) 湯河原町の検討結果について 

(2) 真鶴町の検討結果について 

(3) その他 

協 議 会 
12 月 18 日(火) 

湯河原町役場 

(1) 報告事項 

 第 5回し尿処理専門部会の検討結果について 

(2) その他 

視察研修 
1 月 10 日(木) 

  ～11 日(金) 

両市町の共通課題であるし尿処理及び観光分野を調査研 

究することを目的に、名古屋市及び犬山市を訪問し、施策

の説明を受けるとともに現状を視察した。 

専門部会 
3 月 26 日(火) 

湯河原町役場 

(1) 熱海市、湯河原町及び真鶴町し尿等共同処理設備整備

に関する覚書（案）について 

(2) 負担割合按分率及び概算工事費（案）について 

(3) その他 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

 

イ 熱海・函南広域行政推進協議会 

昭和 48 年の熱函道路の開通を機に設立され、両市町における広域的事業の推

進について審議調整を図ることを目的とする。委員は、両市町の議会の議長、

副議長、担当委員会の委員、市長、町長、副市長及び副町長をもって構成する。 

事務局は会長が属する市町に置き、平成 30 年度は熱海市が事務局を務めた。

協議会の推進事業は、広域幹線道路網の整備促進、日曜朝市の開催、廃棄物処

理に係る広域的対応の検討等である。協議会に対する負担金として 100,000 円

を執行した。 

 

 

  開催日及び場所 内 容 

会計監査 
6 月 4日(月) 

熱海市役所 

 平成 29 年度の協議会会計について、会計監事である熱

海市副市長による会計監査を行った。 

協 議 会 
7 月 2日(月) 

函南町役場 

(1) 報告事項 

平成 29 年度会務報告及び推進事業経過について 

(2) 協議事項 

・平成 29 年度熱海･函南広域行政推進協議会決算について 

・役員の改選について 

・平成 30 年度協議会事業計画(案)について 

・平成 30 年度協議会予算(案)について 

(3) その他 

事務引継 
7 月 12 日(木) 

熱海市役所 

役員の改選により、熱海市議会広域行政推進特別委員会

委員長が選出されたことに伴い、熱海市が事務局となった

ため、経理等の事務引継を行った。 

 

 

            ウ 熱海・箱根・湯河原広域行政推進協議会 

             既存の熱海・箱根広域行政推進協議会に湯河原町が加わる形で平成 23 年に設

立され、3 市町における広域的事業の推進について連絡調整を図ることを目的

とする。委員は、3 市町の議会の議長、副議長並びに担当委員会の委員長及び

副委員長並びに市町長及び副市町長をもって構成する。事務局は会長が属する

市町に置き、平成 30 年度は箱根町が事務局を務めた。協議会の推進事業は、

観光展の開催、工芸品や特産品のＰＲ、防災面での広域的対応である。協議会

に対する負担金として 100,000 円を執行した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

 開催日及び場所 内 容 

会計監査 
6 月 26 日(火) 

箱根町役場 

 平成 29 年度の協議会会計について、会計監事である箱

根町副町長による会計監査を行った。 

協 議 会 
7 月 9日(月) 

熱海市役所 

(1) 報告事項 

 平成 29 年度会務報告及び推進事業の経過について 

(2) 協議事項 

・平成 29 年度協議会決算について 

・役員の改選について 

・平成 30 年度協議会事業計画(案)について 

・平成 30 年度協議会予算(案)について 

(3) その他 

事務引継 
8 月 22 日(水) 

箱根町役場 

役員の改選により、会長に箱根町議会広域行政調査特別

委員会委員長が選出されたことに伴い、箱根町が事務局と

なったため、経理等の事務引継を行った。 

観 光 展 

1 月 30 日(水) 

品川駅 

びゅうプラザ前 

誘客促進のため 3 市町合同で観光ＰＲを実施した。 

(内容)観光パンフレット配布、観光案内、抽選会 

(参加者)ミス熱海（梅の女王、梅娘）、湯河原みかん大

使、3市町議員･職員 

(抽選会景品)旅館･ホテル宿泊券、施設招待券、名産品等 

 

(2) その他の広域的な協議会等への参加 

ア 伊豆半島 7市 6町首長会議 

平成18年に設立、伊豆半島内の7市6町(熱海市、沼津市、三島市、伊東市、下田

市、伊豆市、伊豆の国市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町、西伊豆町及

び函南町)で構成され、構成市町に共通する様々な行政課題について協議を行い、

その解決に向け相互に協力し合うことを目的とする。事務局は会長が属する市

町に置き、平成30年度は伊東市が事務局を務め、2回の首長会議（第30回～第31

回）及び2回の幹事会（各市町企画担当部課長）が開催された。 

  

  開催日及び場所 内 容 

第 30 回 
首長会議 

6 月 8日(金) 
伊豆市役所 
中伊豆支所 

議 題 
①平成 29 年度決算について 

②平成 29 年度事業会務報告について 

③役員改選について 

④規約の改正について 

⑤今後の伊豆半島グランドデザインの推進について 

⑥その他 

第 31 回 
首長会議 

10 月 1 日(月) 
伊東市役所 

議 題 

①一般社団法人美しい伊豆創造センターと任意団体美しい

伊豆創造センターの統合について 

②その他 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

組織体制 

 
 

 

イ 富士箱根伊豆交流圏市町村ネットワーク会議（ＳＫＹ交流圏） 

平成 13 年に設立、静岡県（20 市町）、神奈川県（10 市町）、山梨県（8 市町

村）の合計 38 市町村（平成 30年度現在）で構成され、圏域の自然環境、歴史、

文化等を活かし守りながら、連携して交流を進め、課題の解決に取組むことに

より、人が集まり活気あふれる圏域を形成することを目的とする。会議には本

会議（首長サミット）、総会（企画担当課長級）、幹事会、観光部会、広域連

携推進部会及び防災部会を置く。事務局は会長が属する市町村に置き、平成

30 年度は南足柄市が事務局を務め、3 回の総会が開催された。会議に対する負

担金として 18,000 円を執行した。 

 

  開催日及び場所 内 容 

第 1 回 

総 会 

5 月 24 日(木) 

南足柄市 

文化会館 

議 題 

①平成 29 年度事業報告及び収支決算(案)について 

第 2 回 

総 会 

11 月 6 日(火) 

書面会議 

議 題 

①平成 31 年度負担金（案）について 

②平成 31 年度役員（案）について 

③第 16 回富士箱根伊豆交流圏市町村サミット（案）に 

ついて 

第 3 回 

総 会 

3 月 20 日(水) 

書面会議 

議 題 

①平成 31 年度事業計画（案）及び予算（案）について 

②第 16 回富士箱根伊豆交流圏市町村サミット（案）に 

ついて 
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ウ 駿豆地区広域行政連絡会 

平成 22 年に設立、県東部地域の 5 市 3 町(沼津市、熱海市、三島市、伊豆市、

伊豆の国市、函南町、清水町及び長泉町)の企画担当課長により構成され、構

成市町の地域振興策及び行財政運営並びに広域連携方策に関する情報交換等を

行い、もって地域の振興・発展に資することを目的とする。平成 30 年度は三

島市が事務局を務め、連絡会が開催された。 

  開催日及び場所 内 容 

第 1 回 
連絡会 

2 月 7日(木) 
三島市役所 
中央町別館 

議 題 

①次年度の地方創生に係る取組について 

②各市町の 2020 年度（令和 2 年度）以降の「まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」取組予定について 

③総合計画の策定に伴う業者選定方式について 

④新聞記事クリッピングについて 
⑤来年度予定の消費税増税に伴う施設利用料の見直しに

ついて 

⑥U ターン就職の促進施策について 

 

エ 国際特別都市建設連盟 

別府市、伊東市、熱海市、奈良市、京都市、松江市、芦屋市、松山市、軽井沢

町、日光市、鳥羽市の 10 市 1 町が加盟している。加盟都市に係る特別建設法

及び国際観光文化都市の整備のための財政上の措置等に関する法律の運用、計

画及び実施に関し、促進を図ることを目的としている。平成 30 年度は芦屋市

が事務局を務め、総会、首長会議、幹事会、防災担当者会議が開催された。ま

た、負担金として 150,000 円を執行した。 

 

  開催日及び場所 内 容 

幹事会 
5 月 14 日(月) 

書面会議 

議 題 
①平成 29 年度国際特別都市建設連盟決算について 

②国際特別都市建設連盟の役員の選任について 

③平成 30 年度国際特別都市建設連盟予算(案)について 

④平成 30 年度国際特別都市建設連盟基本方針(案)に 

ついて 

総会 

6 月 4日(月) 
都市センター 

ホテル 
(千代田区) 

議 題 
①平成 29 年度国際特別都市建設連盟決算について 

②国際特別都市建設連盟の役員の選任について 

③平成 30 年度国際特別都市建設連盟予算(案)について 
④平成 30 年度国際特別都市建設連盟基本方針(案)に 

ついて 
⑤その他 

首長会議 

10 月 30 日(火) 
エクシブ鳥羽 
アネックス 
(鳥羽市) 

講 話 
「最近の都市行政の動きについて」 
         国土交通省 都市局 楠田 幹人 
議 題 

①国会等に対する要望活動について 
②「海洋プラスチック問題（軽井沢町提案）」について 
③その他 
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防災担当 
者会議 

1 月 30 日(水) 
気象庁本庁 
(千代田区) 

講 話 
気象庁職員の講話 

議 題 

①被災者支援システムの導入状況について 
②国土強靭化地域計画の策定について 
③外国人観光客への情報伝達手段と避難誘導方法につい

て 
④自主防災活動及び防災士の養成・スキルアップについ

て 
⑤最近の災害派遣実績について（取組の事例など） 

 

 

企画財政課 

４ 市民憲章普及推進経費  86,250 円 （前年度 118,320 円） 

(1) 「思いやりの心を育てる」啓発事業の一環として、市内小学校の新入学児童に

対する記念品（クレヨン）の贈呈を行った。 

 

 

 企画財政課 

          ５ 行財政審議会経費 67,100 円 （前年度 33,000 円） 

(1) 本市の行財政運営等に関して、市長の諮問に応じ調査審議するために設置する

熱海市行財政審議会の開催に係る経費である。 

平成 30 年度においては、水道料金、温泉料金、下水道使用料、公共施設使用

料等に係る消費税の税率改定と転嫁について報告した。委員に対する報酬及び役

務費として 67,100 円を執行した。 

  開催日及び場所 内 容 

第 1 回 
2 月 6日(水) 

熱海市役所 

①水道料金、温泉料金、下水道使用料等に係る消費税の税

率改定と転嫁について 

②その他の公共施設使用料等に係る消費税の税率改定と転

嫁について 

 
 
          企画財政課 

６ 熱海ふるさとサポート寄附金事業経費 39,579,417 円（前年度 34,478,610 円） 

(1) 平成 20 年度から開始した熱海ふるさとサポート寄附金（ふるさと納税）につ

いて、市ホームページ等により、市内外に向けて広く寄附の呼びかけを行った。 

なお、寄附金額の実績は下表のとおりである。 

（単位：件、円） 

 件数 寄附金収入額 

平成 30 年度 768 99,043,000 

平成 29 年度 747 84,674,000 

平成 28 年度 761 75,675,000 
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(2)寄附者に対するお礼の品として、熱海ブランド「Ａ－ＰＬＵＳ(エープラス)」 

認定商品、旅行商品、体験型商品を送付した。 

 

          企画財政課 

７ 熱海市総合戦略会議経費 6,000 円 （前年度 6,000 円） 

(1) 人口減少の克服と地方創生を目的に平成 27年度から 5 カ年の施策の方向を提

示した「熱海市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の事業について、効果検証す

る会議に係る経費であるが、平成 30 年度は役務費のみの執行となった。 

 

 

  10 目 支所費  決算額     3,852,784 円 （前年度 4,252,090 円） 

   市民生活課 

  １ 模写電送経費 1,280,938 円 （前年度 1,282,216 円） 

平成 11 年 11 月から駿豆地区(8 市 4 町)間において住民票の写し等を、また平成 21 

年 9 月からは戸籍証明書（全部事項・個人事項）の相互発行を実施し、住民サービ 

スの向上を図っている。 

(1) 広域交付の状況(本庁のみ)               （単位：件、円） 

 住民票 印鑑証明書 戸 籍 計 

件 数 84 28 113 225 

手数料 25,200 8,400 50,850 84,450 

                      

    

  市民生活課 

２ 支所の管理運営経費 2,571,846 円 （前年度 2,969,874 円） 

(1) 支所に要する経費を執行した。 

なお、各種取り扱い件数は 2款 3項 1 目の窓口事務一般諸経費のとおりである。 

 

(2) 委託料                          （単位：円） 

事業名 事業費 備 考 

南熱海支所及び泉支所非常用発電機保

守点検業務委託 
84,240 ㈲明静電設 

泉支所警備業務委託 115,344 ㈱全日警横浜支社 

計 199,584  

 

  11 目 公平委員  決算額      449,296 円 （前年度 508,376 円） 

会費    総務課 

１ 公平委員会委員報酬 318,000 円 （前年度 318,000 円） 

(1) 公平委員会委員 3 人の月額報酬として執行した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

総務課 

２ 公平委員会運営経費 131,296 円 （前年度 190,376 円） 

(1) 定例会を毎月 1 回開催した。平成 30 年度は、地方公務員法に基づく勤務条件

に関する措置要求、不利益処分に関する不服申立てがなかったため、適正な公平

審査制度の維持を図るために事務研究を主として行った。 

 

(2) 全国公平委員会連合会、静岡県公平委員会連合会の総会、事務研究会に出席し

た。 

 

12 目 自治振興  決算額      32,803,027 円 （前年度 54,020,707 円） 

費     危機管理課 

  １ 地域安全活動経費 4,270,130 円 （前年度 5,263,957 円） 

犯罪の未然防止を警察だけに頼るのは困難な状況になっている。 

このため、市民一人ひとりが、「自分のことは自分で守り、自分たちの地域は自分

たちで守る」という意識の下、防犯に関する情報・知識をもち、地域ぐるみで警察

や各種団体と協働して、犯罪の起きにくい、起こさない、安全・安心なまちづくり

の推進に関する経費として執行したものである。 

(1) 熱海市防犯協議会負担金 4,000,000 円 

 

(2) 熱海市地域安全コミュニティ活動団体事業費補助金      （単位：円） 

団体名 補助額 

中部地域安全コミュニティ会議 50,000 

東部地域安全コミュニティ会議 50,000 

網代地域安全コミュニティ会議 50,000 

 計 150,000 

 

           (3) その他地域安全活動経費 120,130 円 

 

 

協働環境課 

２ 町内会長連合会活動に対する助成等経費  

11,032,000 円 （前年度 11,032,000 円） 

 (1) 地域住民の福利厚生、各種連絡、親睦事業等を行う町内会の連合体である熱海 

市町内会長連合会に対し補助金を交付した。同連合会は 6 月と 8月を除く各月に

定例会を開催し、各地区住民への説明のため、市からの配布物等に関する質疑、

相互の情報交換等を行った。また、熱海市町内会長連合会による、市から毎月依

頼する各種回覧物や配布物等を、地域住民へ届けるとともに、適切な指導・説明

を行う事務に対し、交付金を交付した。 

-60-



 

 

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

協働環境課 

３ コミュニティ活動等に対する助成事業経費   

17,190,689 円 （前年度 37,413,450 円） 

(1) 町内会等文書配送派遣手数料 

町内会をはじめとする市内約 130 箇所に、毎月 10 日（休日に当たる場合は前

日）に発行する「広報あたみ」をはじめ、各課から依頼のあった広報配布物等を

配送した。 

ア 内容                           （単位：円） 

事業名 事業費 備 考 

町内会等文書配送派遣手数料 476,783 ㈳熱海市シルバー人材センター 

 

イ 配送状況                  （単位：件） 

月 全戸配布物 組回覧物 その他 計 

4 月 2 3 0 5 

5 月 4 5 1 10 

6 月 3 3 0 6 

7 月 1 7 0 8 

8 月 2 2 0 4 

9 月 4 7 0 11 

10 月 1 7 1 9 

11 月 2 5 0 7 

12 月 2 6 0 8 

1 月 2 5 1 8 

2 月 2 3 0 5 

3 月 2 4 0 6 

計 27 57 3 87 

 

 

(2) 市民活動団体育成業務委託 

地域の魅力づくりや課題解決に取り組んでいるＮＰＯ法人や市民活動団体を対象

に、団体の活動促進のため、団体運営に必要な知識や技能を身につける講座を開

催した。 

                          （単位：円） 

事業名 事業費 備 考 

市民活動団体育成

業務委託 
432,000 

ＮＰＯ法人東海道・吉原宿 

地域活動パワーアップ講座 

第１回「助成金申請のコツ」 

第２回「多年代連携で進めるまちづくり」 
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(3) 町内会防犯灯電気料補助 

町内会が管理する防犯灯（81 町内会 5,790 灯）の電気料を予算の範囲内（12 か

月分）で補助した。 

 

(4) 地区集会所設置等補助 

町内会が維持管理する集会所の修繕費の一部（補助率約 30％）を補助した。 

ア 平成 30 年度補助金交付町内会  

  前の沢町内会 

 

(5) コミュニティ活動助成事業 

宝くじの受託事業収入を財源として、㈶自治総合センターが市を経由してコミュ

ニティ団体に交付する事業を実施した。 

ア 平成 30 年度実施団体 西山町会 

 

(6) ＬＥＤ防犯灯設置費補助 

町内会が維持管理する防犯灯の交換に際し、ＬＥＤ防犯灯 17 基を 5 町内会に配

布した。 

また、防犯灯の交換及び新設に係る費用に対し、補助金を交付した。 

 

(7) ＮＰＯ・ボランティア団体支援ルーム運営経費 

登録団体へミーティングスペースの貸出とコピー機の無料提供を行った。 

（単位：団体、人） 

年 度 
ＮＰＯ・ボランティア 

登録団体数 
支援ルーム利用実績 

平成 30 年度 19  1,154 

平成 29 年度 26 871 

 

 

協働環境課 

４ 男女共同参画推進等経費 310,208 円 （前年度 311,300 円） 

(1) 男女共同参画推進会議開催経費 

本市の男女共同参画社会推進のため、基本計画に関して協議し、その結果を市長

へ提言するために設置されている熱海市男女共同参画推進会議の開催に要した経

費である。平成 30 年度においては、視察研修及び「熱海市男女共同参画推進計

画」の進捗状況について協議した。 
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区 分 開催日及び場所 内 容 

視察研修 
11 月 13 日(火) 

加和太建設㈱ 

「男女共同参画社会づくり事業所」として女性の

登用、社員の意識改革等を積極的に進めている事

業の取り組みをうかがう。 

会 議 
3 月 26 日(火) 

熱海市役所 
熱海市男女共同参画推進計画の進捗状況について 

 

 

(2) 熱海女性連絡会運営費補助金 

市内女性会及び各種団体が互いに連携を図り、女性の活力により住みよい地域づ

くりに貢献することを目的に活動している熱海女性連絡会に対し補助金を交付し

た。熱海女性連絡会は、市内14の団体が加入しており、「環境問題」と「防災対

策」を柱に活動を行った。また、熱海市民駅伝競走大会の際の豚汁等の提供を実

施した。 

 

 

 

13 目 交通安全  決算額      10,315,604 円 （前年度 9,490,683 円） 

    対策費   危機管理課 

          １ 趣旨普及活動経費 2,426,765 円 （前年度 2,475,878 円） 

平成 28 年度に策定した第 10次熱海市交通安全計画中の年間人身事故件数 243 件以

下を目指し、「安全は 自ら うちから 地域から」をスローガンに、高齢者及び

歩行者、自転車、二輪車利用者の交通事故防止等の交通指導を重点的に実施すると

ともに、各期の交通安全運動をはじめとした交通事故防止のための啓発活動や学童

への啓発活動として執行したものである。 

 

(1) 熱海市における交通事故発生状況           （単位：件、人） 

年 人身事故件数 死者数 負傷者数 物損事故件数 

平成 30 年 205 1 302 1,499 

平成 29 年 219 0 318 1,373 

比較増減 △14 1 △16 126 
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 (2) 交通安全運動実施状況 

運動名及び期間 事  業  内  容 備 考 

春の全国交通安全

運動 

○通学路における

交通事故防止 

4 月 6 日から 15 日

まで 

通学路の安全点検 通学路のストップマーク点検等 

入学おめでとうキャンペーン 市内各小学校 

交通安全教室 市内各小学校 

登下校時の街頭指導の強化 市内各小学校通学路 

全席シートベルト・チャイル

ドシート着用及び飲酒運転根

絶広報 

門川料金所 

夏の交通安全県民

運動 

○追突・出会い頭

事故の防止 

7 月 11 日から 20

日まで 

登下校時の街頭指導の強化 市内各小学校通学路 

交通安全教室 市内各幼稚園・各小学校 

高齢者の交通安全教室 中野白寿会 

高齢者の交通安全広報 福祉センター３階「ホール」 

飲酒運転根絶広報 サンビーチデッキ 

秋の全国交通安全

運動 

○通学路における

交通事故防止 

9 月 21 日から 30

日まで 

登下校時の街頭指導の強化 市内各小学校通学路 

高齢者の交通安全広報 南熱海マリンホール 

シートベルト着用調査・広報 栄光熱海中央保育園 

体験型交通安全広報 熱海駅前ロータリー 

飲酒運転根絶広報 熱海駅前及び商店街の飲食店 

年末の交通安全県

民運動 

○追突事故の防止 

12 月 15 日から 31

日まで 

夕暮れ時早めのライトオン広報 総合庁舎入り口交差点 

登下校時の街頭指導の強化 市内各小学校通学路 

市民安全大会 渚小公園（約 500 人参加） 

クリスマス交通安全教室 市内各幼稚園・保育園 

飲酒運転根絶広報 銀座通り商店街周辺 

夕暮れ時から夜間の交通事故防止 清水橋付近 

 

(3) 熱海市交通指導員年額報酬 880,833 円（35,000 円×26 人） 

 

(4) 交通指導員活動保険料 192,480 円 

 

(5) 新入学園児、新小学生、新中学生への交通安全啓発品 324,819 円 

 

(6) 交通安全団体に対する補助       （単位：円） 

区 分 補助額 

熱海市交通安全協議会事業費補助金 398,840 

 

(7) その他趣旨普及活動経費 629,793 円 
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危機管理課 

          ２ 静岡県交通安全指導員設置費負担金 7,888,839 円 （前年度 7,014,805 円） 

静岡県交通安全指導員の設置運営事業に基づき、静岡県交通安全指導員設置費負担

金として執行したものである。 

静岡県交通安全指導員は現在 174 人が県下 28 地区支部（警察署）に配置されてお

り、熱海警察署は 3人体制となっている。主に、幼児・児童・生徒や高齢者等に対

し交通ルールの徹底を図り、交通事故防止のための交通安全教室や街頭指導等を実

施したものである。 

（１人当たり必要経費  5,259,226 円×3人）×1/2＝7,888,839 円 

 

 

14 目 消費者対  決算額     1,116,774 円 （前年度 749,455 円） 

策費    協働環境課 

                 １ 消費生活の趣旨普及及び消費者行政推進経費  

1,116,774 円（前年度 749,455 円） 

「消費者市民社会」構築を目指すとともに、悪質商法等の被害者にならないよう、 

次の事業を行った。 

 

事業名 実施日、回数等 参加人員等 事業の内容 

消費生活

相談 

毎週月曜日 

午後 1～4時 

相談回数 

平成 30 年度 

43 回 

平成 29 年度 

46 回 

消費生活 

相談員 

 

2 人で交代 

消費者基本法に基づき、事業者と消費者と

の間の取引に関する相談に応じている。 

平成 30 年度は平成 29 年度と比較して相談

件数が増加。 

 

平成 30 年度 相談件数 55 件 

平成 29 年度 相談件数 51 件 市役所執務 

時間中 
担当職員 1人 

消費者 

啓発 

街頭 

キャンペ

ーン 

平成 30 年 

5 月 9 日 

12 月 4 日 

県東部県民生

活センター・

熱海警察署･市

消費生活相談

員・熱海消費

問題研究会・

国際医療管理

専門学校熱海

校学生 

5 月の消費者月間と年末の消費者被害防止

月間キャンペーン時に街頭で啓発チラシ等

を配布し、消費者市民社会の形成及び悪質

商法への注意を呼びかけた。 

消費 

生活 

講演会 

平成 31 年 

2 月 5 日 

熱海消費問題 

研究会 

一般市民等 

消費生活に必要な知識の向上を図ることを

目的として開催。「災害時に役立つ食事の

考え方 ～無理のない備蓄のすすめ～ 」と

題して講演会を実施。 
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みんな 

の消費 

生活展 

開催業務

委託 

平成 30 年 

10 月 13 日 

平成 30 年度 

 310 人 

事業費 

70,000 円 

みんなの消費生活展運営委員会 

消費者団体や消費生活研究グループ等によ

る活動報告、作品の展示、販売、包丁研ぎ

などを行い、食・環境・消費者被害防止な

どについて市民にアピールすることを目的

に開催。 

平成 30 年度は作品の展示に 11団体参加。 

平成 29 年度は作品の展示に 11団体参加。 

熱海消費

問題 

研究会 

年 間 

会員数 

平成 30 年度 

 29 人 

平成 29 年度 

 29 人 

消費者としての知識を高め、消費者運動を

拡大することを目的とし、発足。毎月定例

会を開催。講演会、研修を定期的に行い、

地域の様々な行事に参加。消費者運動に取

り組み、地域に貢献している。 

悪質電話

防止装置

設置等 

業務委託 

無償設置期間 

平成 30 年 9 月

12 日～平成 31

年 3月 31 日 

事業費 

570,672 円 

㈱ＴＯＫＡＩケーブルネットワーク 

静岡県防犯協会連合会推奨の「トビラフォ

ン」を設置することにより電話による詐欺

被害や消費者トラブルの未然防止を図る。 

平成 30 年度 接続件数 12 件 

平成 29 年度 接続件数 14 件 

 

  15 目 職員退職  決算額     79,634,821 円 （前年度 76,074,076 円）                   

    手当基金  企画財政課 

費     １ 職員退職手当基金積立金 79,634,821 円 （前年度 76,074,076 円） 

(1) 職員退職手当基金は、退職者の退職手当に財源不足が生じた時に備え、財源を

積み立てることを目的としたものであり、次表のとおり積立て及び取崩しを行っ

た。 

 （基金の状況）                          （単位：円） 

平成 29 年度 

末現在高 

平成 30 年度中増減 平成 30 年度 

末現在高 新規積立金 利子積立金 取崩し 計 

408,845,901 79,488,320 146,501 75,000,000 4,634,821 413,480,722 

 

 

  16 目 財政調整  決算額    312,333,427 円 （前年度 12,857,505 円）              

基金費   企画財政課 

    １ 財政調整基金積立金 312,333,427 円 （前年度 12,857,505 円） 

   (1) 財政調整基金は、経済事情の著しい変動や大規模な災害に対処することなどを

目的としたものであり、次表のとおり積立て及び取崩しを行った。 

  （基金の状況）                         （単位：円） 

平成 29 年度 

末現在高 

平成 30 年度中増減 平成 30 年度 

末現在高 新規積立金 利子積立金 取崩し 計 

2,845,562,467 750,000,000 12,333,427 500,000,000 262,333,427 3,107,895,894 

   新規積立金額は、剰余金として積み立てた 450,000,000 円を含む。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

  17 目 庁舎建設  決算額       45,811 円 （前年度 100,012,196 円）  

基金費   企画財政課 

          １ 庁舎等建設基金積立金 45,811 円 （前年度 100,012,196 円） 

(1)  庁舎等建設基金は、庁舎等を建設するための事業に要する経費に充てることを

目的として設置したものであり、次表のとおり積立て及び取崩しを行った。 

（基金の状況）                         （単位：円） 

平成 29 年度 

末現在高 

平成 30 年度中増減 平成 30 年度 

末現在高 新規積立金 利子積立金 取崩し 計 

169,083,566 0 45,811 48,000,000 △47,954,189 121,129,377 

 

 

 18 目 減債基金  決算額       54,668 円 （前年度 30,423 円） 

費     企画財政課 

  １ 減債基金積立金 54,668円 （前年度30,423円） 

   (1) 減債基金は、市債の償還に必要な財源を確保し、もって将来にわたる市財政の

健全な運営に資することを目的として設置したものであり、次表のとおり積立て

を行った。 

(基金の状況)                          （単位：円） 

平成 29 年度末

現在高 

平成 30 年度中増減 平成 30 年度 

末現在高 新規積立金 利子積立金 取崩し 計 

201,776,166 0 54,668 0 54,668 201,830,834 

 

 

２項 徴税費 決算額    265,937,673 円 （前年度 290,048,792 円） 

１目 税務総務  決算額    219,448,511 円 （前年度 225,314,569 円） 

    費     秘書広報課 

           １ 職員給与費 172,806,624 円 （前年度 198,972,116 円） 

 

総務課 

２ 固定資産評価審査委員会経費 169,429 円 （前年度 26,500 円） 

           (1) 固定資産評価審査委員 3 人  

固定資産評価審査委員会委員の 6 日分の日額報酬として執行した。 

 

         (2) 地方税法に基づく固定資産評価審査申出  1 件 

 

税務課 

          ３  地方税務研究会等負担金 213,000 円 （前年度 213,000 円） 

           (1) 資産税評価システム研究センター、熱海伊東税務推進協議会、静岡地方税滞納

整理機構への年会費等である。 
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                                        （単位：円） 

区 分 事業費 

資産税評価システム研究センター正会員会費 75,000 

熱海伊東税務推進協議会分担金 70,000 

静岡地方税滞納整理機構負担金（税務研修会負担金） 68,000 

 

税務課 

  ４ 市税過誤納金の還付経費 46,259,458 円 （前年度 26,102,953 円） 

(1) 市税の過誤納金の還付金として、46,131,571 円執行した。 

 

(2) その他の経費   印刷製本費、郵便料 127,887 円 

 

 

２目 課税費  決算額    31,945,975 円 （前年度 52,186,317 円）  

          税務課 

          １ 市民税の賦課経費 11,206,125 円 （前年度 28,605,813 円） 

           (1) 市県民税概要 

その年の 1月 1日現在、市内に住民登録のある人や不在家屋敷等を所有する人に

課税されるもので、課税される所得額に対し市 6％、県 4％の税率を乗じて算出

する所得割と均等割（市 3,500 円、県 1,900 円）がある。分離課税所得がある場

合は、その所得に応じた税率で算出する。 

均等割については、緊急防災・減災事業の財源確保のために制定された地方税の

臨時特例法により、平成 26 年度から令和 5 年度までの 10 年間、市民税と県民税

がそれぞれ 500 円引上げられ、また、森林（もり）づくり県民税として、平成

18 年度から平成 27 年度までの 10 年間（令和 2 年度まで 5 年延長）県民税 400

円が引き上げられたもの。 

            ア 個人市県民税納税義務者数                （単位：人） 

年 度 
個人市民税 個人県民税 

均等割 所得割  総数 均等割 所得割 総数 

平成 30 年度 26,734 17,721 26,734 26,734 17,715 26,734 

平成 29 年度 26,465 17,576 26,465 26,465 17,570 26,465 

平成 28 年度 26,651 17,422 26,651 26,651 17,417 26,651 

 

イ 個人市民税調定額               （単位：円） 

年 度 
個人市民税 

均等割 所得割 計 

平成 30 年度 87,713,374 2,092,886,184 2,180,599,558 

平成 29 年度 86,882,745 1,943,799,823 2,030,682,568 

平成 28 年度 87,677,981 1,973,772,765 2,061,450,746 
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            ウ 個人県民税調定額               （単位：円） 

年 度 
個人県民税 

均等割 所得割 計 

平成 30 年度 47,618,173 1,393,761,669 1,441,379,842 

平成 29 年度 47,167,004 1,294,552,428 1,341,719,432 

平成 28 年度 47,597,667 1,313,749,587 1,361,347,254 

 

 (2) 法人市民税概要 

市内に事務所や事業所、寮等を有する法人に対して、資本金等に応じた均等割と

法人の所得に応じて課される法人税額に税率 9.7％（標準税率）を乗じて算出す

る法人税割とがある。 

            ア 法人調定件数                      （単位：件） 

年 度 
現 年 

過 年 合 計 
中間予定 確 定 その他 現年小計 

平成 30 年度 452 2,086 54 2,592 201 2,793 

平成 29 年度 429 2,055 45 2,529 172 2,701 

平成 28 年度 400 2,073 39 2,512 136 2,648 

 

イ 調定額                    （単位：円） 

年 度 均等割 法人税割 計 

平成 30 年度 236,082,300 322,056,600 558,138,900 

平成 29 年度 232,773,800 322,971,800 555,745,600 

平成 28 年度 233,227,400 273,393,400 506,620,800 

 

(3) 委託料                          （単位：円） 

事業名 事業費 備 考 

市県民税特別徴収 

アウトソーシング 

業務 

665,138 

㈱日立システムズ 

納税通知書等の印刷までの一連作業 

個人用通知書  11,812 件 

事業所用通知書 8,308 件 

特別徴収納付書 2,541 件 

市県民税普通徴収 

アウトソーシング 

業務 

743,659 

㈱日立システムズ 

納税通知書等の印刷、封入までの一連作業 

一般・市内 4,282 件・一般・市外 341 件 

口座・市内 1,798 件・口座・市外  35 件 

年金・市内 2,808 件・年金・市外 30 件 

給報等キーパンチ 

業務 
1,781,061 

㈱データサービスセンター 

データ入力作業 

特別徴収：給与支払報告書 7,771 件 

普通徴収：給与支払報告書 6,039 件 

年金：支払報告書           312 件 

市民税：県民税申告書      1,258 件 

法人市民税システム

運用支援業務 
324,000 ㈱ＳＢＳ情報システム（H30.4.1～H31.3.31） 
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 (4) 使用料及び賃借料                     （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

地 方 税 電 子 申 告

（ｅＬＴАＸ）審

査システムに係る

使用料 

1,684,800 

㈱ＴＫＣ 

地方税電子申告審査サービス利用料 

平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

地方税電子申告データ連携サービス利用料 

平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

駐車場使用料 1,350 研修の際の駐車場代 

 

           (5) 印刷製本費                        （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

納税通知書 378,280 一般分、口座分 

給与支払報告書 126,967 
総括表、給与支払報告書、 

発送用封筒 

市県民税申告書等 138,456 申告書、発送用封筒、説明書 

特別徴収関係書類 591,300 納入書、綴り、発送用封筒 

法人市民税 254,800 申告書、納付書、発送用封筒 

返信用封筒 21,600 調査用等 

 

(6) 通信運搬費                       （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

郵便料 2,242,137 
納税通知書発送、各種郵便発送、 

各種照会用切手代 

 

           (7) 負担金                          （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

地方税電子化協議

会負担金 
961,692 

地方税電子化協議会会費、負担金、運営費

分担金 

 

           (8) その他の経費   賃金、旅費、消耗品費 1,290,885 円 

 

          税務課 

          ２ 固定資産税の賦課経費 15,193,567 円 （前年度 17,844,574 円） 

(1) 固定資産税概要  

その年の 1月 1日時点において、固定資産課税台帳に登録される土地・家屋・償

却資産の所有者に対し、その価格をもとに算出された課税標準額に 1.4％の税率

を乗じた額が課されるもの。 

          

   ア 固定資産税納税義務者数（法定免税点以上のもの）     （単位：人） 

年 度 土 地 家 屋 償却資産 計 

平成 30 年度 14,277 26,006 770 31,796 

平成 29 年度 14,299 25,731 750 31,553 

平成 28 年度 14,467 25,859 712 31,830 
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            イ 都市計画税納税義務者数（法定免税点以上のもの）     （単位：人） 

年 度 土 地 家 屋 償却資産 計 

平成 30 年度 14,270 25,984  31,009 

平成 29 年度 14,292 25,708  30,786 

平成 28 年度 14,460 25,836  31,101 

 

ウ 固定資産税調定額 （税率 1.4％）            （単位：円） 

年 度 土 地 家 屋 償却資産 計 

平成 30 年度 1,139,412,620 2,946,113,350 737,680,530 4,823,206,500 

平成 29 年度 1,154,901,810 2,929,500,120 714,380,370 4,798,782,300 

平成 28 年度 1,163,682,070 2,917,742,720 668,128,010 4,749,552,800 

 

            エ 都市計画税調定額 （税率 0.3％）            （単位：円） 

年 度 土 地 家 屋 償却資産 計 

平成 30 年度 295,529,890 639,317,810  934,847,700 

平成 29 年度 298,756,440 630,363,360  929,119,800 

平成 28 年度 301,157,140 631,919,260  933,076,400 

 

オ 国有資産等所在市町村交付金        （単位：円） 

年 度 対象官公署 交付金額 

平成 30 年度 関東森林管理局、静岡県 13,467,100 

平成 29 年度 関東森林管理局、静岡県 13,654,400 

平成 28 年度 関東森林管理局、静岡県 10,435,000 

※ 当該年度の前年の 3月 31 日現在において国又は地方公共団体が所有する固

定資産で一定の要件を満たす資産について、固定資産税の価格を基に算定し

た額の交付を受けるもの。 

 

 (2) 委託料                         （単位：円） 

事業名 事業費 備 考 

マイラーベース修正業

務 
34,290 

㈲スズキ設計事務所 

法務局の公図を基に、分合筆を伴う地番・筆界

を公図（マイラーベース）に反映させる業務 

地番図家屋図・土地分

合筆修正入力業務 
2,268,000 

国際航業㈱ 

法務局の公図を基に、分合筆を伴う地番・筆界

を編集し座標読取装置を用いてデジタル化、地

図情報システムへの新築家屋データの追加、滅

失家屋のデータ削除、家屋棟番号の修正入力、

家屋棟番号によるマッチング処理後の不一致リ

ストの作成、データのインストール業務 

地図情報・固定資産税

業務支援システム保守

点検業務 

918,000 

国際航業㈱ 

操作方法に関するテレフォンサービス、システ

ム障害によるソフトウェア破壊の復旧、バージ

ョンアップ情報及びバージョンアップ版ソフト

の提供、同一システム、同一データ（バックア

ップ）の保有、維持業務 
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標準宅地の不動産鑑定

評価時点修正実施のた

めの業務 

3,385,800 

静岡県不動産鑑定協同組合 

7 月 1 日時点に土地価格が下落している場合にお

ける市内標準宅地の不動産鑑定業務。現時点に

おいては、全 287 地点中、2 地点が県地価調査地

点と同一のため、委託件数は 285 地点 

納税通知書ブッキング

業務 
2,915,676 

㈱日立システムズ 

納税通知書(一般、口座、課税明細)へのデータ

印刷、プリントアウト、封入までの一連の業務 

一般・市内 8,774 件  一般・市外 14,328 件 

口座・市内 6,276 件  口座・市外  3,091 件 

課税明細   2,857 件 

急傾斜地危険区域デー

タ変換業務 
194,400 

国際航業㈱ 

平成 30 年以降の固定資産評価において土砂災害

等特別警戒区域に係る補正を行うため、地図情

報システムの加工を行う業務 

 

           (3) 使用料及び賃借料                     （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

地図情報データＷｅｂ

配信ＧＩＳ一式リース 
648,000 

ＮＴＴファイナンス㈱ 

サーバ、ケーブル、液晶モニタ等ＧＩＳ

（地図情報システム）に必要な機器の賃

貸借（ＧＩＳ環境設定、データベース移

行、搬入装置を含む） 

（令和元年度～令和 4 年度債務負担） 

駐車場使用料 4,350 研修の際の駐車場代 

         

 (4) 印刷製本費                        （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

納税通知書 979,236 一般分、口座分、課税明細、発送用封筒 

償却資産申告書等 284,897 
申告書、申告手引、種類別明細書、 

発送用封筒 

 

(5) 通信運搬費                        （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

郵便料 2,361,119 納税通知書発送、各種郵便発送 

 

(6) 報償費                          （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

土地家屋調査士会報

償費 
100,000 

静岡県土地家屋調査士会伊豆支部 

登記申請書副本作成に対する報償費 

 

(7) その他の経費 

旅費、消耗品費、燃料費、修繕料、手数料、保険料、負担金、公課費 1,099,799 円 
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          税務課 

          ３ 別荘等所有税の賦課経費 2,742,481 円 （前年度 2,741,092 円） 

           (1) 別荘等所有税概要 

            地方税法第 5条第 3 項に基づく法定外普通税。熱海市別荘等所有税条例を定め、

その年の 1 月 1 日現在、市内に別荘等を所有する個人または法人に対し、1 ㎡に

つき 650 円が課税される。総務大臣の同意のもと、5 年毎に更新され、平成 28

年度から令和 2年度までの 5 年間の同意を得ている。 

           ア 納税義務者数                 （単位：件） 

年 度 一戸建 マンション 計 

平成 30 年度 1,450 7,638 9,088 

平成 29 年度 1,470 7,561 9,031 

平成 28 年度 1,520 7,720 9,240 

 

 

イ 調定額                    （単位：円） 

年 度 一戸建 マンション 計 

平成 30 年度 115,124,700 419,640,800 534,765,500 

平成 29 年度 117,475,700 410,619,300 528,095,000 

平成 28 年度 121,847,200 416,424,200 538,271,400 

            

(2) 委託料                         （単位：円） 

事業名 事業費 備 考 

納税通知書等の 

ブッキング業務 
1,020,509 

㈱日立システムズ 

納税通知書等の印刷、封入までの一連作業 

別荘等所有税・ 一般  7,726 件 

口座 1,476 件 

市県民税均等割・ 一般 6,201 件 

  口座 1,414 件 

 

           (3) 印刷製本費                        （単位：円） 

品 名 事業費 備 考 

納税通知書 427,896 
別荘等所有税  一般分、口座分 

市県民税均等割 一般分、口座分 

 

           (4) 通信運搬費                        （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

郵便料 1,294,076 
納税通知書発送 

各種郵便発送 
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          税務課 

          ４ その他諸税の賦課経費 1,876,769 円 （前年度 1,720,706 円） 

           (1) 軽自動車税概要 

            4 月 1 日現在の軽自動車等の所有者または使用者に課税される。 

            ア 軽自動車税課税台数                   （単位：台） 

年 度 
原動機付 

自転車 
軽自動車 

小型特殊 

自動車 

二輪の小

型自動車 
計 

平成 30 年度 5,191 8,280 46 382 13,899 

平成 29 年度 5,294 8,302 51 375 14,022 

平成 28 年度 5,439 8,303 46 353 14,141 

 

            イ 軽自動車税調定額                    （単位：円） 

年 度 
原動機付 

自転車 
軽自動車 

小型特殊 

自動車 

二輪の小

型自動車 
計 

平成 30 年度 10,806,100 61,920,500 257,400 2,292,000 75,276,000 

平成 29 年度 10,993,700 59,830,400 286,900 2,250,000 73,361,000 

平成 28 年度 11,272,600 57,444,100 267,900 2,118,000 71,102,600 

 

          (2) 市たばこ税概要 

小売販売業者もしくは消費者等に売り渡しをし、または消費等をする製造たばこ

の製造者、特定販売業者及び卸売業者に対し、売り渡し等に係る製造たばこの本

数につき課税される。 

            ア 税率 

区 分 種 別 税 率 

平成 30 年 9 月までの税率 
旧 3 級品以外 1,000 本につき 5,262 円 

旧 3 級品 1,000 本につき 4,000 円 

平成 30 年 10 月出荷分からの税率 
旧 3 級品以外 1,000 本につき 5,692 円 

旧 3 級品 1,000 本につき 4,000 円 

 

            イ 課税標準本数                 （単位：本） 

年 度 旧 3 級品以外 旧 3 級品 計 

平成 30 年度 71,673,279 1,821,580 73,494,859 

平成 29 年度 75,481,070 2,309,320 77,790,390 

平成 28 年度 88,063,706 2,827,720 90,891,426 

 

ウ 調定額                    （単位：円） 

年 度 旧 3 級品以外 旧 3 級品 計 

平成 30 年度 389,403,821 7,186,349 396,590,170 

平成 29 年度 397,181,390 7,650,110 404,831,500 

平成 28 年度 463,391,214 8,158,118 471,549,332 
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 (3) 入湯税概要 

            温泉の入湯客 1人 1 日につき 150 円が課税される。 

ただし、課税免除者は除く。（1 泊 2 日の場合は 1 日として計算） 

            ア 課税人員                   （単位：人） 

年 度 旅 館 寮 計 

平成 30 年度 2,585,765 350,242 2,936,007 

平成 29 年度 2,568,212 364,522 2,932,734 

平成 28 年度 2,505,056 372,919 2,877,975 

 

            イ 調定額                    （単位：円） 

年 度 旅 館 寮 計 

平成 30 年度 387,864,750 52,536,300 440,401,050 

平成 29 年度 385,231,800 54,678,300 439,910,100 

平成 28 年度 375,758,400 55,937,850 431,696,250 

 

           (4) 委託料                          （単位：円） 

事業名 事業費 備 考 

軽自動車税 

帳票印刷アウトソ

ーシング業務 

366,926 

㈱日立システムズ 

納税通知書等の印刷、封入までの一連作業 

一般 11,593 件・口座 2,404 件 

 

           (5) 印刷製本費                        （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

軽自動車税 245,280 納税通知書（一般分・口座分）、窓開封筒 

入湯税 52,920 特別徴収に関する綴、返信用封筒 

 

           (6) 通信運搬費                        （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

郵便料 597,848 納税通知書発送、各種郵便発送 

          

  (7) 使用料及び賃借料                     （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

使用料 72,837 
軽自動車検査情報市区町村提供サービス利用料

（登録・車検情報等を確認） 

 

(8) 軽自動車税関係申告書事務処理負担金            （単位：円） 

区 分 事業費 

静岡地方税滞納整理機構負担金 306,650 

 

        (9) その他の経費   旅費、消耗品費 234,308 円 
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         税務課 

          ５ 諸証明等一般事務費 927,033 円 （前年度 1,274,132 円） 

           (1) 印刷製本費                        （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

窓開封筒 344,206 納税通知書用窓開封筒 

           

                    (2) 委託料                          （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

コンビニ交付発行委

託料 
1,840 

支払先：地方公共団体情報システム機構 

平成 30 年 10 月 1 日から交付開始。 

・課税（非課税）証明 8 件  

・所得証明      8 件 

計 16 件×@115 

           

(3) その他の経費   消耗品費 580,987 円 

 

           (4) 平成 30 年度諸証明等発行内訳件数及び収入額  （単位：件、円） 

証明書種類 件 数 手数料収入額 

営業証明 1 200 

所得証明 458 91,600 

課税証明 2,570 514,000 

非課税証明 1,778 355,600 

評価証明 10,876 1,605,300 

登載証明 479 72,500 

公課証明 2,341 350,700 

台帳閲覧 3 600 

公図閲覧 54 10,800 

名寄閲覧 496 99,200 

公図複写 422 126,600 

住宅用家屋証明 100 130,000 

納税証明 960 192,000 

市 民 室 1,459 291,800 

南熱海支所・泉支所 811 162,200 

コンビニ 16 3,200 

 

３目 収税費 決算額    14,543,187 円 （前年度 12,547,906 円）   

 税務課 

  １ 納税奨励経費 254,105 円 （前年度 242,820 円） 

   (1) 市税の納期広告を、市内新聞 2社に各 8回依頼した。㈱伊豆急ケーブルネット

ワークに納期告知テレビＣＭを依頼した。 176,400 円 

   (2) 納期告知ポスターや市内全戸配布用の納期一覧表を印刷した。 77,705 円 
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  税務課 

  ２ 市税の収納及び滞納整理経費 14,289,082 円 （前年度 12,305,086 円） 

   (1) 市税収入の概要 

当市の平成 30 年度市税収入は、調定額 10,765,853,252 円、収入済額

9,898,570,399 円で、前年度と比較すると、調定額は 50,318,783 円（0.5％）、

収入済額は 144,245,002 円（1.5％）で共に増収となった。 

収納率は、市税全体で 91.9％（現年課税分 97.9％、滞納繰越分 18.6％）であり、

前年度（市税全体 91.0％、現年課税分 97.8％、滞納繰越分 20.6％）と比較して、

現年課税分は 0.1％増収、滞納繰越分は 2.0％減収し、市税全体では 0.9％の増

収となった。 

 

   (2) 税目別収入実績（現年課税分＋滞納繰越分）       （単位：円、％） 

区分 

税目 
予算現額  Ａ 調定額   Ｂ 収入済額  Ｃ 

収入歩合 

Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ 

個 人 市 民 税 2,001,417,000 2,398,848,513 2,186,140,283 109.2 91.1 

法 人 市 民 税 488,718,000 573,355,337 554,177,760 113.4 96.7 

固 定 資 産 税 4,751,622,000 5,259,581,800 4,792,132,688 100.9 91.1 

軽 自 動 車 税 71,811,000 85,562,850 73,987,071 103.0 86.5 

市 た ば こ 税 449,358,000 396,590,170 396,590,170 88.3 100.0 

特別土地保有税 240,000 2,000,065 60,000 25.0 3.0 

別 荘 等 所 有 税 529,453,000 589,267,178 529,692,635 100.0 89.9 

入 湯 税 436,793,000 443,830,360 439,575,140 100.6 99.0 

都 市 計 画 税 922,788,000 1,016,816,979 926,214,652 100.4 91.1 

計 9,652,200,000 10,765,853,252 9,898,570,399 102.6 91.9 

※比率は小数点第 2位を四捨五入 

 

 (3) 税目別滞納繰越額                      (単位：円） 

年度 

税目 
平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

個 人 市 民 税 175,168,053 219,306,822 250,824,232 268,945,513 305,132,597 

法 人 市 民 税 15,180,777 15,216,437 14,103,477 16,566,549 19,469,147 

固 定 資 産 税 388,670,468 426,730,066 515,644,834 572,703,254 568,099,003 

軽 自 動 車 税 10,645,744 10,299,650 9,338,585 8,073,146 8,377,536 

特別土地保有税 120,000 2,000,065 4,395,014 4,898,604 5,498,604 

別荘等所有税 53,205,148 54,754,578 61,189,356 61,727,155 61,262,161 

入 湯 税 3,891,170 3,429,310 9,673,510 13,757,890 15,720,270 

都 市 計 画 税 75,333,225 84,088,813 101,301,334 112,420,334 111,917,203 

計 722,214,585 815,825,741 966,470,342 1,059,092,445 1,095,476,521 

内 還付未済額 3,863,667 4,003,100 2,902,633 4,226,086 3,092,171 

※各年度末の金額（調定額－収入済額－不納欠損額＋還付未済額） 
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   (4) 不納欠損処分税目別内訳                   (単位：円） 

年度 
税目 

平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

税 額 件数 税 額 件数 税 額 件数 

個 人 市 民 税 38,884,596 675 35,880,229 742 28,435,777 664 

法 人 市 民 税 4,042,100 23 549,900 12 3,009,400 25 

固 定 資 産 税 80,286,772 2,405 84,594,211 2,188 57,547,532 1,779 

軽 自 動 車 税 982,115 271 1,088,430 391 1,038,700 368 

特別土地保有税 1,820,065 6 2,205,400 2 0 0 

別 荘 等 所 有 税 6,990,825 150 8,689,491 200 6,858,272 135 

入 湯 税 364,050 9 0 0 0 0 

都 市 計 画 税 15,561,412 2,405 16,378,770 2,188 11,305,535 1,779 

計 148,931,935 3,539 149,386,431 3,535 108,195,216 2,971 

 

年度 
税目 

平成 27 年度 平成 26 年度 

税 額 件数 税 額 件数 

個 人 市 民 税 32,566,075 719 48,183,055 833 

法 人 市 民 税 3,525,200 45 3,844,150 39 

固 定 資 産 税 34,236,723 1,803 80,011,472 1,859 

軽 自 動 車 税 1,028,880 419 933,240 369 

特別土地保有税 0 0 0 0 

別 荘 等 所 有 税 3,563,540 93 6,419,839 143 

入 湯 税 0 0 595,138 2 

都 市 計 画 税 6,720,588 1,803 15,762,498 1,859 

計 81,641,006 3,079 155,749,392 3,245 

※都市計画税の件数は固定資産税と重複しているため合計には含めない。 

※件数は、各納税義務者ごとに 1 税目 1年分を 1件としている。 

 

    (5) 不納欠損処分に係る法令該当条項              （単位：円） 

区分 

 

 

 

税目 

地方税法第 15条 

の 7第 4 項 

地方税法第 15条 

の 7第 5 項 

地方税法第 18条 

第 1 項 
計 

執行停止後 

3 年経過 

執行停止後 

即時消滅 
消 滅 時 効 

税 額 件数 税 額 件数 税 額 件数 税 額 件数 

個 人 市 民 税 1,289,016 51 27,744,839 323 9,850,741 301 38,884,596 675 

法 人 市 民 税 410,000 5 595,300 12 3,036,800 6 4,042,100 23 

固 定 資 産 税 4,154,402 78 60,845,877 1,457 15,286,493 870 80,286,772 2,405 

軽 自 動 車 税 2,000 2 368,300 91 611,815 178 982,115 271 

特別土地保有税 0 0 1,820,065 6 0 0 1,820,065 6 

別 荘 等 所 有 税 1,902,000 31 2,138,825 42 2,950,000 77 6,990,825 150 

入 湯 税 0 0 329,850 3 34,200 6 364,050 9 

都 市 計 画 税 805,218 78 11,793,322 1,457 2,962,872 870 15,561,412 2,405 

計 8,562,636 167 105,636,378 1,934 34,732,921 1,438 148,931,935 3,539 

※都市計画税の件数は固定資産税と重複しているため合計には含めない。 
※件数は、各納税義務者ごとに 1 税目 1年分を 1件としている。 
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(6) 滞納処分（差押）執行件数                 （単位：件） 

     種別 

年度 
不動産 動 産 債 権 

無 体 
財産権 

計 

平成 30 年度 27 3 240 0 270 

平成 29 年度 45 37 193 0 275 

平成 28 年度 54 11 213 0 278 

 

   (7) 静岡地方税滞納整理機構への滞納事案の移管 

「静岡地方税滞納整理機構」は、地方税の滞納整理業務を専門的に行うことを目

的に、平成 20 年 1 月に設立された広域連合で、静岡県及び県下全市町により構

成されている。当市は平成 30年度に滞納事案 20 件を移管した。 

 

ア 移管した期間 平成 30 年 6 月 1 日～令和元年 5月 31 日 

 

イ 移管した滞納額                     （単位：円） 

項 目 金 額 備 考 

滞納本税 51,593,700 平成 29 年度までの滞納額 

加算金等 17,248,585 督促手数料・移管時確定延滞金 

滞納合計額 68,842,285  

 

ウ 事案移管に係る負担金支出額               （単位：円） 

項 目 金 額 算出根拠 

基本負担額 100,000 市町 100 千円、県 30,000 千円 

処理件数割額 2,200,000 110 千円×20 件 

徴収実績割 1,861,000 平成 28 年度徴収実績の 10％ 

還 付 額 △361,200 執行残を構成団体間で按分 

差引負担額 3,799,800   

 

エ 静岡地方税滞納整理機構が徴収した金額（令和元年 5月 31 日現在） 

（単位：円） 

項 目 金 額 

滞 納 本 税 21,871,073 

督促手数料 42,980 

延 滞 金 6,250,936 

徴収合計額 28,164,989 

 

   (8) インターネット公売 

差し押さえた動産等の換価手法として、ヤフー㈱のインターネット公売システム

を利用し、平成 19年度よりインターネット公売を実施している。 
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ア インターネット公売実施結果               （単位：円） 

年 度 回数 落札件数 落札価額の合計 滞納処分費 市税充当額 

平成 30 年度 1 回 
動 産 

不動産 

0 件

0 件 
0 0 0 

平成 29 年度 2 回 
動 産 

不動産 

0 件

1 件 
1,333,333 71,818 1,208,800 

平成 28 年度 1 回 
動 産 

不動産 

2 件

1 件 
109,001 3,400 105,601 

※平成 30 年度については、任意売却に変更となったため、中止となった。 

 

            (9) 口座振替利用の状況                （単位：件、円、％） 

年 度 税 目 
振替請求 振替実績 振替

率 件 数 件 数 税 額 

平成 30 年度 

個人市民税（普通徴収） 7,063 6,861 321,506,376 97.1 

固定資産税・都市計画税 28,960 28,171 1,251,224,800 97.3 

軽自動車税 2,419 2,310 11,869,000 95.5 

別荘等所有税 4,045 3,919 80,707,370 96.9 

平成 29 年度 

個人市民税（普通徴収） 7,239 7,019 308,718,117 97.0 

固定資産税・都市計画税 29,358 28,544 1,284,230,212 97.2 

軽自動車税 2,446 2,317 11,477,800 94.7 

別荘等所有税 4,254 4,145 85,266,100 97.4 

平成 28 年度 

個人市民税（普通徴収） 7,745 7,486 403,087,430 96.7 

固定資産税・都市計画税 29,687 28,798 1,246,162,500 97.0 

軽自動車税 2,496 2,388 11,319,800 95.7 

別荘等所有税 4,371 4,262 86,997,800 97.5 

※振替率は、振替実績件数を振替請求件数で除したものである。 

 

(10) 口座振替取扱手数料として、435,918 円執行した。 

 

(11) 郵便局払込料金取扱手数料として、887,614 円執行した。 

 

   (12) コンビニ収納の実績               （単位：円、％） 

年 度 
コンビニ収納対象

市税の収入済額 

左記のうちコンビニ

での収入済額 
利用率 

平成 30 年度 8,494,700,229 1,291,378,772 15.2 

平成 29 年度 8,335,400,158 1,032,608,434 12.4 

平成 28 年度 8,333,212,844 913,087,679 11.0 

※平成 25 年度より導入 

※対象市税は、市民税（個人）、固定資産税・都市計画税、軽自動車税、 

別荘等所有税 
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(13) コンビニ収納取扱手数料として、2,498,459 円執行した。 

 

(14) 訴訟事務業務委託料として、328,218 円執行した。 

 

(15) その他の経費 

旅費 328,440 円、消耗品費 1,660,051 円、通信運搬費 3,493,985 円、 

その他の手数料 165,242 円、その他の経費 691,355 円 

 

３項 戸籍住民基 

   本台帳費 
決算額     145,818,602 円 （前年度 95,155,899 円）                   

１目 戸籍住民  決算額     145,818,602 円 （前年度 95,155,899 円） 

基本台帳   秘書広報課 

    費      １ 職員給与費 80,854,386 円 （前年度 77,174,282 円） 

 

市民生活課 

  ２ 窓口事務一般諸経費 2,562,341 円 （前年度 1,925,552 円） 

   (1) 戸籍 

ア 本籍数及び本籍人口（平成 31年 3月 31 日現在） （単位：戸籍、人） 

本籍数 本籍人口 

17,704 37,279 

             

イ 戸籍全部事項・個人事項証明等交付状況       （単位：件、円） 

区 分 取扱窓口 無料分 有料分 手数料 

戸   籍 

本 庁 1,186 4,753 2,138,850 

泉 0 241 108,450 

南熱海 0 740 333,000 

除籍・ 

改製原戸籍 

本 庁 2,837 3,770 2,827,500 

泉 0 89 66,750 

南熱海 0 334 250,500 

証 明 等 

本 庁 2 111 42,000 

泉 0 2 700 

南熱海 0 7 2,450 

計 4,025 10,047 5,770,200 

 

ウ 戸籍の届出状況（送付を含む）             （単位：件） 

区 分 出 生 死 亡 婚 姻 離 婚 入 籍 転 籍 
養子 

縁組 

養子 

離縁 
その他 計 

本籍人 

届 出 
173 566 342 95 76 191 27 10 104 1,584 

非本籍 

人届出 
41 270 46 10 6 0 5 4 12 394 

計 214 836 388 105 82 191 32 14 116 1,978 
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エ 民事・刑事関係取扱状況     （単位：件） 

区 分 件 数 

身分調書関係（叙勲及び表彰） 10 

身分調査関係 796 

 

オ 相続税法第58条通知書取扱件数 644 件 

 

(2) 住民基本台帳 

ア 住民基本台帳人口・世帯数（各年度 3 月31日現在)  （単位：人、世帯） 

年 度 区 分 人 口 男 女 世帯数 

平成 30 年度 

熱 海    20,225   9,003  11,222  12,358 

初 島       182    99    83    102 

  伊豆山     3,444   1,518   1,926   2,179 

泉   2,424   1,054   1,370   1,517 

上多賀   3,118   1,452   1,666   1,632 

下多賀   6,052   2,889   3,163   2,897 

網 代   1,403    648    755    811 

   計  36,848 16,663  20,185  21,496 

平成 29 年度 

熱  海    20,425   9,105    11,320    12,338 

初  島       191    99    92    106 

伊豆山     3,450   1,508   1,942   2,148 

泉   2,405   1,049   1,356   1,482 

上多賀   3,176   1,475   1,701   1,647 

下多賀   6,121   2,924   3,197   2,897 

網  代   1,457    665    792    828 

計   37,225 16,825    20,400    21,446 

 

イ 住民基本台帳届出等の状況               （単位：人） 

年 度 区 分 転 入 転 出 転 居 世帯変更 計 

平成 30 年度 

熱 海 1,278 1,175 551 343 3,347 

初 島 18 22 1 0 41 

伊豆山 233 194 97 49 573 

泉 162 142 41 34 379 

上多賀 122 135 77 53 387 

下多賀 187 231 122 137 677 

網 代 35 47 29 17 128 

計 2,035 1,946 918 633 5,532 

平成 29 年度 

熱 海 1,313 1,087 610 328 3,338 

初 島 19 24 7 7 57 

伊豆山 259 189 106 63 617 

泉 201 123 38 48 410 

上多賀 131 125 93 57 406 

下多賀 214 217 126 123 680 

網 代 54 42 19 24 139 

計 2,191 1,807 999 650 5,647 
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ウ 住民票等交付状況                  （単位：件、円） 

区 分 取扱窓口 無料分 有料分 手数料 

住 民 票 

本 庁 1,869 15,585 4,675,500 

泉 0 827 248,100 

南熱海 0 2,021 606,300 

住 民 票 

(住基ネット広域) 
本 庁 0 32 9,600 

戸籍附票 

本 庁 1,073 685 137,000 

泉 0 10 2,000 

南熱海 0 22 4,400 

記載事項 

証明書 

本 庁 1 585 117,000 

泉 0 45 9,000 

南熱海 0 88 17,600 

閲覧(電算リスト) 本 庁 220 27 5,400 

計 3,163 19,927 5,831,900 

 

(3) 人口動態                         （単位：件） 

年 度 出 生 死 亡 死 産 婚 姻 離 婚 計 

平成 30 年度 122 646 2 137 66 973 

平成 29 年度 149 726 6 141 56 1,078 

 

   (4) 印鑑登録事務 

ア 印鑑登録者数 26,626 人（平成 31 年 3月 31 日現在） 

 

イ 印鑑登録及び証明書交付状況             （単位：件、円） 

区 分 取扱窓口 無料分 有料分 手数料 

登 録 

本 庁 0 1,528 305,600 

泉 0 95 19,000 

南熱海 0 138 27,600 

証明書 

本 庁 4 9,230 2,769,000 

泉 0 694 208,200 

南熱海 1 1,846 553,800 

計 5 13,531 3,883,200 

 

 

(5) その他の証明等 

ア 諸証明等（身分証明・不在籍・不在住証明等）交付状況 （単位：件、円） 

区 分 取扱窓口 無料分 有料分 手数料 

証 明 書 

本 庁 6 577 115,400 

泉 0 8 1,600 

南熱海 0 58 11,600 

臨時運行許可 
本 庁 0 138 103,500 

南熱海 0 97 72,750 

計 6 878 304,850 
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  (6) 収入印紙等販売事務 

収入印紙等販売総額 17,183,650 円 

 

   (7) 公営駐車場回数券等販売事務 

回数券等販売総額 6,068,500 円 

                   

                      (8) 委託料                            （単位：円） 

事業名 事業費 備考 

転出証明書個人番号カード有無表示改修

作業委託 
388,800 ㈱日立システムズ 

  

 

                   市民生活課 

                   ３ 旅券事務経費 67,700 円 （前年度 60,300 円） 

                    (1) 旅券事務取扱件数(平成 30 年 4月 1日～平成 31 年 3月 31 日)  （単位：件） 

 区分 
新規 
(5 年) 
(一般) 

新規 
(5 年) 
(子供) 

新規 
(10 年) 

新規 
(限定) 

紛失届 訂正 増補 合計 

申請 331 49 753 0 14 16 8 1,171 

交付 314 47 732 0 - 15 7 1,115 

 

(2) 委託料                          （単位：円） 

事業名 事業費 備考 

ＩＣ旅券用交付窓口端末機保守業務委託 32,400 
パナソニックシステムソリュ

ーションズジャパン㈱ 

 

 

 市民生活課 

                   ４ 住基ネットワークシステム経費 14,800 円 （前年度 26,928 円） 

住民基本台帳ネットワークシステムの適正な運用を図るため、担当者会議に係る

旅費として執行したものである。 

 

 

市民生活課 

                   ５ 戸籍情報システム経費 9,174,384 円 （前年度 8,898,300 円）  

(1) 戸籍のコンピュータ化により、戸籍の記載処理及び証明発行に要する時間が短

縮され、事務の効率化、市民サービスの向上につながっている。 

また、災害時において戸籍の正本、副本が同時に滅失する危険性を回避するため、

戸籍副本データ管理システムの導入を行い、戸籍システムの適正な運用を図るた

め必要な業務を委託した。 
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(2) 委託料等                         （単位：円） 

事業名 事業費 備 考 

戸籍総合システム保守業務委託 2,838,240 

富士ゼロックスシステム

サービス㈱公共事業本部

首都圏支店 

(契約額)  14,191,200 円 

(長期継続契約) 

平成 30 年 4 月 1 日 

～令和 5年 3月 31 日 

戸籍総合システムリース料 4,132,944 

ＮＴＴファイナンス㈱(契

約額)  20,664,720 円 

(債務負担行為) 

平成 30 年 4 月 1 日 

～令和 5年 3月 31 日 

戸籍総合システム・ブックレスソフト

使用料 
2,203,200 

富士ゼロックスシステム 

サービス㈱公共事業本部

首都圏支店 

 

 

市民生活課 

          ６ 個人番号カード交付事業経費 4,653,933 円 （前年度 7,070,537 円） 

(1) 個人番号カード交付事業に係る主な経費として、臨時職員の賃金及び共済費を

執行したものである。 

ア 臨時職員賃金  3,695,148 円 

イ 臨時職員共済費   620,031 円 

 

 

市民生活課 

７ コンビニ交付サービス事業経費 48,491,058 円 （前年度 0円） 

(1) 10 月 1 日からマイナンバーカードを使用することにより、コンビニ等で各種

証明書（住民票・印鑑証明書・戸籍等）の取得（年末年始、メンテナンス日を

除く、6 時 30 分から 23 時まで）が可能となったことから、市民サービスの向上

及び窓口事務の軽減に寄与している。 

また、コンビニ交付サービスが適正に実施されるために必要な業務を委託等した。 
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(2) 委託料等                         （単位：円） 

事業名 事業費 備 考 

コンビニ交付システム構築業務委託 44,172,000 

㈱日立システムズ神奈川

支店 

(契約額)  20,412,000 円 

富士ゼロックスシステム

サービス㈱ 

(契約額) 23,760,000 円 

コンビニ交付用設定変更業務委託 518,400 
ＮＥＣフィールディング

㈱中部支社静岡支店 

コンビニ交付事務委託料 36,570 繰替払処理のため 

コンビニ交付住記連携システム保守業

務委託 
605,880 

㈱日立システムズ神奈川

支店 

(契約額) 4,241,160 円 

(長期継続契約) 

平成 30 年 11 月 1 日 

～令和 3年 9 月 30 日 

コンビニ交付クラウドシステム利用料 2,008,800 

富士ゼロックスシステム

サービス㈱公共事業本部

首都圏支店 

             

(3) 負担金                          （単位：円） 

事業名 事業費 備 考 

証明書交付センター運営費負担金 1,100,088 
地方公共団体情報システ

ム機構 

 

 

４項 選挙費 決算額    26,075,948 円 （前年度 46,307,116 円）                   

１目 選挙管理  決算額    10,230,636 円 （前年度  9,595,479 円） 

     委員会費  秘書広報課 

１ 職員給与費  8,824,109 円 （前年度 8,430,534 円） 

 

 

総務課 

２ 選挙管理委員会委員報酬 912,000 円 （前年度 828,500 円） 

(1) 選挙管理委員会委員 4 人の月額報酬として執行した。 

 

 

          総務課 

          ３ 選挙管理委員会運営経費 494,527 円 （前年度 336,445 円） 

           (1) 開催状況 

             ア 定例会 11 回 
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            イ 選挙時 3 回（熱海市長選挙・熱海市議会議員補欠選挙 

静岡県議会議員選挙） 

ウ その他 2 回（各種団体総会等 2回） 

 

            (2) 定時登録者の状況                     （単位：人） 

 名簿登録者数 在外選挙人 

登録日 男 女 計 男 女 計 

平成 30 年 6 月 1日 15,168 18,647 33,815 16 24 40 

平成 30 年 9 月 1日 15,128 18,602 33,730 16 24 40 

平成 30 年 12 月 3 日 15,082 18,529 33,611 16 24 40 

平成 31 年 3 月 1日 15,044 18,479 33,523 17 24 41 

 

(3) 全国市区選挙管理委員会東海支部をはじめとする会議、研修会等に出席し、委

員及び事務局職員の資質向上に努めた。 

 

 

２目 明るい選 決算額     218,357 円 （前年度 295,333 円）  

    挙推進費  総務課 

 １ 選挙啓発事業経費 218,357 円 （前年度 295,333 円） 

           (1) 常時選挙に対する知識、投票率向上を図るための啓発事業費である。 

             ア 熱海市明るい選挙推進協議会 

明るい選挙の実現と投票率アップを目指し、選挙時だけでなく平常時から啓発

活動を行っている。 

              (ｱ) 協議会委員 35 人(平成 31 年 3月 31 日現在) 

            イ 活動状況 

事業名 実施期日 実施場所 実施概要 

県東部明推協役員会 4 月 20 日 富士宮市役所 
髙石会長 県東部明推協会長

平成 30 年度研修計画の協議 

市明推協総会 4 月 25 日 
市役所第３庁舎 

会議室 

平成 29 年度事業報告、平成 30

年度事業計画の協議 

県東部明推協 

明るい選挙推進研修

会 

5 月 18 日 
三島市立社会福祉会

館 

明推協委員及び事務局職員の研

修 

髙石会長、中島副会長、高橋副

会長、事務局職員参加 

県明推協役員会 5 月 31 日 県庁 

髙石会長 県東部明推協会長 

平成 29 年度決算承認、平成 30

年度研修計画の協議 

明るい選挙 

啓発ポスター募集 
5 月下旬 小中学校 

明るい選挙啓発ポスター募集要

綱を各学校に配布 

県東部明推協 

会長及び事務担当者

研修会 

9 月 12 日 

  13 日 

清水町 

清水町地域交流セン

ター ほか 

各種会議等について協議 

髙石会長、中島副会長、事務局

職員参加 
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明るい選挙啓発ポス

ター審査会 
9 月 20 日 

いきいきプラザ 

小中学校美術担当教

諭で審査実施 

小学校／ 18 点 

中学校／538 点 

応募計 556 点 

明るい選挙啓発ポス

ター県審査会 
10 月 4 日 県庁 

特選作品 10 点応募 

県入選 5 点 

※中学生の作品 2 点、小学生の

作品 1点が中央審査会に提出 

県東部明推協 

女性・青年の集い 
10 月 25 日 

西伊豆町 

西伊豆町中央公民館 

若手及び女性委員の研修 

髙石会長、中島副会長、高橋副

会長、事務局職員参加 

中学校出前授業 11 月 1 日 泉中学校 

中学生に対する選挙出前授業 

講師 中島副会長 

髙石会長、事務局職員参加 

明るい選挙啓発ポス

ター展示会 

12 月 19 日 

 ～28 日 

熱海市立図書館 

５階第２会議室 
特選/10 点・準特選/31 点 

県東部明推協 

第２回役員会・総会 
1 月 30 日 

市役所第１庁舎４階 

第１会議室 

平成 30 年度事業報告、平成 31

年度事業計画案等協議 

髙石会長、事務局職員参加 

県明推協 

理事会・総会 
2 月 20 日 県庁 

平成 30 年度事業報告、平成 31

年度事業計画案等協議 

髙石会長、事務局職員参加 

 

 

３目 市長選挙 決算額     9,966,950 円 （前年度 0 円）  

及び市議  総務課 

    会議員補  １ 市長選挙及び市議会議員補欠選挙執行経費 9,966,950 円 （前年度 0円） 

    欠選挙費   (1)任期満了に伴う熱海市長選挙と、欠員に伴う熱海市議会議員補欠選挙（平成 30

年 9月 2 日告示、9月 9日期日）が執行されたが、両選挙ともに立候補者数がそ

の選挙すべき定数を超えないため、無投票となった。 

 

  ４目 県議会議  決算額     5,355,000 円 （前年度 0円） 

    員選挙費  総務課 

          １ 県議会議員選挙執行経費 5,355,000 円 （前年度 0円） 

(1) 任期満了に伴う静岡県議会議員選挙（平成 31 年 3 月 29 日告示、4 月 7 日期

日）が執行され、平成 30 年度分における選挙準備等に要する経費を執行した。 

なお、熱海市選挙区においては、立候補者数がその選挙すべき定数を超えない

ため、無投票となった。 

 

５目 市議会議  決算額    305,005 円 （前年度 0円） 

    員選挙費  総務課 

          １ 熱海市議会議員選挙執行経費 305,005 円 （前年度 0 円） 

           (1) 任期満了に伴う熱海市議会議員選挙（平成 31年 4月 14 日告示、4 月 21 日期

日）の選挙準備等に要する経費を執行した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

５項 防災費 決算額    137,114,878 円 （前年度 101,139,280 円） 

  １目 防災費 決算額     118,275,060 円 （前年度 76,930,250 円） 

          秘書広報課 

 １ 職員給与費 62,383,772 円 （前年度 56,941,026 円） 

 

危機管理課 

          ２ 防災及び災害対策経費 55,891,288 円 （前年度 19,989,224 円） 

(1) 災害発生時や発生のおそれがある場合に備え、静岡県と各市町及び消防本部、

避難地、病院、旅館組合の連携を密にし防災行政無線の円滑な運営を図り、災

害対策本部用及び避難者の家族間等の安否確認用特設公衆電話、災害時優先電

話の維持経費及び同報無線子局の改良等を主に執行したものである。 

ア 委託料                         （単位：円） 

事業名 事業費 備 考 

同報無線子局保守管理業務委託 890,352 
㈱沖電気カスタマアドテッ

ク中部支社 

同報無線制御卓及びＪ－アラート保守管理

業務委託 
1,166,400 

㈱沖電気カスタマアドテッ

ク中部支社 

デジタル防災行政無線保守管理業務委託 2,377,080 ㈱日立国際電気静岡営業所 

Ｊ－アラート緊急割込放送システム保守管

理業務委託 
1,436,400 ㈲システムサポート静岡 

デジタル移動系統制局設備用ＵＰＳ更新業

務委託 
523,800 ㈱日立国際電気静岡営業所 

デジタル移動通信システム登録点検業務委

託 
140,790 ㈱日立国際電気静岡営業所 

熱海市同報無線曽我山中継局機器設置業務

委託 
12,420,000 沖電気工業㈱静岡支店 

熱海市同報無線子局(2-7)機器撤去業務委託 216,000 沖電気工業㈱静岡支店 

計 19,170,822  

 

イ 工事請負費                       （単位：円） 

事業名 事業費 備 考 

Ｊ－アラート新型受信機設置工事 2,646,000 沖電気工業㈱静岡支店 

熱海市同報無線子局(1-22)設置工事 4,784,400 沖電気工業㈱静岡支店 

熱海市同報無線子局(2- 7)更新工事 2,667,600 沖電気工業㈱静岡支店 

熱海市同報無線子局(1-25)撤去・再設置工事 1,047,600 沖電気工業㈱静岡支店 

Ｊ－アラート緊急割込放送システム設置工事 3,175,200 
㈲システムサポート静
岡 

熱海市同報無線曽我山中継局改修工事 9,093,600 大舘建設㈱ 

西部コミュニティーセンタートイレ１、２階
改修工事 

2,106,000 ㈱桜井工業所 

西部コミュニティーセンタートイレ屋外改修
工事 

6,842,880 大舘建設㈱ 

同時通報用無線子局取替修繕工事 270,000 ㈱沖電気カスタマアド 

泉地内防災無線支柱撤去工事 301,320 ㈱泉建設 

計 32,934,600  
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 ウ 負担金                   （単位：円） 

区 分 事業費 

静岡県防災行政無線運営協議会分担金 1,422,000 

 

エ その他防災及び災害対策経費 2,363,866 円 

 

 

２目 地震対策  決算額    18,839,818 円 （前年度 24,209,030 円） 

費     危機管理課 

          １ 地震防災対策経費 2,936,625 円 （前年度 4,341,757 円） 

(1) 駿河トラフ・南海トラフ沿いと相模トラフ沿いで発生する最大級の地震・津波 

に備え、自主防災会・防災関係機関・自衛隊・行政機関と協力し、年 4 回の防災 

訓練を実施。 

 

ア 防災訓練 

訓練名 実施日 訓練内容 

土砂災害に対
する防災訓練 

6 月 3 日 

土砂災害に対する知識の習得と地震･大雨等による
土砂災害に対する住民の防災意識の向上につなげ、住
民の生命を守るための一助として、土砂災害防止法の
指定を受けた上多賀地区を対象に土砂災害警戒情報発
表後の避難及び情報伝達訓練並びに土砂災害に対する
防災講話を実施した。（参加人員 150 人） 

総合防災訓練 8 月 26 日 

突発地震を想定して､国・県・市・防災関係機関・自
主防災会組織等が緊密かつ有機的な連携を図り、地震
発生による沿岸域から高台への津波避難訓練及び山の
手地域は土砂災害から避難所への避難、その後入所・
避難生活までの一連の対応が真に機能するよう､実践的
な地震防災訓練を実施し、防災関係機関の連携強化､地
域の防災体制の確立及び市民の防災意識の高揚を図る
ことを目的とし、地域分散型訓練を指定避難所にて実
施した。（参加人員 2,250 人） 

地域防災訓練 12 月 2 日 
12 月第１日曜日の県下一斉「地域防災の日」に、各

自主防災会で地域の実情に即した訓練を実施した。 
（参加人員 2,210 人） 

津波避難訓練 3 月 10 日 

東日本大震災の教訓を踏まえ、津波に対する正しい知
識の啓発を行うとともに、緊急速報メールによる情報伝
達や同報無線を活用し多言語による避難誘導放送を実施
した。（参加人員 1,190 人） 

 

 イ 委託料                         （単位：円） 

事業名 事業費 備 考 

津波避難誘導標識製作・取付業務委託 129,600 ㈱なべかん 

上多賀拠点防災倉庫浄化槽維持管理業

務委託 
63,720 熱海ライフクリーン㈱ 

計 193,320  
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

            ウ 負担金                         （単位:円） 

区 分 事業費 備 考 

静岡県防災ヘリコプター運航連絡協議
会負担金 

1,288,175 
静岡県防災ヘリコプター
運航連絡協議会 

県内都市災害対策連絡会負担金 30,000 県内都市災害対策連絡会 

計 1,318,175  

 

エ その他地震防災対策経費 1,425,130 円 

 

 

危機管理課 

２ 大規模地震対策等経費 1,803,600 円 （前年度 5,222,704 円） 

(1) 静岡県第 4次地震被害想定結果では、相模トラフ沿いの元禄型関東地震が発生

した場合、死者約 1,900 人、重傷者約 300 人、軽傷者約 900 人の人的被害が想定

されており、人的被害を軽減させるため、津波避難階段等整備事業の補助金及び

避難所等の備蓄食糧の更新を主に執行したものである。 

ア 非常用備蓄食糧整備事業                 （単位：円） 

区 分 事業概要 事業費 備 考 

一般整備・観光客

対策分 

アルファ米「わかめご飯」 
50 袋入×100 箱=5,000 食 
50 食入× 18 箱=  900 食 

1,382,400 消耗品費 

 

イ その他大規模地震対策等経費 421,200 円 

 

 

危機管理課 

          ３ 自主防災組織育成経費 14,099,593 円 （前年度 14,644,569 円） 

(1) 大規模地震及び突発地震等の災害に備え、地域における自主防災意識の高揚を

図り、防災活動を積極的に推進するもの。熱海市自主防災会に対する運営費、 

防災資機材整備事業、災害時活動保険、住宅の家具転倒防止器具取付事業の補助

金を主に執行したものである。 

 ア 熱海市自主防災会連合会運営費補助金 1,000,000 円 

 

            イ 熱海市自主防災会防災資機材等購入整備費補助金 12,804,000 円 

(59 自主防災会) 

 

            ウ 災害時自主防災会活動保険補助金 242,420 円(16 自主防災会 713 人加入) 

 

            エ 家具転倒防止器具取付補助金 53,173 円(15 世帯) 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

６項 統計調査費 決算額     11,052,717 円 （前年度 6,561,832 円） 

  １目 統計調査 決算額     5,309,910 円 （前年度 5,443,832 円） 

    総務費   秘書広報課 

          １ 職員給与費 5,049,321 円 （前年度 5,206,256 円） 

 

秘書広報課 

２ 市単独統計事務経費  27,207 円 （前年度 48,000 円） 

(1) 熱海市ホームページに統計情報を公開し、随時最新の情報に更新した。 

             また、熱海市統計書を電子データで作成し、熱海市ホームページに掲載した。 

 

秘書広報課 

３ 統計調査の事務経費 233,382 円 （前年度 189,576 円） 

(1) 熱海市統計調査員協力会補助金 

熱海市統計調査員協力会に対し補助金を交付した。 

ア 会員 93 人（平成 31 年 3月 31 日現在） 

 

(2) 静岡県統計協会負担金 

本市が加盟している静岡県統計協会の負担金として執行した。 

 

(3) その他として統計協力者に対する謝礼を執行した。 

 

 

  ２目 基幹統計  決算額     5,742,807 円 （前年度 1,118,000 円）                    

    調査費   秘書広報課 

１ 国の委託統計調査の実施経費 5,742,807 円 （前年度 1,118,000 円） 

(1) 平成 30 年は下記一覧の調査を実施した。 

調査の名称 所管省庁 実施期日 調査対象 

工業統計調査 経済産業省 

平成 30 年 

6 月 1日 

（2 人） 

製造業に属する事業所の事業所

数、従業員数、製造品出荷額、

原材料使用額     61 件 

住宅・土地統計

調査 
総務省 

平成 30 年 

10 月 1 日 

（73 人） 

住戸に関する実態並びに土地の

保有状況、居住している世帯に

関する実態調査 

172 調査区 

2018年漁業セン

サス 
農林水産省 

平成 30 年

11 月 1 日 

（５人） 

漁業の生産構造、海上作業日

数、営んだ漁業種類、収穫量 

108 客体 

            ※（  ）内数字は調査員数 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

７項 監査委員費 決算額     21,854,576 円 （前年度 21,535,822 円） 

  １目 監査委員 決算額     21,854,576 円 （前年度 21,535,822 円） 

費     秘書広報課 

          １ 職員給与費 19,320,993 円 （前年度 18,952,114 円） 

 

 

監査委員事務局 

２ 監査委員報酬 1,878,000 円 （前年度 1,878,000 円） 

(1) 監査委員は、公正で効率的な行政を確保するために、地方自治法の規定により

設置される独任制の執行機関である。 

            熱海市においては、2 人の監査委員(識見を有する者から選任される委員 1 人、

議員から選任される委員 1 人）が置かれている。 

             ア (識見選任委員)  1 人×102,900 円×12 か月=1,234,800 円 

 

            イ (議員選任委員)  1 人× 53,600 円×12 か月=  643,200 円 

 

 

          監査委員事務局 

３ 監査事務経費 655,583 円 （前年度 705,708 円） 

(1) 監査事務に関する業務で、定期監査事務、財政援助団体監査事務等、決算審査

意見書の作成経費、都市監査委員会総会及び研修会等に係る経費として執行した。

なお、地方自治法第 199 条第 7 項の規定に基づき、市が財政援助等を行っている

団体の中から抽出して行う財政援助団体監査については、株式会社東京ドームの

「熱海市耐震対策緊急促進事業費補助金」と熱海芸術祭実行委員会の「熱海芸術

祭に対する補助金」に対して、事業が目的に沿って適正かつ効果的に行われてい

るかなどについて監査を行った。 

 

           (2) 地方自治法及び地方公営企業法などに基づき各種監査等を実施した。 

ア 定期監査については、各課等に資料の提出を求め、財務に関する事務の執行

及び経営に関する事業の管理について実施した。 

 

イ 例月現金出納検査は、市長所管及び会計管理者の権限に属する現金の出納及

びその保管状況について、適正な処理がなされているかを検査するとともに市

税等の収入状況についても検査した。 

 

ウ 決算審査については、市長から審査に付された決算書及び付属書類により、

計数の確認と予算の執行及び事業の経営が適正かつ効率的に行われているかを

主眼として基金の運用状況の審査とともに実施し、審査意見書を市長へ提出し

た。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

エ 財政健全化比率審査については、財政の健全化に関する法律における健全化

比率及びその算定書類の審査を実施し、審査意見書を市長に提出した。 

 

オ 財政援助団体等に対する監査は、当該財政援助に係る出納その他の事務の執

行が適正かつ効率的に行われているかを主眼として実施した。 

各監査、検査については、法に基づいて報告及び公表を行った。 

 

カ 地方自治法第 243 条の 2 第 3 項の規定に基づき、平成 30 年 12 月 25 日付け

熱健社第 1027 号により熱海市長から請求があった職員の賠償責任に係る監査に

ついて実施し、市長に報告をした。 

 

キ 監査等実施状況  

区 分 実施期間 対象期間 対 象 報告年月日 

定期監査 
(学校監査) 

平成30年10月15日から 

平成31年 1月 7日まで 
平成30年度 

熱海市立初島中学校 

熱海市立初島小学校 

熱海市立初島保育園 
平成31年1月7日 

定期監査 
平成30年12月17日から 

平成31年 3月 5日まで 

平成30年 4月 1日から 

平成30年10月31日まで 

観光建設部 

（観光経済課） 

公営企業部 

教育委員会 

外局 

（農業委員会事務局） 

平成31年3月5日 

例月現金 

出納検査 

平成30年4月から 

平成31年3月まで 
毎月分 各種会計 

平成30年4月26日から 

平成31年3月27日まで 

決算審査 

平成30年8月 3日から 

平成30年8月23日まで 
平成29年度 

一般会計 

特別会計 

基金運用状況 
平成30年8月23日 

平成30年6月 5日から 

平成30年8月23日まで 
平成29年度 公営企業会計 

財政 

健全化 

比率審査 

平成30年8月 9日から 

平成30年8月23日まで 
平成29年度 

一般会計 

特別会計 

公営企業会計 

平成30年8月23日 

財政援助 

団体監査 

平成30年10月22日から 

平成31年 1月 7日まで 
平成29年度 

㈱東京ドーム 

熱海芸術祭実行委員会 平成31年1月7日 

職員の賠償責任

における監査 

平成30年12月26日から 

平成31年 2月 4日まで 
－ 

元健康福祉部社会福祉

課職員 
平成31年2月4日 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

21項 総務管理費 決算額     12,261,240 円 

７目 財産管理  決算額     12,261,240 円 

    費     総務課 

          １ 一般市有地の管理経費 （繰越明許費） 12,261,240 円 

            (1) 上宿町市有地に歩道状空地を整備するために執行した。本事業と一体的に整備

を進めている市道温泉通り水口線交差点改良工事が平成 29 年度内での完成が見

込めなくなったため、繰越事業費として工事請負費を執行した。 

             ア 上宿町市有地整備工事に係る経費              （単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備 考 

（繰越明許費） 

上宿町市有地整備工事 

（繰越明許費） 

歩道舗装工 
12,261,240 ㈱川口組 

 

 

23項 戸籍住民基

本台帳費 
決算額     2,933,000 円 

１目 戸籍住民  決算額     2,933,000 円 

基本台帳  市民生活課 

    費      １ 個人番号カード交付事業経費 （繰越明許費） 2,933,000 円 

(1) 地方公共団体情報システム機構に、個人番号カード及び通知カード関連事務を 

委任することに対する交付金として執行したもの。また、国より再交付分の手数

料等を除いた 2,839,000 円を補助金として歳入したものである。 

ア 個人番号カード事業交付金 2,933,000 円 
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    ３款 

 

   民  生  費 

 

 
 １項 社会福祉費 

 ２項 老人福祉費 

 ３項 児童福祉費 

 ４項 生活保護費 

 ５項 災害救助費 

 ６項 国民健康保険費 

23 項  児童福祉費 

 
 





 

 

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

３款 民生費  決算額   6,120,404,529 円 （繰越明許費を含む。） （前年度 6,145,839,215 円） 

 １項 社会福祉費  決算額   1,143,271,934 円 （前年度1,243,644,420 円） 

  １目 社会福祉  決算額    318,804,745 円 （前年度 323,654,897 円） 

    総務費   秘書広報課 

  １ 職員給与費 249,514,519 円 （前年度 250,964,923 円） 

 

 

  長寿介護課 

  ２ 社会福祉の事務的経費 13,841,912 円 （前年度 14,880,602 円） 

   (1) 民生委員児童委員（主任児童委員）は、担当区域において地域住民の生活状態

や福祉のニーズを把握し、相談や助言を行うとともに、市民と関係機関とのパイ

プ役として、また、行政のパートナーとしての地域福祉活動の推進に努めること

を職務とし、本市福祉行政の推進役としての大きな役割を果たしている。 

    ア 委員数 130 人（うち主任児童委員 8人） 定員 130 人 不足 0 人 

 

    イ 活動状況等          （単位：日、回、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

活動延べ日数 13,399 12,434 

訪問延べ回数 12,387 8,032 

民生委員活動旅費 3,744,000 3,686,400 

 

   (2) 自殺対策事業 191,180 円 

    9 月の自殺予防週間や 3 月の自殺対策強化月間に合わせて駅前広場等にて啓発グ

ッズの配布を行った。また、熱海市社会福祉大会において自殺対策の講師を招き

講演を行った。 

    ア 普及啓発に係る経費                   （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

普及啓発グッズ購入費 141,180 
心象めぐみ会共同

作業所等 

熱海市社会福祉大会講師謝礼 50,000 

ＮＰＯ法人自殺対

策支援センター 

ライフリンク 

 

   (3) 住宅地図をベースとした民生委員の区割り図について、避難行動要支援者台帳

の管理を円滑化するためデジタル化を行い、区域データを秘書広報課が所管する

統合型ＧＩＳ（ＰａｓＣＡＬ ｆｏｒ ＬＧＷＡＮ）にセットアップし庁内で活用

している。 

    ア セットアップに係る委託料                （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

統合型ＧＩＳ要支援者台帳管理フォーム

対応及びデータ搭載業務委託料 
1,674,000 ㈱パスコ静岡支店 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

   (4) 高齢者等地域見守りネットワーク事業（委託料） 

熱海市高齢者等地域見守りネットワークに参加する関係協力機関及び協定を結ん

だ事業者等から高齢者、障がい者、虐待等に関し対象者の年齢を問わず寄せられ

る、異変・問題・相談に対する連絡窓口を地域包括支援センターに一本化し、24

時間対応とすることにより、問題を早期に発見・対応につなげ解決を図るもので

ある。 

緊急通報を受けて当日もしくは翌日に対応したケース   （単位：人、円） 

区  分 委託業者名 

平成 30 年度 平成 29 年度 

対応 

実績 
委託金額 

対応 

実績 
委託金額 

泉・伊豆山地域包括 

支援センター 
(福)湖成会 1 60,000 1 40,000 

熱海地区地域包括 

支援センター 
㈲伊豆介護センター 12 140,000 4 100,000 

南熱海地域包括 

支援センター 
㈲伊豆介護センター 1 60,000 2 60,000 

 

 

  長寿介護課 

  ３ 社会福祉協議会補助金等 28,256,230 円 （前年度 26,060,693 円） 

   (1) (福)熱海市社会福祉協議会等の福祉関連の各団体に運営費等を補助したもので

ある。 

    ア 補助金額                      （単位：円） 

団 体 名 平成 30 年度 平成 29 年度 

(福)熱海市社会福祉協議会 17,829,550 15,826,813 

熱海市遺族会 550,000 550,000 

熱海市民生委員児童委員協議会 800,000 800,000 

熱海地区保護司会 330,000 330,000 

熱海市赤十字奉仕団 85,000 85,000 

 

   (2) 熱海市民生委員児童委員協議会に対し活動費等を交付したものである。 

    ア 交付金額                      （単位：円） 

交付金内容 平成 30 年度 平成 29 年度 

地区民生・児童委員協議会活動費交付金 920,000 800,000 

民生・児童委員活動手当交付金 7,670,000 7,597,200 

地区民協会長活動旅費交付金 24,000 24,000 

地区民協会長会議出席旅費交付金 47,680 47,680 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

  長寿介護課 

  ４ 旧軍人遺家族等援護経費 61,707 円 （前年度 116,600 円） 

   (1) 戦没者の霊を慰めるため、平成 9 年からやすらぎの塔前にて戦没者追悼式を 

行っているものである。（戦没者数 1,026 柱、遺族数 128 世帯） 

 

 

  長寿介護課 

  ５ 献血推進経費 144,900 円 （前年度 164,666 円） 

   (1) 昭和 41 年に献血推進協議会が発足して、献血互助会と協力。市内事業所、 

個人への献血要請、ポスター掲示等事業の推進に努めているものである。 

    ア 献血の状況          （単位：人、％、回） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

献血目標 380 450 

献血実績 198 253 

達 成 率 52.1 56.2 

回 数 5 5 

成分献血 未実施 未実施 

2 0 0 c c 2 2 

4 0 0 c c 196 251 

 

 

  長寿介護課 

  ６ 地域福祉基金積立金 337,360 円 （前年度 3,341,056 円） 

   (1) 高齢者、障がい者及び児童の福祉の向上を目的とする地域福祉事業の推進を図

るために設置したものであり、次表のとおり積立て及び取崩しを行った。 

    ア 基金の状況                       （単位：円） 

平成 29 年度 

末現在高 

平成 30 年度中増減 平成 30 年度 

末現在高 新規積立金 利子積立金 取崩し 計 

89,914,820 313,000 24,360 △41,310,000 △40,972,640 48,942,180 

 

    イ 地域福祉基金の積立て実績       （単位：円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

年間積立額 337,360 3,341,056 

 

 

  長寿介護課 

  ７ 福祉計画の推進経費 59,066 円 （前年度 91,712 円） 

   (1) 第 4 次熱海市地域福祉計画の進捗管理及び次期計画の策定準備に係る経費とし

て執行したものである。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

  ８ 福祉事務所の管理運営経費 284,424 円 （前年度 1,373,824 円） 

   (1) 福祉事務所の予算管理については、平成 29 年度に総務課より熱海市庁舎管理

規則に則り移管され、執行しているものである。 

    ア 委託料                         （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

自動ドア定期保守点検業務委託料 86,400 ナブコシステム㈱ 

 

 

  社会福祉課 

  ９ 行旅病人、死亡人経費 5,381,046 円 （前年度 1,539,340 円） 

   (1) 行旅病人及行旅死亡人取扱法に基づき、旅行中の病人等で治療の方法及び救護

者のない者（行旅病人）に対する救護に要する費用及び旅行の途中死亡した扶養

義務者のない者（行旅死亡人）に対する葬祭等の経費である。 

    ア 行旅病人取扱い状況        （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

人 員 1 1 

金 額 31,190 26,860 

補助率：県 10／10 

 

    イ 行旅死亡人取扱い状況       （単位：人、円） 

区 分 平成30年度 平成29年度 

人 員 2 1 

金 額 285,800 138,000 

補助率：県 10／10 

 

   (2) 納骨堂の整備委託料 

    ア 業務委託                  （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

納骨堂焼骨処理業務 179,496 
横浜金属商事㈱ 

神奈川営業所 

 

   (3) 納骨堂外壁等改修工事請負費 

    ア 工事請負費                 （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

納骨堂外壁等改修工事 4,827,600 大館建設㈱ 

 

   (4) 行旅病人、死亡人に係るその他経費 56,960 円 

補助率：県 10／10 （官報広告費） 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

  社会福祉課 

  10 女性相談事業経費 2,165,301 円 （前年度 2,188,507 円） 

   (1) 女性相談事業は、売春防止法に基づき要保護女子について、その転落の未然防

止及び保護更生を図ること、並びに「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律」に基づき配偶者からの暴力の被害者である女性（以下「暴力被害

女性」という。）の保護を図ることを目的としている。また、社会環境の浄化、 

配偶者からの暴力の防止等に関する啓発活動を行うとともに、要保護女子及び 

暴力被害女性の早期発見に努め、必要な相談、調査、判定、指導・援助、一時保

護及び収容保護を行うものである。 

    補助率：国 1／2・市 1／2 （女性相談員報酬） 

 

    ア 活動実績               （単位：人） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

保護施設収容 0 2 

家庭への送還 0 0 

関係機関へ移送 0 0 

助言・指導 40 45 

その他 3 15 

計 43 62 

 

 

  社会福祉課 

  11 要保護者の法外扶助費 45,000 円 （前年度 48,650 円） 

   (1) 生活保護制度に該当しない生活困窮者に旅費等を支援したものである。 

    ア 旅費欠乏者取扱い状況       （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

人 員 70 74 

金 額 31,050 40,730 

 

    イ 被服等支給取扱い状況       （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

人 員 1 2 

金 額 13,950 7,920 

 

 

  社会福祉課 

  12 生活困窮者自立支援法に基づく経費 18,713,280 円 (前年度 19,235,154 円) 

   (1) 平成 27 年 4 月から施行された生活困窮者自立支援法に基づき、生活保護受給

者以外の生活困窮者に対する第 2 のセーフティネットとして自立相談支援事業、

就労準備支援事業、一時生活支援事業及び家計相談支援事業の業務委託並びに

住居確保給付金の給付を行ったものである。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

    ア 業務委託                        （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

自立相談支援事業 7,111,000 
(福)熱海市社会福祉協議会 

ＮＰＯ法人ＰＯＰＯＬＯ 

就労準備支援事業 2,980,800 
ＮＰＯ法人青少年就労支援ネット

ワーク静岡 

一時生活支援事業 600,000 ＮＰＯ法人ＰＯＰＯＬＯ 

家計相談支援事業 4,804,800 (福)熱海市社会福祉協議会 

    補助率：国 3／4・市 1／4（自立相談支援事業） 

    補助率：国 2／3・市 1／3（就労準備支援事業、一時生活支援事業、家計相談

支援事業・下半期分） 

    補助率：国 1／2・市 1／2（家計相談支援事業・上半期分） 

 

    イ 住居確保給付金事業            （単位：件、円） 

 

 

 

    補助率：国 3／4・市 1／4 

 

    ウ 土曜日学習支援参加者交通費負担軽減事業として 29,260 円執行した。 

 

    エ 平成 29 年度国庫支出金の精算による償還金として 3,003,500 円執行した。 

 

   (2) 生活困窮者自立支援法に基づくその他経費 9,920 円 

 

  ２目 身体障害  決算額    671,254,946 円 （前年度 688,250,172 円） 

者・知的  社会福祉課 

障害者福  １ 身体、知的障害者の更生援護経費 19,322,387 円 （前年度 19,759,912 円） 

祉費     (1) 身体障害者手帳交付状況                  (単位：人) 

区 分 
視覚 

障害 

聴覚 

障害 

音声 

言語 

肢体 

不自由 

内部 

障害 
計 

平成 30 年度 (0)120 (0)159 (0)19 (5)859 (3)548 (8)1,705 

平成 29 年度 (0)119 (0)155 (0)17 (5)883 (4)515 (9)1,689 

※ ( )は、18 歳未満の者 

 

   (2) 療育手帳交付状況            （単位：人） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

Ａ(重 度) 77 80 

Ｂ(中軽度) 168 169 

計 245 249 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

件 数 5 4 

金 額 174,000 181,000 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

   (3) 福祉有償運送運営協議会事業経費 

ＮＰＯ法人等における福祉有償運送の実施について協議するため開催したもの 

である。 

    ア 委員数 10 人 

 

    イ 開催状況等          （単位：回、月、円） 

区  分 平成 30 年度 平成 29 年度 

開  催 0 1 

開催時期 - 8 

委員報酬 0 21,500 

    平成 30 年度は会議を開催せず書面による決議を行った。 

 

   (4) 障害者地区相談員事業経費 

障がいのある方の相談に応じ、必要な指導や障がい者に係る地域活動の推進、関

係機関の業務に対する協力及び障がい者への援護思想の普及を実施したものであ

る。 

    ア 相談件数等            （単位：日、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

相 談 日 数 98 113 

相談員謝礼 172,200 172,200 

 

   (5) 在宅給食サービス事業経費 

在宅の要介護身体障がい者で、食生活の改善と生活の質の確保が必要とされる障 

がい者に対して、その家族の身体的、精神的な負担の軽減を図るため給食サービ 

スを事業者へ委託して実施したものである。 

    ア 在宅高齢者等給食サービス事業委託料           （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

在宅高齢者等給食サービス事業委託 

（障がい分） 
81,485 ㈱丸食 

 

    イ 実施件数等            （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

件 数 379 380 

委託料 81,485 81,700 

 

   (6) 身体障害者福祉会運営補助金事業経費 

身体障がい者の福祉向上に係る各種指導相談等に関する事業に対し、運営事業費 

を補助したものである。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

    ア 補助金額               （単位：円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

金 額 400,000 400,000 

 

   (7) 福祉団体負担金 

視覚障がい者の福祉向上に関する事業に対し、各自治体の人口に応分した運営事 

業費を負担したものである。        （単位：円） 

団体名 平成 30 年度 平成 29 年度 

㈶静岡県アイバンク 11,000 11,000 

 

   (8) 重度身体障害者住宅改造費助成事業経費 

在宅の重度障がい者が住宅を改造した場合に補助金の交付をするものである。 

    ア 補助件数等            （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

件 数 0 1 

事業費 0 212,880 

 

   (9) 特別障害者手当等給付事業経費 

著しく重度の障がいがあり、常時介護が必要とされる障がい者(児)に対して、経

済的な援助のため手当を支給したものである。 

    ア 特別障害者手当給付状況    （単位：件、人、円） 

区  分 平成 30 年度 平成 29 年度 

給付件数 276 251 

給付人数 27 24 

給 付 額 7,429,980 6,730,150 

補助率：国 3／4・市 1／4 

 

    イ 障害児福祉手当給付状況    （単位：件、人、円） 

区  分 平成 30 年度 平成 29 年度 

給付件数 112 165 

給付人数 12 15 

給 付 額 1,639,120 2,406,300 

補助率：国 3／4・市 1／4 

 

    ウ 経過的福祉手当給付状況    （単位：件、人、円） 

区  分 平成 30 年度 平成 29 年度 

給付件数 12 12 

給付人数 1 1 

給 付 額 175,660 175,000 

補助率：国 3／4・市 1／4 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

   (10) 重度心身障害者タクシー料金助成事業経費 

重度障がい者がタクシーを利用した場合、その料金の一部を助成したものであ

る。 

    ア 利用件数等          （単位：件、人、円） 

区  分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用件数 10,219 10,662 

利用人数 726 697 

金 額 7,905,010 7,907,480 

 

   (11) 重度身体障害者紙おむつ支給事業経費 

在宅の身体障害者手帳 1、2 級の者で、かつ失禁状態にある者に対して、紙おむ

つ券を支給したものである。 

    ア 利用枚数等          （単位：枚、人、円） 

区  分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用枚数 1,777 1,745 

利用人数 28 30 

金  額 888,500 872,500 

 

   (12) 身体、知的障害者の更生援護に係るその他経費 619,432 円 

 

  社会福祉課 

  ２ 心身障害者扶養共済制度経費 10,536,575 円 （前年度 10,398,248 円） 

   (1) 心身障害者扶養共済制度年金掛金負担金 

保護者が生存中掛金を納付し、死亡又は重度障がいとなった後に年金を支給する。 

静岡県心身障害者扶養共済制度に対する市負担金分である。 

    ア 加入者数等            （単位：人、円） 

区  分 平成 30 年度 平成 29 年度 

加入者数 25 29 

負担金額 2,715,400 2,656,500 

 

   (2) 心身障害者扶養共済年金交付金 

静岡県心身障害者扶養共済制度に基づく年金を支給したものである。 

    ア 受給人数等            （単位：人、円） 

区  分 平成 30 年度 平成 29 年度 

受給人数 28 27 

交付金額 7,750,000 7,660,000 

補助率：県 10／10 

 

   (3) 心身障害者扶養共済制度に係るその他経費 71,175 円 
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  社会福祉課 

  ３ 重度心身障害者介護手当支給経費 6,190,000 円 （前年度 5,890,000 円） 

   (1) 重度心身障害者介護手当支給事業経費 

身体障がい者 1級のうち肢体不自由者及び療育手帳Ａの者が市内に 3か月以上在

住し、その者と生計を共にする常時介護者に対し、手当を支給したものである。 

（単位：人、円） 

区  分 平成 30 年度 平成 29 年度 

支給人数 58 53 

金  額 6,190,000 5,890,000 

 

 

  社会福祉課 

  ４ 心身障害児援護経費 2,387,657 円 （前年度 2,706,349 円） 

   (1) 熱海市重症心身障害児童扶養手当支給事業経費 

精神又は身体に重度の障がいがあり、介護が必要とされる障がい児に対して経済 

的な援助のため手当を支給したものである。 

    ア 支給人数等            （単位：人、円） 

区  分 平成 30 年度 平成 29 年度 

支給人数 39 44 

金  額 2,135,000 2,450,000 

 

   (2) 軽度･中等度難聴児補聴器購入費等助成金交付事業経費 

    身体障害者手帳の交付対象とならない難聴児に補聴器購入費等の助成を行うもの 

である。 

    ア 利用人数等            （単位：人、円） 

区  分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 0 0 

金  額 0 0 

補助率：県 1／2・市 1／2 

 

   (3) 発達訓練指導事業（ポニー教室） 

運動発達・精神発達に遅れのある障がい児を養育する保護者に対し、子どもとの 

かかわり方など必要な知識や情報を提供し、精神面での支援を行うものである。 

 

    開催回数：12 回（月 1回）                 （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

発達訓練指導事業(ポニー

教室)業務委託 
203,445 (福)城ヶ崎いこいの里 
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   (4) 心身障害児援護に係るその他経費 49,212 円 

 

 

  社会福祉課 

  ５ 障害者総合支援法に基づく介護給付費  

362,070,328 円 （前年度 358,687,574 円） 

   (1) 居宅介護等事業経費 

在宅の障がい者(児)にホームヘルパーを派遣し、家事援助及び外出支援等を行っ

たものである。 

 

    ア 派遣回数等                 （単位：回、人、円） 

区  分 
平成 30 年度 平成 29 年度 

居宅介護 行動援護 居宅介護 行動援護 

派遣回数 1,709 180 2,603 154 

利用人数 34 6 39 7 

金  額 6,763,095 4,215,093 8,527,259 3,612,089 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

   (2) 同行援護事業経費 

在宅の視覚障がい者にホームヘルパーを派遣し、外出時に同行し、移動の援護及 

び情報の提供を行ったものである。 

 

    ア 派遣回数等          （単位：回、人、円） 

区  分 平成 30 年度 平成 29 年度 

派遣回数 267 390 

利用人数 7 8 

金  額 2,649,490 2,294,929 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

   (3) 短期入所事業経費 

重度障がい者(児)を介護している家族が、病気等の理由により居宅における介

護ができない場合に、一時的に施設において介護を実施したものである。 

 

    ア 利用日数等            （単位：日、円） 

区  分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用日数 393 532 

金  額 3,886,276 4,687,532 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

   (4) 生活介護事業経費 

障害者支援施設等で常に介護を必要とする障がい者(児)に、主に昼間において、

入浴・排泄・食事等の介護及び創作的活動又は生産活動等のサービスを実施し

たものである。 

    ア 利用人数等            （単位：人、円） 

区  分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 100 100 

金  額 233,171,940 231,377,629 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

   (5) 施設入所支援事業経費 

障害者支援施設入所の身体障がい者、知的障がい者の夜間ケア等の援護を行っ

たものである。 

    ア 利用人数等            （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 64 68 

金 額 91,092,783 91,059,401 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

   (6) 重度訪問介護事業経費 

重度の肢体不自由者で常時介護者の介護を行う事業である。 

    ア 利用人数等            （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 0 0 

金 額 0 0 

※ 平成 29・30 年度 申請なし 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

   (7) 療養介護事業経費 

医療を要する障がい者について、病院において介護及び日常生活上の世話を行

ったものである。 

ア 利用人数等            （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 6 5 

金 額 17,008,530 15,535,290 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

   (8) 障害者自立支援給付費国庫負担金精算金 2,188,748 円 

 

 

   (9) 障害者自立支援給付費県負担金精算金 1,094,373 円 

 

 

  社会福祉課 

  ６ 障害者総合支援法に基づく訓練等給付費  

134,861,654 円 （前年度 139,486,005 円） 

   (1) 就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助事業経費、自立訓練事業経費 

    ア 就労移行支援事業経費    （単位：施設、人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

施 設 数 5 3 

入所･通所者数 6 4 

金 額 7,570,089 5,819,648 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

    イ 就労継続支援事業経費    （単位：施設、人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

施 設 数 17 18 

利用人数 66 66 

金 額 84,525,508 82,546,265 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

    ウ 共同生活援助事業経費    （単位：施設、人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

施 設 数 14 16 

利用人数 32 33 

金 額 37,314,536 40,281,655 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

    エ 自立訓練事業経費      （単位：施設、人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

施 設 数 4 5 

利用人数 7 8 

金 額 5,451,521 10,838,437 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 
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  社会福祉課 

  ７ 障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業経費  

35,534,880 円 （前年度 42,822,902 円） 

 

   (1) 身体障害者、知的障害者相談員経費 

（平成 30 年度より知的障害者相談員経費のみ) 

障がいのある方の相談に応じ、必要な指導や障がい者に係る地域活動の推進、障 

がい福祉に関わる業務を実施したものである。 

    ア 事業内訳             （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

相談員数 1 2 

金 額 2,316,441 4,724,712 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 （国・県の予算の範囲内） 

 

   (2) 障害支援区分認定審査会経費  

障がい者(児)に対し、適切なサービスを実施するために、当該障がい者(児)の心 

身の状態に応じて必要とされる支援の度合いを示す区分について審査判定する、 

障害支援区分認定審査会を開催したものである。 

    ア 審査委員報酬           （単位：回、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

開催回数 7 7 

金 額 579,000 562,000 

 

    イ 医師意見書作成手数料 286,160 円 

 

   (3) 設置手話通訳者経費 2,520,044 円 

    障がい福祉室窓口に手話通訳者を設置し、聴覚障がい者の意思疎通支援を行った

ものである。 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 （国・県の予算の範囲内） 

 

   (4) 手話奉仕員養成等事業経費 

    手話奉仕員の養成を目的とし、手話奉仕員養成講座を開催したものである。 

ア 開催状況等          （単位：回、人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

開催回数 46 46 

受講者数 9 14 

講師謝礼 570,000 570,000 

 補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 （国・県の予算の範囲内） 
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   (5) 手話通訳者派遣事業経費 

    聴覚障がい者に手話通訳者を派遣したものである。 

    ア 開催状況等       （単位：人、回、時間、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

登録者数 1 5 

派遣回数 122 129 

時 間 数 210 221 

報償金額 152,640 203,520 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 （国・県の予算の範囲内） 

 

   (6) 移動支援事業経費 

既存の交通機関を利用することが困難な重度障がい者(児)の社会参加を促進する 

ため、熱海市社会福祉協議会等へ委託し、円滑に外出できるよう移動を支援した 

ものである。 

    ア 移動支援事業支給額                   （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

移動支援事業 

100,280 ＮＰＯ法人湯河原地域作業所たんぽぽ 

421,990 (福)城ヶ崎いこいの里 

137,080 (福)熱海市社会福祉協議会 

15,200 ㈱スルガケアサービス 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 （国・県の予算の範囲内） 

 

    イ 移動支援事業利用人数       （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 11 18 

支 給 額 674,550 926,460 

 

   (7) 日中一時支援業務委託事業経費 

障がい者(児)の日中活動の場を確保し、常時介護している家族の負担軽減を図

ったものである。 

    ア 日中一時支援事業支給額                 （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

日中一時支援事業 

132,680 (福)城ヶ崎いこいの里 

13,750 (福)共生会 

49,500 (同)満元 

232,730 (福)共済福祉会 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 （国・県の予算の範囲内） 
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    イ 日中一時支援事業利用人数     （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 5 11 

支 給 額 428,660 526,330 

 

   (8) 訪問入浴サービス事業経費 

入浴介助が必要な在宅の重度身体障がい者に対し、移動入浴車が家庭に訪問し、 

入浴サービスを実施したものである。 

 

    ア 訪問入浴サービス事業支給額               （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

重度身体障害者訪問入浴サービス事業 3,262,500 ㈱ティー・シー・エス 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 （国・県の予算の範囲内） 

 

    イ 訪問入浴サービス事業利用人数 （単位：件、人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用件数 270 466 

利用人数 5 7 

支 給 額 3,262,500 5,690,000 

 

   (9) 障がい者スポーツ大会事業経費 

スポーツを通じ、障がい者相互の親睦と地域の障がい福祉への理解を深め、熱海

市の福祉の向上と障がい者の社会参加を推進することを目的に、10 月に開催し

たものである。 

 

    ア 障がい者スポーツ大会業務委託料             （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

障がい者スポーツ大会業務委託 285,000 熱海市身体障害者福祉会 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 （国・県の予算の範囲内） 

 

    イ 障がい者スポーツ大会の状況等   （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

参加延べ人数 169 174 

ボランティア人数 30 30 

委 託 料 285,000 285,000 
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   (10) 地域活動支援センター等事業経費 

障がい者の創作的活動、生産活動等及び相談支援により社会との交流等を促進

するため、伊東市と共同で運営協議会を設置し、その事業経費を熱海市負担分

として執行したものである。 

ア 実施事業者等の状況                 （単位：件、円） 

区 分 

平成 30 年度 平成 29 年度 

利用延

べ件数 
負担金 

利用延

べ件数 
負担金 

伊豆地区障害者生活支援事業運営協議会 339 1,665,000 347 1,674,000 

熱海・伊東圏域知的障害者等相談支援 

事業運営協議会 
560 4,849,000 441 4,876,000 

熱海・伊東圏域地域活動支援センター 

事業運営協議会 
2,994 8,877,000 2,455 9,600,000 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 （国・県の予算の範囲内） 

 

   (11) 日常生活用具給付事業経費 

在宅の重度障がい者(児)に対し、日常生活に係る便宜のため、用具の給付を行

ったものである。 

    ア 給付件数等            （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

給付件数 284 303 

金 額 8,785,132 9,868,305 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 （国・県の予算の範囲内） 

 

   (12) 障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業に係るその他経費 283,753 円 

 

 

  社会福祉課 

  ８ 障害者総合支援その他経費  27,634,111 円 （前年度 31,740,874 円） 

   (1) 障がい者福祉サービス受給者証作成システムリース料 1,440,011 円 

 

   (2) 障害者差別解消法職員研修事業経費   

    障がいを理由とする差別を解消するための熱海市職員対応マニュアルに基づき、

職員研修を実施したものである。 

    ア 障害者差別解消法職員研修業務委託            （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

障害者差別解消法職員研修業務委託 121,780 ㈱インソース 
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   (3) 特定障害者特別給付費経費 

障害者支援施設等から入所サービスを受けた障がい者に対し、当該障害者支援施

設等における食事の提供及び居住に要した費用を支給したものである。 

 

    ア 支給件数等            （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

支給件数 950 1,013 

金 額 13,101,980 14,617,470 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

   (4) 身体障害者(児)補装具費支給事業経費 

障がい者の更生のため、補装具費を支給したものである。 

 

    ア 支給件数等            （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

支給件数 74 82 

金 額 5,965,018 8,211,072 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

   (5) 高額障害福祉サービス等給付費事業経費 

障がい福祉サービス等の利用者負担額が高額となる障がい者等に高額障害福祉サ

ービス等給付費を支給するものである。 

 

ア 支給人数等            （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

支給人数 0 2 

金 額 0 58,320 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

   (6) 新高額障害福祉サービス等給付費事業経費 

障がい福祉サービス等の利用者が介護保険制度へ移行した際に、負担を増大さ

せないために、利用者負担額を償還したものである。 

ア 支給人数等    （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 

支給人数 3 

金 額 92,474 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 
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   (7) 地域相談支援事業経費 

    ア 地域移行支援 

     障害者支援施設に入所又は精神科病院に入院している障がい者に、地域での生

活に移行するための相談や支援を行ったものである。 

 

利用人数等              （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 1 2 

金 額 375,840 171,380 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

    イ 地域定着支援 

     居宅において単身等で生活する障がい者であって、地域生活を継続していくた

めの常時の連絡体制の確保による緊急時等の支援体制が必要と見込まれる者に

ついて、障がいの特性に起因して生じた緊急の事態等に緊急訪問や緊急対応等

の各種支援を行ったものである。 

 

利用人数等              （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 0 0 

金 額 0 0 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

   (8) 計画相談支援事業経費 

     障がい福祉サービス等を申請した障がい者（児）に、サービス等利用計画の

作成や支給決定後の利用計画の見直しを行ったものである。 

 

ア 利用人数等            （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 197 159 

金 額 5,037,396 4,306,120 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

   (9) 障害者総合支援その他に係るその他経費 1,499,612 円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

  社会福祉課 

  ９ 障害者総合支援法に基づく自立支援医療費  

72,717,354 円 （前年度 76,758,308 円） 

   (1) 自立支援医療(更生医療)給付事業経費 

身体障がい者の更生に必要な医療を給付し、その障がいを除去又は経済的負担の

軽減を図ったものである。 

ア 給付人数等            （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

給付人数 26 22 

金 額 65,915,194 68,147,219 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

   (2) 自立支援医療(育成医療)給付事業経費 

身体障がい児の更生に必要な医療を給付し、その障がいを除去又は経済的負担の

軽減を図ったものである。 

ア 給付人数等            （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

給付人数 1 1 

金 額 183,316 171,158 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

   (3) 療養介護医療事業経費 

療養介護事業を利用する者について、病院において医療の提供を行ったものであ

る。 

ア 利用人数等            （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 6 5 

金 額 4,775,902 4,809,764 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

   (4) 障害者医療費国庫負担金精算金 1,042,480 円 

 

   (5) 障害者医療費県負担金精算金 778,478 円 

 

   (6) 障害者総合支援法に基づく自立支援医療費に係るその他経費 21,984 円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

３目 障害者医  決算額     77,697,332 円 （前年度 80,135,445 円） 

    療助成費  社会福祉課 

  １ 重度障害者(児)に対する医療費助成経費  

71,904,262 円 （前年度 73,719,705 円） 

   (1) 重度障害者(児)医療費助成事業経費 

重度心身障がい者の療育の推進と負担の軽減を行ったものである。 

ア 診療件数等            （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

診療件数 18,068 18,351 

金 額 68,880,819 69,817,353 

補助率：県 1／2・市 1／2 

 

    イ 重度障害者（児）医療費助成手数料 2,115,585 円 

 

   (2) 重度障害者(児)に対する医療費助成に係るその他経費 907,858 円 

 

 

  社会福祉課 

  ２ 精神障害者の更生援護及び医療費助成経費  

2,413,070 円 （前年度 3,115,740 円） 

   (1) 精神障害者保健福祉手帳 

精神障がい者が自立と社会参加の促進や各種サービスを受けやすくするための

制度である。 

ア 精神障害者保健福祉手帳交付状況     (単位：人) 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

1 級 21 22 

2 級 140 133 

3 級 65 62 

計 226 217 

 

   (2) 精神障害者医療費助成事業経費 

精神障がいにより、長期にわたり入院治療を要する患者に対して医療費を助成し 

たものである。 

ア 利用件数等            （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用件数 191 248 

金 額 2,292,000 2,971,240 

 

(3) 精神障害者の更生援護及び医療費助成に係るその他経費 121,070 円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

  社会福祉課 

  ３ 難病患者の更生援護経費 3,380,000 円 （前年度 3,300,000 円） 

   (1) 難病患者等見舞金支給事業経費 

難病患者、原爆被災者に対して見舞金を助成するものである。 

    ア 利用件数等            （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用件数 169 165 

金 額 3,380,000 3,300,000 

 

   (2) 難病患者等介護家族リフレッシュ事業経費 

在宅で人工呼吸器を使用又は気管切開で頻回に吸引をしている難病患者等を介護

している家族に対し、訪問看護料を助成するものである。 

ア 利用件数等            （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用件数 0 0 

金 額 0 0 

※ 平成 29・30 年度 申請なし 

 

 

  ４目 国民年金 決算額     3,065,665 円 （前年度 3,922,524 円） 

費     市民生活課 

  １ 基礎年金等事務経費 3,065,665 円 （前年度 3,922,524 円） 

   (1) 国民年金の業務 

    国からの法定受託事務として次の業務を行った。 

ア 国民年金の普及及び広報に関すること 

イ 国民年金被保険者の資格の得喪に関すること 

ウ 国民年金保険料の免除に関すること 

エ 国民年金の届出に関すること 

オ 国民年金の免除等に係る所得状況調査に関すること 

カ 国民年金の裁定請求の受付に関すること 

キ その他年金に関する事務について、関係機関との協力連携に関すること 

主な経費の決算額 

国民年金システム改修業務委託料 1,987,200 円 

 

   (2) 資料 

    ア 国民年金被保険者                    （単位：人） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 増 減 

１号被保険者 4,151 4,375 △224 

任意加入被保険者 45 48 △3 

計 4,196 4,423 △227 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

    イ 国民年金保険料免除承認件数               （単位：件） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 増 減 

法定免除 38 50 △12 

申

請

免

除 

全額 1,249 1,232   17 

3/4 147 109   38 

半額 102 95    7 

1/4 94 63   31 

納付猶予 260 240   20 

学生納付特例 350 392 △42 

計 2,240 2,181   59 

 

    ウ 国民年金裁定請求受付件数                （単位：件） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 増 減 

老齢基礎年金 15 80 △65 

障害基礎年金 15 8    7 

遺族年金 1 0    1 

寡婦年金 0 0    0 

死亡一時金 6 8 △2 

特別障害給付金裁定請求 0 0    0 

計   37   96 △59 

 

 

  ５目 総合福祉 決算額     69,142,246 円 （前年度 31,289,382 円） 

センター   長寿介護課 

費      １ 福祉センターの管理運営経費 69,142,246 円 （前年度 31,289,382 円） 

   (1) 熱海市総合福祉センターとして、市民の福祉の増進を図るとともに、市内に

居住する高齢者及び心身に障がいのある方々の健康増進、レクリエーション・

集会をはじめ福祉関係諸団体の奉仕活動や会合等で利用している。 

種  別 老人福祉センターＡ型 （老人福祉センター設置運営要綱） 

敷地面積 872.94 ㎡ 

延床面積 2,821.73 ㎡（熱海市親子ふれあいサロンを含む） 

構  造 鉄骨・鉄筋コンクリート造り  6 階建 

利用定員 450 人（駐車場設備 なし） 

開 館 日 昭和 55 年 2 月 23 日 

年間稼動日数 356 日（平成 30 年度） 

利用時間 
一般利用 午前 9 時から午後 4時まで 

会議利用 午前 9 時から午後 9時まで 

利 用 者 

一般利用 熱海市内に居住する 60 歳以上の人及び障がいのある

人 

会議利用 福祉関係団体及びその他の団体 

職員構成 2 人（館長 1 人、パート職員 1人） 

管理業務 ㈳熱海市シルバー人材センターに委託（平成 27年度から） 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

    ア 福祉センターの利用状況         (単位：人) 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

一般利用 22,131 24,658 

会議利用 35,645 38,504 

計 57,776 63,162 

 

    イ 施設修繕料 3,140,640 円 

温泉施設、給水設備、機械設備、トイレの漏水等、センターの運営上、欠かせ

ない緊急性のある修繕を行ったものである。 

 

    ウ 委託料 12,386,771 円                   (単位：円) 

事業概要 事 業 費 備 考 

総合福祉センター管理業務 8,639,063 ㈳熱海市シルバー人材センター 

清掃業務 1,501,632 ㈱三幸コミュニティ 

エレベーター保守点検業務 372,600 
ジャパンエレベーターサービス神

奈川㈱ 

総合福祉センター施設警備業務 604,800 東海綜合警備保障㈱ 

空調機器保守及びフロン漏洩点

検業務 
376,596 ㈱平和エアテック 

消防設備保守点検業務 52,920 ㈲明静電設 

健康器具保守点検業務 58,320 ㈱サンオート 

ボイラー排ガス測定業務 54,000 芝浦セムテック㈱ 

非常用発電装置保守点検業務 95,040 ㈲明静電設 

浴室等機械設備保守点検業務 302,400 ㈱櫻井工業所 

貯水槽清掃及び検査業務 146,880 熱海ライフクリーン㈱ 

浴室レジキラー保守点検業務 59,400 ㈳日本健康衛生推進協会 

自動ドア保守管理業務 43,200 ナブコシステム㈱ 

緊急貯水槽清掃業務 79,920 熱海ライフクリーン㈱ 

 

    エ 工事請負費 39,366,000 円                 (単位：円) 

事業概要 事 業 費 備 考 

2 階 6階トイレ改修工事 1,566,000 ㈱櫻井工業所 

ナースコール設備更新工事 4,320,000 ㈲大川電気商会 

空調機更新工事 33,480,000 ㈱平和エアテック 

 

    オ 備品購入費 2,300,000 円                 (単位：円) 

事業概要 事 業 費 備 考 

3 階多目的ホール用備品購入費

（テーブル、椅子） 
2,300,000 ㈱サトウ家具 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

  ６目 臨時福祉 決算額     3,307,000 円 （前年度 116,392,000 円） 

給付金給  社会福祉課 

付費     １ 臨時福祉給付金給付事業 3,307,000 円 （前年度 116,392,000 円） 

   平成 28 年度（平成 29 年度への繰越分）に実施した臨時福祉給付金給付事務費補助

金の精算による返還金として、3,307,000 円執行したものである。 

 

２項 老人福祉費 決算額   1,644,278,010 円 （前年度1,602,333,490 円） 

  １目 老人援護  決算額    163,965,972 円 （前年度 166,206,355 円） 

費      長寿介護課 

  １ 在宅老人福祉経費 23,275,276 円 （前年度 24,006,380 円） 

   (1) 高齢者の生きがいづくりや、在宅での生活を支援する事業等を中心に実施さ

れている。これらの福祉サービスは介護保険のケアプランを補完するサービス

としての役割も担っており、その必要性は、本市の高齢化の状況に即して、ま

すます高まってきており、その充実も求められている。 

    ア 在宅福祉サービスの種類 

     (ｱ) 生きがい活動支援通所事業（委託料） 

家に閉じこもりがちな高齢者等に対し、通所により各種サービスを提供する 

ことで、社会的孤立感の解消や要介護状態になることの予防を図る。 

本事業は介護状態に至らない一般高齢者を対象とし、特別養護老人ホーム等

の介護施設に委託し実施しているものである。 

 

（単位：人、回、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 118 141 

延べ利用回数 3,669 4,552 

金 額 10,056,060 12,848,616 

 

内訳（利用人数）                   （単位：人、円） 

区  分 
平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 金 額 利用人数 金 額 

(福)熱海市社会福祉協議会 40 2,611,278 45 3,392,037 

(福)いでゆの園 8 1,149,876 9 1,054,620 

(福)海光会 6 683,802 9 864,108 

(福)湖成会 11 1,003,590 18 1,864,296 

ＮＰＯ法人グランベルテ 25 1,954,368 32 2,820,177 

(医)紀真会 22 2,367,792 22 2,568,510 

㈱清祐丸 6 285,354 6 284,868 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

     (ｲ) 通院・通所支援事業（委託料） 

生きがい活動支援通所事業利用者及び要援護高齢者を移送用車輌で居宅と生

きがい活動支援通所事業を提供する場所及び医療機関等との間を送迎するこ

とにより、高齢者の在宅福祉の向上を図るものである。 

通所事業用           （単位：人、回、円） 

 

内訳（利用人数）                   （単位：人、円） 

区  分 
平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 金 額 利用人数 金 額 

(福)いでゆの園 8 608,400 9 558,000 

(福)海光会 4 271,800 7 322,200 

(福)湖成会 11 531,000 18 986,400 

ＮＰＯ法人グランベルテ 23 640,800 32 736,200 

(医)紀真会 19 1,112,400 20 1,157,400 

㈱清祐丸 6 343,800 6 347,400 

 

医療機関用           （単位：人、回、円） 

区  分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 3 4 

延べ利用回数 21 23 

金  額 16,320 31,540 

 

     (ｳ) 福祉電話貸与及び基本料金助成事業（通信運搬費） 

ひとり暮らし高齢者等の安否と緊急の連絡用として、電話機を貸与し、その 

基本料金を助成して負担の軽減を図ることを目的とする。 

（単位：人、円） 

区  分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 32 36 

金  額 582,911 551,848 

 

     (ｴ) 老人日常生活用具給付事業（扶助費） 

ねたきり高齢者、ひとり暮らし高齢者等の日常生活を容易にするため、日常 

生活用具の給付を行う。本事業は、在宅介護を生活用具の面から支援するた

めのもので、電磁調理器の給付を行っている。 

 

区  分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 71 92 

延べ利用回数 3,436 2,691 

金 額 3,508,200 4,107,600 

-122-



 

 

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

（単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 0 1 

金  額 0 12,500 

 

    イ 地域体育祭高齢者競技奨励事業 

平成 26 年度をもってシニアスポーツ大会を廃止し、平成 27年度からは、町内

会の体育祭に高齢者が参加しやすいプログラムを入れてもらうことで、各地区

の体育祭実行委員会に対して、既存の補助金に上乗せを行うこととしたもので

ある。 

奨励金配分の状況等         （単位：数、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

地区数 12 12 

金 額 240,000 240,000 

 

    ウ 老人クラブ 

単位老人クラブ及び老人クラブ連合会に、活動に要する経費を助成し、健全で 

豊かな老後の生活を送ってもらうことを目的としたものである。 

老人クラブは高齢者相互の親睦を深め、健康の増進、レクリエーション活動 

及び地域との連携を図ることを目的とし活動しており、事務局は(福)熱海市社

会福祉協議会にある。 

 

     (ｱ) 組織の構成 

組織、会員の年齢は、おおむね 60歳以上で、1クラブの会員数は、おおむ

ね 30人以上である。 

 

     (ｲ) 老人クラブ状況等    （単位：人、クラブ、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

老人クラブ会員数 1,421 1,526 

老人クラブ数 34 36 

補助金額 2,751,680 2,880,080 

 

 

    エ 簡易老人憩の家設置事業 

地域高齢者の心身の健康を増進する目的で、町内会等の単位で設置される簡易 

老人憩の家設置者に対し、補助金の交付を行った。補助金は、新設又は既存の 

公民館の一部を簡易老人憩の家に改造する経費の 1/2 についての助成（限度額 

100 万円）及び憩の家運営に必要な備品の購入に要する経費の 1/2 についての 

助成（限度額 50 万円）である。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

簡易老人憩の家設置事業の状況等              （単位：円） 

平成 30 年度 平成 29 年度 

町内会名 補助金額 町内会名 補助金額 

― 0 泉本区町内会 238,000 

 

    オ 予防プラン作成業務委託 

家に閉じこもりがちな高齢者及び社会適応が困難な高齢者で、介護状態には 

至っていないが、身体の状態等により生活支援が必要な高齢者に対し、福祉サ

ービスプランを作成し、サービスを提供することにより、在宅福祉の向上を図

るものである。 

事業実績                         （単位：件、円） 

区 分 委託業者名 
平成 30 年度 平成 29 年度 

件数 委託金額 件数 委託金額 

泉・伊豆山地域包括 

支援センター 
(福)湖成会 30 60,000 42 84,000 

熱海地区地域包括 

支援センター 
㈲伊豆介護センター 163 326,000 200 400,000 

南熱海地域包括 

支援センター 
㈲伊豆介護センター 79 158,000 72 144,000 

 

カ 地域サロン形成支援業務委託  

地域住民が主体となって実施するふれあいサロンに対し、活動の継続及び発展

を支援することを目的に助成金を交付するものである。 

（単位：円） 

委託先 平成 30 年度 

（福）熱海市社会福祉協議会 1,243,000 

 

    キ 社会福祉法人等による利用者負担減免事業  

低所得者のうち所得の状況により介護保険サービスの利用が困難な者に対し、

社会的な役割のある社会福祉法人等による負担を基本に、利用料の一部(25％)

を減免するものである。 

利用状況等            （単位：施設、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

減免施設数 1 1 

補助金額 368,410 645,930 

 

    ク 県支出金に対する返還金 866,000 円 
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 長寿介護課 

  ２ 老人福祉法による措置経費 127,961,035 円 （前年度 129,110,481 円） 

   (1) 老人ホーム入所判定委員会 

高齢者を養護老人ホーム等の施設へ措置により入所させるために、熱海市老人ホ

ーム入所判定委員会を開催し、委員会の判定により入所の可否を決定、待機者と

して登録される。 

老人ホーム入所判定委員会の開催状況等 （単位：回、人） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

判定委員会開催数 2 2 

判定者人数 11 12 

 

   (2) 養護老人ホームへの措置 

環境上の理由や経済的理由により、居宅において生活をしていくことが困難なも

のを養護老人ホームに入所させ、その高齢者の福祉の向上を図るものである。 

 

養護老人ホーム措置の状況等      （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

措置人数 59 55 

新規措置人数 8 4 

年度末待機者数 8 13 

措 置 費 126,929,751 127,746,513 

 

   (3) やむを得ない事由による措置  

本人の身体状況等のやむを得ない事由により、介護福祉施設への入所が困難な者 

等に対し、老人福祉法第 10 条の 4及び第 11 条第 1 項によりサービスの提供に結 

びつけるものである。当市では単身高齢者の割合が高く、また、親族が関わりを

拒否しているケースも見られ、該当者が病院に入院し、その後に在宅での生活が

困難になるケースが増えてきている｡また、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者

に対する支援等に関する法律第 9 条第 2項により、養護者による高齢者への虐待

からの保護も発生している。 

 

やむを得ない理由による措置の状況等           （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 備 考 

措置人数 4 7 平成 30 年度は 3 事業所

に 4 人措置 措 置 費 949,384 1,255,156 
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長寿介護課 

  ３ 敬老の日記念行事経費 3,286,364 円 （前年度 2,164,728 円） 

   (1) 百歳長寿者・最高齢者市長訪問 

年度内に 100 歳を迎える長寿者と市内の最高齢者（男・女）の方々の自宅を市長

が訪問し、壽詞と記念品を贈呈している。また、国と静岡県からも 100 歳の方々

には壽詞と記念品が贈呈される。 

ア 百歳長寿者・最高齢者市長訪問内訳          （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 備 考 

100 歳以上人数 49 40 年度内の人数 

訪問対象者数 23 15 〃 

訪 問 者 数  10 12 〃 

報 償 費 163,296 169,536 記念品代 

 

  (2) 敬老会等開催奨励金 

長寿を祝福するため、地域で敬老会等を開催する団体に対し奨励金を交付する

ものである。 

ア 敬老会等開催奨励金交付内訳（単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

開催件数 49 37 

交付金額 3,091,000 1,995,192 

 

 

長寿介護課 

  ４ 高年齢者労働能力活用事業の推進経費 8,650,000 円 （前年度 8,650,000 円） 

   (1) 高齢者の社会参加、健康の増進、生きがいの確保を目指し設置運営され、もっ

て在宅高齢者の福祉の向上を図ることを目的として、㈳熱海市シルバー人材セン

ターで引き受けた仕事に会員のそれぞれが従事し、その対価として配分金を受け

るもの。補助金の算出根拠は、連合会直接補助金に準ずる。 

 

    ア ㈳熱海市シルバー人材センターの概要（平成 2年 6月 25 日設立） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

正会員数（人） 304 287 

平均年齢（歳） 75.1 74.9 

受注件数（件） 1,511 1,582 

契約金額（円） 134,214,872 134,787,499 

就業人員（人） 237 229 

就 業 率（％） 78.0 79.8 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

    イ ㈳熱海市シルバー人材センターへの補助金支出内訳 （単位：円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

運営費補助金 7,100,000 7,100,000 

企画提案事業補助金 1,500,000 1,500,000 

 

 

  長寿介護課 

  ５ 特別養護老人ホーム運営費等助成経費 793,297 円 （前年度 1,529,566 円） 

   (1) 特別養護老人ホーム等の老人福祉施設に対し、建設費の償還に係る補助や、金

融機関からの借入に対しその利子補給分として補助をしているものである。 

    ア 補助金の支出内訳                   （単位：円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

特別養護老人ホーム熱海伊豆海の郷 793,297 1,529,566 

 

 

  ２目 老人医療 決算額    771,162,406 円 （前年度 738,770,377 円） 

費     市民生活課 

  １ 後期高齢者医療費負担金及び後期特会繰出金  

743,811,028 円 （前年度 712,742,108 円） 

   (1) 後期高齢者医療制度を維持及び運営するための経費として医療費負担金、保険

基盤安定に係る繰出金等を執行した。主な経費は次に掲げるとおりである。 

    ア 負担金 

     (ｱ) 高齢者の医療の確保に関する法律第 98 条に基づく医療費負担金 

575,039,982 円 

熱海市が負担する医療費を広域連合に支払うものであり、医療費に対する 

公費負担割合は、国：4/12、県：1/12、市：1/12 である。 

 

    イ 繰出金 

     (ｱ) 保険基盤安定繰出金 143,909,023 円 

保険料軽減分を後期高齢者医療事業特別会計へ繰り出すものであり、負担 

割合は、県：3/4、市：1/4 である。 

 

     (ｲ) 事務経費繰出金 24,862,023 円 

後期高齢者医療事業特別会計において支出した事務経費の内、運営経費と 

賦課徴収経費の合計額から督促手数料徴収額等を除いた金額を一般会計から 

繰り出すものである。 
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  健康づくり課 

  ２ 後期高齢者医療制度健康診査事業経費 27,351,378 円（前年度 26,028,269 円） 

   (1) 健康診査 

    ア 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）に基づき静岡県後

期高齢者医療広域連合を事業主体として、後期高齢者医療に加入する75歳以上

の対象者（受診する日において生活習慣病の治療を受けていない者）の健康診

査を実施したものである。 

    イ 対象者 

・広域連合の被保険者の資格を有する者（生活保護者を除く） 

・病院・診療所に 6月以上継続して入院していないこと 

 

    ウ 実施状況                      （単位：人、％） 

年 度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

対 象 者 8,962 9,471 8,605 8,298 8,052 

実 施 者 2,766 2,618 2,478 2,304 2,166 

実 施 率 30.9 27.6 28.8 27.8 26.9 

 

    エ 健康診査に係る委託料等                 （単位：円） 

区 分 事 業 費 備 考 

受診券発行業務委託 569,092 ㈱日立システムズ 

健康診査費用負担金 25,335,790 静岡県国民健康保険団体連合会  

 

 

３目 介護保険 決算額    709,149,632 円 （前年度 697,356,758 円） 

事業特別  長寿介護課 

会計繰出  １ 介護保険事業特別会計への繰出金 709,149,632 円 （前年度 697,356,758 円） 

金      (1) 介護保険事業に係る費用のうち、一般会計にて負担するべき経費を執行した。 

 （単位：円） 

区 分 金 額 

介護給付費に係る繰出金 537,232,288 

地域支援事業交付金(介護予防事業)に係る繰出金 20,714,329 

地域支援事業交付金(包括的支援事業・任意事業に係る繰出金) 17,759,759 

介護保険事業に従事する職員給与費等に係る繰出金 55,860,790 

要介護認定事務費に係る繰出金 27,939,913 

一般事務処理等その他に係る繰出金 38,433,953 

低所得者介護保険料軽減に係る繰出金 11,208,600 
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３項 児童福祉費 決算額   1,609,134,909 円 （前年度1,414,522,968 円） 

１目 児童福祉  決算額    717,178,846 円 （前年度 661,125,824 円） 

総務費   社会福祉課 

 １ 児童福祉の総括的事務経費 76,589,814 円 （前年度 44,757,683 円） 

   (1) 放課後児童健全育成事業 

    ア 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、 

授業の終了後等に小学校の余裕教室等を利用して適切な遊び及び生活の場を提

供し、家庭、学校等との連携の下、当該児童の健全な育成を図るものである。 

 

放課後児童クラブ一覧                   （単位：人、円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 富士っ子クラブは、補助金として交付した。 

補助率：国 1／3・県 1／3・市 1／3 

 

イ 放課後児童クラブ移転のため建物新築工事を行った。    （単位：円） 

事業名 事業概要 事 業 費 備 考 

第二小学校区放

課後児童クラブ

建物工事 

建物新築工事 

本体工事 23,592,000 

付帯工事 2,234,040 

ケーブル工事 21,600 

(うち補助対象経費 12,198,000） 

㈱ナガワ 

設置箇所:第二

小学校自然観察

園跡 

補助率：国 1／3・県 1／3 

 

    ウ 泉公園に遊具設置の工事を行った。             (単位：円) 

事業名 事業概要 事 業 費 備 考 

泉公園遊具設置工事 遊具設置工事 1,944,000 ㈱泉建設 

 

校 区 名 称 

平成 30 年 

4 月 1日現在

登録児童 

平成 30 年度委託料・補助金 

学童保育 
障害児 

加算分 
計 

第一小 

学校区 
エンゼルクラブ 132 11,687,000 1,796,000 13,483,000 

第二小 

学校区 
わくわくランド 56 5,834,000 0 5,834,000 

多賀小 

学校区 
多賀っ子クラブ 55 6,882,000 1,796,000 8,678,000 

伊豆山小 

学校区 
なぎの木クラブ 13 4,251,000 1,796,000 6,047,000 

泉小 

学校区 
泉みつわクラブ 9 4,445,000 0 4,445,000 

未設定 みんなの家 16 2,476,000 0 2,476,000 

未設定 富士っ子クラブ 12 2,000,000 0 2,000,000 

 計 293 37,575,000 5,388,000 42,963,000 
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   (2) 子育て支援ホームページ運用保守業務委託 1,944,000 円 

子ども・子育てに関連する情報を一元的に集約し、妊婦や子育て中の保護者に 

対して適切に情報を提供することを目的に子ども・子育て支援サイト「ママ 

フレ」を運用するものである。 

 

  (3) 子ども子育て支援事業計画ニーズ調査等業務委託 2,034,720 円 

子ども子育て支援事業計画作成にあたり、国提示の基本指針を満たすため事前調

査を行った。 

 

   (4) 子育て支援駐車場無料定期券交付事業 

㈶熱海市振興公社へ負担金として 108,000 円（前年度 142,560 円） 

熱海市に住所を有し、3歳に達する日以後の最初の 4月 1 日までの間にある子 

どもの保護者に対し、一部の市営駐車場の料金が 1 日 1回に限り、4時間無料 

となる定期券を交付した。 

（単位：件） 

年 度 交付件数 

平成 30 年度 159 

平成 29 年度 174 

 

   (5) 児童福祉の総括的事務経費に係るその他経費 1,748,454 円 

 

社会福祉課 

  ２ 母子・父子福祉経費 2,268,420 円 （前年度 3,286,683 円） 

   (1) 自立支援教育訓練給付金事業 

ひとり親家庭の父母の自立に向けた総合的な支援として国の補助事業で実施して

いる。 

                       （単位：件、人、円） 

年 度 申請件数 支給実人数 支給金額 

平成 30 年度 0 0 0 

平成 29 年度 0 0 0 

    補助率：国 3／4・市 1／4 

 

   (2) 高等技能訓練促進費等事業 

ひとり親家庭の父母が就業に結びつきやすい資格を取得するため 2 年以上の養成

機関で修業する場合、一定期間支給し生活費の軽減を図った。 

（単位：件、人、円） 

年 度 申請件数 支給実人数 支給金額 

平成 30 年度 0 0 0 

平成 29 年度 1 1 1,111,500 

    補助率：国 3／4・市 1／4 
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   (3) ひとり親家庭等就学支援事業 

ひとり親家庭等における児童の健全な育成と経済的負担の軽減を図るため、小学校

入学時にランドセル等の購入費用の一部を助成（3 万円を上限）するものである。 

                 （単位：件、円） 

年 度 件 数 金 額 

平成 30 年度 8 240,000 

平成 29 年度 16 451,283 

    補助率：国 1／2・市 1／2 

 

   (4) 放課後児童クラブ利用者負担軽減事業 

ひとり親家庭等に対し放課後児童クラブの利用に係る利用料を、児童 1 人につき

1 か月あたり 5,000 円を限度として助成することにより、ひとり親家庭等の経済

的負担の軽減を図った。      

 （単位：件、円） 

年 度 件 数 金 額 

平成 30 年度 33 2,012,000 

平成 29 年度 26 1,708,000 

 

   (5) 母子・父子福祉経費に係るその他経費  16,420 円 

 

 

  社会福祉課 

  ３ 児童扶養手当給付経費 123,966,183 円 （前年度 136,092,966 円） 

   (1) 父又は母と生計を共にしていない 18 歳に達した最初の 3月 31 日までの児童が

いる母子家庭・父子家庭等に児童扶養手当を支給し、児童の福祉増進を図った。 

 

    ア 手当額 (児童 1 人の場合) 

     (ｱ) 全部支給 平成 30 年 4 月から平成 31 年 3月まで 月額 42,500 円 

 

     (ｲ) 一部支給 平成 30 年 4 月から平成 31 年 3月まで 

月額 42,490 円～10,030 円（所得にて 10 円単位で増減する) 

 

     (ｳ) 児童 2 人目 

       平成 30 年 4 月から平成 31 年 3 月まで 10,040 円 

 

     (ｴ) 児童 3 人目以降 

       平成 30 年 4 月から平成 31 年 3 月まで 1 人増すごとに 6,020 円加算 
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   (2) 児童扶養手当支給状況（平成 31 年 3 月末現在）  （単位：人、円） 

年 度 区 分 認定者 支給者 支給額 

平成 30 年度 

母子家庭 255 222 114,511,840 

父子家庭 19 16 6,704,880 

上記以外 2 2 821,800 

計 276 240 122,038,520 

平成 29 年度 

母子家庭 279 255 127,032,700 

父子家庭 20 18 7,359,240 

上記以外 2 2 730,000 

計 301 275 135,121,940 

     ※ 支給者とは、認定者のうち手当を支給している者をいう。 

     補助率：国 1／3・市 2／3 

 

   (3) 児童扶養手当支給月変更に伴うシステム改修費   1,360,800 円 

 

(4) 児童扶養手当給付経費に係るその他経費       566,863 円 

 

 

  社会福祉課 

  ４ 心身障害児援護経費 100,154,593 円 （前年 53,641,446 円） 

   (1) 在宅障がい児の健全な育成と保護者の育児負担の緩和、児童や親同士の交流を

深めるため熱海児童福祉ボランティアの会へ委託し、親子参加型の一日保育や長

期休業時のサマースクール等を開催し、児童の余暇活動の支援や健常児との交流

を深める等の児童の育成を支援した。 

    ア 在宅障がい児及び施設入所児童慰問品配布事業 35,640 円 

    イ 熱海児童福祉ボランティアの会 在宅心身障害児療育支援業務委託料 

                               330,000 円 

 

   (2) 手をつなぐ育成会補助金 

市内に居住する知的障がい児(者)とその親の相互連携協力の場をつくり、行事等

を行い福祉の向上を図った。 

               （単位：円） 

年 度 金 額 備 考 

平成 30 年度 50,000 （事業内容） 

平成 29 年度 50,000 研修会、福祉活動の支援事業等 

 

   (3) ふれあい教室 48,000 円 

    発達の遅れや虐待の早期発見のため 1歳 6か月・3 歳児健診後の経過指導とし 

    て毎月 1 回保健師等と連携を取り合い、ふれあい教室を開催した。 
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   (4) 療育事業業務委託料 

    発達の遅れや偏りのある未就学児に対して、発達や集団性、社会性を伸ばすため 

    の療育教室「ＩＰＰＯあじろ園」による支援を行ったものである。 

    ア 療育事業に係る委託料                （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

療育事業業務委託 20,971,130 ＮＰＯ法人エシカファーム 

 

    イ 療育事業登録人数（年度末現在 単位：人） 

年 度 登録人数 

平成 30 年度 21 

平成 29 年度 19 

 

   (5) 旧上多賀幼稚園改修工事 

    熱海市児童発達支援センター開設のため、旧上多賀幼稚園の改修工事を行ったも

のである。 

    ア 工事請負費                       （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

旧上多賀幼稚園改修工事 54,887,760 渡辺建設㈱ 

 

   (6) 障害児通所給付費 

    ア 障害児相談支援 

     障害児通所給付を申請した障がい児等に、サービス等利用計画の作成や支給決

定後の利用計画の見直しを行うものである。 （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 22 25 

金  額 671,025 497,984 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

    イ 児童発達支援 

     日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応 

訓練、その他必要な支援を行うものである。 （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 7 10 

金  額 3,190,221 7,348,204 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

    ウ 放課後等デイサービス 

     障がい児等に対し、授業の終了後又は学校の休業日に、放課後等デイサービス

事業所において、生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進 

その他必要な支援を行うものである。 
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   （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 25 22 

金  額 19,022,598 22,257,346 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

    エ 医療型児童発達支援 

     児童発達支援及び治療を行うものである。 （単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 0 0 

金  額 0 0 

    ※ 平成 29・30 年度 申請なし 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

    オ 保育所等訪問支援 

     保育所等を訪問し、障がい児に対して、障がい児以外の児童との集団生活への

適応のため専門的な支援及びその他必要な支援を行うものである。 

（単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 0 0 

金  額 0 0 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

    カ 高額障害児通所給付費 

     世帯における 1か月の利用者負担額の合計が、一定の基準額を超えた場合に、

支払った利用者負担額の一部を支給するものである 

（単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 0 0 

金  額 0 0 

補助率：国 1／2・県 1／4・市 1／4 

 

(7) 心身障害児援護経費に係るその他経費 948,219 円 

 

  社会福祉課 

  ５ 家庭児童相談経費 4,508,525 円 （前年度 4,480,033 円） 

   (1) 児童に関するあらゆる相談に応じ、指導や関係機関への連絡等子どもの健全育

成と保護者の育児不安解消に努めた。また、要保護児童対策地域協議会を隔月開

催し、児童虐待等の処遇に関し関係機関との連携を密にするとともに、11 月の

児童虐待防止推進月間には虐待防止キャンペーンを行う等の啓発活動を行った。 

ア 相談業務全般 
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イ 児童虐待防止推進月間キャンペーン 

ウ 要保護児童対策経費 

 

   (2) 家庭児童相談室における延べ相談件数     （単位：件） 

相談種別 平成 30 年度 平成 29 年度 

要 

護 

児童虐待相談 65 84 

その他の相談 48 104 

保健相談 5 27 

障害相談 57 95 

ぐ犯行為等相談 8 12 

育
成
相
談 

性格行動相談 85 66 

不登校相談 22 69 

適正相談 17 34 

育児しつけ相談 9 7 

その他の相談 86 31 

計 402 529 

 

   (3) 相談後の児童福祉法に基づく処理件数       （単位：件） 

処 理 区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

社会福祉主事の指導 0 0 

児童相談所への送致又は通知 0 1 

児童相談所の委嘱による調査 0 0 

その他の機関に斡旋、紹介 14 18 

相談、助言、その他 25 15 

計 39 34 

 

  社会福祉課 

  ６ 児童手当給付経費 294,864,318 円 （前年度 310,165,531 円） 

   (1) 児童手当は「家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担

う児童の健やかな成長に資すること」を目的として支給した。 

 

   (2) 支給要件 中学校修了（15 歳に達した日以後の最初の 3月 31 日）までの原則

として国内に居住する児童を養育していること等 

ア 支給対象 児童を養育する父母等 

イ 支 給 月 6 月・10 月・2 月（定時払い） 

ウ 児童手当の内容 

児童の年齢 児童手当額（1人当たり月額） 

3 歳未満 一律 15,000 円 

3 歳以上小学校修了前 10,000 円（第 3 子以降は 15,000 円） 

中学生 一律 10,000 円 

※ 児童を養育している方の所得が所得制限以上の場合は、特例給付として月額 

  一律 5,000 円を支給 
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   (3) 児童手当支給状況 

 児童手当法に係る分（平成 30 年 4 月～平成 31年 3 月）  

（単位：人、円） 

区 分 児童延べ人数 支 給 額 

被用者（0～3歳未満） 2,672 40,080,000 

被用者（3歳～中学校修了前） 15,871 167,095,000 

非被用者 7,079 79,250,000 

特例給付 1,510 7,550,000 

計 27,132 293,975,000 

  補助率：被用者（0～3 歳未満） 国 37／45・県 4／45・市 4／45 

  被用者（3歳～中学校修了前） 国 4／6・県 1／6・市 1／6 

  非被用者 国 4／6・県 1／6・市 1／6 

  特例給付 国 4／6・県 1／6・市 1／6 

 

(4) 児童手当給付経費に係るその他経費 889,318 円 

 

 

  社会福祉課 

  ７ 子ども医療費助成経費 84,280,566 円 （前年度 77,528,856 円） 

   (1) 子育て家庭の経済的負担の軽減を図るとともに、子どもの健全な育成に寄与

する目的として、入院・通院とも 9月末までは中学校 3年生まで、10 月診療分

からは高校 3 年生までを対象に助成した。 

 

   (2) 子ども医療費助成状況                （単位：件、千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

件 数 28,925 29,014 30,113 31,110 29,723 

助成額 78,369 73,447 76,136 80,067 78,356 

子ども医療助成状況

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

26 27 28 29 30 （年度）

（千円）

26,000
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   (3) 平成 30 年度内訳            （単位：件、円） 

区 分 入 院 通 院 計 

件 数 184 28,741 28,925 

助成額 15,067,257 63,301,271 78,368,528 

補助率：入院（乳幼児）      県 1／2・市 1／2 

入院（乳幼児を除く）   県 1／3・市 2／3 

通院（１歳未満の乳児）  県 1／2・市 1／2 

通院（１歳～６歳の幼児） 県 1／3・市 2／3 

通院（小学生以上）    県 1／4・市 3／4 

 

   (4) 子ども医療費助成補助対象年齢拡大に伴うシステム改修費  1,814,400 円 

 

   (5) 子ども医療費助成経費に係るその他経費 4,097,638 円 

 

  社会福祉課 

  ８ 母子家庭等医療費助成経費 6,155,100 円 （前年度 7,482,528 円） 

   (1) 母子家庭等に対し、医療費の一部を助成することにより、母子家庭等の福祉の

増進に寄与することを目的に実施した。 

 

   (2) 母子家庭等医療費助成状況         （単位：世帯、人、件、円） 

年 度 区 分 世 帯 数 人 数 支給件数 支 給 額 

平成 30 年度 

母子家庭 130 323 1,911 5,666,977 

父子家庭 5 16 86 167,030 

計 135 339 1,997 5,834,007 

平成 29 年度 

母子家庭 149 379 2,209 6,886,840 

父子家庭 5 15 99 247,430 

計 154 394 2,308 7,134,270 

補助率：県 1／2・市 1／2 

 

   (3)母子家庭等医療費助成経費に係るその他経費 321,093 円 

 

 

  社会福祉課 

  ９ 交通遺児福祉事業経費 0 円 （前年度 2,531 円） 

   (1) 交通事故により生計を維持する者が死亡した児童を扶養している保護者に対し 

見舞金、修学金を支給するもの。平成 30 年度は申請なし。 

    ア 交通遺児見舞金、遺児 1人につき毎年度 30,000 円 

    イ 修学金 遺児 1 人につき月額 5,000 円 

    ウ 入学支度金 遺児が小学校～高等学校等入学時 30,000 円 

    エ 就職支度金 遺児が高等学校等に進学しない場合、中学校卒業時 50,000 円 
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（単位：人、円） 

 

 

 

 

 

   (2) 交通遺児福祉事業基金積立 

交通遺児福祉事業基金積立金は、交通遺児の福祉の向上に資することを目的とし

たものである。 

   （基金の状況）                       （単位：円） 

平成 29 年度 

末現在高 

平成 30 年度中増減 平成 30 年度 

末現在高 新規積立金 利子積立金 取崩し 計 

25,214,811 0 0 0 0 25,214,811 

 

 

  社会福祉課 

  10 子育て支援センター運営経費 16,206,000 円 （前年度 16,120,000 円） 

   (1) 子育て家庭等からの育児不安等の相談や子育てに関する情報等を提供し、地域 

の子育て家庭への育児支援を行うため、熱海子育て支援センター・南熱海子育て

支援センターで事業を実施した。 

（単位：日、人、件） 

名   称 年 度 
開放 

日数 

利用延べ

人数 

相談 

件数 

熱海子育て 

支援センター 

(福)栄光会 

栄光熱海中央

保育園 

平成 30 年度 248 1,060 46 

平成 29 年度 247 1,644 46 

南熱海子育て 

支援センター 

(福)景徳会 

多賀保育園 

平成 30 年度 293 1,284 25 

平成 29 年度 293 953 9 

計 
平成 30 年度 541 2,344 71 

平成 29 年度 540 2,597 55 

補助率：国 1／3・県 1／3・市 1／3 

 

 

  社会福祉課 

  11 親子ふれあいサロン運営経費 7,281,123 円 （前年度 6,876,432 円） 

   (1) 熱海市総合福祉センター内「親子ふれあいサロン」において子育て家庭の親と

その子どもが気軽に集い、うち解けた雰囲気の中で相互に交流を図る場を提供す

るとともに育児相談や講習会等も実施し、子育ての孤立防止を図った。 

また、緊急の用事、仕事、リフレッシュ等のため乳幼児の一時預かり事業も実

施し、子育て負担の軽減を図った。 

年 度 

見舞金 修学金 入学支度金 計 

申請

人数 
支給額 

申請

人数 
支給額 

申請

人数 
支給額 

申請

人数 
支給額 

平成 30 年度 0 0 0 0 0 0 0 0 

平成 29 年度 0 0 0 0 0 0 0 0 
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   (2) 親子ふれあいサロン利用者数       （単位：人） 

年 度 保護者 子ども 計 

平成 30 年度 2,954 3,346 6,300 

平成 29 年度 2,586 2,959 5,545 

    補助率：国 1／3・県 1／3・市 1／3 

 

   (3) 乳幼児一時預かり利用件数    （単位：件、時間、円） 

年 度 件 数 時 間 利用額 

平成 30 年度 89 213 106,500 

平成 29 年度 106 272 136,000 

 

 

  社会福祉課 

  12 ファミリーサポートセンター運営経費 265,884 円 （前年度 356,621 円） 

   (1) ファミリーサポート事業は、育児の手伝いをする「まかせて会員」と、育児の 

手伝いをしてほしい「おねがい会員」が、育児の相互援助活動を行う会員を組織 

し、地域の助け合いをする活動である。 

    ア 会員の人数     （単位：人） 

区 分 人 数 

まかせて会員 12 

おねがい会員 37 

両方 10 

 

    イ 活動の状況                  （単位：件） 

内   容 件 数 

保育施設の保育開始前や保育終了後の子どもの預かり 0 

保育施設までの送迎 0 

放課後児童クラブ終了のお迎え 0 

保育所・学校等お休み時の援助 0 

保護者等の短時間・臨時的就労の場合の援助 14 

買い物等外出の際の子どもの預かり 5 

その他 (施設での集団援助活動) 5 

計 24 

補助率：国 1／3・県 1／3・市 1／3 

 

    ウ 子どもを預かるまかせて会員の養成を目的とし、まかせて会員養成講座を開

催したものである。 

開催状況等            （単位：回、人、円）    

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

開催回数 1 1 

受講者数 11 11 

講師謝礼 95,000 110,000 
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  学校教育課 

  13 保育所の事務的経費 638,320 円 （前年度 334,514 円） 

   (1) 保育料徴収に係る印刷等その他経費 232,160 円 

 

   (2) 児童遊園に係る業務委託料               （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

児童遊園遊具保守点検業務委託 19,710 ㈱ホートクエクシン 

 

   (3) 平成 28・29 年度保育料過納分還付 386,450 円 

 

 

  ２目 児童措置  決算額    422,126,197 円 （前年度 426,963,582 円） 

費      学校教育課 

  １ 民間保育所経費 307,094,927 円 （前年度 331,107,314 円） 

   (1) 民間保育所運営費委託料 270,863,155 円 

民間保育所へ乳幼児の入所措置を行い、保護者が就労や病気等により家庭におい

て十分保育することができない児童を保護者に代わってすることで、児童の心身

の健全な育成を図った。 

 

    ア 平成 30 年度民間保育所運営費支出額内訳          （単位：円） 

保育所名 事 業 費 備 考 

多賀保育園 79,528,030 国庫負担金 91,527,163 円 
県負担金  42,630,563 円 
市負担金  42,630,563 円 
保育料軽減分による市負担額等 86,195,131 円 
（うち、市の定める保育料 46,695,500 円） 

富士保育園 82,285,750 

栄光熱海中央保育園 101,169,640 

計 262,983,420  

 

    イ 平成 30 年度他市町への委託児童運営費支出額内訳 

（単位：円） 

市 町 名 事 業 費 

湯河原町 3,474,240 

真鶴町 1,694,540 

伊東市 1,781,130 

富士市 704,645 

富士河口湖町 225,180 

計 7,879,735 
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   (2) 民間保育所等助成事業 35,925,260 円 

    ア 市単独補助事業 

     国で定められた運営費に上乗せした補助を行い、より充実した保育を実施する

ため、民間保育所へ助成を行ったもの。 

     (ｱ) フリー保育士確保対策補助金 

      休日保育や延長保育を行うにあたり保育士の不足が生じないようフリーの

保育士を確保するための補助 

     (ｲ) 障害児保育事業費補助金 

      心身に障がいを有する集団生活が可能な児童に、専従の保育士を付けて受け

入れる場合の補助 

     (ｳ) 乳幼児保育事業 

      0 歳児を保育する場合の補助 

 

    イ 多様な保育推進事業費補助金（県補助） 

     1 歳児及び 2歳児を保育する民間保育所に対し助成を行ったもの。 

     (ｱ) 乳幼児保育事業 

 

    ウ 年度途中入所サポート事業費補助金（県補助） 

     年度途中の 0歳児、1歳児、2歳児の受入れに対応できるよう、保育士を年度 

当初から配置する民間保育所に対し助成を行ったもの。 

 

    エ 保育対策等促進事業費補助金（県補助） 

     延長保育を実施した保育所及び病気の際に児童を一時的に保育した保育所に対

し助成を行ったもの。 

     (ｱ) 延長保育事業 

     (ｲ) 病児・病後児保育事業（体調不良児対応型） 

 

    オ 子育て支援事業費補助金（県補助） 

     家庭において一時的に保育を受けることが困難になった乳幼児について一時的

に預かりを実施した保育所に対し助成を行ったもの。 

     (ｱ) 一時預かり事業 

 

    カ 子ども・子育て支援交付金（国庫補助） 

     (ｱ) 延長保育事業 

     (ｲ) 病児・病後児保育事業（体調不良児対応型） 

     (ｳ) 一時預かり事業 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

平成 30 度民間保育所補助金（ア～カ）               （単位：円） 

保育所等 

市単独事業 

補助金 

（ア） 

多様な保育推進

事業、年度途中

入所サポート事

業 

（イ・ウ） 

保育対策等促進事

業、子育て支援事

業、子ども・子育

て支援交付金 

（エ・オ・カ） 

計 

多賀保育園 7,061,784 2,722,000 4,671,000 14,454,784 

富士保育園 3,286,618 3,528,000 300,000 7,114,618 

栄光熱海中央保育園 3,950,858 4,210,000 6,195,000 14,355,858 

計 14,299,260 10,460,000 11,166,000 35,925,260 

 

   (3) 平成 29 年度子ども・子育て支援交付金精算金 116,000 円 

 

   (4) 民間保育所助成事業に係るその他経費 190,512 円 

 

  学校教育課 

  ２ 地方裁量型認定こども園経費 60,201,830 円 （前年度 57,287,358 円） 

   (1) 地方裁量型認定こども園運営費委託料 53,199,094 円 

    幼稚園と保育所の機能をあわせ持つ地方裁量型認定こども園へ乳幼児の入所措置

を行い、保護者が就労や病気等により家庭において十分保育することができない

児童を保護者に代わって保育するほか、3 歳以上児については保護者の就労の有

無にかかわらず幼稚園利用児も受け入れ、教育と保育を一体的に行い、児童の心

身の健全な育成を図った。 

 

    平成 30 年度地方裁量型認定こども園運営費支出額内訳      （単位：円） 

保育所等 事 業 費 備 考 

ＭＯＡあたみ
幼児学園 

53,199,094 

国庫負担金 19,526,344 円 
県負担金   9,360,817 円 
市負担金   9,360,817 円 
県補助金   2,967,936 円（1号認定のみ） 
保育料軽減分による市負担額等 11,983,180 円 
（うち、市が徴収する保育料 0 円） 

 

   (2) 地方裁量型認定こども園助成事業 7,002,736 円 

    ア 市単独補助事業 

     国で定められた運営費に上乗せした補助を行い、より充実した保育を実施する

ため、地方裁量型認定こども園に対し助成を行ったもの。 

     (ｱ) フリー保育士確保対策補助金 

      保育士の不足が生じないようフリーの保育士を確保するための補助 

     (ｲ) 障害児保育事業費補助金 

      心身に障がいを有する集団生活が可能な児童に、専従の保育士を付けて受け

入れる場合の補助 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

     (ｳ) 乳幼児保育事業 

      1・2 歳児を保育する場合の補助 

 

    イ 多様な保育推進事業費補助金（県補助） 

     0～2 歳児及び障害児を保育する地方裁量型認定こども園に対し助成を行った

もの。 

     (ｱ) 乳幼児保育事業 

     (ｲ) 障害児保育事業 

 

    ウ 子育て支援事業費補助金（県補助） 

     幼稚園利用の幼児に対する、教育時間の前後又は長期休業日等に、一時的に預

かりを実施した地方裁量型認定こども園に対して助成を行ったもの。 

     (ｱ) 一時預かり事業 

    エ 子ども・子育て支援交付金（国庫補助） 

     (ｱ) 一時預かり事業 

 

平成 30 度地方裁量型認定こども園補助金（ア～エ）         （単位：円） 

保育所等 

市単独事業 

補助金 

（ア） 

多様な保育 

推進事業 

（イ） 

子育て支援事業、

子ども・子育て 

支援交付金 

（ウ・エ） 

計 

ＭＯＡあたみ幼児 

学園 
4,016,136 396,200 2,590,400 7,002,736 

 

 

  学校教育課 

  ３ 小規模保育事業経費 54,829,440 円 （前年度 38,568,910 円） 

   (1) 小規模保育事業所運営費委託料 45,732,440 円 

    小規模保育事業所へ乳幼児の入所措置を行い、保護者が就労や病気等により家庭

において十分保育することができない児童を保護者に代わってすることで、児童

の心身の健全な育成を図った。 

平成 30 年度小規模保育事業所運営費支出額内訳         （単位：円） 

保育所等 事 業 費 備 考 

栄光熱海 
さきみ保育園 

45,732,440 

国庫負担金 19,289,234 円 
県負担金   8,595,793 円 
市負担金   8,595,793 円 
保育料軽減分による市負担額等 9,251,620 円 
（うち、市が徴収する保育料 0 円） 

 

   (2) 旧熱海童園園舎賃借料 3,888,000 円 

 

   (3) 小規模保育事業所助成事業 4,671,000 円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

    ア 保育対策等促進事業費補助金（県補助） 

延長保育を実施した保育所及び病気の際に児童を一時的に保育した小規模保育

事業所に対し助成を行うもの。 

     (ｱ) 延長保育事業 

     (ｲ) 病児・病後児保育事業（体調不良児対応型） 

 

    イ 子ども・子育て支援交付金（国庫補助） 

     (ｱ) 延長保育事業 

     (ｲ) 病児・病後児保育事業（体調不良児対応型） 

 

平成 30 度小規模保育事業所補助金（ア・イ）            （単位：円） 

保育所等 保育対策等促進事業、子ども・子育て支援交付金（ア・イ） 

栄光熱海さきみ保育園 4,671,000 

 

   (4) 平成 29 年度保育対策総合支援事業国庫補助金精算金 538,000 円 

 

  ３目 保育所費 決算額    272,879,818 円 （前年度 275,785,742 円） 

  秘書広報課 

  １ 職員給与費 222,497,693 円 （前年度 218,110,229 円） 

 

  学校教育課 

  ２ 公立保育所経費 50,382,125 円 （前年度 57,675,513 円） 

   (1)公立保育所 3 園において、保護者が就労や病気等により、家庭において十分保 

育することができない児童を保護者に代わって保育を実施することで、児童の心 

身の健全育成に努めた。また、特別支援の一環として、臨時保育士を雇用するた 

めに執行したものである。 

    ア 臨時保育士等（臨時 7 人、パート 7 人）に係る経費 （単位：円） 

事業概要 事 業 費 

臨時保育士等賃金 22,923,989 

臨時保育士等共済費 2,947,173 

計 25,871,162 

 

    イ 運営に係るコピー代等消耗品費 1,926,492 円 

 

    ウ 電気料等光熱水費  （単位：円） 

区 分 金 額 

電 気 2,077,466 

ガ ス 265,387 

水 道 567,720 

下 水 道 419,674 

計 3,330,247 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

    エ ＬＰガス等燃料費  （単位：円） 

区 分 金 額 

重 油 234,000 

Ｌ Ｐ ガ ス 389,170 

計 623,170 

 

    オ 園舎等修繕料                      （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

初島保育園外周フェンス修繕 754,920 青木建設㈱ 

和田木保育園浄化槽排水ポンプ修繕 110,160 熱海環境サービス㈱ 

その他修繕 236,420  

計 1,101,500  

 

    カ 賄材料費 10,368,336 円 

 

    キ 電話料 504,040 円 

 

    ク 保育所建物総合損害共済保険料 13,646 円 

 

    ケ 施設管理等各種委託料                 （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

給食リフト保守点検業務委託 114,048 
ジャパンエレベータ

ーサービス神奈川㈱ 

和田木保育園浄化槽清掃及び法定検査業務

委託 
128,520 熱海環境サービス㈱ 

公立保育所消防用設備保守点検業務委託 43,200 ㈲明静電設 

遊具保守点検業務委託 59,130 ㈱ホートクエクシン 

調理室排水管グリストラップ清掃業務委託 51,840 
熱海ライフクリーン

㈱ 

初島保育園給食調理等業務委託 1,718,280 
西洋フード・コンパ

スグループ㈱ 

人形劇上演業務委託 140,400 ㈲劇団貝の火 

歯科検診業務委託 150,000 熱海市歯科医師会 

健康診断及び健康相談業務委託 644,292 ㈳熱海市医師会 

機械警備業務委託 386,208 セコム㈱ 

冷暖房設備等保守点検及び冷媒ガス漏えい

点検業務委託 
483,840 ㈱三ツ星工業 

初島保育園空調機保守点検業務委託 45,360 ㈱平和エアテック 

計 3,965,118  
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    コ 使用料及び賃借料            （単位：円） 

事業概要 事 業 費 

園外保育バス借上料 189,000 

ＡＥＤリース料 190,512 

和田木保育園敷地賃借料 898,200 

有線テレビ基本利用料・放送受信料 58,609 

保育所防犯カメラ機器賃貸借料 32,700 

計 1,369,021 

 

    サ 備品購入費     （単位：円） 

区 分 金 額 

小嵐保育園 19,960 

和田木保育園 225,008 

初島保育園 30,499 

計 275,467 

 

    シ 幼稚園免許状更新に係る受講料等に対する補助金 111,000 円 

 

    ス 日本スポーツ振興センター災害共済に係る経費       （単位：円） 

事業概要 事 業 費 

日本スポーツ振興センター災害共済負担金 52,125 

日本スポーツ振興センター災害共済医療費等交付金 0 

 

    セ 平成 29 年度子ども・子育て支援体制整備総合事業国庫補助金精算金 

10,000 円 

 

    ソ その他管理運営に係る経費 860,801 円 

 

   (2) 平成 31 年 3 月初日入所児童数      （単位：人、（ ）:内受託児童） 

保育所等 定員 
3 月入所 

児童数 

年 齢 別 内 訳 

0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4 歳 5 歳 

公

立 

小嵐保育園 120 75 2 7 8 21 24 13  

和田木保育園 90 61 1 8 8 11 19 14(1) 

初島保育園 20 6 0 0 1 1 1 3 

民

間 

多賀保育園 60 62 3 6 12 13(1) 11(1) 17 

富士保育園 60 67 3 12 9 14 15 14(1) 

栄光熱海中央保育園 80 85 9 12 12(1) 20(1) 17 15(1) 

ＭＯＡ 

あたみ 

幼児学園 

1 号 36 37 － － － 10(1) 14(4) 13(4) 

2・3 号 24 21 2 3 4 5 6 1 

栄光熱海さきみ保育園 19 20 10(2) 6 4 － － － 

計 509 434 30 54 58 95 107 90 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

  ４目 認定こど 決算額    196,950,048 円 （前年度 50,647,820 円） 

も園費   学校教育課 

  １ 認定こども園開設事業経費 196,950,048 円 （前年度 50,647,820 円） 

   (1) 保護者の就労状況が多様化する現状を踏まえ、就学前の子どもに集団活動や異

年齢交流を大切にした幼児教育・保育を提供するため、老朽化や耐震性に課題の

ある緑ガ丘幼稚園と小嵐保育園を統合した（仮称）あたみ認定こども園の開設を

目指し、幼児棟となる熱海市立第二小学校地階部分及び校内で移転する特別教室

の改修のため執行したものである。 

 

ア 開設に係る工事請負費（継続費）              (単位：円) 

事業概要 事 業 費 備 考 

（仮称）あたみ認定こども園改修工事

（その１） 
195,450,000 

安藤ハザマ・石井特定

建設工事共同企業体 

事業費 598,320,000 

繰越額 404,550,000 

 

イ 工事に伴う駐車場賃借料 1,200,000 円 

 

ウ 工事に伴うその他経費 300,048 円 

 

 

 ４項 生活保護費  決算額   1,259,115,413 円 （前年度1,326,305,710 円） 

  １目 生活保護  決算額     99,638,188 円 （前年度  50,964,858 円） 

     総務費   社会福祉課 

  １ 生活保護法に基づく一般事務費 99,638,188 円 （前年度 50,964,858 円） 

   (1) 生活保護事務において必須である嘱託医への報酬、レセプト点検のためのパー

ト職員への賃金として執行したものである。 

 

    ア 嘱託医報酬 月額 31,100 円×12 ｹ月= 373,200 円 （前年度 373,200 円） 

 

    イ レセプト点検パート職員賃金 892,019 円 （前年度 948,545 円） 

  補助率：国 7／8・市 1／8 

 

   (2) 生活保護法第 29 条調査等のための郵便料金として 1,369,000 円執行したもの

である。 

 

   (3) 平成 29 年度国庫及び県支出金の精算による償還金として、93,653,914 円執行 

したものである。 
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   (4) 業務委託                        （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

レセプト管理システム 

サポートサービス業務 
518,400 ㈱富士通エフサス 

被保護者調査の集計項目

追加等に伴うシステム改

修業務 

1,296,000 ㈱日立システムズ 

補助率：国 1／2・市 1／2 

（被保護者調査の集計項目追加等に伴うシステム改修業務） 

 

   (5) 生活保護法に基づく一般事務費に係るその他経費 1,535,655 円 

 

 

  ２目 扶助費  決算額   1,159,477,225 円 （前年度 1,275,340,852 円） 

  社会福祉課 

  １ 生活保護法に基づく要保護世帯の扶助費 

1,159,477,225 円 （前年度 1,275,340,852 円） 

   (1) 生活保護世帯の状況 

    本市の保護状況は、世帯数、人員ともに若干減少した。また、扶助費についても

主に医療扶助費が減少したことにより前年度より減少している。 

 

    ア 被保護者世帯、人員の推移    （単位：世帯、人、％） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

被保護者延べ世帯数 6,620 6,763 

被保護者延べ人員 7,209 7,404 

保 護 率 

市平均 1.63 1.66 

県平均 0.85 0.85 

国平均 1.66 1.68 

※ 世帯数、人員は、停止中を含む。 

補助率：国 3／4・市 1／4（県負担保護者については 県 1／4） 

 

 

 ５項 災害救助費  決算額       30,000 円 （前年度 1,020,000 円） 

  １目 災害救助  決算額       30,000 円 （前年度 1,020,000 円） 

費     長寿介護課 

  １ 災害援護資金貸付及び災害見舞金の給付経費 30,000 円 （前年度 1,020,000 円） 

   (1) 災害救助 

    災害に見舞われた方の保護と社会の秩序の保全を図るため、災害に際して国が地

方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下に応急的に必要な救

助を行う。（平成 29、30 年度該当実績なし） 
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   (2) 災害弔慰金・災害障害見舞金 

    ア 災害弔慰金 

    政令で定める自然災害により死亡（行方不明）した者の遺族に対し、条例の定め

るところにより弔慰金の支給を行い、被害を受けた遺族の救済を図る。 

    （平成 29、30 年度該当実績なし） 

 

    イ 災害障害見舞金 

    政令で定める自然災害により精神又は身体に重度の障がいを受けた者に対し、条

例の定めるところにより、見舞金を支給し、被災により障がいとなった者の救済

を図る。（平成 29、30 年度該当実績なし） 

 

   (3) 災害援護資金貸付金 

    災害救助法による救助の行われた世帯に対し、条例の定めるところにより災害援

護資金を貸付け、その生活の立直しを図る。（平成 29、30 年度該当実績なし） 

 

   (4) 被災者生活再建支援制度 

    自然災害により生活基盤に著しい被害を受けた者であって、経済的理由等によっ

て自立して生活を再建することが困難なものに対し、被災者生活再建支援金を支

給し、その自立した生活の開始を支援することを目的とする。 

（平成 29、30 年度該当実績なし） 

 

   (5) 被災者自立生活再建支援事業 

    自然災害により被災し、経済的理由等により自立して生活を再建することが困難

な者で、被災者生活再建支援法の適用を受けない市町に居住するものに対し、県

が支援金を交付して、被災規模による支援措置の不公平の解消を図る。 

（平成 29、30 年度該当実績なし） 

 

   (6) 熱海市災害見舞金等の支給 

    異常な自然災害及び災害による被災者で、法律及び条例の適用されない者の保護

を目的とする。 

    災害見舞金の支給状況          （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

災害見舞金 
支給件数 1 12 

支給金額 30,000 1,020,000 

災害弔慰金 
支給件数 0 0 

支給金額 0 0 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 ６項 国民健康保 

険費 
決算額    433,206,263 円 （前年度 439,453,923 円） 

  １目 国民健康 決算額    433,206,263 円 （前年度 439,453,923 円） 

保険事業  市民生活課 

特別会計  １ 国民健康保険保険基盤安定繰出金 302,060,309 円 （前年度 318,510,923 円） 

繰出金    (1) 保険基盤安定制度に係る繰出し 302,060,309 円 

（単位：円、％） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

国民健康保険特別会計への

保険基盤安定繰出金 
302,060,309 318,510,923 94.8 

    被保険者の保険税負担の軽減を図るとともに、国民健康保険の財政基盤安定に

資するために、国保法第 72 条の 3 第 1 項及び第 72 条の 4 第 1 項の規定に基づ

き、一般会計からの法定繰出金として要する経費である。 

 

  市民生活課 

  ２ 国民健康保険その他繰出金 131,145,954 円 （前年度 120,943,000 円） 

（単位：円、％） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

国民健康保険特別会計への 

職員給与費等繰出金 
111,721,288 99,316,000 112.5 

国民健康保険特別会計への 

出産育児一時金繰出金 
4,210,666 5,585,000 75.4 

国民健康保険特別会計への 

財政安定化支援事業繰出金 
15,214,000 16,042,000 94.8 

 

   (1) 国民健康保険職員給与費等に係る繰出し 111,721,288 円 

    ア 趣旨 

     職員給与費や事務費等の国保一般管理費に係る経費を総務省自治財政局調整課

通知に基づき、一般会計からの法定繰出金として要する経費である。 

 

   (2) 出産育児一時金に係る繰出し 4,210,666 円 

    ア 趣旨 

     保険給付費のうち、出産育児一時金に係る費用のおよそ 3 分の 2を総務省自治

財政局調整課通知に基づき、一般会計からの法定繰出金として要する経費であ

る。 

 

   (3) 国保財政安定化支援事業に係る繰出し 15,214,000 円 

    ア 趣旨 

     国民健康保険財政の健全化及び保険税負担の平準化に資するため、総務省自治

財政局調整課通知に基づき、一般会計からの法定繰出金として要する経費であ

る。 
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     本事業は、国費と保険税で賄う国保財政の基本原則を踏まえつつ、保険者の責

に帰することのできない特別の事情に基づくと考えられる要因（被保険者の応

能割保険税負担能力が特に不足していること、病床数が特に多いこと及び高齢

者が特に多いこと）に着目して限定的に繰出しを認めようとするものであり、

保険税で負担すべき給付費について一般会計が補助することを一般的に是認す

る趣旨のものではない。 

 

 

 23項 児童福祉費  決算額     31,368,000 円 

  １目 児童福祉  決算額     3,180,000 円 

    総務費   社会福祉課 

  １ 児童福祉の総括的事務経費 （繰越明許費） 3,180,000 円 

   (1)放課後児童健全育成事業 

    ア 放課後児童クラブ移転のため建物新築工事を行った。 

（単位：円） 

事 業 名 事業概要 事 業 費 備 考 

（繰越明許費） 

第二小学校区 

放課後児童クラブ

建物工事 

（繰越明許費） 

建物新築工事 

 

3,180,000 

㈱ナガワ 

設置箇所:第二小学校

自然観察園跡 

 

 

  ４目 認定こど  決算額     28,188,000 円 

    も園費   学校教育課 

  １ 認定こども園開設事業経費 （繰越明許費） 28,188,000 円 

   (1) （仮称）あたみ認定こども園の開設を目指し、幼児棟となる熱海市立第二小学校

地階部分及び校内で移転する特別教室の改修に伴う工事監理、また周辺の整備のた

め執行したものである。 

    ア 開設に係る業務委託料                  （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

（繰越明許費） 

（仮称）あたみ認定こども園改修工事

（その１）監理業務委託 

8,748,000 ㈱日比野設計 

 

    イ 開設に係る工事請負費                  （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

（繰越明許費） 

熱海市立第二小学校敷地内駐車場整備

工事 

19,440,000 北原建設㈱ 
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    ４款 

 

   衛  生  費 

 

 
 １項 保健衛生費 

 ２項 清掃費 

 ３項 簡易水道費 

 ４項 水道費 

 

 

 

 
 





 

 

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

４款 衛生費  決算額   2,169,205,371円 （前年度2,423,518,517円） 

１項 保健衛生費  決算額    448,936,641円 （前年度 515,795,101円） 

１目 保健衛生  決算額    137,772,772円 （前年度 129,995,296円） 

総務費   秘書広報課 

１ 職員給与費 99,234,075 円 （前年度 95,574,020 円） 

 

健康づくり課 

２ 市民健康づくり推進事業経費 1,919,558円 （前年度2,110,275円） 

(1) 各設置要綱に基づき会議等を開催し、各委員（健康づくり推進委員、健康づく

り総合推進会議委員、食育推進会議委員、歯科保健推進会議委員）に対する報酬

を執行したものである。 

 

ア 熱海市健康づくり推進委員連絡会（設置規定：昭和 58年告示第 37 号） 

(ｱ) 市民の健康の保持及び増進を図るため、保健活動の推進に熱意のある者で

委員として適格と認められる者を市長が委嘱するもの。 

［委員］ 65 名     ［定員］ 80 名以内 

［任期］ 平成 29 年 4月 1 日から平成 31 年 3 月 31 日まで（2 か年） 

［報酬］ 390,000 円（65 名×＠6,000） 

 

(ｲ) 事業実績 

事  業 概  要 延参加人数 

会議 総会、役員会、広報委員会、研修委員会 75 人参加 

研修会 全体研修会 3 回 67 人参加 

各地区活動 老人会、運動会等での健康教育など 39 人参加 

事業協力 健診キャンペーン（4 カ所） 74 人参加 

会議への出席 健康まつり実行委員会 ほか 6 人参加 

 

イ 熱海市健康づくり総合推進会議（設置規定：平成18年告示第100号） 

(ｱ) 熱海市における総合的な健康づくりの方策について協議し、住民の健康 

増進を図るため、国民健康づくり地方推進事業実施要綱（昭和 53 年衛発第

328 号衛生局長通知）に基づき設置したものである。 

［委員］ 17 名     ［定員］ 20 名以内 

［任期］ 平成 29 年 6月 29 日から令和元年 6 月 28 日まで（2 か年） 

［報酬］ 46,000 円（延べ 23 人×＠2,000） ※無報酬委員有り 

 

(ｲ) 実施状況 2回／年 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

ウ 熱海市食育推進会議（設置規定：平成20年告示第17号） 

(ｱ) 食育基本法（平成 17年法律第 63 号）に基づき熱海市食育推進計画の素案

及び見直し案の作成並びに食育推進計画に定める施策実現を目的として設置

したものである。 

［委員］ 18人     ［定員］ 20人以内 

［任期］ 平成30年8月9日から令和2年8月8日まで（2か年） 

［報酬］ 36,000円（延べ18人×＠2,000） ※無報酬委員有り 

 

(ｲ) 実施状況 2 回／年 

 

エ 歯科保健推進会議（設置規定：平成25年告示第65号） 

(ｱ) 歯科口腔保健の推進に関する法律（平成 23年法律第 95号）に基づき熱海

市歯科保健計画の円滑な推進を図るため設置したものである。 

［委員］ 12人     ［定員］ 18人以内 

［任期］ 平成29年7月6日から令和元年7月5日まで（2か年） 

［報酬］ 28,000円（延べ14人×＠2,000） ※無報酬委員有り 

 

(ｲ) 実施状況 2 回／年 

 

(2) 栄養改善事業 

ア 対象者別に問題点を課題化し、正しい食習慣を啓発するため、栄養講座・栄

養教室を開催したものである。 

（根拠法令）健康増進法第17条、食育基本法第21条 

 

イ 実施状況 12回／年  延べ参加者数 489人 

 

(3) 大人の食育セミナー（健康づくり食生活推進員養成講座） 

ア 生活習慣病予防の視点、薄れつつある食文化の伝承、食への感謝の念、食の

安全性など、今必要といわれる「食育」についての知識を学び、自身の健康に

役立てること。また、健康づくり食生活推進員養成のカリキュラムを兼ねてい

ることから、講座修了後には「健康づくり食生活推進員」のボランティア団体

への入会を勧め、継続的に食への関心を高め、家族や地域のために活躍できる

よう支援することを目的として、「健康づくり」をテーマに食生活の面から考

え、学ぶための教室を開催したものである。 

（根拠法令）健康増進法第 17条、食育基本法第 21 条 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

栄養を主とする講話と調理実習の講座（10回）を開催し、講座 5回以上の

出席者を修了者として、修了証書を交付した。 

（単位：人） 

区  分 人  数 

指導延人数 54 

指導実人数 6 

修 了 者 数 6 

 

(4) 第 31 回健康まつり 

ア 熱海市健康増進計画推進の一環として、「健康づくりの普及・啓発」を目的

に、各関係団体と連携・協働により、情報発信の場として開催したものである。 

（根拠法令）健康増進法第 4 条 

 

イ 開催概要 

［日 時］ 平成 30 年 10 月 28 日（日）10：00～15：00 

第 1 部 各ブース出展   10：00～13：00 

第 2 部 講演会      13：30～15：00 

［会 場］ 市役所第 3 庁舎・福祉センター ・いきいきプラザ 

［来場者数］                        （単位：人） 

年 度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

会 場 
市役所 

第 3 庁舎 

市役所 

第 3 庁舎 

市役所 

第 3 庁舎 

市役所 

第 3 庁舎 

市役所 

第 3 庁舎 

来場者数 
第 1 部 300 

第 2 部 100 
200 150 150 154 

 

(5) 歯科保健推進事業（フッ化物洗口事業） 

ア 乳児・小児期の乳歯及び永久歯のう歯の発生を防止するため、フッ化物洗口

を実施した。また、家庭でのフッ化物洗口を促すため、小学生及び中学生のフ

ッ化物洗口剤の購入に対して助成を行ったものである。 

（根拠法令）歯科口腔保健の推進に関する法律第 7 条、第 10 条 

静岡県民の歯や口の健康づくり条例第 6条 

 

(ｱ) 実施状況 

［集団］保育園 6 園、幼稚園 6園  （実施回数）週 5日 （単位：人、％） 

区 分 対象者 実施者 実施率 

4 歳児 139 137 98.6 

5 歳児 112 112 100.0 

計 251 249 99.2 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

［個別］小学 1年生～中学 3 年生            （単位：人、％） 

区 分 対象者 実施者 実施率 

小学生 1,056 111 10.5 

中学生 583 23 3.9 

計 1,639 134 8.2 

 

イ 歯科保健推進事業に係る委託料             （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

う歯予防推進事業業務委託 133,710 熱海市歯科医師会 

 

 

健康づくり課 

３ 母子保健事業経費 23,232,352円 （前年度25,192,104円） 

(1) 妊娠の届出・母子健康手帳の交付 

ア 妊婦を早期に把握し、必要な時期に保健指導や健康診査を行うことにより

母子保健についての正しい知識の周知を行った。また、母子健康手帳の交付

により妊娠中から分べん・産じょく期・乳幼児期の記録を残すことで、一貫

した健康管理を行ったものである。 

（根拠法令）母子保健法第15条、第16条 

 

イ 母子健康手帳交付数                   （単位：人） 

年 度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

発行数 128 141 124 154 141 

 

 

(2) 母子健康診断 

ア 妊婦が妊娠中に定期的に健康診査を受診し、急激な母体の変化による異常の

早期発見、胎児異常の発見及び異常出産・未熟児発生の予防等のため、適切な

保健指導が受けられるよう健康診査を実施し妊婦の健康管理の向上を図ったも

のである。また、産後においては、産じょく期の異常を早期に発見でき適切な

治療等に対応ができるように行ったものである。 

（根拠法令）母子保健法第13条 
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イ 妊婦健康診査受診票交付及び受診状況         （単位：人、％） 

区  分 妊娠週数 交付数 受診者数 受診率 

母子健康手帳  128   

妊婦健康診査 

初 回  8～11 127 119 93.7 

第 2 回 12～15 124 110 88.7 

第 3 回 16～19 126 110 87.3 

第 4 回 20～23 130 109 83.8 

第 5 回 24～25 130 108 83.1 

第 6 回 26～27 130 106 81.5 

第 7 回 28～29 131 107 81.7 

第 8 回 30～31 133 105 78.9 

第 9 回 32～33 135 110 81.5 

第 10 回 34～35 137 100 73.0 

第 11 回 36 137 102 74.5 

第 12 回 37 137 87 63.5 

第 13 回 38 137 69 50.4 

第 14 回 39 137 39 28.5 

超音波① 12～15 124 119 96.0 

超音波② 20～23 131 112 85.5 

超音波③ 26～35 135 122 90.4 

超音波④ 36～38 137 100 73.0 

血液検査 24～35 136 119 87.5 

血算検査 36～39 137 87 63.5 

ＧＢＳ（Ｂ群溶血性レン

サ球菌検査） 
137 97 70.8 

個別歯科検診 137 26 19.0 

産婦検診 
1 回目 146 54 37.0 

2 回目 148 87 58.8 

※ＧＢＳ・個別歯科検診については平成 29年度より実施 

 

ウ 妊産婦健康診査実人数及び検査回数          （単位：人、回） 

内容/年度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

実人数 
妊婦  128 127 124 145 174 

産婦  128 － － － － 

検査回数 
妊婦 2,106 2,282 2,052 1,968 2,229 

産婦  141 － － － － 

※産婦健康診査については平成 30年度より実施 

 

エ 償還払い実施人数  23 人 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

オ 妊婦健康診査等に係る委託料等            （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

子育て支援アプリ保守管理業務委託 518,400 ㈱ぎょうせい 

妊婦健診業務委託 9,592,820 ㈳熱海市医師会 等 

妊婦健診償還払い（扶助費） 810,068 対象者 23 人 

妊婦歯科健診業務委託 81,000 熱海市歯科医師会 

産婦健診業務委託 640,000 ㈳熱海市医師会 等 

産婦健診償還払い（扶助費） 56,050 対象者 11 人 

 

(3) 特定不妊治療費の助成 

ア 不妊の原因は様々あり、晩婚化が進む中、不妊症は増加傾向にある。不妊治

療は、妊娠を希望する夫婦にとって精神的負担だけでなく経済的負担が大きい。

このことから妊娠を望む夫婦の経済的負担の軽減と、少子化対策の一環として、

特定不妊治療費の一部の助成を行ったものである。平成 29年度に補助率及び

限度額の引き上げ、所得要件の撤廃を行った。 

（根拠法令）母子保健法第 13条 

助成対象 
体外受精、胚移植、顕微授精 等 

※ 配偶者間においてのみ対象 

補助率・限度額 7/10 20 万円以内／回 （県助成分を差し引く） 

通算年数・回数 
治療開始日の妻の年齢が 40 歳未満の場合 6回

まで、40歳以上 43 歳未満 3 回まで 

所得要件 なし 

 

イ 助成申請数及び助成額              （単位：人、回、円） 

内容/年度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

申請者数 12 11 7 

申請回数 24 22 8 

助 成 額 3,287,700 3,430,200 462,700 

 

(4) 一般不妊治療費の助成 

ア 特定不妊治療助成制度と同様、妊娠を望む夫婦の経済的負担の軽減と、少子

化対策の一環として、一般不妊治療費の一部の助成を行ったものである。平成

29 年度から保険診療内の治療費についても助成の対象としたほか、所得制限

の撤廃を行った。 

（根拠法令）母子保健法第 13条 

助成対象 
人工授精、タイミング法、ホルモン療法 

※ 配偶者間においてのみ対象 

補助率・限度額 
保険診療内 1/2  3 万円以内／回 

保険診療外 7/10 6 万 3 千円以内／年 

通算年数・回数 
保険診療内 年 2 回 治療開始月から 5年以内 

保険診療外 年 2 回 通算 2 年 4 回まで 

所得要件 なし 
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イ 助成申請数及び助成額              （単位：人、回、円） 

内容/年度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

申請者数 12 7 2 

申請回数 14 9 2 

助 成 額 495,800 464,700 79,400 

 

(5) 不育症治療費の助成 

ア 特定不妊治療費、一般不妊治療費助成制度と同様、妊娠を望む夫婦の経済的

負担の軽減と少子化対策の一環として、不育症治療費の一部の助成を平成 30

年度より行ったものである。 

（根拠法令）母子保健法第 13条 

助成対象 
【検査】リスク因子の検査、絨毛染色体検査 

【治療】低用量アスピリン療法、ヘパリン療法 

補助率・限度額 
保険診療外 7/10 24 万 1 千 5百円以内/年 

（他制度の助成を除く） 

通算年数・回数 治療開始月から継続して 2 年 

所得要件 なし 

 

イ 助成申請数及び助成額 （単位：人、回、円） 

内容/年度 平成 30 年度 

申請者数 2 

申請回数 2 

助 成 額 30,500 

 

(6) 未熟児養育医療 

ア 未熟児は、正常な新生児と比べ生理的に欠陥があり、疾病にもかかりやすく、

その死亡率は極めて高率であるばかりでなく、心身の障がいを残すことも多い

ことから生後速やかに適切な処理を講ずることが必要である。このため、医療

を必要とする未熟児に対して養育に必要な医療の給付を行うことにより乳児の

健康管理と健全な育成を図ったものである。（※平成 25 年度より県から市へ

権限移譲された事業） 

（根拠法令）母子保健法第 20条 

 

イ 未熟児養育医療給付実績             （単位：人、件、日） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

給付実人数 2 4 2 

給付延べ件数 4 11 2 

給付延べ日数 152 356 62 

加算基準額適用日 0 29 0 

※ 加算基準額適用 ： 同一世帯から 2 人以上の児童が給付を受ける場合 
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ウ 養育医療費の詳細                    （単位：円） 

費用総額 
医療保険 

各法負担額 

公費 

負担額 

公費負担額内訳 

養育医療 子ども 

医療 国 県 市 

15,943,106 15,118,807 824,299 287,852 143,926 143,927 248,594 

 

(7) 乳児健康診査 

ア 乳幼児の疾病や障がいを早期に発見し、確実な治療に結びつけるため、新生

児期に聴覚スクリーニング検査を行い、4 か月児及び 10 か月児を対象に身体

発育・発達、精神発達、栄養状態等を総合的に診断する等、乳児の健康保持、

増進を図ったものである。 

（根拠法令）母子保健法第 13条 

 

イ 新生児聴覚スクリーニング検査（単位：人、％） 

内容/年度 平成 30 年度 平成 29 年度 

対象者 107 140 

受診者 84 114 

受診率 78.5 80.0 

※平成 29 年度より実施 

 

ウ 4 か月児健康診査受診状況              （単位：人、％） 

内容/年度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

対象者 110 120 134 121 147 

受診者 108 105 122 112 140 

受診率 98.2 87.5 91.0 92.6 95.2 

 

エ 10 か月児健康診査受診状況              （単位：人、％） 

内容/年度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

対象者 109 125 122 145 177 

受診者 105 113 116 132 154 

受診率 96.3 90.4 95.1 91.0 87.0 

 

オ 乳児健康診査に係る委託料                （単位：円） 

区  分 金  額 備  考 

4 か月児健診業務 672,948 ㈳熱海市医師会 外 

10 か月児健診業務 654,255 ㈳熱海市医師会 外 

新生児聴覚スクリーニング

テスト業務 
366,700 ㈳熱海市医師会 外 
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(8) 幼児健康診査 

ア 1 歳 6か月児健康診査 

(ｱ) 幼児初期の身体発達・精神発達面で、歩行や言語発達等の標識が容易に得

られる 1 歳 6 か月の時点において健康診査を実施することにより、運動機

能・視聴覚の障がい、精神発達の遅滞等障がいをもった児童を早期に発見し、

心身障がいの進行を未然に防止するとともに、生活習慣の自立・う歯の予

防・幼児の栄養、その他育児に関する指導を行い、健康保持・増進を図った

ものである。 

（根拠法令）母子保健法第 12条 

 

(ｲ) 1 歳 6か月児健康診査受診状況           （単位：人、％） 

内容/年度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

対象者 119 134 122 164 156 

受診者 116 126 108 153 151 

受診率 97.5 94.0 88.5 93.3 96.8 

 

(ｳ) 1 歳 6か月児歯科健康診査受診及びう歯罹患状況   （単位：人、％） 

内容/年度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

対象者 119 134 122 164 156 

受診者 116 126 108 153 151 

受診率 97.5 94.0 88.5 93.3 96.8 

う歯罹患者 1 0 3 3 5 

罹患率 0.9 0 2.8 2.0 3.3 

 

イ 2 歳児歯科健康診査 

(ｱ) う歯予防についての知識の普及（生活指導、食事指導を含む）及び具体的

方法の指導を行うことにより、歯科保健の大切さに気づいてもらう機会を設

けた。また、1歳 6か月児健康診査での経過観察児に対して保健指導等を行

い、疾病や障がいを早期に発見するとともに、保育者に対して適切な支援を

行ったものである。 

（根拠法令）母子保健法第 9 条、第 10 条、第 13 条 

 

(ｲ) 2 歳児歯科健康診査受診及びう歯罹患状況      （単位：人、％） 

内容/年度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

対象者 125 120 147 177 137 

受診者 105 102 126 149 125 

受診率 84.0 85.0 85.7 84.2 91.2 

う歯罹患者 3 3 4 8 8 

罹患率 2.9 2.9 3.2 5.4 6.4 
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ウ 3 歳児健康診査 

(ｱ) 身体発育及び精神発達の面から最も重要な時期である 3歳児に対して総合

的な健康診査を実施し、疾病の予防・早期発見とともに、保育者への適切な

指導及び育児支援を行い、幼児の健康保持・増進を図ったものである。 

（根拠法令）母子保健法第 12条 

 

(ｲ) 3 歳児健康診査受診状況              （単位：人、％） 

内訳/年度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

対象者 110 148 171 132 172 

受診者 110 153 169 131 169 

受診率 100.0 103.4 98.8 99.2 98.3 

 

(ｳ) 3 歳児歯科健康診査受診及びう歯罹患状況      （単位：人、％） 

内訳/年度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

対象者 110 148 171 132 172 

受診者 110 151 169 129 167 

受診率 100.0 102.0 98.8 97.7 97.1 

う歯罹患者 13 21 30 18 30 

罹患率 11.8 13.9 17.8 14.0 18.0 

 

エ 幼児健康診査に係る委託料               （単位：円） 

区 分 事 業 費 備 考 

1 歳 6か月児健診業務委託 129,600 ㈳熱海市医師会 

1 歳 6か月児歯科健診業務委託 129,600 熱海市歯科医師会 

2 歳児歯科健診業務委託 129,600 熱海市歯科医師会 

3 歳児健診業務委託 129,600 ㈳熱海市医師会 

3 歳児歯科健診業務委託 129,600 熱海市歯科医師会 

 

(9) 母子健康相談 

ア 7～8か月児相談 

(ｱ) 乳児の発育・発達並びに栄養摂取状況や保育環境について確認し、健康増

進と疾病予防に必要な知識を提供することで、保育者の育児不安を解消し、

乳児の健全な発育・発達を支援したものである。 

（根拠法令）母子保健法第 9 条、第 10 条、第 14 条 

 

(ｲ) 7～8か月児相談実施状況   実施回数：12回（毎月 1回） 

（単位：人、％） 

内訳/年度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

対象者 104 128 122 133 170 

実施者 93 111 102 112 148 

実施率 89.4 86.7 83.6 84.2 87.1 
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イ 乳幼児相談 

(ｱ) 育児、疾病予防、健康増進についての悩みや問題を個別に相談できる機会

として、育児不安を解消させることを目的に、保育者が離乳食から幼児期ま

での食生活や生活習慣に関する情報を得て、乳幼児の栄養と発育、疾病予防

等に努められるよう促した。また、乳幼児健康診査で発育・養育に関して問

題のあった児を継続的に観察し、保育者に適切な支援をしたものである。 

(根拠法令)母子保健法第 9 条、第 10 条 

 

(ｲ) 乳幼児相談実施状況                （単位：人、回） 

内訳/年度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

0～5か月 92 96 61 50 71 

6～11 か月 64 92 59 56 66 

1～2歳 145 78 104 149 141 

3 歳 14 6 5 12 32 

4 歳以上 1 3 2 2 3 

総  数 316 275 231 269 313 

実施回数 24 24 24 24 24 

人／回 13.2 11.5 9.6 11.2 13.0 

 

ウ 巡回相談 

(ｱ) 各健康診査において、特に精神発達に観察が必要な児について、通園して

いる園での様子を踏まえ、保育士や幼稚園教諭、家族への適切な助言、育児

支援を行ったものである。 

（根拠法令）母子保健法第 9 条 

 

(ｲ) 実施状況 

・相談回数 19 園（延べ） 

・個別相談（心理相談） 6 名 

 

(ｳ) 観察児の内訳                   （単位：延べ人） 

年齢／内容 発達全体 多動 自閉傾向 運動発達 その他 計 

乳 児 0 0 0 0 0 0 

1 歳児 3 0 0 0 1 4 

2 歳児 6 0 0 0 6 12 

3 歳児 8 2 2 0 5 17 

4 歳児 10 2 2 0 12 26 

5 歳児 7 0 0 0 2 9 

計 34 4 4 0 26 68 
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(10) 母子健康教育 

ア 両親学級・パパママクラス 

(ｱ) 健康な赤ちゃんを産み育てるため、妊娠中を健康に過ごし、育児について

積極的に考える姿勢をつくるため妊婦とその夫、家族を対象に開催したもの

である。 

（根拠法令）母子保健法第 9 条、第 10 条、第 14 条 

 

(ｲ) 実施回数 

・両親学級 ： 3 回コース 4 クール 全 12 回 

・パパママクラス ： 4 回 

 

(ｳ) 実施状況                     （単位：人、％） 

年度 

内訳 

平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

初産 経産 初産 経産 初産 経産 初産 経産 初産 経産 

妊

婦 

対象者 50 65 63 53 64 64 62 57 64 69 

参加者 20 8 42 2 36 10 30 5 34 11 

妊婦参加率 40.0 12.3 66.7 3.8 56.3 15.6 48.4 8.8 53.1 15.9 

夫参加者 25 30 20 17 23 

家族参加者 4 2 4 4 13 

 

イ 育児学級（ぴよぴよ教室） 

(ｱ) 育児についての疑問・不安を解消でき、子どもの健全な成長発達を促す学

習の場となるよう、生後 3～4か月の乳児とその家族を対象に開催したもの

である。 

（根拠法令）母子保健法第 9 条 

 

(ｲ) 実施状況（実施回数：年 6回）           （単位：人、％） 

内訳/年度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

対象者 115 121 129 121 153 

受診者 70 61 74 58 96 

受診率 60.9 50.4 57.4 47.9 62.7 

 

(11) 母子訪問指導 

ア 妊婦訪問指導 

妊娠に伴う症状や不安を軽減するため、若年（20歳未満）、母子健康手帳を発

行した時期が妊娠 7 か月以降の妊婦等を対象に訪問指導を実施したものである。 

（根拠法令）母子保健法第 10条、第 14 条、第 17 条 
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イ 産婦・新生児（乳幼児）訪問指導 

産婦については、出産後の母体の回復を促すため、新生児（乳幼児）について

は、発育・発達のため、家庭環境等を確認し育児の問題や不安を解消するた

め訪問指導を実施したものである。 

（根拠法令）母子保健法第 10条、第 11 条、第 14 条、第 17 条 

 

ウ 母子訪問指導実施状況 

(ｱ) 対象者別訪問指導件数（里帰りを含む）    （単位：延べ人、世帯） 

内訳/年度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

妊産婦 161 198 154 178 203 

乳 児 163(12) 201(7) 154(9) 171(11) 201(5) 

幼 児 40 51 57 56 71 

その他 66 79 70 109 121 

総訪問人数 430 529 435 514 596 

訪問世帯数 156 171 167 188 214 

（ ）内は新生児再掲 

 

(ｲ) 未熟児訪問指導実績                  （単位：人） 

内訳/年度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

実 数 13 19 12 9 23 

延べ数 13 32 17 13 31 

 

(12) 栄養相談・一般栄養指導 

ア 胎児期（母性）・乳幼児期における栄養相談・一般栄養指導 

(ｱ) 子どもの成長の過程に合わせて、両親学級、育児学級、乳幼児相談及び乳

幼児健康診査時に栄養相談事業を実施したものである。 

（根拠法令）健康増進法第 17条、母子保健法第 9条・第 10 条 

 

(ｲ) 事業実績 乳幼児健診時等に実施  延べ指導者数 765 人 

 

(13) 歯科保健推進事業（一部再掲） 

ア 歯科健康診査・フッ化物塗布事業（乳幼児健診・相談） 

(ｱ) 乳幼児健診・相談時に歯科診察を行い、口腔内の衛生状態を確認するとと

もに、フッ化物塗布を行うことにより、乳幼児・小児の乳歯及び永久歯のう

歯発生防止を促した。また、噛み方等の食生活・歯磨きの方法など総合的な

歯科保健行動の指導を行ったものである。 

（根拠法令）母子保健法第 9 条、第 10 条 

静岡県民の歯や口の健康づくり条例第 6条 
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(ｲ) 歯科健康診査・フッ化物塗布実施状況        （単位：人、％） 

区分 対象者 受診者 受診率 
フッ化物塗布 

実施者 塗布率 

1 歳 6か月児健診 119 116 97.5 114 98.3 

2 歳児歯科検診 125 105 84.0 102 97.1 

2 歳 6か月児歯科相談 138 103 74.6 101 98.1 

3 歳児健診 110 110 100.0 107 97.3 

 

イ 1 歳児歯磨き教室 

(ｱ) 乳歯のはえ初めの時期に歯磨きの基本を学び、う歯の発生を予防するため

1 歳児を対象に歯磨き教室を実施したものである。 

（根拠法令）母子保健法第 9 条、第 10 条 

静岡県民の歯や口の健康づくり条例第 6条  

 

(ｲ) 実施状況              （単位：回、人、％） 

開催回数 対象者 実施者 参加率 

12 122 65 53.3 

 

(14) 母子健康包括支援センター「すくすく」事業 

ア おっぱい相談会（産後サポート事業） 

(ｱ) 乳児への栄養補給は母乳が基本であるが、授乳についての悩みを抱える母

親も多い。同じ悩みを持つ母親同士の情報交換と専門職である助産師等の助

言が得られる機会を提供するものである。 

（根拠法令）母子保健法第 22条 

 

(ｲ) 実施状況 （単位：回、人） 

開催回数 利用者 

12 39 

 

イ 親支援プログラム「ＢＰプログラム」（産後サポート事業） 

(ｱ) 0 歳児（生後 2～5か月）を初めて育てる母親を対象に、母親同士の交流

を促し、先を見通した育児知識を得ることで育児不安の軽減に繋げるため

心理相談員による子育てに関する講座（4 回 1 コース）を行うもの。 

（根拠法令）母子保健法第 22条 

 

(ｲ) 実施状況             （単位：人） 

 対象者 参加実人数 参加延人数 

春教室 14 8 29 

秋教室 12 7 18 
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ウ 保養型産後ケア事業（ホテルでリフレッシュママ） 

(ｱ) 妊娠や分べんによってゆがんだ骨盤を正常な位置に戻し、肩こり・腰痛

冷え性などの症状を予防するとともに、助産師による相談を受ける機会を

得ることで不安やストレスの軽減を図る。産後 2～6 か月の母親とその子ど

もを対象とする事業である。 

（根拠法令）母子保健法第 9 条 

 

(ｲ) 実施状況（実施回数：年 6回） 

（単位：人） 

内訳/年度 平成 30 年度 

参加実数 34 

 

エ 療養型産後ケア事業 

(ｱ) 出産後の一定期間（4 か月未満）、保健指導を必要とする母子が産科医療

機関等でショートステイ（宿泊）やデイケア（日帰り）、アウトリーチ

（訪問）を利用し、出産後の母体の保護と育児能力の向上を目的とし実施

するものである。 

（根拠法令）母子保健法第 9 条 

 

(ｲ) 実施状況（実施回数：年 8回）   （単位：人） 

内訳/年度 平成 30 年度 

ショートステイ

(宿泊) 

参加実数 6 

参加延べ数 6 

デイケア 

（日帰り） 

参加実数 4 

参加延べ数 4 

アウトリーチ 

（訪問） 

参加実数 1 

参加延べ数 1 

 

オ すくすく関連事業に係る委託料等            （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

療養型産後ケア事業 489,750 国際医療福祉大学熱海病院等 

保養型産後ケア事業 874,000 ㈱ホテルニューアカオ等 

 

 

健康づくり課 

４ 保健センターの管理運営経費 11,759,039円 （前年度6,025,453円） 

(1) 保健センター維持管理 

ア 保健センターの維持管理経費として、光熱水費（2,084,907円）、委託料

（2,819,102円）、工事請負費（5,272,520）等を執行したものである。 
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イ 保健センターの管理運営に係る委託料           （単位：円） 

事業概要 事 業 費 備 考 

夜間機械警備業務委託 296,640 セコム㈱ 

管理業務委託 1,286,294 ㈳熱海市シルバー人材センター 

館内清掃業務委託 819,072 
㈱三幸コミュニティマネジメン

ト 熱海営業所 

自家用電気工作物保安管理業務委託 110,808 ㈱静岡ケイテクノ 

貯水槽清掃業務委託 25,920 熱海環境サービス㈱ 

エレベーター保守点検業務委託 181,440 
ジャパンエレベーターサービス

神奈川㈱ 

自家発電気設備保守点検業務委託 32,292 ㈲明静電設 

消防用設備等総合保守点検業務委託 25,920 ㈲明静電設 

自動ドア保守点検業務委託 40,716 ナブコシステム㈱ 

 

５ 救護所等の経費 1,627,748 円 (前年度 1,093,444 円) 

(1) 静岡県第 4次地震被害想定結果では、相模トラフ沿いの元禄型関東地震が発生

した場合、死者約 1,900 人、重傷者約 300 人、軽症者約 900 人の人的被害が想定

されている。災害時には医療救護所を開設しトリアージを実施する他、応急処置

を施すため、医療救護所用医療資材の更新及び備蓄薬剤の購入等を執行したもの

である。 

ア 医療救護所用医療資機材整備に係る費用           (単位：円) 

区 分 事 業 費 備 考 

医療救護所救急医療資材等購入（入替）代 1,520,000 医薬材料費 

医療救護所用備蓄薬剤 8,818 医薬材料費 

 

２目 予防費  決算額     72,006,975円 （前年度72,511,600円） 

協働環境課 

１ 畜犬登録等経費 723,903 円 （前年度 609,993 円） 

(1) 狂犬病予防法に基づき、犬の登録等と狂犬病予防注射済票交付事務を行った

ものである。 

ア 犬の登録数           （単位：頭） 

平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

1,963 2,084 △121 

 

イ 犬の鑑札交付数                 （単位：頭） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

新規登録 93 119 △26 

再 交 付 1 7 △6 
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ウ 狂犬病予防注射済票交付数            （単位：件） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

交 付 1,172 1,272 △100 

再 交 付 0 0 0 

 

(2) 犬の鑑札等の交付事務事業委託 

近隣市町の動物病院において、犬の登録及び狂犬病予防注射済票の交付事務等を

行うことにより、未登録・未注射犬の減少を図るため業務を委託したものである。 

                              （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

犬の鑑札等の交付事務事業委託 86,372 静岡県獣医師会田方支部 

 

(3) 飼い主の判明しない猫の去勢等の助成 

野良猫の侵入による、し尿、鳴き声等で迷惑している町内会長に対して、猫の去

勢、避妊手術費の補助金を交付したものである。 

（単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

件 数 4 2 2 

補助金 68,500 89,500 △21,000 

 

 

健康づくり課 

２ 結核予防及び感染症予防経費 17,054,535円 （前年度16,042,493円） 

(1) 胸部検診に係る㈳熱海市医師会に対する業務委託料（16,840,000円）等を執行

したものである。 

（根拠法令）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

ア 胸部健康診査 

(ｱ) 結核の予防及び結核患者に対する適正な医療の普及を図ることによって、

結核が個人的にも社会的にも害を及ぼすことを防止するため、40 歳以上の

市民（施設入所者を除く）を対象に、6～7月の 2か月間、㈳熱海市医師会

に委託し健康診査を実施したものである。（市内 10 医療機関） 

 

(ｲ) 実施状況                     （単位：人、％） 

内容/年度 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

対象者 28,109 28,048 28,783 27,997 28,168 

受診者 6,000 5,700 5,832 5,699 5,724 

受診率 21.3 20.3 20.3 20.4 20.3 

再検・精検査不要者 5,922 5,676 5,821 5,677 5,683 

再検査対象者 14 24 9 20 35 

精密検査対象者 1 0 2 2 6 
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イ 結核予防・感染症予防に係る委託料            （単位：円） 

区 分 事 業 費 備 考 

胸部健康診査業務委託 16,840,000 ㈳熱海市医師会 

 

 

健康づくり課 

３ 各種予防接種経費 54,228,537円 （前年度55,859,114円） 

(1) 伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を防止するため予防接種を実施し

た。各種予防接種に係る㈳熱海市医師会及び市外医療機関に対する業務委託料

（53,098,680円）を執行したものである。 

（根拠法令）予防接種法 

 

平成 30 年度に実施した予防接種 

区  分 種  類 自己負担額 

定期接種 

Ａ類疾病 

四種混合（ＤＰＴ-ＩＰＶ） 

不活化ポリオ（ＩＰＶ） 

二種混合（ＤＴ） 

なし 

麻しん・風しん混合（ＭＲ） 

日本脳炎ワクチン 

結核（ＢＣＧ） 

Ｈｉｂ感染症ワクチン 

小児用肺炎球菌ワクチン 

ヒトパピローマウイルス感染症ワクチン 

水痘 

Ｂ型肝炎 

Ｂ類疾病 
インフルエンザ（65 歳以上） 1,500 円 

高齢者肺炎球菌（65 歳以上） 3,000 円 

任意接種 
麻しん・風しん混合（成人） 3,000 円 

風しんワクチン（成人） 3,000 円 
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ア 定期予防接種（Ａ類疾病） 

(ｱ) 四種混合（ＤＰＴ-ＩＰＶ）・不活化ポリオ（ＩＰＶ） 

［対 象 疾 病］ ジフテリア、百日せき、破傷風、急性灰白髄炎（ポリオ） 

［接種対象者］・1 期初回 ： 生後 3 月～90 月 3～8週間隔で 3 回 

・1 期追加 ：  〃 初回終了後、12月～18 月間隔で 1回 

（単位：人） 

四種混合 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

1 期初回 

対象者 124 129 116 131 149 

接種者 

1 回目 112 

2 回目 114 

3 回目 117 

1 回目 125 

2 回目 116 

3 回目 118 

1 回目 124 

2 回目 133 

3 回目 128 

1 回目 129 

2 回目 118 

3 回目 116 

1 回目 138 

2 回目 149 

3 回目 154 

1 期追加 
対象者 - - - 154 170 

接種者 130 122 140 153 93 

※ 平成 28 年度から 1 期追加の対象者抽出を廃止 

（単位：人） 

不活化ポリオ 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

初回 

対象者 

四種混合対

象者に含ま

れる 

四種混合対

象者に含ま

れる 

四種混合対

象者に含ま

れる 

四種混合対

象者に含ま

れる 

四種混合対

象者に含ま

れる 

接種者 

1 回目  0 

2 回目  0 

3 回目  0 

1 回目  0 

2 回目  1 

3 回目  1 

1 回目  0 

2 回目  1 

3 回目  0 

1 回目  1 

2 回目  1 

3 回目  1 

1 回目  0 

2 回目  0 

3 回目  3 

追加 
対象者 同上 同上 同上 同上 同上 

接種者 2 3 1 4 29 

※ 平成 26 年度以降のポリオ対象者は四種混合対象者に含まれる。 

 

(ｲ) ジフテリア破傷風（二種混合：ＤＴ） 

［対 象 疾 病］ ジフテリア、破傷風 

［接種対象者］ 小学 6年生に相当する年齢の児童 1回   （単位：人） 

二種混合 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

対象者 191 183 176 217 206 

接種者 132 117 139 131 124 

 

(ｳ) 麻しん風しん混合（ＭＲ） 

［接種対象者］・1期 ： 生後 12 月～24 月  1 回 

・2 期 ： 小学校就学前 1 年間にある者 1回  （単位：人） 

ＭＲ 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

1 期 
対象者 125 128 121 141 176 

接種者 126 118 109 130 158 

2 期 
対象者 129 169 187 167 178 

接種者 114 145 166 143 155 
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(ｴ) 日本脳炎 

［接種対象者］・1期初回 ： 生後 36 月～90 月  1～4週間隔で 2 回 

・1 期追加 ：  〃 初回終了後、6 月以上の間隔で 1回 

・2 期 ：9歳及び高校 3年生         （単位：人） 

日本脳炎 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

1 期初回 

対象者 142 148 170 130 172 

接種者 
1 回目 103

2 回目 102

1 回目 153 

2 回目 139 

1 回目 153 

2 回目 146 

1 回目 139 

2 回目 128 

1 回目 145 

2 回目 136 

1 期追加 
対象者 - - - 136 169 

接種者 157 116 135 133 161 

2 期 
対象者 443 418 406 242 275 

接種者 167 137 108 79 70 

※ 平成 28 年度から 1 期追加の対象者抽出を廃止 

 

(ｵ) 結核（ＢＣＧ） 

［接種対象者］ 生後 3月～12 月 1 回           （単位：人） 

ＢＣＧ 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

対象者 124 129 116 131 149 

接種者 113 116 122 123 139 

 

(ｶ) Ｈｉｂ感染症 

［対 象 疾 病］ 乳幼児の化膿性髄膜炎、敗血症、喉頭蓋炎等 

［接種対象者］・初回 ： 2 月～60 月 4～8週間隔で 3回 

・追加 ：  〃 初回終了後、7～13 月間隔で 1回 

（単位：人） 

Ｈｉｂ 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

初回 

対象者 124 129 116 131 149 

接種者 

1 回目  98

2 回目 111

3 回目 111

1 回目 127 

2 回目 123 

3 回目 113 

1 回目 125 

2 回目 120 

3 回目 126 

1 回目 128 

2 回目 121 

3 回目 112 

1 回目 151 

2 回目 141 

3 回目 145 

追加 
対象者 - - - 131 149 

接種者 124 112 114 125 178 

※ 平成 28 年度から追加の対象者抽出を廃止 
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(ｷ) 小児の肺炎球菌感染症 

［対 象 疾 病］ 乳幼児の化膿性髄膜炎、敗血症、肺炎など 

［接種対象者］・初回 ： 2 月～60 月  4～8週間隔で 3回 

・追加 ：  〃 初回終了後、60日以上の間隔 

（単位：人） 

小児用肺炎球菌 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

初回 

対象者 124 129 116 131 149 

接種者 

1 回目  98 

2 回目 111 

3 回目 111 

1 回目 127 

2 回目 124 

3 回目 113 

1 回目 125 

2 回目 121 

3 回目 128 

1 回目 127 

2 回目 121 

3 回目 110 

1 回目 152 

2 回目 143 

3 回目 145 

追加 
対象者 - - - 131 149 

接種者 121 117 107 119 162 

※ 平成 28 年度から追加の対象者抽出を廃止 

 

(ｸ) ヒトパピローマウイルス感染症 

［対 象 疾 病］ 子宮頸がん 

［接種対象者］・中学 1年生に相当する年齢の女子  

※H25.6～積極的接種勧奨差控え    （単位：人） 

子宮頸がん 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

対象者 0 2 0 1 0 

接種者 

1 回目  0 

2 回目  0 

3 回目  0 

1 回目  2 

2 回目  2 

3 回目  2 

1 回目  0 

2 回目  0 

3 回目  0 

1 回目  1 

2 回目  1 

3 回目  1 

1 回目  0 

2 回目  0 

3 回目  0 

 

(ｹ) 水痘 

［対 象 疾 病］ 水痘 

［接種対象者］・初回 ： 12 月～36 月 6 か月間隔で 2回 

・経過措置 ： 36 月～60 月 1 回 

・経過措置は平成 26 年度のみ       （単位：人） 

水痘 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

対象者 125 169 121 初回 141 
初回 412 

経過措置 358 

接種者 
1 回目 130 

2 回目 112 

1 回目 120 

2 回目  90 

1 回目 106 

2 回目 105 

1 回目 156 

2 回目 159 

1 回目 189 

2 回目 62 

経過措置 105 

※ 平成26年度から定期接種 
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(ｺ) Ｂ型肝炎 

［対 象 疾 病］ Ｂ型肝炎 

［接種対象者］ 2月～12月未満 3回    （単位：人） 

Ｂ型肝炎 平成30年度 平成29年度 平成28年度 

対象者 124 129 116 

接種者 

1回目   98 

2回目  113 

3回目  106 

1回目  129 

2回目  122 

3回目  119 

1回目  100 

2回目   85 

3回目   23 

※ 平成28年度から定期接種 

 

イ 定期予防接種（Ｂ類疾病） 

(ｱ) 高齢者のインフルエンザ罹患による重症化を防ぐことを目的に、65歳以上

の者及び60～64歳の心臓、腎臓、呼吸器又はヒト免疫不全ウイルスによる免疫

の機能の障がいを有する者（身障1級）を対象にインフルエンザ予防接種を実

施したものである。                   （単位：人） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

65 歳以上 
対象者 17,244 18,365 18,129 17,986 17,672 

接種者 6,580 6,527 6,434 6,159 6,386 

60～64 歳 

（身障 1 級）
接種者 12 7 7 9 5 

 

(ｲ) 高齢者の肺炎罹患による重症化を防ぐことを目的に、年度内に65歳・70歳

・75歳・80歳・85歳・90歳・95歳・100歳に達する者・100歳以上の者及び60

～64歳の心臓、腎臓、呼吸器又はヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の

障がいを有する者（身障1級）を対象に肺炎球菌予防接種を実施したもので

ある。※100歳以上の者は平成26年度のみ         （単位：人） 

 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

65 歳以上 
対象者 3,823 3,997 3,861 3,547 3,593 

接種者 1,101 1,224 1,226 1,131 1,217 

60～64 歳 

（身障 1 級）
接種者 0 0 0 0 0 

 

ウ 風しんワクチン接種緊急対策事業 

(ｱ) 平成24年からの風しん大流行を背景に、妊婦が風しんに罹患することによ

る子どもへの先天性風しん症候群を防止するため、妊娠を希望する女性及び妊

婦の家族等を対象に風しん予防接種（任意接種）を実施したものである。 

（単位：人） 

種  類 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 

風しん接種者 6 3 2 8 4 

ＭＲ接種者 29 7 8 11 18 
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エ 予防接種に係る委託料等                 （単位：円） 

区 分 事 業 費 備 考 

水痘予防接種業務委託 2,238,500 ㈳熱海市医師会 等 

麻しん・風しん予防接種業務委託 2,810,400 ㈳熱海市医師会 等 

風しん単独予防接種業務委託 32,580 ㈳熱海市医師会  

二種混合予防接種業務委託 770,880 ㈳熱海市医師会  

インフルエンザ予防接種業務委託 18,368,500 ㈳熱海市医師会 等 

ＢＣＧ予防接種業務委託 939,030 ㈳熱海市医師会 等 

日本脳炎予防接種業務委託 5,011,770 ㈳熱海市医師会 等 

子宮頸がん予防接種業務委託 0 ㈳熱海市医師会 

ヒブワクチン予防接種業務委託 3,792,960 ㈳熱海市医師会 等 

小児肺炎球菌予防接種業務委託 5,053,240 ㈳熱海市医師会 等 

不活化ポリオワクチン予防接種業務委託 22,600 ㈳熱海市医師会  

四種混合予防接種業務委託 5,425,920 ㈳熱海市医師会 等 

成人用肺炎球菌予防接種業務委託 6,347,400 ㈳熱海市医師会 等 

Ｂ型肝炎ワクチン予防接種業務委託 2,284,900 ㈳熱海市医師会 等 

扶助費 164,350  

 

 

３目 健康増進 決算額     42,521,412円 （前年度53,592,254円） 

費     健康づくり課 

１ 健康増進事業経費 42,521,412 円 （前年度 53,592,254 円） 

(1) 市民健診（がん検診等） 

ア 疾病を早期に発見し、予防活動に努め、心身の健康を保持することを目的に、

市民健康診査（がん検診等）を実施するため、㈳熱海市医師会、熱海市歯科医

師会等に対する業務委託料（39,377,896 円）を執行した。また、平成 25 年度

からの取組として乳がん検診と子宮頸がん検診に検診車を導入するとともに、

子宮頸がん検診は市外医療機関でも受診できるよう助成制度を創設したもので

ある。 

また、平成 27 年度から胃がん検診と大腸がん検診を湯河原町の医療機関で

も受診できるよう委託医療機関を増やした。これにより、伊豆山・泉地区の住

民が近隣で検診を受けられるようになり、また以前より市民から要望のあった

胃腸の専門医療機関での検診が可能になった。肝炎ウイルス検診については、

生涯 1回の健診であるため、未受診者について通知方法を変更したところ、受

診者が大幅に増加した。 

（根拠法令）健康増進法第 19条の 2 
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イ 市民健診の種類及び対象者 

種類 対象者 

1. 健康診査 40 歳以上の生活保護受給者 

2. 肺がん検診 40 歳以上 

3. 胃バリウム検診 40 歳以上（胃カメラ受診者を除く） 

4. 胃カメラ検診 50 歳以上 偶数年齢 

5. 大腸がん検診 40 歳以上 

6. 前立腺がん検診 50 歳以上の男性 

7. 乳がん検診 40 歳以上 偶数年齢の女性 

8. 子宮頸がん検診 20 歳以上 偶数年齢の女性 

9. 骨粗しょう症検診 40 歳～70 歳までの 5 歳刻み年齢の女性 

10. 歯周疾患検診 40 歳～70 歳までの 5 歳刻み年齢の男女 

11. 肝炎ウイルス検診 40 歳以上で肝炎ウイルス検診を受けたことが無い者 

※ 胃カメラ検診は平成 28 年度から実施 
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ウ がん検診等の受診状況及び結果            （単位：人、％） 

区  分 対象者 受診者 受診率 要精密検査者数 精密検査結果 

1. 健康診査 － 39 －   

2. 肺がん検診 28,109 6,000 21.3 

対象者   68 

受診者   54 

未受診者  14 

 

 

受診者     54 

 異常なし   18 

 肺がん     8 

 その他の疾患 27 

 未確定     1 

 （喀痰） － 143 － 対象者    0 受診者      0 

3. 胃バリウム検診 28,302 855 3.0 

対象者   30 

 受診者  29 

 未受診者  1 

 

 

受診者     29 

 異常なし    4 

 胃がん     0 

 その他の疾患 24 

 未確定     1 

4. 胃カメラ検診 12,284 548 4.5 

対象者   83 

 受診者  82 

 未受診者  1 

 

 

 

受診者     82 

 異常なし    2 

 胃がん     2 

 胃がん疑い   1 

 その他疾患  76 

 未確定     1 

5.大腸がん検診 28,302 3,798 13.4 

対象者   411 

 受診者  185 

 未受診者 216 

 未把握者 10 

 

受診者     185 

 異常なし   46 

 大腸がん   21 

 大腸がん疑い  3 

 その他の疾患 115 

6. 前立腺がん検診 10,446 1,819 17.4 

対象者   145 

 受診者  82 

 未受診者 45 

 未把握者 18 

 

 

受診者     82 

 異常なし   34 

 前立腺がん   4 

 前立腺がん疑い22 

 その他の疾患 15 

 未確定     7 

7. 乳がん検診 

（クーポン 

検診含む） 

8,156 954 11.7 

対象者   82 

 受診者  80 

 未受診者  1 

 未把握者  1 

 

受診者     80 

 異常なし   46 

 乳がん     3 

 乳がん疑い   1 

 その他の疾患 30 

8.子宮頸がん検診 9,333 713 7.6 

対象者    6 

 受診者   5 

 未受診者  1 

受診者      5 

 異常なし    3 

 その他の疾患  2 

※ 検診対象者は、受診券発送数 
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エ 集団検診（検診車）導入状況               （単位：人） 

区 分 実 施 日 会 場 受診者数 

乳がん 

検診 

9 月 6日（木） 湯河原観光会館駐車場 47 

9 月 12 日（水） 南熱海マリンホール横 63 

10 月 11 日（木） 南熱海マリンホール横 57 

11 月 13 日（火） 南熱海マリンホール横 46 

計 213 

子宮頸がん 

検診 

9 月 6日（木） 湯河原観光会館駐車場 52 

9 月 12 日（水） 南熱海マリンホール横 69 

10 月 11 日（木） 南熱海マリンホール横 63 

11 月 13 日（火） 南熱海マリンホール横 54 

計 238 

 

オ その他の検診受診状況                （単位：人、％） 

区 分 対象者 受診者 受診率 
結果内訳 

要精検 要指導 異常なし 

9. 骨粗しょう症検診 1,857 179 9.6 58 63 58 

10.歯周病検診  3,619 214 5.9 152 35 27 

 

                       （単位：人） 

区 分 受診者数 

検診結果 

陰性 
陽性 

（疑い含む） 

11. 肝炎ウイルス検査（C 型） 1,025 1,023 2 

  肝炎ウイルス検査（B 型） 1,025 1,022 3 

 

カ 市民健康診査に係る委託料等               （単位：円） 

区 分 事 業 費 備 考 

健康診査業務委託 359,940 ㈳熱海市医師会 

肝炎ウイルス検査業務委託 5,410,850 ㈳熱海市医師会 

肺がん（喀痰）検診業務委託 378,340 ㈳熱海市医師会 

乳がん検診業務委託 5,048,724 
㈳熱海市医師会 

㈶静岡県結核予防会 

胃がん検診業務委託 11,736,500 ㈳熱海市医師会等 

大腸がん検診業務委託 8,192,880 ㈳熱海市医師会等 

骨粗しょう症検査業務委託 423,960 ㈳熱海市医師会 

歯周病検診業務委託 629,910 熱海市歯科医師会 

子宮頸がん検診業務委託 3,570,072 
㈳熱海市医師会 

㈶静岡県結核予防会 

子宮頸がん検診助成金扶助費 25,000 助成実績 5人 

受診券発行業務委託 569,092 ㈱日立システムズ 

前立腺がん検診業務委託 3,626,720 ㈳熱海市医師会 

システム改修業務委託 324,000 ㈱日立システムズ 
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(2) 感染症予防事業（新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業） 

ア 特定の年齢の者に個別に受診を呼びかける受診勧奨（コール・リコール）を

実施することで、検診の重要性の認識と受診の動機付けを醸成・向上させ、が

ん検診の受診促進を図り、がんの早期発見と正しい健康意識の普及啓発、健康

保持及び増進につなげた。（根拠法令）健康増進法第 19 条の 2 

 

イ 検診種類と対象者 

(ｱ) 子宮頸がん検診 

・平成 8年 4月 2 日～平成 9年 4月 1 日生まれ(21 歳)の女性 

 

(ｲ) 乳がん検診 

・昭和 51 年 4月 2日～昭和 52年 4月 1日(41 歳)の女性 

 

ウ 受診実績          （単位：人、％） 

1. 子宮頸がん 

対象者 143 

受診者 8 

受診率 5.6 

2. 乳がん 

対象者 154 

受診者 26 

受診率 16.9 

 

 

(3) 健康相談 

ア 総合健康相談 

(ｱ) 心身の健康に関する一般的な事項について、総合的な指導、助言を行い、

自己の健康状態を見つめ直し、生活習慣の改善や適切な受診ができるよう支

援するため、一般希望者を対象に総合健康相談（食事・運動・休養・医療機

関の情報提供等の相談）を実施した。 

また、必要に応じて身体測定、体脂肪測定、尿検査、血圧測定、超音波骨

密度測定及び保健師・栄養士による相談・指導を適宜いきいきプラザで実施

するほか、町内会等の依頼により出張相談を行ったものである。 

（根拠法令）健康増進法第 17条第 1 項 

 

(ｲ) 総合健康相談実施状況             （単位：回、延べ人） 

区分 
平成 30 年度 平成 29 年度 

開催回数 被指導人員 開催回数 被指導人員 

総合健康相談 

（来所・電話等 随時相談） 
35 684 9 9 
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イ 重点健康相談 

(ｱ) 生活習慣病の予防、適切な受診・治療の継続を図るため、自己の生活習慣

を見つめ直し、改善できるよう支援した。各種健診等で所見が見られた者を

対象に、保健師・栄養士による相談・指導を実施したものである。 

（根拠法令）健康増進法第 17条第 1 項 

 

(ｲ) 対象者 

・特定健康診査、各種検診等で所見が見られた者 

・骨粗しょう症等の疾病予防の相談を希望する者 

・精神疾患者 等 

 

(ｳ) 重点健康相談実施状況             （単位：回、延べ人） 

相談内容 
平成 30 年度 平成 29 年度 

開催回数 被指導人員 開催回数 被指導人員 

1. 高血圧 21 21 11 95 

2. 脂質異常症 18 18 5 5 

3. 糖尿病 13 13 13 13 

4. 歯周疾患 0 0 0 0 

5. 骨粗しょう症 1 1 18 644 

6. 女性の健康 0 0 0 0 

7. 病態別 114 114 133 133 

8. 精神（思春期相談含む） 4 4 1 1 

計 171 171 181 891 

※ 開催回数は相談を受けた日数を計上している。 

 

 

(4) 健康教育 

ア 一般健康教育 

(ｱ) 地区・団体の要望に応じた健康に関する情報を提供することにより、疾病

や正しい生活習慣について学習し、生活習慣の改善を促したものである。 

（根拠法令）健康増進法第 17条第 1 項 

 

(ｲ) 一般健康教育実施状況             （単位：回、延べ人） 

区 分 
平成 30 年度 平成 29 年度 

開催回数 被指導人員 開催回数 被指導人員 

地区・団体の健康教育 7 141 9 203 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

イ 重点健康教育 

(ｱ) 特定健診受診結果より、早期に生活習慣病予防対策が必要な方を対象に、

生活習慣病を正しく理解し生活習慣について学習することで生活習慣の改善

に役立て、生活習慣病の重症化を防ぐことを目的として行うもの 

（根拠法令）健康増進法第 17条第 1 項 

 

(ｲ) 対象者 

平成 30 年度特定健診の結果のうち、ＨｂＡ1Ｃ6.5 以上・Ⅱ度高血圧以上 

ＬＤＬコレステロール 180mg/dl 以上の人（特定保健指導の対象者を除く） 

 

(ｳ) 重点健康教育実施状況        （単位：回、延べ人） 

区 分 
平成 30 年度 

対象者 参加者 実施率 

健康アップセミナー 331 21 6.3 

 

ウ 重症化予防 

(ｱ) 慢性腎臓病（ＣＫＤ）の重症化による人工透析を回避するため、特定健康

診査の結果等から慢性腎臓病予備群を抽出し、早期の段階で適切な保健指導

のもと、生活習慣の改善に自ら取り組むよう促したものである。 

（根拠法令）健康増進法第 17条第 1 項 

 

(ｲ) 対象者 

・平成 29 年度特定健康診査の結果のうち、クレアチニン値をもとに算出し

たｅ－ＧＦＲが 60未満の人 

 

(ｳ) 重症化予防実施状況                （単位：人、％） 

区 分 対 象 者 参 加 者 実 施 率 

ＣＫＤ予防教室（基本編） 524 78 14.9 

ＣＫＤ予防教室（栄養編） 524 71 13.5 

 

エ 地域減塩教室 

(ｱ) 減塩の必要性と動脈硬化性疾患の予防について学び、24 時間蓄尿を実施

し、効果判定を行い食塩摂取量の減量を図る。 

（根拠法令）健康増進法第 17条第 1 項 

 

(ｲ) 対象者 

・伊豆山巽剛一會 

・初島婦人部 
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(ｳ) 重症化予防実施状況                  （単位：人） 

 区 分  参加者実人員 参加者延人員 

伊豆山巽剛一會 

説明会 2 回 

健康相談 1回 

24 時間蓄尿 1回 

2 日間 9 15 

初島婦人部 

説明会 1 回 

健康相談 1回 

24 時間蓄尿 1回 

1 日間 20 20 

 

 

４目 環境衛生 決算額     12,377,150円 （前年度13,024,623円） 

費     協働環境課 

１ 廃棄物減量化の推進経費 173,220 円 （前年度 218,720 円） 

(1) 生ごみの減量を推進するため、生ごみ処理機器の購入者に対して補助金を交付

したものである。 

ア 家庭向け補助金交付状況         （単位：台、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

台 数 5(1) 5(0) 0(1) 

補助金 98,200 115,100 △16,900 

※ 台数のうち( )はコンポスト数 

 

協働環境課 

２ 公害防止対策及び調査経費 2,004,437 円 （前年度 2,185,931 円） 

(1) 河川・海域等水質測定業務 

水質汚濁防止法に基づき、市内の河川及び海域等の水質調査を実施したものであ

る。                            （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

河川・海域等水質測定業務委託 1,197,720 ㈱東洋検査センター 

 

（調査実施箇所） 

区 分 調査実施箇所 

河川水質調査 

河 川 
千歳川、鳴沢川、逢初川、藤沢川、糸川、初川、 

和田川、大川、宮川、仲川、鍛冶川、水神川 

排水口等 戸又港側溝、網代栄町排水口、町場排水口 

海域水質調査 

伊豆山地区 大黒崎沖、鳴沢川沖 

熱海地区 初川河口沖、東海岸町沖 

南熱海地区 大川河口沖、水神川河口沖 

海水浴場 長浜海水浴場沖、中野海岸沖 

地下水水質調査 井戸水 7 箇所、湧水 5 箇所 
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(2) 自動車騒音・振動・交通量調査 

熱海市内の自動車騒音状況を把握するための調査を実施したものである。 

（単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

自動車騒音常時監視に係る

騒音調査及び面的評価業務

委託 

615,600 

委 託 先：㈱日本テクノ 

対象区間：一般国道 135 号 

県道熱海停車場線 

 

 

協働環境課 

３ 環境にやさしい街推進事業経費 1,951,044 円 （前年度 2,050,828 円） 

(1) 路上等の喫煙防止推進活動 

喫煙禁止区域等において、喫煙防止の普及、啓発及び清掃等を行い、分煙を推進 

したものである。 

                      （単位：円） 

事業名 事業費 備 考 

夏季海水浴場喫煙防止啓発

巡回業務委託 
176,720 

委 託 先：㈳熱海市シルバー人材 

センター 

実施箇所：熱海サンビーチ 

長浜海水浴場 

 

(2) 地球温暖化防止啓発活動 

総合学習の授業と連携をはかりながら、家庭で子どもたちがリーダーとなって

地球温暖化防止に取り組むプログラムを実施したものである。 

（単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

アース・キッズ事業事務 

委託 
398,639 

実施主体：ＮＰＯ法人アースライフ 

ネットワーク 

対  象：市内小学校 4校 計 139 人 

 

(3) 路上等喫煙防止推進協議会補助金 50,000 円 

 

(4) 住宅用太陽光発電システム設置費補助金 1,106,000 円 

住宅に太陽光発電システムを設置する市民に対して、1Kwh につき 3 万円（最大

4Kwh までを限度）の補助を行ったものである。 

（単位：件、kwh、円） 

区 分 件 数 発電量 金 額 

平成 30 年度 10 43.92 1,106,000 

平成 29 年度 11 50.79 1,199,000 

平成 28 年度 14 68.02 1,613,000 

平成 27 年度 17 86.25 1,990,000 

平成 26 年度 19 86.46 2,102,000 
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協働環境課 

４ ねずみ族昆虫等の駆除経費 2,689,423円 （前年度2,561,373円） 

(1) 害虫駆除等を行うための経費として執行したものである。 

ア 害虫駆除等に係る薬品代等の消耗品費 1,797,860円 

 

イ 害虫駆除等に係る備品購入費               （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

害虫駆除機 594,000 ㈱イヤマ 

 

 

協働環境課 

５ 公衆トイレの維持管理経費 2,474,700円 （前年度2,570,742円） 

(1) 公衆トイレの維持管理を行うための経費として執行したものである。 

ア 公衆トイレの維持管理に係る修繕料            （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

初島ログトイレ緊急修繕 797,796 青木建設㈱ 

その他修繕料 301,212  

計 1,099,008  

 

イ 公衆トイレの維持管理に係る委託料            （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

初島公衆便所清掃業務委託 626,400 ㈱マルダイ 

 

 

協働環境課 

６ きれいなまちづくりの推進経費 3,084,326円 （前年度3,437,029円） 

(1) 資源ごみ集団回収事業奨励金 

自主的に古紙等の資源回収を行う地域市民団体等に対して、1キログラム当たり

4円の奨励金を交付し、資源化の推進に努めた。なお、ごみの減量化に向けて更

なる啓発に努めていく。 

 

ア 実施団体数及び奨励金交付額          （単位：団体、円、％） 

区 分 平成30年度 平成29年度 前年度比 

登録団体数 48 48 100.0 

延べ実施団体数 181 191 94.8 

奨励金交付額 2,081,850 2,226,360 93.5 
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イ 回収実績                  （単位：キログラム、％） 

区  分 平成30年度 平成29年度 前年度比 

古 紙 487,493 523,046 93.2 

古 布 627 565 111.0 

金 属 類 32,340 32,921 98.2 

ビ ン 類 310 346 89.6 

そ の 他 6 0 ‐ 

計 520,776 556,878 93.5 

 

(2) ごみ置場設置費補助金 

ごみ置場の設置又は修繕に要する費用を負担する町内会等に対し、生活環境の

清潔及び地域の環境衛生美化の向上を積極的に推進するため5万円を限度とし、

補助金を交付したものである。            （単位：件、円、％） 

区  分 平成30年度 平成29年度 前年度比 

延べ町内会申請件数 4 14 28.6 

助成金交付額 134,000 429,000 31.2 

 

(3) 不法投棄防止事業に係る業務 

ア 不法投棄の防止のため、市内全域（ごみステーションも含む）を対象に、

パトロールを実施し、不法投棄の撲滅に努めた。       （単位：円） 

事業名 事業費 備 考 

不法投棄タイヤ運搬処理業務委託 70,632 ㈲和田 

不法投棄特定家庭用機器収集運搬業務委託 91,665 ㈱マルダイ 

不法投棄処理困難物処理業務委託 139,860 ㈱スズケイ 

計 302,157  

 

イ 不法投棄確認数                     （単位：件） 

年 度 計 

処理内容内訳 

土地所有者 

対応 
調査中 消失 回収処理 

平成 30 年度 40 0 0 0 40 

平成 29 年度 52  3 0 0 49 

 

ウ 不法投棄された家電四品目の処理台数           （単位：件） 

年 度 計 
内   訳 

テレビ 冷蔵庫 洗濯機 エアコン 

平成 30 年度 21 14 5 2 0 

平成 29 年度 19 13 3 2 1 
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５目 救急医療  決算額     84,771,900 円 （前年度 82,066,400 円）  

費     健康づくり課 

１ 救急医療対策経費 84,771,900円 （前年度82,066,400円） 

(1) 初期救急・二次救急医療 

ア 市内で発生した交通事故及び急患等に対しての救急医療業務（初期救急・二

次救急）を市内 3 医療機関の輪番当番制により実施するため、㈳熱海市医師会

に対する業務委託料（50,552,500 円）を執行したものである。 

 

イ 初期救急・二次救急患者診療報告             （単位：人） 

区 分 救急車 その他 合 計 

外来にて帰宅 

内 科 632 1,743 2,375 

外 科 365 908 1,273 

その他 317 663 980 

小計 1,314 3,314 4,628 

入院 

内 科 605 142 747 

外 科 256 46 302 

その他 219 63 282 

小計 1,080 251 1,331 

その他（第三次救急等） 31 21 52 

合計 2,425 3,586 6,011 

 

ウ 初期救急・二次救急患者 居住地・搬送時間帯       （単位：人） 

区 分 救急車 その他 合 計 

市内居住者 

昼 間 833 905 1,738 

深 夜 209 281 490 

時間外 552 1,007 1,559 

小計 1,594 2,193 3,787 

その他 

昼 間 451 547 998 

深 夜 94 226 320 

時間外 286 620 906 

小計 831 1,393 2,224 

合計 2,425 3,586 6,011 

※ 昼 間 ： 8：30～17：00  深夜 ： 22：00～6：00 

 時間外 ： 17：00～22：00、6：00～8：30 

 

市内居住者 その他 計 

3,787 人（63.0％） 2,224 人（37.0％） 6,011 人 
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エ 初期救急・二次救急患者 医療機関別         （単位：日、人） 

医療機関 当番日数 
患者の居住地 

熱海市内 その他 計 

熱海所記念病院 173 1,601 942 2,543 

国際医療福祉大学熱海病院 180 2,127 1,224 3,351 

南あたみ第一病院 12 59 58 117 

 

オ 初期救急・二次救急医療に係る委託料           （単位：円） 

区 分 事 業 費 備 考 

救急医療業務委託 45,625,000 ㈳熱海市医師会 

初期救急医療業務委託 4,927,500 ㈳熱海市医師会 

 

(2) 小児救急医療 

ア 市内医療機関診療時間外に発生した小児の外来診療を要する急病患者及び消 

防署救急隊またはこれに準ずる方法により搬送された入院治療を要する重症患

者に対して 24時間体制の救急医療を実施するため、㈳熱海市医師会に対する

業務委託料（33,945,000 円）を執行したものである。 

（実施医療機関）国際医療福祉大学熱海病院 

 

イ 小児救急診療報告                    （単位：人） 

 

外来にて帰宅 入 院 高次医療機関へ搬送 

乳児 

0歳 

幼児 

1～5歳 

学童 

6～15歳 

乳児 

0歳 

幼児 

1～5歳 

学童 

6～15歳 

乳児 

0歳 

幼児 

1～5歳 

学童 

6～15歳 

救急車 6 31 24 1 2 4 1 0 0 

その他 121 518 536 1 3 3 1 0 0 

計 127 549 560 2 5 7 2 0 0 

 

 

計 

乳児 

0歳 

幼児 

1～5歳 

学童 

6～15歳 

救急車 8 33 28 

その他 123 521 539 

計 131 554 567 

 

ウ 小児救急患者 居住地・搬送時間帯            （単位：人） 

区 分 昼 間 深 夜 時間外 計 

熱海市内 252 88 308 648 

湯河原町 73 35 72 180 

真鶴町 10 9 9 28 

伊東市 37 9 28 74 

函南町 2 0 1 3 

その他 112 75 132 319 

計 486 216 550 1,252 
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市内居住者 そ の 他 計 

648 人（51.8％） 604 人（48.2％） 1,252 人 

 

エ 小児救急医療に係る委託料                （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

小児救急医療業務委託 33,945,000 ㈳熱海市医師会 

 

(3) 歯科救急医療 

ア 年末年始（12月 29 日～1月 3日）に発生した外来診療を要する歯科急病患

者に対して歯科医療業務を行うため、熱海市歯科医師会に対する業務委託料

（194,400 円）を執行したものである。 

イ 歯科救急患者診療報告                  （単位：人） 

区分 12/29 12/30 12/31 1/1 1/2 1/3 計 

市 内 7 0 3 1 2 0 13 

南熱海 0 0 0 0 1 0 1 

市 外 0 2 3 3 0 0 8 

計 7 2 6 4 3 0 22 

 

ウ 歯科救急医療に係る委託料                （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

歯科救急医療業務委託 194,400 熱海市歯科医師会 

 

 

６目 初島診療  決算額     7,116,239 円 （前年度 6,338,165 円） 

所費    健康づくり課 

１ 初島診療所の管理運営経費 7,116,239円 （前年度6,338,165円） 

初島診療所における補充用医薬品の購入代として医薬材料費（344,174円）及び診療

医師に対する業務委託料（3,942,500円）等を執行したものである。 

 

(1) 初島診療所診療業務 

ア 離島における医療の確保を図るため初島診療所を設置し、島民に対する診療

業務、健康診断及び健康相談、療養の指導及び相談を行うとともに、観光客等

外来の患者の診療業務を実施するため、年間を通じて㈳熱海市医師会より医師

を派遣し医療業務を行ったものである。 

 

イ 初島診療所の概要 

・診療科目   内科、小児科、外科 

・従 事 者   医師1人（㈳熱海市医師会派遣）、准看護師1人（パート職員） 

・診 療 日   水曜日・土曜日（祝祭日・年末年始除く）午後 
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ウ 初島診療所利用状況                 （単位：日、人） 

区 分 診療日数 受診者数 
内 訳 

住 民 観光客等 

利用実績 95 256 238 18 

月平均 7.9 21.3 19.8 1.5 

 

エ 緊急時の対応 

救急患者発生時の対応として、初島漁協より緊急船を借上げ、二次救急医療機

関へ搬送しているが、平成30年度の実績は0件である。さらに二次・三次救急

への緊急輸送を必要とする患者が発生した場合、消防署と連携のもと東部ドク

ターヘリでの輸送を実施しているものである（平成30年度の実績は4件）。 

 

オ 初島診療所管理運営に係る委託料             （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

初島診療所診療業務委託 3,942,500 ㈳熱海市医師会 

初島診療所医療廃棄物処理業務委託 6,696 
日本産業廃棄物処理㈱ 

角松商事㈲ 

 

 

７目 火葬場費  決算額     86,194,040 円 （前年度 152,829,530 円） 

市民生活課 

１ 火葬場施設の管理運営経費 86,194,040 円 （前年度 152,829,530 円） 

 

(1) 火葬場利用状況                    （単位：件、円） 

年

度 
区 分 

市 民 函南町 市 外 計 

件数 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

平

成

30 

年 

度 

死 体 590 1 20,000 67 2,680,000 658 2,700,000 

死 胎 3 0 0 0 0 3 0 

身体一部 8 0 0 1 20,000 9 20,000 

計 601 1 20,000 68 2,700,000 670 2,720,000 

平

成

29 

年 

度 

死 体 651 1 15,000 60 2,400,000 712 2,415,000 

死 胎 5 0 0 1 20,000 6 20,000 

身体一部 8 0 0 3 60,000 11 60,000 

計 664 1 15,000 64 2,480,000 729 2,495,000 

 

(2) 火葬炉修繕料 1,488,132 円 

火葬場炉を常に良好に保つために必要な修繕を行った。 
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(3) 委託料 

火葬場施設を運営するために必要な業務の委託をした。     （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

火葬場修景施設維持管理業務委託 918,000 藤原造園㈱ 

待合棟エレベーター保守管理業務委

託 
362,880 

ジャパンエレベーターサ

ービス神奈川㈱ 

自家用電気工作物保安管理業務委託 104,220 ㈱静岡ケイテクノ 

火葬業務委託 10,335,600 ㈱元創 

火葬炉保守点検業務委託 191,160 ㈱コモンテックス 

空調設備保守点検業務委託 289,440 山田冷機工業㈱ 

消防設備保守点検業務委託 25,380 ㈲明静電設 

火災監視警備業務委託 515,808 セコム㈱ 

浄化槽維持管理業務委託 72,360 熱海ライフクリーン㈱ 

受水槽清掃業務委託 54,000 熱海ライフクリーン㈱ 

計 12,868,848  

 

(4) 工事請負費 63,882,000 円 

老朽化により業務に支障をきたす恐れがあるため、昨年度に引き続き安定した

運営を図るため周辺整備工事等を行った。 

           （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

火葬場周辺整備工事 42,822,000 大舘建設㈱ 

火葬 3号炉全面交換工事 21,060,000 タカラビルメン㈱ 

計 63,882,000  

 

８目 霊柩自動 決算額     6,176,153 円 （前年度 5,437,233 円） 

車費    市民生活課 

１ 霊柩自動車の運行経費 6,176,153 円 （前年度 5,437,233 円） 

(1) 霊柩自動車利用件数                    （単位：件） 

年 度 合 計 市 民 市民以外 

平成 30 年度 405 374 31 

平成 29 年度 436 410 26 

 

(2) 委託料                          （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

霊柩自動車運行管理業務委託 5,680,800 ㈱ニコー 

 

２項 清掃費 決算額   1,666,696,789 円 （前年度 1,732,007,734 円） 

１目 清掃総務 決算額     88,319,893 円 （前年度  87,511,285 円） 

費     秘書広報課 

１ 職員給与費 81,982,959円 （前年度81,303,042） 
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協働環境課 

２ 環境センターの管理運営経費 6,336,934円 （前年度6,208,243円） 

(1) 環境センターの維持管理を行うための経費として執行したものである。 

ア 環境センターの施設に係る建物共済保険料 1,121,698円 

 

イ 環境センター臨時職員（1人）に係る経費  2,285,779円 

 

ウ 環境センターの管理運営等に係る委託料          （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

エコ・プラント姫の沢施設警備 

業務委託 
181,440 セコム㈱ 

 

 

２目 廃棄物収 決算額    243,205,541 円 （前年度 231,921,779 円） 

集費    秘書広報課 

１ 職員給与費 76,090,277円 （前年度78,268,196円） 

 

協働環境課 

２ 収集経費 157,586,474円 （前年度148,277,555円） 

(1) 廃棄物の収集を行うための経費として執行したものである。 

 

ア 廃棄物の収集に係る委託料                （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

ビン収集業務委託Ａ 7,473,600 ㈲和田 

ビン収集業務委託Ｂ 19,580,400 ㈱アタミクリーンアップ 

ビン収集業務委託Ｃ 1,933,200 
ＮＰＯ法人 

熱海ふれあい作業所 

熱海地区古紙等収集運搬業務委託 17,712,000 ㈱アタミクリーンアップ 

南熱海地区古紙等収集運搬業務委託 3,855,600 ㈱マルダイ 

市内夏季特別廃棄物収集運搬業務委託 116,640 ㈱マルダイ 

市内れき死猫等回収業務委託 47,520 ㈱アタミクリーンアップ 

南熱海地区収集業務委託 28,706,400 ㈲伊豆総業 

西部地区収集業務委託 17,712,000 ㈱アタミクリーンアップ 

市内中心部(東)収集業務委託 18,316,800 ㈱アタミクリーンアップ 

市内中心部(西)収集業務委託 15,854,400 ㈲セイソウサービス 

泉・伊豆山地区収集業務委託 25,542,000 ㈲セイソウサービス 

計 156,850,560  
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

イ 収集作業日数 

種 類 収集作業日数 

燃えるごみ 週3日（各地区 週3回収集 月・水・金収集） 

燃えないごみ（金属類） 週1日（各地区 週1回収集） 

燃えないごみ（ビン類） 週1日（各地区 週1回収集） 

ペットボトル 月2日（各地区 月2回収集） 

発泡トレー 月2日（各地区 月2回収集） 

古紙・古布・ダンボール等 月2日（各地区 月2回収集） 

 

 

協働環境課 

３ 収集自動車の維持管理経費 9,528,790円 （前年度5,376,028円） 

(1) 廃棄物の収集車の維持管理を行うための経費として執行したものである。 

ア 収集自動車の維持管理に係る燃料費 1,996,076円 

 

イ 収集自動車の維持管理に係る車検整備等修繕料 3,073,462円 

（単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

収集車両緊急修繕（19号車） 1,551,042 ㈱ニコー 

その他修繕料 1,522,420  

計 3,073,462  

 

ウ 収集自動車の維持管理に係る備品購入費          （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

収集運搬車両バックカメラシステム（7台） 1,057,667 ㈱ニコー 

初島収集車両（パワーゲート付トラック） 1,867,850 ㈱ニコー 

計 2,925,517  

 

３目 廃棄物処 決算額   1,155,008,955 円 （前年度 1,255,261,843 円） 

理費    協働環境課 

１ ごみ処理有料化に要する経費 43,534,396円 （前年度42,542,899円） 

(1) 粗大ごみ処理有料化に要する経費 510,785 円 

ア 粗大ごみ処理券印刷代 334,925 円 

 

イ 粗大ごみ処理券取扱店手数料 175,860 円 

 

(2) 可燃ごみ有料化に要する経費 43,023,611 円 

ア 指定ごみ袋取扱店手数料 13,195,860 円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

イ 指定ごみ袋製造及び配送業務委託料            （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

指定ごみ袋製造及び配送業務委託(その1) 11,773,161 いすゞタオル㈱ 

指定ごみ袋製造及び配送業務委託(その2) 17,998,590 サーモ包装㈱ 

計 29,771,751  

 

(3) ごみ処理有料化に要するその他経費 56,000円 

 

 

協働環境課 

２ 廃棄物処理経費 319,707,125円 （前年度306,325,110円） 

(1) エコ・プラント姫の沢の焼却施設に係る維持管理を行うための経費として執行

したものである。 

ア エコ・プラント姫の沢に係る消耗品費のうち薬品代 15,059,392円 

 

イ エコ・プラント姫の沢に係る燃料費 5,165,310円 

 

ウ エコ・プラント姫の沢に係る電気使用料 81,221,465円 

 

エ エコ・プラント姫の沢に係る修繕料 2,652,156円 

 

オ エコ・プラント姫の沢に係る委託料            （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

エコ・プラント姫の沢運転管理 

業務委託 
191,030,400 テスコ㈱ 

大黒崎旧清掃工場跡地草刈業務 

委託 
419,526 

㈳熱海市シルバー人材 

センター 

エコ・プラント姫の沢空気予熱器 

清掃点検業務委託 
4,536,000 

ＪＦＥエンジニアリング㈱ 

名古屋支店 

エコ・プラント姫の沢汚水受水槽

等汚泥除去業務委託 
1,134,000 クリーンサービス㈱ 

エコ・プラント姫の沢支障木伐採

業務委託 
756,000 ㈱出野造園 

エコ・プラント姫の沢外壁劣化状

況等調査業務委託 
3,801,600 ㈲若林建築設計事務所 

平成31年度エコ・プラント姫の沢 

保全工事発注等支援業務委託 
1,620,000 

中日本建設コンサルタント㈱

三島事務所 

計 203,297,526  
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

カ エコ・プラント姫の沢に係る工事請負費          （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

エコ・プラント姫の沢給水配管布

設替工事 
3,398,760 ㈱山田工業所 

エコ・プラント姫の沢水道管漏水

箇所布設替修繕工事 
1,339,200 ㈱山田工業所 

エコ・プラント姫の沢外壁補修工

事 
1,866,240 ㈱モリボー 

小石ヶ沢中継タンク切替工事 2,376,000 ㈲西海造園土木 

計 8,980,200  

 

キ 下水道汚泥焼却処分量及び手数料【参考（収入）】 

（単位：キログラム、円、％） 

区 分 平成30年度 平成 29 年度 前年度比 

処分量 2,309,930 2,324,700 99.4 

処分手数料 41,116,754 41,379,660 99.4 

 

 

協働環境課 

３ 最終処分場経費 16,270,196円 （前年度14,525,047円） 

(1) 姫の沢最終処分場の維持管理を行う経費として執行したものである。 

 

ア 姫の沢最終処分場に係る委託料              （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

姫の沢最終処分場油圧ショベル 

運転管理業務委託 
1,944,000 小原工業㈱ 

姫の沢最終処分場浸出液処理施設 

維持管理業務委託 
6,285,600 水ingAM㈱横浜営業所 

姫の沢最終処分場水質分析業務 

委託 
448,200 ㈱環境計量センター 

姫の沢最終処分場草刈業務委託 255,153 
㈳熱海市シルバー人材 

センター 

汚泥貯留槽等汚泥引抜業務委託 280,800 クリーンサービス㈱ 

計 9,213,753  

 

イ 姫の沢最終処分場に係る工事請負費            （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

姫の沢最終処分場ガス抜き管修繕工事 4,104,000 小原工業㈱ 

姫の沢最終処分場浸出液処理施設漏水

修繕工事 
1,242,000 大舘建設㈱ 

計 5,346,000  
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

協働環境課 

４ リサイクル経費 31,586,141円 （前年度29,636,584円） 

(1) 粗大ごみ、金属類等の処理に伴う経費として執行したものである。 

ア リサイクルに係る委託料                 （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

廃乾電池運搬処理処分業務委託 1,144,432 ＪＦＥ条鋼㈱水島製造所 

リサイクル品等運搬・保管及び分類 

作業業務委託 
8,748,000 

ＮＰＯ法人 

熱海ふれあい作業所 

各カレット運搬処理処分業務委託 2,194,416 三栄ガラス㈱ 

金属粗大ごみ運搬処理処分業務委託 3,811,783 ㈱マルダイ 

鉄くず運搬処理処分業務委託 538,282 ㈱マルダイ 

発泡トレー等運搬処理処分業務委託 143,208 都市環境サービス㈱ 

セトモノ類等運搬処理処分業務委託 8,680,014 トーエイ㈱ 

廃蛍光灯運搬処理処分業務委託 1,729,728 ㈱リフレックス 

スプレー缶運搬処理処分業務委託 1,279,840 

㈱スズケイ 

㈲和田 

中澤商店 

㈱マルダイ 

ペットボトル運搬処理処分業務委託 231,660 都市環境サービス㈱ 

小型廃家電運搬処理処分業務委託 1,913,064 ㈱エコネコル 

水銀性製品運搬処理処分業務委託 51,300 ㈱リフレックス 

計 30,465,727  

 

 

協働環境課 

５ 初島の廃棄物処理経費 24,405,463円 （前年度24,457,667円） 

(1) 初島清掃工場の維持管理を行う経費として執行したものである。 

ア 初島の廃棄物処理に係る電気使用料 1,318,048円 

 

イ 初島の廃棄物処理に係る委託料              （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

初島清掃工場焼却炉運転管理業務委託 7,344,000 ㈱マルダイ 

初島生ごみ堆肥化処理業務委託 3,196,243 リゾートトラスト㈱ 

初島清掃工場浄化槽清掃維持管理業務 

委託 
73,580 熱海ライフクリーン㈱ 

初島清掃工場焼却炉保守点検等業務 

委託 
3,538,080 

インシナー工業㈱ 

静岡支店 

初島廃棄物等運搬処理業務委託 913,680 ㈲和田 

計 15,065,583  
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

ウ 初島の廃棄物処理に係る賃借料              （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

初島廃棄物海上運搬船借上 4,506,840 青木建設㈱ 

初島廃棄物等保管用コンテナ等賃借料 1,233,792 ㈲和田 

計 5,740,632  

 

 

協働環境課 

６ 廃棄物処理施設経費 636,120,000円 （前年度744,492,600円） 

(1) ごみ焼却施設（廃棄物焼却施設）の補修（保全）工事（第4期分）等として執

行したものである。 

ア ごみ焼却施設に係る工事請負費              （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

エコ・プラント姫の沢ごみ焼却施設保

全工事（第４期） 
636,120,000 

ＪＦＥエンジニアリング 

㈱名古屋支店 

 

 

協働環境課 

７ リサイクル施設経費 1,576,800円 （前年度10,800,000円） 

(1) リサイクル施設（廃棄物再生利用施設）に係る経費として執行したものである。 

ア リサイクル施設に係る修繕料               （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

リサイクルプラザ空気配管緊急修繕 982,800 
ＪＦＥエンジニアリング

㈱名古屋支店 

リサイクルプラザPETボトル選別コン

ベア制御盤緊急修繕 
594,000 

ＪＦＥエンジニアリング

㈱名古屋支店 

計 1,576,800  

 

 

協働環境課 

８ 焼却灰リサイクル経費 81,808,834円 （前年度82,481,936円） 

(1) エコ・プラント姫の沢より排出される焼却灰のリサイクル化を図ることにより、

最終処分場の延命化と、環境保全を推進するための経費として執行したものであ

る。なお、平成21年度までは半量、平成22年度から全量リサイクル化としている。

また、平成27年度から危機管理対応強化を図るべく、委託先の事業者数を2事業

者から3事業者に拡大した。 

-196-



 

 

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

ア 焼却灰リサイクルに係る委託料              （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

焼却灰リサイクル化運搬処理 

業務委託Ａ 
68,602,337 三重中央開発㈱ 

焼却灰リサイクル化運搬処理 

業務委託Ｂ 
6,573,798 ツネイシカムテックス㈱ 

焼却灰リサイクル化運搬処理 

業務委託Ｃ 
4,701,699 中部リサイクル㈱ 

計 79,877,834  

 

イ 焼却灰リサイクルに係る負担金              （単位：円） 

区 分 事 業 費 備 考 

伊賀市環境保全負担金 1,931,000 三重県伊賀市 

 

ウ 焼却灰のリサイクル量         （単位：トン、％） 

区 分 平成30年度 平成29年度 前年度比 

リサイクル量 2,198.86 2,094.50 105.0 

 

エ 他市町村可燃ごみ焼却処分費用【参考：（収入）】（単位：トン、円） 

受入先 受入量 金額 

東河環境センター 460.35 12,988,902 

※東河環境センター（東伊豆町・河津町一部事務組合）ごみ焼却施設の基幹的設

備改良工事に伴い、同組合の可燃ごみ等の一部を受け入れた（平成30年11月～

12月）。 

 

４目 し尿処理 決算額     88,534,400 円 （前年度 65,033,266 円） 

費     協働環境課 

１ し尿処理経費 64,685,790円 （前年度64,942,326円） 

(1) 生し尿及び浄化槽汚泥の処理に伴う維持管理経費として執行したものである。

なお、大黒崎し尿管理センターは昭和57年4月の供用開始から37年が経過しており、

施設及び機械の経年劣化等が著しく進行している状況にある。 

ア し尿等処理に係る薬品代等の消耗品費 1,961,743円 

 

イ し尿等処理に係る電気使用料 15,634,808円 

 

ウ し尿等処理に係る水道料金（協定料金） 4,212,294円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

エ し尿等処理に係る修繕料                 （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

大黒崎し尿管理センターNo.2曝気ブロ

ワ緊急修繕 
1,674,000 荏原実業㈱静岡支社 

その他修繕料 1,115,640  

計 2,789,640  

 

オ し尿等処理に係る委託料                 （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

大黒崎し尿管理センター各種分析 

測定業務委託 
455,760 ㈱環境計量センター 

大黒崎し尿管理センター運転管理 

業務委託 
36,288,000 水ingAM㈱横浜営業所 

し尿貯留槽汚泥清掃業務委託 864,000 クリーンサービス㈱ 

自家用電気工作物保安管理業務委託 147,636 ㈱静岡ケイテクノ 

計 37,755,396  

 

カ し尿等処理に係る賃借料                 （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

バキューム車運搬船借上 2,167,560 青木建設㈱ 

 

(2) 処理件数                       （単位：件、％） 

区 分 平成30年度 平成29年度 前年度比 

処理件数 

生し尿 1,139 1,239 91.9 

浄化槽 3,064 3,051 100.4 

計 4,203 4,290 98.0 

 

(3) 処理量                   （単位：キロリットル、％） 

区 分 平成30年度 平成29年度 前年度比 

処理量 

生し尿 268 297 90.2 

浄化槽 8,099 8,391 96.5 

計 8,367 8,688 96.3 

 

-198-



 

 

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

協働環境課 

２ １市２町し尿等共同処理施設建設事業経費 23,848,610円（前年度 90,940円） 

(1) 湯河原町・真鶴町と共同により、し尿等の処理施設建設の事業に係る経費とし

て執行したものである。 

令和2年度からの共同処理による供用開始を目指した協議、検証を１市２町間

にて鋭意進めているところである。協議、検証の結果、平成31年3月に『熱海市、

湯河原町及び真鶴町し尿等共同処理設備整備に関する覚書』を締結するに至るな

ど、今後のより円滑な共同処理運営を期した取り組みに注力しているところであ

る。 

ア １市２町し尿等共同処理施設建設事業に係る委託料     （単位：円） 

事 業 名 事 業 費 備 考 

熱海市エコ・プラント姫の沢し尿等 

中継設備整備基本設計等業務委託 
4,752,000 ㈶日本環境衛生センター 

熱海市浄水管理センターし尿等受入投

入設備整備基本・詳細設計業務委託 
18,360,000 ㈱NJS静岡事務所 

臭気測定業務委託 322,920 東邦化工建設㈱ 

し尿等運搬車両走行試験業務委託 290,520 ㈶静岡市環境公社 

し尿等運搬車両走行試験業務委託 

（その２） 
31,180 

広域一般廃棄物事業共同

組合 

計 23,756,620  

 

 

５目 環境衛生 決算額     62,150,000 円 (前年度 63,281,561 円)  

施設等整  企画財政課 

備基金費  １ 環境衛生施設等整備基金積立金 62,150,000 円 (前年度 63,281,561 円) 

(1) 環境衛生施設の整備及び管理・運営に必要な財源を確保し、もって将来にわた

る市財政の健全な運営に資することを目的としたものであり、次表のとおり積立

てを行った。 

（基金の状況）                          （単位：円） 

平成 29 年度 

末現在高 

平成 30 年度中増減 平成 30 年度 

末現在高 新規積立金 利子積立金 取崩し 計 

877,309,278 62,000,000 150,000 76,509,000 △14,359,000 862,950,278 

※ 積立ては、出納整理期間中に行ったものを含み、3 月末の現在高とは異なる。 

 

（基金会計年度に基づく基金の状況）                （単位：円） 

平成 29 年 

3 月末現在高 

平成 30 年 4 月から平成 31 年 3月までの増減 平成 31 年 

3 月末現在高 新規積立金 利子積立金 取崩し 計 

814,309,278 63,000,000 150,000 76,509,000 △13,359,000 800,950,278 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

  ６目 初島漁業  決算額     29,478,000 円 （前年度 28,998,000 円） 

集落排水   協働環境課 

処理事業   １ 初島漁業集落排水処理事業特別会計への繰出金 

特別会計                      29,478,000 円（前年度 28,998,000 円） 

繰出金    (1) 初島漁業集落排水処理事業特別会計への繰出金として執行したものである。 

 

 

３項 簡易水道費 決算額     6,524,000 円 (前年度 4,576,000 円) 

１目 離島初島 決算額     6,524,000 円 (前年度 4,576,000 円) 

簡易水道  企画財政課 

事業特別  １ 離島初島簡易水道事業特別会計への繰出金  

会計繰出                     6,524,000 円 （前年度 4,576,000 円） 

金      (1) 離島初島簡易水道事業特別会計への繰出金として執行した。 

 

 

４項 水道費 決算額     47,047,941 円 (前年度 171,139,682 円) 

１目 水道事業  決算額     47,047,941 円 (前年度 171,139,682 円) 

会計繰出  企画財政課 

金     １ 水道事業会計への繰出金 47,047,941 円 (前年度 171,139,682 円) 

(1) 負担金、補助及び交付金 25,047,941 円 

児童手当等の経費に係る補助金 5,047,941 円 

緊急地震・津波対策等交付金（水道事業分県交付金）20,000,000 円 

 

(2) 投資及び出資金 22,000,000 円 

安全対策事業（基幹水道構造物の耐震化）に係る出資金 22,000,000 円 

-200-



 
 
 
 

    ５款 

 

   農林水産業費 

 

 
 １項 農業費 

 ２項 林業費 

 ３項 水産業費 

 

 

 
 
 
 
 
 





 
款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

５款 農林水産業費  決算額    122,085,227 円 （繰越明許費を含む。） （前年度 198,520,505 円） 

 １項 農業費 決算額     64,987,348 円 （前年度 74,056,708 円） 

  １目 農業委員  決算額     3,679,011 円 （前年度 4,549,239 円） 

    会費     観光経済課（農業委員会） 

  １ 農業委員会委員報酬 3,393,500 円 （前年度 3,310,900 円） 

(1) 農業委員（平成 29年 7月 20 日任命・任期 3年） 

(2) 農業委員は、審議機関としての役割だけでなく、地域農業の育成を図るために

新たに農地利用最適化推進委員と共に活動した。 

(3) 農業委員の構成及び会議の状況 

ア 委員の構成                                    (単位：人)  

区 分 農業委員 
農地利用最適化

推進委員 
計 

人 員 9 4 13 

 

イ 会議の状況                    （単位：回） 

区 分 
回  数 

計 
現地調査会 総 会 

平成 30 年度 12 12 24 

平成 29 年度 12 12 24 

 

観光経済課（農業委員会） 

２ 農業委員会運営経費 285,511 円 （前年度 1,238,339 円） 

(1) 農業委員会の活動内容 

活 動 内 容 備     考 

さつまいも・大根の栽培 

(陽光の園への寄付用) 

農業委員研修会 

伊豆山神社新穀感謝祭への参加 

(陽光の園へ売上金寄付） 

歳末協同朝市への参加 

南熱海地区農業祭へ参加 

 5 月～12 月（下多賀） 

 

8 月 31 日 （伊豆の国市） 

11 月 23 日（伊豆山神社） 

 

12 月 29 日 (渚小公園) 

2 月 3 日(あいら伊豆農協下

多賀支店) 

 

 

(2) 他市町農業委員会との活動 

活 動 内 容 備     考 

湯河原町農業委員会との意見交換 

北伊豆地区農業委員会協議会研修 

・都市と農をつなぐ「農」レジャーサー

ビス 

・伊豆半島ジオパークで見る自然環境と

産物との切っても切れない関係 

8 月 24 日（湯河原町） 

1 月 17 日 （伊東市） 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

(3) 農業者年金基金受託事業 

4 件の農業者年金の届出事務と、25件の農業者年金の現況届けを受付し、農業者

年金基金に送付した。                 （単位：人） 

区 分 

新 制 度 旧 制 度 

新加入者 
年金受給者 

経営移譲 老 齢 

平成 30 年度 0 8 20 

平成 29 年度 1 13 23 

※経営移譲と老齢受給者 3 人の重複あり。 

 

 

(4) 耕作放棄地の確認 

農地法に規定される農地の利用状況調査(耕作放棄地)を 4 月～8 月に行った。 

（単位：ha） 

耕作農地 復元可能放棄地 整備必要放棄地 
森林原野化 

放棄地 

219.5 76.4 0 89.6 

 

 

(5) 農地等の処理状況                （単位：件、㎡） 

区 分 
平成 30 年度 平成 29 年度 

件数 面積 件数 面積 

農地法第 3 条 5 1,461.00 6 20,102.00 

農地法第 4 条 0 - 0 - 

農地法第 5 条 2 484.00 9 5,013.82 

事業計画変更 0 - 0 - 

目 的 変 更 0 0 0 0 

転 用 確 認 3 - 10 - 

非 農 地 証 明 16 20,276.34 11 2,285.16 

地 目 照 会 1 5.97 0 - 

納税猶予証明 0 - 1 - 

そ の 他 証 明 1 - 0 - 

無 線 局 届 出 0 - 0 - 

 

 

(6) 国有農地等の管理状況               

国有農地 開拓財産 

筆数 面積 (㎡) 地区数 面積 (㎡) 

27 24,348 2 9,956 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
２目 農業総務  決算額      33,996,323 円 （前年度 36,840,540 円） 

費     秘書広報課 

           １ 職員給与費  33,996,323 円 （前年度 36,840,540 円） 

  

 

３目 農業振興  決算額      17,577,128 円 （前年度 17,966,005 円） 

費     観光経済課 

  １ 農業振興経費 2,477,229 円 （前年度 1,719,512 円） 

（単位：円） 

主な事業名 事業概要 事業費 備考 

農業共済組合事務

費負担金 

農業災害補償制度を運営する静

岡県東部農業共済への負担金 
526,000 負担金 

農業関係調査連絡

業務委託 

農道・営農・災害等各種状況調

査の報告 
146,200 

委託料  

部農会長連絡協議会 

環境保全型農業直

接支払交付金事業 

環境保全型農業に取り組む農業

者への補助金 
92,000 

10a あたり 8,000 円 

(115a) 

農業次世代人材投

資事業 

認定新規農業者への経営開始型

補助金 
1,500,000 

1 名 

県間接補助 

補助率 10/10 

 

   (1) 経営改善支援活動事業 

 ア 「農業経営改善計画」の認定、農業者から提出された 5 年後の経営改善目標

と達成に向けた取り組みの支援を行っている。 

 イ 認定農業者の認定状況      （単位：人） 

年度 平成 30 年度 平成 29 年度 

認定農業者 6 12 

 

(2) 市内産の農産物及び加工品の普及宣伝や生産者の意識向上を目的として、伊豆

山神社農作物品評会、柑橘生産者大会の支援を行った。 

 

 

  観光経済課 

  ２ 鳥獣保護等経費 15,099,899 円 （前年度 16,246,493 円） 

(1) 熱海猟友会に有害鳥獣の捕獲等業務委託を行うとともに、臨時職員を雇用し徹

底したイノシシの捕獲とニホンザルの追払い、追上げを実施し、市内における有

害鳥獣被害の縮減を図った。 

また、ニホンザルの調査捕獲・生態調査及び銃猟によるイノシシ・シカの捕獲・

追い上げを実施した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

（単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

(2) 電気柵、ワイヤーメッシュ等による自衛対策や、あいら伊豆農業協同組合 

が取り組む有害鳥獣捕獲対策事業に対し補助金を交付した。 

  また、熱海市・伊東市・あいら伊豆農協で組織するあいら伊豆広域有害鳥獣 

対策協議会へ緊急捕獲業務の補助金を支出した。  

          （単位：円） 

主な事業名 事業概要 交付額 備考 

有害鳥獣防止対策

補助金 

有害鳥獣による被害を防止しよう

とする者が実施する資材の購入に

要する経費に対して補助するも

の。（交付 7 件） 

255,564 
資材購入費の 1/2 

（限度額 50,000 円） 

有害鳥獣捕獲対策

事業補助金 

あいら伊豆農協が実施主体となり

イノシシ、シカ被害に対して農家

の依頼があった場合、熱海ワナの

会が駆除を行うもの。 

1,000,000 

対策事業費 

4,629,470 円 

捕獲頭数 

30 年度 216 頭 

29 年度 274 頭 

有害鳥獣緊急捕獲

事業費補助金 

熱海市・伊東市・あいら伊豆農協

とで組織する「あいら伊豆広域有

害鳥獣対策協議会」へ補助するも

の。 

3,306,103 

事業費 

3,786,941 円 

緊急捕獲経費 

(2,740,000) 

侵入防止策設置研修

費     (132,235) 

捕獲機材の拡充 

(914,706) 

 

 

 

主な事業名 事業概要 事業費 備考 

有害鳥獣に対する集

中対策事業 

臨時職員を継続雇用し、イノシシ

の箱罠による捕獲及びニホンザ

ルの追払い、追上げに係る業務を

実施 

590,528 

4,438,700 

共済費 

賃金 

有害鳥獣捕獲等業務

委託 

イノシシやニホンザル等による、

物的・人的被害防止のための捕獲

及び追払い業務 

2,999,700 
委託料  

熱海猟友会 

有害鳥獣管理捕獲業

務委託 

イノシシ等による、有害鳥獣被害

防止のための管理捕獲業務 
540,000 

委託料  

熱海猟友会 

平成 30 年度サル生

息状況調査業務委託 

熱海市内に生息する P１群に対す

る生息状況調査 
1,010,880 

委託料 

㈱野生動物保護管理

事務所 

二ホンザル発信機装

着業務委託 

熱海市内に生息する P１群に対す

る生息状況調査用の発信機の装

着 

76,680 

委託料 

㈱野生鳥獣保護管理

事務所 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
４目 農業土木  決算額     9,734,886 円 （前年度 14,700,924 円） 

費     観光経済課 

  １ 農業用施設の維持管理経費 1,869,134 円 （前年度 2,749,048 円） 

(1) 農地への通行の利便性と安全性を維持するため、農道の補修や改良を行った。 

（単位：円） 

主な事業名 事業概要 事業費 備考 

農道の草刈業務 

泉中沢、下多賀、

中野、和田木、小

山、上多賀、仲

道・七尾地区草刈 

350,000 

報償費  

中沢部農会・上多賀部農

会・下多賀部農会・小山部

農会・和田木部農会・中野

部農会・仲道・七尾部農会 

下多賀字新道 分筆書類作成

業務委託 
分筆書類作成 194,400 

業務委託費 

薫測量調査 

農道中張窪線道路修繕工事  
土留め設置工 1.0

式 
490,320 

工事請負費 

熱海観光建設(名) 

農道稲村 1号線道路修繕工事 
土留め設置工 1.0

式 
339,120 

工事請負費 

㈱小秀土建 

農道巳込線道路修繕工事 
道路改良工 1.0

式 
318,600 

工事請負費 

熱海観光建設(名) 

農道白石 2号線道路修繕工事 
道路修繕工 1.0

式 
146,880 

工事請負費 

㈱出野造園 

 

 

  観光経済課 

  ２ 市単独土地改良事業費 2,246,700 円 （前年度 3,244,570 円） 

(1) 農業生産基盤の整備により、農業生産の向上と農生産物の搬出、資材搬出等の

労力節減を図るため、農道の改良事業を行った。           

（単位：円） 

主な事業名 事業概要 事業費 備考 

農道外田曽我線道路

改良工事 

施工延長 Ｌ＝50.9ｍ 

舗装工  1.0 式 

横断側溝工 1.0 式 

1,490,400 
工事請負費 

㈱石井組 

農道巳込線道路改良

工事 

土工   1.0 式 

見切り工 1.0 式 

舗装工  1.0 式 

497,880 
工事請負費 

熱海観光建設(名) 

 

 

  観光経済課 

  ３ 農地保全整備事業費 5,619,052 円 （前年度 8,707,306 円） 

(1) 泉地区農地侵蝕防止事業借入金償還補助金として執行した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 ２項 林業費 決算額     25,732,358 円 （前年度 22,034,556 円） 

１目 林業振興  決算額     16,642,073 円 （前年度 10,511,116 円） 

費     観光経済課 

  １ 森林保護事業経費 16,642,073 円 （前年度 10,511,116 円） 

   (1) 水源の涵養、自然環境の保全や温暖化の防止等、森林が持つ多面的な機能を保

全することを目的に山林の巡視を行なった。また、林業の担い手の掘り起こしと

して、熱海市自伐型林業研修を実施するとともに、モデル森林整備に着手した。 

 

           (2) 森林法改正により、平成 24年 4月 1日以降新たに森林の土地の所有者となった

者は、届出することが義務付けられた。 平成 30 年度実績 15 件 

（単位：円） 

主な事業名 事業概要 事業費 備考 

熱海市自伐型林業研

修運営業務委託 

チェーンソー操作研修・伐採造材

研修外全 5研修 10 日間 
1,888,920 

委託料 

ＮＰＯ自伐型林

業推進協会 

熱海市モデル林整備

及びスキルアップ研

修運営業務委託(間

伐) 

モデル林整備 間伐 A=2.0ha 

スキルアップ研修企画・運営 

1.0 式 

2,298,240 

委託料 

ＮＰＯ自伐型林

業推進協会 

熱海市モデル林整備

及びスキルアップ研

修運営業務委託(作

業路) 

モデル林整備 作業路 L=490.0ｍ 

スキルアップ研修企画・運営 

1.0 式 

4,109,400 

委託料 

ＮＰＯ自伐型林

業推進協会 

森林情報システム

(第二世代)導入業務

及び林地台帳整備に

関する地図作成業務

委託 

地図作成 1.0 式 

システム導入 1.0 式 

専用端末 1.0 台 

端末保守費 1.0 式 

6,318,000 

委託料 

㈱パスコ静岡支

店 

初島臨港道路枯松伐

採業務委託 
枯松伐採工 1.0 式 745,200 

委託料 

青木建設㈱ 

森林・山村多面的機

能発揮対策交付金 

森林環境活動組織への国費補助

金に対する市の付け増し補助 
112,000 

補助金 

1 団体 

 

 

２目 林業土木  決算額     8,990,285 円 （前年度 11,423,440 円） 

費      秘書広報課 

      １ 職員給与費 3,827,595 円 （前年度 7,477,696 円） 

 

  観光経済課 

  ２ 林道の維持補修等経費 5,162,690 円 （前年度 3,945,744 円） 

(1) 中野林道は、法面の土砂流出や落ち葉、枯れ枝等により側溝がつまり、通行に 

支障をきたす。このため、円滑な通行が図れるよう林道の草刈や側溝清掃を実施 

した。また、舗装や安全施設の劣化が激しいため修繕工事を実施した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

（単位：円） 

主な事業名 事業概要 事業費 備考 

林道中野線草刈及び側溝

清掃業務委託 
道路除草、側溝清掃 449,280 

委託料 

大東建設㈱ 

林道中野線草刈及び側溝

清掃業務委託(その 2) 
道路除草、側溝清掃 449,280 

委託料 

大東建設㈱ 

林道中野線倒木処理業務

委託 
倒木処理 93,960 

委託料 

大東建設㈱ 

林道中野線支障木枝打ち

及び側溝清掃業務委託 

施工延長 L=3,797.0ｍ 

枝打ち工 1.0 式 

側溝清掃工 1.0 式 

1,317,600 
委託料 

大東建設㈱ 

林道中野線落石撤去及び

ガードレール復旧工事 

落石撤去工 1.0 式 

ガードレール修繕工 1.0 式 
204,120 

工事請負費 

大東建設㈱ 

林道中野線道路修繕工事 

施工延長 L=3,797.0ｍ 

舗装工 1.0 式 

安全施設工 1.0 式  

2,646,000 
工事請負費 

大東建設㈱ 

 
３目 治山費  決算額      100,000 円 （前年度 100,000 円） 

          観光経済課 

 １ 市単独治山事業費 100,000 円 （前年度 100,000 円） 

(1) 網代片町町内会の協力を得て、裏山治山道路の草刈清掃を行った。 

 

 ３項 水産業費 決算額      31,365,521 円 （前年度 49,561,121 円） 

１目 水産業振  決算額      3,289,643 円  （前年度 3,264,951 円） 

興費    観光経済課 

  １ 水産業振興経費 3,289,643 円 （前年度 3,264,951 円） 

   (1) 育てる漁業の推進を図るため、磯つき資源として放流種苗（あわびの稚貝）を

購入し、初島漁協、大熱海漁協、いとう漁協網代支所の協力で放流を行った。ま

た、根つき魚種等の水産資源を増殖させるために、マダイ、ヒラメの放流事業、

わかめ養殖事業に負担金及び補助金を交付した。                 （単位：円） 

主な事業名 事業概要 事業費 備考 

あわび稚貝購入 

初島        8,900 個 

大熱海       7,900 個 

いとう      6,500 個 

1,117,452 

原材料費 

静岡県漁業協同

組合連合会 

伊豆地域栽培推進事

業マダイ放流事業 

放流（大熱海、初島、網代分） 

         109,959 尾 
312,000 

負担金 

(財)静岡県漁業

振興基金 

ヒラメ稚魚中間育成

放流事業 

中間育成・放流   14,631 尾 

（大熱海、網代分）          
998,000 

補助金 

大熱海漁協 

いとう漁協 

わかめ養殖事業 
上多賀        50ｍ×140 本 

下多賀        40ｍ×260 本 
490,000 

補助金 

大熱海漁協 

熱海市漁業近代化資

金利子補給金 

2 人(2 件) 

4,454,465 円×利子補給率 0.1％ 

3,488,679 円×利子補給率 0.1％ 

15,852 補助金 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
２目 漁港管理  決算額     1,465,489 円 （前年度 1,682,485 円） 

費     観光経済課 

１ 市営初島漁港の維持管理経費 303,480 円 （前年度 307,800 円） 

(1) 初島漁港の秩序維持等漁港の管理業務委託を行うとともに、第一漁港足元灯の

修繕を行った。 

（単位：円） 

主な事業名 事業概要 事業費 備考 

初島漁港足元灯修繕 足元灯修繕 186,840 
修繕料 

㈲菊地電気 

初島漁港の管理業務委託 
漁港内の秩序維持及び漁

港施設使用届書の受付 
116,640 

委託料 

初島漁業協同組合 

 

  観光経済課 

  ２ 網代漁港環境施設管理経費 1,162,009 円 （前年度 1,374,685 円） 

(1)  網代漁港区域内北防波堤内宮崎公衆トイレの清掃業務及び浄化槽維持管理経

費である。 

（単位：円） 

主な事業名 事業概要 事業費 備考 

網代宮崎公衆トイレ

清掃業務委託 
トイレ掃除 年間延べ 235 回 453,668 

委託料 

㈳熱海市シルバー

人材センター 

網代宮崎公衆トイレ

浄化槽管理業務委託 

保守点検 年間 3 回 

活性炭入替・汚泥引抜・浄化槽清

掃・カキガラ補充 

562,140 

委託料  

㈱カンセイ神奈川

出張所 

 

３目 漁港建設  決算額      26,610,389 円 （前年度 44,613,685 円） 

費     秘書広報課 

      １ 職員給与費 7,669,115 円 （前年度 6,194,151 円） 

 

  観光経済課 

  ２ 漁港関係事業に伴う県漁港漁場協会負担金 131,000 円 （前年度 1,622,000 円） 

   (1) 県内の漁港、漁場、漁村及び水産都市の総合的な整備並びに漁港、漁場の合理

的利用の推進を図るために活動をしている静岡県漁港漁場協会に負担金を執行し

た。 

 

観光経済課 

  ３ 初島漁港施設改修事業費 18,810,274 円 （前年度 34,085,534 円） 

(1) 水産基盤整備事業長期計画（平成 13年度～平成 29年度）によるもの。港内静

穏度を確保するための外郭施設整備と離島航路定期船の安全航行を図るための水

域施設整備を行い、交流施設を併せて整備するもの。 

初島漁港埋立工事完了に伴い登記申請書作成業務委託を執行した。 

-208-



 
款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

平成 30 年度事業として、初島漁港施設の長寿命化を図るため、地質調査業務委託 

及び初島漁港機能保全工事を執行し、初島漁港海岸の海岸保全施設の長寿命化を 

図るため、計画策定業務委託を執行するとともに、初島第 1漁港が台風 12号の影 

響により被災したことを受けて、初島交流広場整備用地の地盤調査等業務委託及 

び休憩施設設計変更業務委託を執行した。 

             

            ア 業務委託費            (単位：円) 

主な事業名 事業概要 事業費 備考 

初島漁港埋立事業に伴

う登記申請書作成業務

委託 

調査区域 2,000 ㎡ 

求積区域 1,400 ㎡ 

測量業務 1.0 式 

登記申請書作成 

1.0 式 

1,566,000 

㈱建設コンサル

タントセンター 

沼津支店 

初島漁港海岸 海岸保

全施設長寿命化計画策

定業務委託 

施設点検調査 1.0 式 

長寿命化計画策定 

1.0 式 

5,022,000 

日本海洋調査㈱ 

国庫県費補助対

象事業 

初島漁港機能保全工事

に伴う地質調査業務委

託 

土質調査業務 1.0 式 626,400 

日本海洋調査㈱ 

国庫県費補助対

象事業 

初島交流広場地盤調査

等業務委託 
地質調査業務 1.0 式 3,568,320 東洋地研㈱ 

初島漁港交流広場整備

事業休憩施設設計変更

業務委託 

設計業務 1.0 式 

許認可申請等業務 

1.0 式 

4,838,400 
㈲若林建築設計

事所 

  

イ 工事請負費               (単位：円) 

主な事業名 事業概要 事業費 備考 

初島漁港機能保全工事 

臨港道路 

施工延長 L=30.0ｍ 

ILB 舗装 A=118 ㎡ 

Co 舗装 A=14 ㎡ 

上部路盤 A=131 ㎡ 

ILB 撤去 A=131 ㎡ 

2,808,000 

青木建設㈱ 

国庫県費補助対象

事業 

 

                        ウ 初島漁港施設改修事業費に係るその他経費  381,154 円  

             

 

観光経済課 

４ 県営網代漁港漁場整備事業費 0 円 （前年度 2,712,000 円） 

(1) 県営網代漁港整備事業の未実施に伴い負担金は執行しなかった。   
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

    費     秘書広報課 

１ 職員給与費 78,924,490 円 （前年度 66,247,547 円） 

 

 

観光経済課 

          ２ 静岡県観光協会外に対する負担金・補助金等  

37,308,740円 （前年度30,890,220円） 

(1) 熱海市の観光行政を推進することを目的に、関連団体と協力して事業展開する

ため負担金を執行したものである。 

ア 負担金                （単位：円） 

団 体 名 金 額 

静岡県観光協会 11,619,000 

日本観光振興協会   468,000 

静岡県温泉協会   303,200 

日本温泉協会   526,400 

熱海駅観光案内協議会 13,180,000 

関東小型船安全協会   200,000 

国際観光振興機構   300,000 

フォーリンプレスセンター   200,000 

サンフロント 21 懇話会    10,000 

伊豆半島ジオパーク推進協議会 2,350,000 

美しい伊豆創造センター 7,361,000 

静岡県東部地域スポーツ産業振興協議会 120,000 

ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ地域活性化推進首長連合 100,000 

第 24 回全国梅サミット協議会 40,000 

日本温泉地域学会 30,000 

 

 

          観光経済課 

          ３ 県際地域観光振興経費 1,700,000 円 （前年度 700,000 円） 

(1) 伊豆湯河原温泉と湯河原温泉が協働してキャンペーンや各種イベントを実施す

るため、湯河原温泉誘客対策協議会に対して負担金を執行したもの及び静岡ＤＣ

連携事業として、伊豆湯河原温泉観光協会へ補助金を執行したものである。 

            ア  負担金               （単位：円） 

団 体 名 金 額 

湯河原温泉誘客対策協議会 700,000 

 

            イ 補助金               （単位：円） 

 

６款 観光商工費  決算額    612,010,780 円 （繰越明許費を含む。） （前年度 571,213,411 円）                   

１項 観光費  決算額    491,124,065 円 （前年度 459,417,765 円） 

１目 観光総務  決算額    117,933,230 円  （前年度 097,837,767 円） 

団 体 名 金 額 

伊豆湯河原温泉観光協会 1,000,000 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

    費     観光経済課 

          １ 観光戦略策定・推進経費  57,344,072 円 （前年度 60,213,438 円） 

            (1) まち歩きガイド養成講座 

まち歩きを通じ、市内の名所・旧跡の案内や、熱海の歴史、食文化等、熱海の魅

力を紹介できる人材を育成するため「まち歩きガイド養成講座」を開催したもの

である。 

ア 収入                           （単位：円） 

受講者数（修了者数） 金 額 備考 

11 人 （11 人） 22,000 11 人×@2,000 円 

                       

イ カリキュラム 

単位 日程／場所 内 容 講 師 

1 
7 月 7日（土） 

市役所第 3庁舎 

第一会議室 

開講式 熱海市長 

まち歩きおもてなし講座 熱海まち歩きガイドの会 

2 

8 月 11 日（土） 

市役所４階 

第一会議室 

熱海の歴史・観光資源① 
歴史資料管理室 

北川 幹夫 

3 

8 月 18 日（土） 

市役所第 3庁舎 

第一会議室 

まち歩き体験（市内） 熱海まち歩きガイドの会 

4 

9 月 8日（土） 

市役所４階 

第一会議室 

熱海の歴史・観光資源② 
郷土研究家 

梅原 郁三 

5 

9 月 29 日（土） 

市役所４階 

第一会議室 

3 級ユニバーサル 

マナー講座 
㈱ミライロ 

6 

10 月 20 日（土） 

市役所４階 

第一会議室 

温泉講話 小倉 一朗 

7 

11 月 10 日（土） 

市役所４階 

第一会議室 

市内のジオポイント見学 伊豆半島ジオパーク推進協議会 

鈴木雄介 専任研究員 伊豆半島ジオパーク講座 

8 

11 月 24 日（土） 

市役所４階 

第一会議室 

まち歩き体験（梅園） 熱海まち歩きガイドの会 

市長講話・閉講式 熱海市長 

              

ウ 報償費                          （単位：円） 

区 分 金 額 備 考 

まち歩きガイド養成講座講師謝礼 50,000 
1 団体×3回×@10,000 円 

2 人×@10,000 円 

 

 

 

２目 観光戦略  決算額     64,075,329 円 （前年度 60,213,438 円） 
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(2) 静岡ＤＣ推進事業 

            平成 31 年度に開催した静岡デスティネーションキャンペーンを推進するため、

市内回遊促進事業や、二次交通推進事業等を行ったものである。 

ア 委託料                          （単位：円） 

区 分 金 額 備 考 

プレＤＣ市内回遊促進事業業務委託 3,964,140 ㈱ジェイアール東日本企画 

静岡ＤＣに係る缶バッチ制作業務委託 172,800 有限会社ヤマザキ 

プレＤＣ誘客宣伝放送業務委託 594,000 ㈱ブレーン 

静岡ＤＣに係る熱海をどり実施業務委託 50,000 熱海芸妓置屋連合組合 

着ぐるみ発送業務委託 17,280 
熱海温泉ホテル旅館協同 

組合 

クーポンデジタル化回遊実証実験 

業務委託 
4,991,960 ㈱ＪＴＢ静岡支店 

プレＤＣ誘客イベント 2018 開催に 

関する業務委託 
2,000,000 

熱海温泉ホテル旅館 

協同組合 

サロンサイネージによる観光ＰＲ及びだ

いだいブランディング業務委託 
2,181,600 楽天㈱ 

インスタグラムプロモーション事業業務

委託 
2,000,000 

㈱ＪＴＢコミュニケーショ

ンデザイン 

ＤＣ施策 市内回遊促進事業に係る 

掲載物作成業務委託 
1,408,374 ㈱ジェイアール東日本企画 

 

                    (3) 各団体及び事業者等に向けたユニバーサルマナー研修、熱海市のマーケティン

グ構築を行う事業、観光地経営先進地調査に係る事業、熱海型ＤＭＯの検討に係

る事業、夜の賑わい創出事業等を行ったものである。 

ア 委託料                          （単位：円） 

区 分 金 額 備 考 

ユニバーサルマナー研修等業務委託 933,538 ㈱ミライロ 

ＩＣＴ調査等マーケティングに関する

事業業務委託 
4,900,000 ㈱ＪＴＢ静岡支店 

観光地経営先進地ハワイ調査業務委託 498,000 ㈳熱海市観光協会 

観光地経営先進地事例調査業務委託 2,560,000 ㈱ＪＴＢ静岡支店 

ＤＭＯ検討部会に関する委託 1,152,580 
ＮＰＯ法人グローバルキャ

ンパス 

ＤＭＯに関する報告書作成業務委託等 1,461,240 
ＮＰＯ法人グローバルキャ

ンパス 

夜の賑わい創出事業業務委託 3,500,000 熱海料飲連合会 

 

(4) 熱海国際映画祭実行委員会負担金 

平成30年6月28日～7月1日に開催した｢熱海国際映画祭｣の実行委員会に対し、

負担金を交付したものである。 

（単位：円） 

団 体 名 金 額 

熱海国際映画祭実行委員会 15,000,000 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

(5) 観光まちづくり事業費補助金 

地域の個性的で特色ある事業を自ら企画し、自ら実施する市民団体に対して 

支援をするため補助金として交付したものである。      

 （単位：円） 

事業名 区分 交付団体 金額 

熱海 市観 光 

まち づく り 

事 業 費 

補 助 事 業 

継続 ソカロプロジェクト 200,000 

継続 ＡＴＡＭＩ ＡＲＴ ＥＸＰＯ 200,000 

新規 熱海怪獣映画祭実行委員会 300,000 

新規 熱海チームしぐなす 300,000 

新規 ＮＰＯ法人ａｔａｍｉｓｔａ 300,000 

新規 ＮＰＯ法人 ライフ熱都 300,000 

 

           (6) 観光防災用大型テント購入費に対する補助金  （単位：円） 

団 体 名 金 額 

㈳熱海市観光協会 5,000,000 

 

                    (7) 観光統計の編成 

国・県が実施する統計調査に協力するとともに、熱海市独自の観光統計の編成を

行ったものである。 

統計名 発行時期 

熱海市の観光 平成 31 年 2 月 

 

 

観光経済課 

２ 熱海型別荘コンシェルジュ経費 6,731,257 円 （前年度 0 円） 

           (1) 熱海型別荘コンシェルジュの研修及び別荘所有者専用ホームページ管理に係る

事業、別荘所有者へのプロモーション事業等を行ったものである。 

ア 委託料                          （単位：円） 

区 分 金 額 備 考 

別荘コンシェルジュ メール・ 

電話応対研修業務委託 
302,400 ㈱シーストーリーズ 

別荘等所有者専用ホームページバナー

作成業務委託 
21,600 

㈱ＪＴＢコミュニケーショ

ンデザイン 

別荘等所有者専用ホームページ 

保守管理業務委託 
259,200 

㈱ＪＴＢコミュニケーショ

ンデザイン 

別荘等所有者向け情報媒体整備事業 

業務委託 
4,262,760 ㈱ＪＴＢ静岡支店 

法人会員制クラブマーケットを活用 

したプロモーション業務委託 
432,000 ㈱リロクラブ 

福利厚生会員組織を活用した 

プロモーション業務委託 
972,000 ㈱リロクラブ 
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            イ 負担金                          （単位：円） 

区 分 金 額 備 考 

エンパシーライティング・ベーシッ

ク講座負担金 
162,000 アルマ・クリエイション㈱ 

 

３目 宣伝行事  決算額    289,083,006 円 （前年度 284,012,577 円） 

    費     観光経済課 

          １ 宣伝行事の総括的事務費 2,608,651 円 （前年度 6,199,502 円） 

(1) 各種イベント・キャンペーンへの参加等により、効果的かつ有効な宣伝行事を

実施するため執行したものである。 

 

ア 報償費                           （単位：円） 

区 分 金 額 備 考 

各種イベント優勝杯等購入代 59,424 ㈲辰巳プレミアムズ外 

 

イ 使用料及び賃借料                     （単位：円） 

区 分 金 額 備 考 

世界温泉地観光物産展出店に係る

使用料 
25,920 

世界温泉地物産展出店実行委員

会 

             

ウ 備品購入費                        （単位：円） 

区 分 金 額 備 考 

金属製観光資材用倉庫購入業務 265,572 ㈱イヤマ 

 

          観光経済課 

          ２ 地域観光振興等経費 1,946,000 円 （前年度 1,946,000 円） 

(1) 市内各地区の観光祭に対する奨励金の交付をはじめ、温泉資源保護事業やさつ

き展開催のため補助金を交付したものである。 

 

ア 報償費                          （単位：円） 

区 分 金 額 備 考 

地域観光祭奨励金 105,000 来宮神社祭典委員会 

    〃 48,000 西部観光祭実行委員会 

    〃 31,000 伊豆山地区観光祭実行委員会 

    〃 11,000 下多賀町内会 

    〃 11,000 網代地区観光祭実行委員会 

    〃 11,000 上多賀地区観光祭実行委員会 

    〃 11,000 和田木神社祭典委員会 

    〃 11,000 泉三町内連合会 

    〃 7,000 中野町内会 

    〃 7,000 初島区 

    〃 7,000 小山町内会 
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イ 補助金                          （単位：円） 

事業名 金 額 備 考 

温泉資源保護等補助金 1,286,000 熱海温泉組合 

     〃 220,000 伊豆山温泉組合 

さつき展開催補助金   180,000 日本皐月協会熱海支部 

 

 

          観光経済課 

          ３ 各種宣伝及び行事開催のための委託料・補助金等  

197,830,400 円 （前年度 189,936,520 円） 

(1) 東京の「熱海市インフォメーションセンター」の運営や山車コンクールを実施

したほか、観光関連団体等が実施する宣伝事業、花火大会、華の舞等のイベント

開催補助を行ったものである。 

 

ア 委託料                          （単位：円） 

事業名 金 額 備 考 

熱海観光案内業務委託 40,000,000 ㈲ティーアールシー 

熱海こがし祭り山車コンクール

開催業務委託 
7,861,000 ㈳熱海市観光協会 

 

イ 補助金                          （単位：円） 

事業名 金 額 備 考 

宣伝行事費及び運営費補助金 49,280,400 熱海市観光協会連合会 

〃 40,619,000 熱海市ホテル旅館協同組合連合会 

〃 2,280,000 熱海寮保養所協会 

湯～遊～バスボランティア 

ガイドの会運営補助金 
1,830,000 

湯～遊～バスボランティアガイド

の会 

撥扇塚供養祭開催補助金 256,000 撥扇塚供養祭実行委員会 

熱海をどり開催補助金 3,420,000 熱海をどり実行委員会 

網代ベイフェスティバル開催 

補助金 
630,000 

網代ベイフェスティバル 

実行委員会 

伊豆小型船安全協会運営補助金    342,000 伊豆小型船安全協会 

マリンフェスタ・アタミ開催 

補助金 
   423,000 

マリンフェスタ・アタミ 

実行委員会 

華の舞開催補助金  7,999,000 
湯めまちをどり「華の舞」 

実行委員会 

アタミアロハフェスティバル 

開催補助金 
   450,000 アロハフェスティバル実行委員会 

花火大会開催補助金 42,440,000 
熱海市ホテル旅館協同組合連合会 

㈳熱海市観光協会 
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観光経済課 

          ４ 外国人観光客誘客促進経費 17,146,624 円 （前年度 19,545,550 円) 

(1) 海外からの観光客を誘致するため、多言語パンフレット作成やファムトリップ

による旅行商品造成、熱海国際経済交流会への運営補助のほか、外国人観光客受

入れ環境を整えるため、無料Ｗｉ－Ｆｉスポット(熱海梅園)の設置や市内宿泊施

設、観光施設及び飲食店を対象としたＷｉ－Ｆｉ整備に対する補助金、市内飲食

店等を対象とした洋式トイレ化及びキャッシュレス決済端末の設置に対し補助金

を交付したものである。 

 

ア 委託料                          （単位：円） 

事業名 金 額 備 考 

多言語パンフレット作成業務委託 4,210,000 
㈱ＪＴＢコミュニケーショ

ンデザイン 

熱海駅新幹線ホームステッカー制作取付 

業務委託 
352,200 ㈱エイエイピー 

北米市場向け旅行商品造成事業業務委託 2,106,000 
㈱ＪＴＢコミュニケーショ

ンデザイン 

無料Ｗｉ－Ｆｉスポット設置業務委託 2,721,600 西日本電信電話㈱ 

 

イ 負担金             （単位：円） 

団体名 金 額 

富士山静岡空港利用促進協議会 140,000 

富士箱根伊豆国際観光テーマ地区 

静岡県協議会  
250,000 

             

ウ 補助金                          （単位：円） 

事業名 金 額 備 考 

熱海国際経済交流会運営費補助金 4,585,000 熱海国際経済交流会 

熱海国際経済交流会姉妹都市交流 

事業補助金 
100,000 熱海国際経済交流会 

Ｗｉ－Ｆｉ整備事業補助金 400,000 市内飲食店等 3 件 

飲食店洋式トイレ化推進事業補助金 967,000 市内飲食店等 4 件 

キャッシュレス決済推進事業補助金 319,000 市内飲食店等 8 件 

 

 

          観光経済課 

          ５ 広告宣伝経費 20,833,960 円 （前年度 20,713,200 円） 

(1) 首都圏を含む関東一円から誘客するため、テレビ・新聞・雑誌等に広告を掲載

し、観光宣伝を図ったものである。また、観光プロモーションの統一感の欠如等

の課題を解消するために平成 25 年度から実施している観光ブランド・プロモー

ションを引き続き平成 28 年度から 3 年契約で業務委託し、「意外と熱海」によ

る季節ごとの共通したテーマに基づくプロモーションを実施したものである。 
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ア 広告料                          （単位：円） 

事業名 金 額 備 考 

新聞広告掲載 216,000 ㈱伊豆新聞本社熱海新聞 

その他観光宣伝に係る広告掲載 382,000  

 

イ 委託料                          （単位：円） 

事業名 金 額 備 考 

熱海市観光ブランド・ 

プロモーション事業委託 
18,252,000 ㈱ＪＴＢ静岡支店 

いい伊豆みつけた製作等業務委託 1,821,960 ㈱ＩＫＣ 

恋人の聖地運営管理業務委託 162,000 
ＮＰＯ法人地域活性化支援 

センター 

 

観光経済課 

          ６ 誘客キャンペーン経費 33,146,351 円 （前年度 25,638,496 円） 

(1) 誘客宣伝のため、各種ＰＲ事業を実施したものである。 

 

ア 委託料                          （単位：円） 

事業名 金 額 備 考 

誘客キャンペーン等業務委託 16,952,000 ㈳熱海市観光協会 

〃 2,052,000 伊豆山温泉観光協会 

〃 1,716,000 伊豆湯河原温泉観光協会 

〃 1,716,000 網代温泉観光協会 

〃 410,000 多賀観光協会 

熱海養生法推進事業業務委託 900,000 熱海養生法実行委員会 

フォトコンテストシステム導入業務

委託 
432,000 ㈱ＩＳＴソフトウェア 

フォトコンテスト管理運営業務委託 80,000 ㈳熱海市観光協会 

 

イ  負担金                          （単位：円） 

事業名 金 額 備 考 

新潟県プレＤＣキャンペーン負担金 40,000 ＪＲ旅連横浜支部 

磐梯熱海復興支援キャンペーン 

負担金 
70,000 ㈳熱海市観光協会 

 

            ウ  補助金                          （単位：円） 

 

 

 

          観光経済課 

７ 春季誘客キャンペーン経費 5,704,020 円 （前年度 6,820,616 円） 

           (1) 春季の誘客宣伝のため、Ｗｅｂ展開や各種イベントを開催したものである。 

事業名 金 額 備 考 

熱海芸術祭開催に関する補助金 8,303,418 熱海芸術祭実行委員会 
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            ア 委託料                          （単位：円） 

事業名 金 額 備 考 

ＷＥＢ特設バナー掲載業務委託 2,000,000 
熱海市ホテル旅館協同組合 

連合会 

ＡＴＡＭＩ ジャカランダ 

フェスティバル開催業務委託 
3,600,000 ㈳熱海市観光協会 

 

          観光経済課 

８ 秋季誘客キャンペーン経費 9,867,000 円 （前年度 13,212,693 円） 

(1) 秋季の誘客宣伝のため、Ｗｅｂ展開や各種イベントを開催したものである。 

ア 委託料                          （単位：円） 

事業名 金 額 備 考 

ＷＥＢ特設バナー掲載業務委託 2,000,000 
熱海市ホテル旅館協同組合 

連合会 

 

イ 補助金                          （単位：円） 

事業名 金 額 備 考 

湯汲み道中開催補助金 1,867,000 熱海温泉組合 

もみじまつり開催補助金 6,000,000 ㈳熱海市観光協会 

 

４目 熱海コン  決算額     1,370,000 円 （前年度 300,000 円）                   

    ベンショ  観光経済課 

    ン・シテ  １ 熱海コンベンション・シティ計画推進経費 1,370,000円 （前年度300,000円） 

ィ計画推   (1) 静岡県東部の 11 市町が加盟する「静岡県東部地域コンベンションビューロー」

進費      において、誘致・支援事業、広報宣伝事業などＭＩＣＥ誘致に向けた事業を実施 

したものである。 

ア 負担金                （単位：円） 

団体名 金 額 

静岡県東部地域コンベンションビューロー 1,370,000 

 

５目 観光振興  決算額     18,662,500 円 （前年 17,053,983 円）                   

基金費   観光経済課 

          １ 観光振興基金積立金 18,662,500 円 （前年度 17,053,983 円） 

(1) 観光振興基金積立金は、観光都市としてふさわしい観光施設の整備及び観光施

策の推進を図ることを目的に設置されたものである。 

 (基金の状況)                           （単位：円） 

平成 29 年度

末現在高 

平成 30 年度中の増減 平成 30 年度

末現在高 新規積立金 利子積立金 取崩し 計 

52,704,049 18,662,500 0 30,000,000 △11,337,500 41,366,549 
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    費     秘書広報課 

１ 職員給与費 24,379,923 円 （前年度 25,370,878 円） 

 

２目 商工業振  決算額     81,939,315 円 （前年度 80,733,491 円） 

    興費    観光経済課 

          １ 商工業の経営指導等振興策経費 28,959,221 円 （前年度 23,186,442 円） 

(1) 熱海市と熱海商工会議所が連携して行う個店支援事業Ａ-ｂｉｚ（熱海市チャ

レンジ応援センター）運営に係る業務を委託した。 

                                           （単位：円） 

団体名 事業名 金 額 

㈱イドム 
Ａ－ｂｉｚ(熱海市チャレンジ応援セ

ンター)運営支援業務委託 
22,121,347 

ウーマンネット㈱ 
Ａ－ｂｉｚＩＴアドバイザー個別相談

業務委託 
1,273,680 

㈱旅館総合研究所 Ａ－ｂｉｚ宿泊施設個別相談業務委託 368,040 

ＨＵＢｌｉｃ合同会社 
Ａ－ｂｉｚ人材不足解決セミナー業務

委託 
60,000 

石原国際特許事務所 Ａ－ｂｉｚ商標登録申請業務委託 57,252 

 

Ａ－ｂｉｚ利用実績 

年 度 相談件数（件） 利用事業者数 

平成 30 年度 1,096 255 

平成 29 年度 550 129 

 ※平成 29 年 11 月 1 日からチーフアドバイザーを招聘しリニューアル体制で運営 

 

(2) Ａ－ｂｉｚ相談等の創業支援拠点の使用料として 480,000 円を執行した。 

 

(3) 熱海市と熱海商工会議所が行う個店支援・連携事業に対して熱海商工会議所に

500,000 円の負担金を執行した。 

 

(4) 中小企業の振興を図るため、商工業団体の事業運営費に対して補助金を交付し

た。  

（単位：円） 

団体名 会 員 金  額 

熱海市商店街連盟 10 商店街 171,000 

 

２項 商工費  決算額    114,886,715 円 （前年度 111,795,646 円） 

１目 商工総務  決算額     24,379,923 円 （前年度 25,370,878 円） 
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(5) 熱海商工会議所が行う中小企業の経営改善普及事業に対して補助金を交付した。                           

                                （単位：円） 

事業名 主要実績 金 額 

小規模事業経営改善普及事業 

経営指導員による企業経営指導 

・巡回指導 1,583 件 

・窓口指導 1,273 件 

・個別指導  470 社 

・集団指導   29 社 

2,850,000 

 

(6) 公衆浴場設備改善事業費補助金として 667,000 円を執行した。 

 

(7) 市内食料品店における計量表示の調査と指導を行った。 

ア 量目立入検査実施状況（静岡県からの権限委譲事務） 

年 度 検査店舗数 検査商品数 適正率 

平成 28 年度 1 件 60 点 93.3％ 

平成 27 年度 1 件 56 点 100％ 

平成 26 年度 1 件 50 点 100％ 

平成 25 年度 1 件 48 点 100％ 

平成 24 年度 1 件 47 点 100％ 

  

           (8) 商工業の経営指導等振興策に係るその他経費 410,902 円 

 

観光経済課 

          ２ 地域経済活性化対策経費 50,076,835 円 （前年度 54,380,247 円） 

(1) リノベーションまちづくりの具現化と創業者や市内事業者への個店支援強化事

業に係る業務を委託した。（国:地方創生推進交付金事業） 

                            （単位：円） 

団体名 事業名 金 額 

㈱アフタヌーンソサエティ 

リノベーションまちづくり

に伴うコーディネート等業

務委託 

3,888,000 

㈱アフタヌーンソサエティ 家守塾開催業務委託 1,372,000 

㈱ｍａｃｈｉｍｏｒｉ 
リノベーションまちづくり

推進業務委託 
4,104,000 

ＮＰＯ法人 

ａｔａｍｉｓｔａ 

地域伴走型創業支援プログ

ラム事業業務委託 
7,776,000 

㈱ｍａｃｈｉｍｏｒｉ 
中心市街地リノベーション

まちづくり推進業務委託 
3,000,000 
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(2) 中小企業の振興を図るため、熱海商工会議所の事業運営費に対して 9,447,000

円の補助金を交付した。 

※会員数(平成 31 年 3 月末現在)1,017 人 

 

(3) 商店街の魅力増大と回遊性向上を図るため、商店街連盟が作成する「あたみで

遊ぼ」情報誌などに対して 1,056,000 円の補助金を交付した。 

 

(4) 市内飲食店街の活性化により誘客効果を高め、地域経済の振興を図るため、飲

食関連団体が行う事業運営費に対して補助金を交付した。 

                              （単位：円） 

団体名 金 額 

熱海社交業組合 171,000 

熱海料飲連合会 171,000 

静岡県飲食業生活衛生同業組合熱海支部 171,000 

 

(5) 市内の建築関連業の振興を図るため、市民等の市内施工業者を利用した住宅又

は店舗のリフォームを対象に熱海商工会議所が行っている助成事業に対して

5,000,000 円の補助金を交付した。 

※工事件数：56 件 工事金額：104,418,181 円（税込） 

 

  (6) 熱海商工会議所が行う「熱海ブランド」事業に対して 1,000,000 円の補助金を

交付した。 

 

           (7) 商店街の魅力ある買い物環境づくりを行うため、市内商店街に対して補助金を

交付した。（魅力ある買い物環境づくり支援事業） 

                                       （単位：円） 

商店街名 金 額 

熱海駅前平和通り商店街振興組

合及び熱海仲見世振興会 
12,000,000(県負担分 5,000,000) 

 

(8) 地域経済活性化対策に係るその他経費 920,835 円 

 

 

観光経済課 

３ 中小企業の金融対策経費 2,903,259 円 （前年度 3,166,802 円） 

(1) 熱海市小口資金融資制度により、中小企業者が融資を受けた際に利子の一部を

利子補給金として、金融機関に支給した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

熱海市小口資金融資制度（利子補給率 1％） 

年 度 件数(件） 利子補給額（円） 

平成 30 年度 92 1,847,137 

 

(2) 熱海市中小企業短期経営改善資金利子補給制度により、中小企業者が融資を受

けた際に利子の一部を利子補給金として、金融機関に支給した。 

 

熱海市中小企業短期経営改善資金利子補給制度（利子補給率 0.4％） 

年 度 件数(件) 利子補給額(円) 

平成 30 年度 6 151,664 

平成 29 年度 9 203,999 

平成 28 年度 9 224,499 

平成 27 年度 11 217,999 

平成 26 年度 10 243,332 

 

(3) 熱海市の融資制度に係る事務負担金として、静岡県信用保証協会に対し、 

770,000 円を執行した。 

 

(4) 中小企業の金融対策に係るその他経費 134,458 円 

 

 

３目 労務対策  決算額       8,567,477 円 （前年度 5,691,277 円） 

    費     観光経済課 

          １ 労働力の確保等労働行政経費 4,292,477 円 （前年度 1,416,277 円） 

(1) 同一の職業に従事し、技能の練磨や後進の育成等により技能者の社会的、経済

的地位の高揚及び技能水準の向上に功績のあった技能者の表彰を行っている。 

 

熱海市技能功労者表彰状況 

年 度 
被表彰者数

（人） 

被表彰者職種数

（職） 
表 彰 式 

平成 30 年度 11 6 
11 月 7 日（水）市役所 
第 1 庁舎 第 1会議室 

平成 28 年度 8 7 
11 月 9 日（水）市役所 
第 1 庁舎 第 1会議室 

平成 27 年度 7 5 
11 月 9 日（月）市役所 
第 1 庁舎 第 1会議室 

平成 26 年度 9 4 
11 月 17 日（月）市役所 
第 1 庁舎 第 1会議室 

平成 25 年度 9 4 
11 月 12 日（火）市役所 

第 3 庁舎 第 1・第 2 会議室 
             ※技能功労者表彰は平成 28年度から隔年実施 

             次回令和 2年度 
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(2) 熱海商工会議所が行う中小企業の労務対策に対し補助金を交付した。 

                                （単位：円） 

事業名 主要実績 金額 

中小企業 

労務対策事業 

勤続功労者表彰 

・被表彰者数 21 人（13 事業所） 

・表彰式 11 月 29 日（木）市役所第 1庁舎 

               ４階会議室 

地元高校卒業生雇用促進事業 

新規人材定着事業 

256,000 

 

(3) 労働者の福祉活動の推進を図るため、伊東熱海地区労働者福祉協議会の事業運

営費に対し補助金を交付した。  

事務局 金額（円） 会員数（人） 

伊東市松川町 100,000 約 2,200 

 

(4) ハローワーク熱海廃止後、平成 22 年度より静岡県熱海総合庁舎内において、

熱海市ふるさとハローワークを開設し、職業紹介事業を行った。 

 

熱海市ふるさとハローワーク運営経費 957,411 円 

年 度 求人検索機利用件数 職業相談件数 

 平成 30 年度 6,480 3,386 

 

(5) 雇用関係情報の発信事業として人材求人プラットフォーム作成及び広告掲載業 

務委託料 2,700,000 円を執行した。 

 

(6) 労働力の確保等労働行政に係るその他経費 279,066 円 

 

 

観光経済課 

２ 中小企業勤労者福利厚生対策経費 4,275,000 円 （前年度 4,275,000 円） 

(1) 市内中小企業の従業員及び事業主の福利厚生の増進を図るため、熱海市勤労者

共済会の事業運営費に対し補助金を交付した。 

金額（円） 会 員(H31.3.31) 

4,275,000 343 事業所 967 人 

 

 

 

-224-



 
款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

    費     観光経済課 

   １ 観光戦略策定・推進経費（繰越明許費） 6,000,000 円 

           (1) 熱海芸妓置屋連合組合が実施した熱海芸妓見番歌舞練場整備事業に対し補助金

を交付した。 

                          （単位：円） 

 

 

 

 21 項 観光費  決算額     6,000,000 円 

２目 観光戦略  決算額       6,000,000 円 

事業名 金 額 備 考 

（繰越明許費） 

熱海芸妓見番歌舞練場修繕工事 

に対する補助金 

6,000,000 熱海芸妓置屋連合組合 
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    ７款 

 

   土  木  費 
 

 

 

 

 １項 土木管理費 

 ２項 道路橋梁費 

 ３項 河川費 

 ４項 港湾費 

 ５項 都市計画費 

 ６項 公共下水道費 

 ７項 住宅費 

 21 項 土木管理費 

22 項  道路橋梁費 
 





 

 

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
７款 土木費  決算額     2,770,053,534 円 （繰越明許費を含む。） （前年度 2,225,977,874 円） 

１項 土木管理費 決算額      334,949,148 円 （前年度 217,767,032 円） 

１目 土木総務  決算額       38,398,380 円 （前年度 41,914,600 円） 

    費     秘書広報課 

          １ 職員給与費 28,058,726 円 （前年度 29,194,639 円） 

 

都市整備課 

２ 道路・河川及び熱海・来の宮駅前広場の占用許可等経費  

372,618円 （前年度347,909円） 

(1) 道路占用・河川占用 

占用の許認可、占用料の賦課徴収、不法占用パトロール調査等を行った。占用料滞

納者に対しては、督促状等を発送した。 

 

(2) 駅前広場占用 

占用の許認可、占用料の賦課徴収、不法占用パトロール調査等を行った。広場占用

については、熱海駅前広場と来宮駅前広場があり、タクシープ－ル、広告看板が占

用物件の大半を占める。 

 

(3) 占用申請状況 

ア 道路占用状況              （単位：件、円） 

年 度 種 別 件 数 占用料 

平成 30 年度 

地下埋設類 2,163 39,414,010 

柱・塔・線類 216 11,515,300 

その他 351 2,774,140 

計 2,730 53,703,450 

 

イ  河川占用状況              （単位：件、円） 

年 度 種 別 件 数 占用料 

平成 30 年度 

宅地敷・その他 41 737,350 

通路敷 177 910,740 

その他 65 120,110 

計 283 1,768,200 

 

ウ  駅前広場占用              （単位：件、円） 

年 度 種 別 件 数 占用料 

平成 30 年度 

熱海駅前広場 10 2,516,400 

来宮駅前広場 2 109,200 

計 12 2,625,600 

 

(4) 占用通知等の発送郵便料として 152,000 円を執行した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
都市整備課 

３ 道路・河川の認定、廃止及び用地処理等経費  

5,258,984 円 （前年度 9,637,100 円） 

(1) 道路・河川の境界確定 

土地所有者の申請に基づき、現地にて隣接関係者を含め、立会いを行った。 

 

(2) 公共用財産用途廃止 

公図上の道・水路等を用途廃止希望者より申請を受け、調査、審査会を経て公共用 

財産の用途廃止を行い、普通財産に所管替えを行った。 

 

(3) 申請状況 

ア 境界確定状況             （単位：件） 

年 度 申請件数 確定件数 

平成 30 年度 54 20 

 

イ 用途廃止状況             （単位：件） 

年 度 申請件数 廃止件数 

平成 30 年度 0 0 

 

ウ 道路寄附状況    （単位：件） 

年 度 寄附採納件数 

平成 30 年度 7 

 

(4) 道路台帳更新作業業務委託外 6件の業務委託を執行した。 

                                     (単位：円) 

事業名 事業費 備 考 

熱海市道路台帳更新作業業務委託 2,840,400 ㈱パスコ 

熱海市ＷｅｂＧＩＳシステム（橋梁

台帳）保守業務委託 
496,800 ㈱東日 

官民境界図面索引台帳製本業務委

託 
200,880 

新生マイクロ

写真㈱ 

官民境界確認電子データ更新業務

委託 
135,324 

新生マイクロ

写真㈱ 

市道若林通り支線道路内民地処理

に伴う分筆登記測量業務委託 
378,650 薫測量調査 

市道若林通り支線道路内民地処理

に伴う用地測量業務委託 
302,400 薫測量調査 

来宮駅前広場用地測量等業務委託 432,000 薫測量調査 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
都市整備課 

４ 建設事業に関する企画調整及び事務管理経費  

4,708,052 円 （前年度 2,734,952 円） 

(1) 土木行政電算化研究会をはじめとする研修会へ積極的に参加し職員のスキルア

ップを図るとともに、用地買収に係る地権者との協議に要する旅費 106,100 円、市

民の通勤通学の利便性を高めるために網代駅構内の駐輪場用地使用料 634,100 円、

その他の用地使用料として 2件 28,800 円を執行したものである。 

 

(2) 各種団体の会費及び負担金と職員の技術向上のための研修会参加負担金として

1,373,000 円を執行した。 

 

(3) 是正措置命令請求訴訟及び損害賠償請求訴訟に係る弁護士委託料として

2,364,348 円を執行した。 

 

 

２目 駅前広場  決算額     44,719,403 円 （前年度 46,132,846 円） 

 管理費   都市整備課 

１ 熱海駅前広場等の管理経費 43,404,625円 （前年度44,841,973円） 

(1) 熱海駅前及び網代駅前駐輪場の歩行者や駐輪場利用者の安全を図るため夜間の

街路灯、駐輪場内の照明料としての光熱水費と熱海駅・来の宮駅前の散水用の光熱

水費として3,406,520円を執行した。 

 

(2) 熱海駅前地下道広告掲示施設のガラス保険料15,030円、バス・タクシープールの 

保険料6,363円、送迎用自動車一時駐車場の保険料として41,610円を執行した。 

 

(3) 熱海駅前送迎用自動車一時駐車場管理業務委託外8件の業務委託を執行したもの

である。 

(単位：円) 

事業名 事業費 備 考 

熱海駅前送迎用自動車一時駐

車場管理業務委託 
13,608,000 ㈶熱海市振興公社 

熱海駅前自家用車一時駐車場

樹木管理業務委託 
466,560 ㈱野田造園 

熱海駅前広場消防用設備点検

業務委託 
703,080 能美防災㈱ 静岡支社 

熱海駅前広場消防用設備点検

業務委託（その 2） 
469,800 能美防災㈱ 静岡支社 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

定置式ガス検知警報装置保守

業務委託 
344,520 ㈱櫻井工業所 

自家用電気工作物保安管理業

務委託 
107,460 ㈱静岡ケイテクノ 

網代駅構内自転車等駐車場管

理業務委託 
315,930 

㈳熱海市シルバー人材

センター 

熱海駅前広場仮設トイレ等清

掃等業務委託 
1,321,665 

㈳熱海市シルバー人材

センター 

熱海駅前広場整備における利

用実態調査業務委託 
895,320 ㈳熱海市観光協会 

 

(4) 熱海駅前ロータリー及び周辺の交通渋滞緩和と利用者の利便性向上を図るため、

熱海駅前広場送迎用自動車一時駐車場及び熱海市駅前駐車場の空き状況を表示す

る看板を設置し、駐車場情報をインターネット配信する業務を委託した。 

 

                              （単位：円）                                        

事業名 事業費 備 考 

熱海駅周辺駐車場満空システ

ム保守管理業務委託 
10,368,000 

タイムズ２４㈱ 

（債務負担行為） 

契約額：24,494,400 円 

平成 28年 11月 4日から平

成 31年 3月 31 日まで 

熱海駅周辺駐車場満空システ

ム保守管理業務委託（伊豆山

側） 

3,340,680 

タイムズ２４㈱ 

（債務負担行為） 

契約額：3,996,000 円 

平成 30 年 2 月 1 日から平

成 31年 3月 31 日まで 

 

 

都市整備課 

２ 熱海駅前自転車等駐車場管理経費 1,314,778円 （前年度1,290,873円） 

(1) ＪＲ熱海駅周辺に放置されたバイク等を一掃し、歩行者の安全及び歩道機能を確

保することにより、良好な都市景観の形成を図ることを目的とし、熱海駅周辺違法

駐輪バイク等巡回指導を熱海駅前自転車等駐車場の指定管理者である㈳熱海市シ

ルバー人材センターへ委託した。 

  （単位：円）   

事業名 事業概要 事業費 備 考 

熱海駅周辺違法駐輪バイク

等巡回指導業務委託 
巡回指導 1,188,347 

㈳熱海市シルバー

人材センター 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
３目 建築指導  決算額     251,831,365 円 （前年度 129,719,586 円） 

費     まちづくり課 

          １ 建築基準法に基づく建築確認申請等経費 251,831,365 円 

（前年度 129,719,586 円） 

(1) 建築指導事務費 

設計事務所や施工業者、不動産業者からの敷地・道路に関する照会や市民からの建

築全般に関する相談業務である。 

 

(2) わが家の専門家診断事業 

わが家の専門家診断業務委託 555,840 円 

建物の倒壊による被害を防止するため、専門家(相談士)による建物の診断を実施し、

補強につなげることにより圧死者ゼロをめざすものである。対象建物は、建築基準

法が改正された昭和 56年 5 月以前に建築された木造住宅に限定している。 

               委 託 先：(社)静岡県建築士会 

               実施件数：46,320 円×12 件 

               補 助 率：国 1／2・県 3／8・市 1／8 

 

           (3) 木造住宅耐震補強工事助成事業 16,700,000 円 

地震発生時における既存建築物の倒壊による被害を防止するため、昭和 56 年 5 月

以前に建築された木造住宅で、耐震診断 1.0 未満であった建築物の補強工事を実施

する者に対し、補助金を交付した。 

            ア 実施件数                        （単位：件） 

区 分 １件当たりの補助限度額 件数 

一般分 （ＰＲ住宅） 900,000円 10 

高齢者分（ＰＲ住宅） 1,100,000円 7 

 

イ 補 助 率：国 1／4・県 1／2・市 1／4 

 

(4) 建築物耐震性向上事業（木造住宅補強計画策定事業） 2,667,000 円 

地震発生時における木造住宅の倒壊による被害を防止し、市民の生命を守るため、

昭和 56 年 5 月以前に建築された木造住宅の耐震診断及び耐震計画の作成を実施す

る者に対し、補助金を交付した。 

             実施件数：17件 

             補 助 率：国 1／3・県 1／6・市 1／6 

 

(5) ブロック塀等耐震改修促進事業 764,000 円 

地震発生時におけるブロック塀等の倒壊又は転倒による災害を防止し、震災時にお

ける避難路の確保と市民生活の安全を図るものである。 

             実施件数：10件（撤去） 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

           (6) 耐震対策緊急促進事業 223,015,000 円 

地震発生時における建築物（住宅以外で大規模なもの）の倒壊による被害を防止し、

市民の生命を守るため、昭和 56 年 5 月以前に建築された建築物のうち要緊急安全

確認大規模建築物等の、耐震診断・補強設計・耐震改修を実施する者に対し、補助

金を交付した。 

             実施件数：1 件 

             補助率：国 1／3・県 1／5・市 1／5 

 

 

           (7) 空家等対策推進事業 

ア 空家等実態調査業務委託 6,480,000 円 

危険空家への対応と再利用可能な空家の利活用促進を図るため、空家の実態を調

査するものである。 

 

            イ 空家等対策協議会に係る経費 34,400 円 

             空家等対策計画の実施に関する事項を協議する熱海市空家等対策協議会（平成

29 年 11 月 16 日設置 委員 10 人）の開催に係る経費である。 

開催日及び場所：平成 30年７月 30 日(月) 熱海市役所 

内容：特定空家等の認定手順及び認定について   

 

ウ 空き家相談会開催業務委託 624,000 円 

             空き家の活用・処分・相続等について司法書士、税理士、建築士、宅建士等の専

門家に無料で相談可能な「空き家に関するワンストップ相談会」を静岡不動産流

通活性化協議会に委託し、熱海市役所において 2回開催した。 

開催日：平成 31 年 1 月 19 日（土）及び 2 月 16 日(土)   

 

 

２項 道路橋梁費 決算額    492,017,080 円 （前年度 436,087,319 円） 

１目 道路橋梁  決算額     39,324,189 円 （前年度 438,623,030 円） 

    総務費   秘書広報課 

          １ 職員給与費 39,324,189円 （前年度38,623,030円） 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
２目 道路維持  決算額    209,019,672 円 （前年度 202,717,076 円） 

    費     都市整備課 

１ 道路、橋梁及び水路等の維持補修費 38,458,512円 （前年度39,772,076円） 

(1) 市道上に張り出た枝等、視界を遮る草等の伐採や草刈及び側溝並びに路面の清

掃等を実施している。作業車両管理経費等1,628,352円を執行した。 

町内会が自主的に行う側溝清掃の残土処理に伴う車両借上料等として988,200円

を執行した。 

雑草は成長が早く交通安全上からも刈取り作業と、降雨後の側溝・スクリーン等

の清掃を2人体制で作業に当たっているが、道路等の管理区間が多大であるため対

応しきれない箇所においては業者への業務委託を執行している。 

維持業務委託 113件 35,841,960円              (単位：円) 

費 目 件 数 事業費 

道路清掃・側溝清掃

等 
熱海市道路清掃業務委託（第1工区）外36件 12,128,400 

倒木・伐採処理・ 

草刈等 
市道古美道寺山線倒木処理業務委託外75件 23,713,560 

 

 

          都市整備課 

２ 道路、橋梁及び水路等の維持補修工事費  

150,764,760円 （前年度148,828,320円） 

(1) 経年劣化で老朽化した市道・水路での事故を未然に防ぐため、市民からの通報 

や町内会からの要望、また職員によるパトロールにより発見した箇所を迅速に対 

応し、執行したものである。 

                            (単位：円) 

費 目 件 数 事業費 

道路維持工事費 市道来宮土沢線道路修繕工事外155件 137,883,600 

水路維持工事費等 滝知山水路修繕工事外16件 12,881,160 

 

 

都市整備課 

３ 道路等のバリアフリー対策経費 19,796,400円 （前年度14,116,680円） 

(1) 障害者や高齢者等の交通弱者が安全で歩きやすい道路を目指し、歩道の拡幅・

滑り止め・段差解消を年次計画により執行したものである。 

                                          (単位：円) 

費 目 件 数 事業費 

委託料 
市道温泉通水口線バリアフリー整備工

事設計業務委託 
5,400,000 

工事請負費 
市道温泉通水口線バリアフリー整備工

事外2件 
14,396,400 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
３目 道路新設  決算額    128,797,303 円 （前年度 148,184,327 円） 

改良費   都市整備課 

          １ 国庫補助対象道路改良事業費 2,348,886円 （前年度2,312,302円） 

国庫補助対象事業に関する事務費を執行した。 

 

(1) 交付申請ヒアリング等旅費 39,300円 

 

(2) 事業に係る消耗品費(コピー代金等)  41,586円 

                                            (単位：円) 

事業名 事業概要 事業費 備 考 

道路ストック総点検 

（道路トンネル）業務

委託 

野中山トンネル点検

L=21m 
2,268,000 

㈱フジヤマ沼津営業所 

委託箇所：咲見町 

 

※うち国庫補助対象 

事業費  2,268,000 

 

都市整備課 

２ 市単独道路改良等事業費 122,728,417円 （前年度143,082,025円） 

(1) 道路の改良に伴う測量業務委託等を年次計画によって執行した。 

  (単位：円) 

事業名 事業概要 事業費 備 考 

市道温泉通り水口線交

差点改良工事に伴う分

筆登記測量業務委託 

分筆登記測量業務一式 498,960 ㈱東日 

市道杢田山位久保1号

線分筆登記資料作成業

務委託 

分筆登記資料作成業務

一式 
453,600 薫測量調査 

市道杢田山位久保1号

線用地測量等業務委託 
測量業務等一式 334,800 薫測量調査 

市道南田金山線境界標

設置業務委託 
境界標設置業務一式 97,200 薫測量調査 

計 4件 1,384,560  

 

(2) 道路改良、舗装工事、側溝改修工事等を年次計画によって執行した。 

                                           （単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備 考 

市道南田金山線道路改

良工事 

構造物撤去工1式、コ

ンクリートブロック

積工A=91.8㎡、As舗装

工A=121.9㎡ 

15,487,200 

㈲石田組 

工事箇所：桜木町 

 

市道小学校裏通り線道

路改良工事 

植生基材吹付・法面伐

採A=270.3㎡ 
4,773,600 

堀井建設工業㈱ 

工事箇所：網代字大谷 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

市道奥丸山1号線道路

改良工事 

コンクリートブロッ

ク基礎L=13.5m、コン

クリートブロック積

A=69.1㎡、ガードレー

ル基礎・設置L=12.7m

、補償工1式 

7,560,000 

堀井建設工業㈱ 

工事箇所：下多賀字奥丸

山 

市道来ノ宮神社線道路

改良工事 

現場打ち擁壁L=22.0m

暗渠排水管L=10.0m、

横断防止柵L=22.0m、

付帯工1式 

4,644,000 
㈱下田土建 

工事箇所：西山町 

市道稲村1号線道路改

良工事 

路盤工・表層工A=24.5

㎡、付帯工1式 
3,639,600 

㈱小秀土建 

工事箇所：伊豆山字稲村 

南熱海交番新築工事に

伴う造成工事 

現場打ち擁壁L=38.8m

、階段工1式、取合い

工1式 

8,532,000 

東豆土木㈱ 

工事箇所：下多賀字大神

屋敷 

市道横山線道路改良工

事 

ブロック積工A=28.8

㎡、上層路盤工・基層

工・表層工A=17.1㎡ 

2,905,200 
㈱石井組 

工事箇所：上多賀字横山 

市道伊豆山神社参道線

整備工事 

洗出し舗装工・下地補

修工A=176.75㎡、クラ

ック補修工A=90.4m、

コンクリートはつり

工A=1.98㎡ 

7,936,920 
㈲小秀土建 

工事箇所：伊豆山字坂東 

市道熱海駅足川線道路

改良工事 

表層工・路盤工A=43.0

㎡、縁石工L=36.0m 
2,646,000 

㈱下田土建 

工事箇所：春日町 

市道初島7号線道路改

良工事 

ILB舗装・上層路盤・

ILB撤去A=232㎡ 
4,860,000 

青木建設㈱ 

工事箇所：初島字家越 

市道横山線道路改良工

事（その2） 

ブロック積工A=27.8

㎡、上層路盤工・基層

工・表層工A=15.3㎡ 

2,754,000 
㈱石井組 

工事箇所：上多賀字横山 

市道田原柳原線道路改

良工事 

上層路盤工・基層工・

表層工A=37.0㎡、重力

式擁壁工L=15.8m 

5,287,680 
堀井建設工業㈱ 

工事箇所：下多賀字桜田 

市道奥丸山1号線道路

改良工事（その2） 

PU側溝L=18.1m、 

見切りコンクリート 

L=12.3m、付帯工1式 

2,354,400 

堀井建設工業㈱ 

工事箇所：下多賀字奥丸

山 

計 13件 73,380,600  

 

 

          都市整備課 

          ３ 県道改修事業負担金 3,720,000円 （前年度2,790,000円） 

           (1) 静岡県建設事業等市町負担金徴収条例に基づき、年度内に市内で実施された県単

独道路改築工事（十国峠伊豆山線）の事業費の一部を負担している。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
４目 交通安全  決算額    11,015,751 円 （前年度 10,607,009 円） 

施設整備  都市整備課 

費     １ 市単独交通安全施設整備事業費 10,967,733円 （前年度10,542,210円） 

(1) 市道の交通安全施設の積極的な整備に努め、道路反射鏡等の新設・維持補修費、 

道路照明等の光熱水費を執行した。 

                                           (単位：円) 

費 目 件 数 事業費 

標識等 市道熱海新道線交通安全施設整備工事外1件 1,442,880 

舗装工 市道林ヶ久保通り線交通安全施設整備工事外2件 1,644,840 

道路反射鏡 市道中部横断道路線外5線交通安全施設整備工事外2件 2,745,360 

転落防護柵 市道八幡大渡戸線交通安全施設整備工事外4件 4,165,560 

計 13件 9,998,640 

 

 

          都市整備課 

２ 国庫補助対象交通安全施設整備事業費 48,018円 （前年度64,799円） 

           (1) 本年度は、社会資本整備総合交付金事業として、熱海市が管理する幹線道路上

の道路付属物を把握するため道路ストック総点検にかかる講習会参加旅費及び消

耗品購入代として執行した。 

 

 

５目 橋梁新設  決算額    103,860,165 円 （前年度 35,955,877 円）            

    改良費   都市整備課 

          １ 国庫補助対象橋梁長寿命化事業費 103,860,165円 （前年度35,955,877円） 

(1) 社会資本整備総合交付金事業として、橋梁長寿命化修繕計画に基づく橋梁定期

点検及び道路法に基づく橋梁定期点検を実施し、橋梁補修工事を施工するため詳

細設計を実施した。 

                                          (単位：円) 

事業名 事業概要 事業費 備 考 

仲川橋外2橋橋梁補修

設計業務委託 
橋梁補修設計 3橋 9,612,000 

㈱フジヤマ沼津営業所 

委託箇所：下多賀字浜田

外2 

曾根田橋外1橋橋梁補

修設計業務委託 

橋梁修繕耐震補強設

計 2橋 
6,696,000 

㈱フジヤマ沼津営業所 

委託箇所：上多賀字下曾

根田外2 

新柳橋外1橋橋梁補修

設計業務委託 
橋梁補修設計 2橋 4,566,240 

㈱フジヤマ沼津営業所 

委託箇所：銀座町外3 

熱海市橋梁定期点検業

務委託 
橋梁定期点検 20橋 5,508,000 

㈱フジヤマ沼津営業所 

委託箇所：梅園町外17 

熱海市橋梁長寿命化修

繕計画に伴う橋梁定期

点検業務委託 

橋梁定期点検 7橋 2,209,680 
㈱フジヤマ沼津営業所 

委託箇所：伊豆山字浜外6 
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無名橋32 橋梁補修設

計業務委託 

橋梁修繕耐震補強設

計 1橋 
9,485,640 

㈱ウィンディーネットワ

ーク 

委託箇所：紅葉ガ丘町 

桜橋橋梁補修設計業務

委託 
補修設計 1橋 3,240,000 

㈱フジヤマ沼津営業所 

委託箇所：銀座町外1 

両国橋外1橋橋梁補修

設計業務委託 
補修設計 2橋 5,994,000 

㈱フジヤマ沼津営業所 

委託箇所：泉元宮上分字

塩坪外1 

計 8件 47,311,560 
※うち国庫補助対象事業

費     47,198,302 

 

(2) 社会資本整備総合交付金事業として、橋梁長寿命化修繕計画に基づく橋梁補修

工事及び橋梁耐震化計画に基づく橋梁耐震補強工事を実施した。                                      

  (単位：円) 

事業名 事業概要 事業費 備 考 

自然橋1号橋橋梁補修

工事 

支承取替工・足場工・

橋梁塗装工 
14,148,000 

渡辺建設㈱ 

工事箇所：上多賀字大渡

戸 

落合橋橋梁補修工事 
塗装塗替工・断面修復

工 
5,842,800 

杉崎建設㈱ 

工事箇所：泉元宮上分字

西山外2 

無名橋19 橋梁補修工

事 

断面修復工・ひび割れ

補修工・表面含侵工 
7,857,000 

㈱川口組 

工事箇所：西熱海二丁目 

曾根田橋橋梁補修工事 

断面修復工・水切り設

置・縁端拡張工・仮設

工 

8,186,400 

渡辺建設㈱ 

工事箇所：上多賀字下曾

根田 

日向橋橋梁補修工事 

塗装塗替え工・断面修

復工・ひび割れ注入工

・ひび割れ充填工・沓

座モルタル設置工・水

切り設置工・防護柵塗

装塗替え・仮設工 

13,878,000 
(有)石田組 

工事箇所：紅葉ガ丘町 

新柳橋橋梁補修工事 

断面修復工・ひび割れ

注入工・ひび割れ充填

工・表面含侵工・水切

り設置工・防護柵塗装

塗替え工 

5,719,680 
大舘建設㈱ 

工事箇所：銀座町 

無名橋19 橋梁補修工

事 
排水工ほか 810,000 

大舘建設㈱ 

工事箇所：西熱海二丁目 

計 7件 56,441,880 
※うち国庫補助対象事

業費   55,631,880 

 

３項 河川費 決算額     13,684,130 円 （前年度 59,990,149 円） 

１目 河川改良 決算額      9,544,870 円 （前年度 32,160,769 円） 

費     都市整備課 

１ 市単独河川水路改修事業費  9,544,870円 （前年度32,160,769円） 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
(1) 市内の河川・既設河川構造物の老朽化に伴う改修と、豪雨等の浸水被害を未然 

に防ぐため、河川改修計画のための河川・水路の改修を行った。 

（単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備 考 

準用河川鳴沢川河川

改修工事 

河川土工1式、コンクリート

ブロック積工Ａ=115.6㎡、 

仮設工1式 

8,640,000 ㈱小秀土建 

 

 

２目 河川環境 決算額     4,139,260 円 （前年度 27,829,380 円）             

整備費   都市整備課 

１ 河川海岸美化事業経費 735,000円 （前年度735,000円） 

(1) 市内の14河川、37箇所を27町内会の地元住民延べ2,616人が参加して河川愛護・

環境美化に努め、県費補助を受け実施町内会への報奨金を執行したものである。 

 

                                （単位：円) 

事業名 河 川 箇 所 事業費 県費補助 

河川海岸美化事業 
二級河川糸川外

13河川 
上宿町外36か所 735,000 286,000 

 

 

          都市整備課 

２ 急傾斜地崩壊対策事業経費  3,309,260円 （前年度27,094,380円） 

(1) 本年度は、下多賀大久保地区において県費補助にて急傾斜地崩壊対策事業を執行

した。下多賀大久保地区は、静岡県より急傾斜地崩壊危険区域に指定されており、

当該区域でのがけ崩れの発生や被害を防止するための施設設置に伴う詳細設計・測

量を実施し、砂防・地すべり対策工事を施工した。 

(単位：円) 

事業名 事業概要 事業費 備 考 

(県費補助事業) 

下多賀大久保地

区急傾斜地崩壊

対策事業 

下多賀大久保地区急傾

斜地崩壊対策工事 

 

落石防護柵1型L=38.3m、

落石防護柵2型L=33.0m 

工事請負費 

3,294,000 

熱海観光建設(名） 

工事箇所：下多賀字

大久保 

※うち県費補助対象

事業費  3,000,000 

 

 

          都市整備課 

          ３ 県単独急傾斜地崩壊対策事業負担金 95,000円 （前年度0円） 

           (1) 静岡県建設事業等市町負担金徴収条例に基づき、年度内に市内で実施された急傾

斜地崩壊対策事業費（伊豆山坂東擁壁工に係る用地測量調査）の一部を負担してい

る。           
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
４項 港湾費 決算額     27,188,121 円 （前年度 28,481,044 円） 

１目 観光港等  決算額      25,733,121 円 （前年度 18,296,044 円） 

建設推進  秘書広報課 

費     １ 職員給与費 3,871,721円 （前年度5,535,238円） 

 

都市整備課 

２ 海岸利用推進経費 861,400円 （前年度703,056円） 

(1) 熱海港連絡協議会等において既存の施設の活用や新規工事の要望等活発な意見

交換を行った。 

(2) 静岡県港湾振興会外4協会への会費及び負担金を執行した。 

 

            各種団体会費及び負担金                    （単位：円） 

名 称 金 額 

港湾都市協議会 分担金 8,000 

熱海港連絡協議会 負担金 100,000 

㈳ウォーターフロント協会 会費 50,000 

㈳日本マリーナ・ビーチ協会 会費 50,000 

静岡県港湾振興会 会費及び特別会費 421,000 

計 5件 629,000 

 

都市整備課 

３ 観光港等建設事業費負担金 21,000,000円 （前年度12,057,750円） 

(1) 静岡県建設事業等市町負担金徴収条例に基づき、海岸環境整備事業の一部を負

担したもの。今年度は、社会資本整備総合交付金海岸環境整備事業により(渚地区

)第4工区において側面の護岸工及び離岸堤工の港湾改修を行った。 

   (単位：円) 

事業名 事業費 負担率 金 額 

社会資本整備総合交付金 

海岸環境整備事業 
126,000,000 1/6 21,000,000 

 

 

２目 港湾建設  決算額     1,455,000 円 （前年度 10,185,000 円） 

費     都市整備課 

１ 港湾局部改修事業等負担金  1,455,000円 （前年度10,185,000円） 

(1) 静岡県建設事業等市町負担金徴収条例に基づき、県単独港湾改良等の事業費を

一部負担した。 

負担金内訳                         (単位：円) 

事業名 事業費 負担率 金 額 

県単独港湾海岸環境整備 2,910,000 1/2 1,455,000 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
５項 都市計画費 決算額     890,976,453 円 （前年度 643,159,738 円） 

１目 都市計画  決算額    118,725,875 円 （前年度 113,747,692 円） 

    総務費   秘書広報課 

          １ 職員給与費 103,396,694円 （前年度94,001,267円） 

 

 

              まちづくり課 

          ２ 都市計画基礎調査等経費 2,342,566円 （前年度2,974,138円） 

(1) 平成30年度は、負担金（国・県）を活用し、網代その1地区・網代その2地区 

（Ａ=0.01㎢）の一筆地調査を行った。 

(単位：円) 

事業名 事業概要 事業費 備  考 

網代その1地区地籍調

査業務委託（補助） 

地籍の明確化を目的とした

一筆地調査 
475,200 

㈱フジヤマ 

沼津営業所 

網代その2地区地籍調

査業務委託（補助） 

地籍の明確化を目的とした

一筆地調査 
680,400 

㈱フジヤマ 

沼津営業所 

網代その1地区外1地 

区地籍調査業務委託 

（単独） 

地籍調査の実施に伴う官民 

境界への杭（プレート） 

設置業務 

285,120 
㈱フジヤマ 

沼津営業所 

地籍情報管理システ 

ム再インストール業 

務委託 

業務用パソコン入替えに伴

うシステム再インストール 
83,160 国土情報開発㈱ 

 計 1,523,880  

 

 

まちづくり課 

          ３ 土地利用対策等経費 312,711 円 （前年度 644,070 円） 

           (1) 経済状況は若干の回復が見られるが、大規模開発の申請状況については大きな

変動は見られない。個人住宅に関する宅地造成工事及び風致地区内行為における

許可申請等についても大きな変動は見られない。 

                        各種申請等処理状況                (単位：件) 

項 目 平成30年度 平成29年度 平成28年度 

都市計画法 

開発行為許可申請 
2 0 2 

まちづくり条例 

適合通知交付 
5 5 5 

宅地造成等規制法 

許可申請 
11 9 12 

熱海市風致地区条例 

許可申請 
57 60 65 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
(2) 積算設計ソフトの保守に伴う委託料を執行した。      （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

擁壁の設計   サブスプリクション契約 60,480 ㈱フォーラムエイト 

斜面の安定計算 サブスプリクション契約 63,720 ㈱フォーラムエイト 

計 124,200  

 

 

          まちづくり課 

          ４ 国土利用計画法等の取扱経費 137,986 円 （前年度 105,522 円） 

(1) 国土利用計画法は、一定規模以上の土地の取引を行う場合に届出を義務付けて

いるものである。現状は、履行されないケースが多々あるため、県と協調して適

切な指導を行っている。 

            各種申請等処理状況                （単位：件） 

項 目 平成30年度 平成29年度 平成28年度 

通常届出 4 16 23 

違反処理 16 18 16 

 

 

まちづくり課 

          ５ 屋外広告物の取扱経費 1,108,776 円 （前年度 821,120 円） 

(1) 屋外広告物について、良好な景観の形成、風致の維持及び公衆に対する危害の

防止のため、屋外広告物法に基づき熱海市屋外広告物条例を制定し、広告物の色

彩や大きさ等を制限している。 

            各種申請等処理状況                  （単位：件） 

項 目 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

新 規 34 37 25 

更 新 125 50 94 

変 更 15 10 6 

除 却 31 6 26 

申請済件数 444 436 405 

 
(2) 屋外広告物管理システムの保守に伴う委託料を執行した。  （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

屋外広告物管理システム保守業務委託 129,600 国土情報開発㈱ 

 

まちづくり課 

          ６ まちづくりに要する経費 10,991,430円 （前年度14,698,867円） 

(1) 各種会議開催に伴う委員報酬を執行した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
            委員報酬                             （単位：円） 

名     称 金 額 

熱海市まちづくり審議会 委員報酬 49,400 

熱海市景観デザイン会議 委員報酬 31,800 

計 81,200 

 

(2) 熱海市立地適正化計画策定基礎調査業務、都市計画道路見直し検討業務等に伴

う委託料を執行した。 

（単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

熱海市立地適正化計画策定基礎調査業務

委託 
5,335,200 

昭和設計㈱沼津営業

所 

熱海市都市計画道路見直し検討業務委託 4,196,880 昭和㈱静岡支社 

３Ｄ建築物詳細設計業務委託 108,000 
㈱ウインディーネッ

トワーク伊東支社 

計 9,640,080  

 

(3) ㈶都市計画協会外 2団体への会費として負担金を執行した。 

             各種団体会費                      （単位：円） 

名     称 金 額 

㈶都市計画協会   会費 85,000 

静岡県都市計画協会 会費 70,000 

計 155,000 

 

 

          まちづくり課 

          ７ 市街地再開発事業費 90,000 円 （前年度 114,000 円） 

(1) ㈳全国市街地再開発協会外 2 団体への会費として負担金を執行した。 

            各種団体会費                      （単位：円） 

名     称 金 額 

㈳全国市街地再開発協会    会費 80,000 

静岡県市街地再開発促進協議会 会費 10,000 

計 90,000 

 

 

都市整備課 

８ 都市計画事業総括的事務費 60,820円 （前年度66,880円） 

(1) 都市計画に関する総括的事務費として各種研修会等に出席し職員のスキルアッ

プに努めた。また、各団体への会費及び負担金 34,000 円を執行した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
           都市整備課 

９ 交通体系等に関する企画調整及び事務管理経費 284,892円 （前年度321,828円） 

(1) 伊豆湘南道路建設促進期成同盟会等において国及び県に対し、当地域周辺にお

ける喫緊の課題である慢性的な交通渋滞の解消、災害発生時の緊急輸送路の確保

等充実した道路網の整備に対する要望活動を行ったほか、静岡・神奈川両県の県

境地域における道路行政についての意見交換会を開催し、課題や問題点を検証し

た。また、伊豆湘南道路建設促進期成同盟会及び伊豆縦貫自動車道建設促進期成

同盟会の要望活動等に参加した旅費68,260円及び伊豆湘南道路建設促進期成同盟

会会費等負担金191,000円を執行した。 

 

 

２目 街路事業  決算額    15,947,200 円  （前年度 8,199,540 円）                  

費     都市整備課 

          １ 歩道、側溝等の維持補修費 6,348,184円 （前年度6,395,291円） 

(1) 市内の緑地帯の樹木剪定業務委託（温泉通り水口線外 7 線）を執行し、街路の

維持補修・良好な景観維持に努めた。また、街路灯・ガス灯、散水用の水道料金

等の光熱水費として 2,657,543 円を執行した。 

ア 業務委託費                         (単位：円) 

事業名 事業概要 事業費 備 考 

温泉通り水口線外7

線緑地帯樹木剪定

業務委託 

緑地帯樹木剪定業務 2,343,600 西村造園㈱ 

都市計画街路清掃

業務委託 
街路清掃業務 205,572 

㈳熱海市シルバー人

材センター 

計 2,549,172  

 

イ 市単独工事費                        (単位：円) 

事業名 事業概要 事業費 備 考 

8.7.3号糸川遊歩道2

号線散水栓修繕工事 
散水栓修繕 120,960 ㈱野田造園 

8.7.3号糸川遊歩道2

号線照明修繕工事 
足元灯修繕 861,840 ㈲大川電気商会 

計 982,800  

 

 

          都市整備課 

２ 県費補助対象街路整備事業費 7,925,016円 （前年度688,249円） 

(1) 本年度は、3.6.8号熱海駅伊豆山神社線について街路整備事業を執行した。 

3.6.8号熱海駅伊豆山神社線は市内の幹線道路でありバス路線であるが、狭隘な部

分が多く車両のすれ違いが困難であり、また歩道が未整備であるため、交通混雑

の緩和、歩行者の安全確保のために改良整備を実施した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
(単位：円) 

事業名 事業概要 事業費 備 考 

3.6.8号熱海駅伊豆山神

社線地質調査業務委託 
地質調査業務 7,452,000 静岡コンサルタント㈱ 

 

 

都市整備課 

３ 県単独街路整備事業負担金 1,674,000 円 （前年度 1,116,000 円） 

(1) 静岡県建設事業等市町負担金徴収条例に基づき、年度内に市内で実施された都

市計画事業（街路事業）の事業費の一部を負担している。 
 

 

３目 公園等管  決算額    350,490,388 円 （前年度 374,581,167 円） 

理費    公園緑地課 

          １ 都市公園の管理運営経費 174,000,021 円 （前年度 191,133,988 円） 

(1) 「お宮緑地」「泉公園」等市内都市公園の維持管理経費として執行した。 

 

(2) 小山臨海公園の運営経費として指定管理料を執行した。 

 

(3) 熱海海浜公園内の健康運動施設「マリンスパあたみ」の運営経費として指定管理

料を執行した。 

 

(4) 姫の沢公園の運営経費として指定管理料を執行した。 

 

(5) 指定管理者第三者評価及び南熱海マリンホール修繕計画作成を委託し、委託料と

して執行した。 

                                                    （単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

電気使用料 都市公園電気料 1,315,213  

水道使用料 都市公園水道料 2,077,545  

下水道使用料 都市公園下水道料 277,549  

修繕料 都市公園修繕料 157,680  

施設管理業務委

託 

小山臨海公園指定管理 

 

姫の沢公園指定管理 

マリンスパあたみ指定管理 

 

22,084,857 

 

62,447,000 

33,248,888 

 

ＲｅＴＡＳ Ｐｒｏ

ｊｅｃｔ共同事業体 

㈶熱海市振興公社 

シダックス大新東ヒ

ューマンサービス㈱ 

修繕計画作成業

務委託 
南熱海マリンホール修繕計画作成 3,348,000 

中日本建設コンサル

タント㈱ 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

樹木管理業務委

託 

熱海海浜公園樹木管理 

お宮の松樹木管理 

泉公園外 1公園樹木管理 

お宮緑地外 2 公園樹木管理 

姫の沢公園内枯れ松伐採・現地整理

置き 

網代朝日山公園樹木管理 

泉公園樹木伐採及び枝打ち剪定 

姫の沢公園伐採 

錦ヶ浦公園支障木枝打ち 

泉公園石垣上雑木伐採 

1,468,800 

561,600 

2,948,400 

4,384,800 

453,600 

 

1,587,600 

1,144,800 

4,752,000 

307,800 

493,560 

㈲梅原造園 

㈱加藤樹木医事務所 

㈲山田造園 

藤原造園㈱ 

㈲宮川産業 

 

㈲芳香園 

㈲山田造園 

藤原造園㈱ 

西村造園㈱ 

㈲山田造園 

清掃管理業務委

託 

市内観光施設（都市公園）清掃 

 

お宮緑地・渚小公園清掃 

1,391,318 

 

2,809,044 

㈳熱海市シルバー人

材センター 

㈲マック商工 

浄化槽管理業務

委託 

市内観光施設（都市公園）し尿浄化

槽維持管理 

219,456 

 

熱海ライフクリーン

㈱ 

保安点検業務委

託 

渚小公園エレベーター保守点検 

 

自家用電気工作物保安管理 

648,000 

 

283,500 

㈱日立ビルシステム

横浜支社 

㈱静岡ケイテクノ 

建築設備定期点

検業務委託 

マリンスパあたみ建築設備定期点検 

 

マリンスパあたみ防火設備定期点検 

192,240 

 

140,400 

㈲若林建築設計事務

所 

㈲ワタナベ電気防災 

指定管理者第三

者評価業務委託 

小山臨海公園・姫の沢公園・マリン

スパあたみ指定管理者第三者評価 
1,143,072 

総合システム研究所

㈱ 

指定管理者労働

条件把握業務委

託 

小山臨海公園指定管理者労働条件把

握 
108,000 

静岡県社会保険労務

士会 

工事請負費 

伊豆山子恋の森公園西側浄化槽ブロ

ワー取替 

小山臨海公園テニスコート人工芝補

修 

姫の沢公園駐車場外灯修繕 

泉公園植生マット設置 

南熱海マリンホール修繕 

南熱海マリンホールバレーポスト改

修 

お宮緑地手洗い場設置 

泉公園遊歩道整備 

南熱海マリンホールギャラリーエア

コン更新 

サービスセンター汚水ポンプ交換 

お宮の松放送設備機器修繕 

海浜公園外灯不点灯修繕 

姫の沢公園湧水処理 

71,280 

 

4,104,000 

 

278,640 

334,800 

980,640 

3,996,000 

 

1,836,000 

2,462,400 

1,857,600 

 

1,188,000 

328,320 

108,000 

467,640 

熱海ライフクリーン

㈱ 

東豆土木㈱ 

 

㈲菊地電気 

㈱泉建設 

大東建設㈱ 

東豆土木㈱ 

 

大舘建設㈱ 

㈲杉崎建設 

㈱平和エアテック 

 

㈲菅谷工業所 

㈲菊地電気 

㈲菊地電気 

小原工業㈱ 

 

-245-



 

 

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
          公園緑地課 

 ２ その他公園の管理運営経費 13,779,837 円 （前年度 25,473,377 円） 

(1) 市内都市公園を除くその他の公園の維持管理経費として執行した。 

 

(2) 一部の公園については、地元町内会・老人会により維持管理されており、その謝

礼として執行した。                     

                                (単位：円) 

事業名 事業概要 事業費 備考 

電気料 その他公園電気料 945,513  

水道料 その他公園水道料 2,084,430  

下水道料 その他公園下水道料 316,284  

樹木管理業務委

託 

サンレモ公園樹木管理 

滝の山公園下刈り除草 

頼朝一杯水苑地樹木管理 

大縄公園外 3 園地樹木管理 

鹿ヶ谷公園樹木管理 

月見ヶ丘公園サクラ・ヒノキ支障

枝伐採 

484,920 

248,400 

480,600 

1,198,800 

1,112,400 

271,080 

㈲山田造園 

㈲梅原造園 

㈱出野造園 

㈲梅原造園 

㈲梅原造園 

㈲梅原造園 

浄化槽維持管理

業務委託 

大縄公園し尿浄化槽維持管理 

頼朝一杯水苑地し尿浄化槽維持

管理 

鹿ヶ谷公園浄化槽水質検査 

 

461,160 

151,200 

 

18,105 

 

熱海環境サービス㈱ 

㈱カンセイ神奈川出

張所 

熱海ライフクリーン

㈱ 

清掃業務委託 

市内観光施設（その他公園）清掃 

 

滝の山公園バイオトイレ清掃 

 

頼朝一杯水苑地及び鹿ヶ谷公園

トイレ清掃 

2,441,743 

 

194,400 

 

429,300 

 

㈳熱海市シルバー人

材センター 

熱海ライフクリーン

㈱ 

㈱アイビックス 

 

工事請負費 

滝の山公園園路修繕 

サンレモ公園噴水撤去 

サンレモ公園噴水撤去に伴う電

気工事 

初島園地待合所外部補修 

456,840 

977,400 

159,840 

 

437,400 

熱海観光建設㈴ 

小原工業㈱ 

㈲菊地電気 

 

青木建設㈱ 

 

          公園緑地課 

３ 公園以外の観光施設管理運営経費 126,814,677 円 （前年度 122,690,283 円） 

(1) 「熱海サンビーチ」「長浜海水浴場」等において、夏季海水浴場開設に伴うビー

チ整備、監視所の設置及び監視員の配備等に係る経費として執行した。 

 

(2) 「家康の湯」「熱海七湯」等の温泉を利用した観光施設の運営及び維持管理経費

として執行した。 

 

(3) 「ムーンテラス」「レインボーデッキ」「長浜海浜公園」等、熱海港海岸環境整備

事業により整備された港湾施設の維持管理経費として執行した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
(4) 熱海港東防波堤にある「熱海港海釣り施設」の維持管理経費として執行した。 

（単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

電気料 親水公園外観光施設電気料 12,597,190  

水道料 親水公園外観光施設水道料 4,464,475  

下水道料 親水公園外観光施設下水道料 1,834,412  

温泉使用料 熱海駅前足湯・七湯温泉使用料 2,935,369  

修繕料 長浜海浜公園外施設修繕料 343,861  

管理清掃業

務委託 

東海岸サービスセンター管理 

 

海水浴場監視 

 

熱海港海釣り施設管理 

 

親水公園等清掃 

市内観光施設清掃等 

 

長浜海浜公園管理 

伊豆山観光トイレ清掃 

 

熱海サンビーチ清掃（ビーチクリーナ

ー） 

長浜海水浴場清掃（ビーチクリーナー） 

奥西山ハイキングコーストイレ清掃 

長浜海浜公園夏季臨時駐車場管理 

夏季ごみ運搬（サンビーチ・親水公園） 

 

夏季ごみ運搬（長浜海浜公園） 

海釣り施設タラップかき落とし 

網代温泉海水浴場清掃 

熱海サンビーチ漂着物等処理 

 

635,069 

 

9,504,000 

 

15,639,475 

 

3,055,356 

3,052,424 

 

5,060,909 

363,528 

 

5,221,800 

 

155,520 

143,100 

3,179,286 

345,600 

 

188,892 

235,440 

382,320 

86,400 

 

㈳熱海市シルバー人

材センター 

㈱スポーツプラザ報

徳 

ＮＰＯ法人 ＳＥＡ 

ＷＥＢ 

㈲マック商工 

㈳熱海市シルバー人

材センター 

多賀観光協会 

伊豆山仲道生活協同

組合 

㈱フソー熱海営業所 

 

㈱フソー熱海営業所 

㈱アイビックス 

多賀観光協会 

㈱アタミクリーンア

ップ 

㈱マルダイ 

青木建設㈱ 

堀井建設工業㈱ 

㈱アタミクリーンア

ップ 

樹木管理業

務委託 

伊豆山ハイキングコース下刈り 

親水公園樹木管理 

初島周遊散策路及び初島参観灯台広場

管理 

長浜緑地樹木管理 

さくらの名所散策路樹木管理 

丹那トンネル慰霊碑苑地支障木除去 

梅園分譲地下刈り 

伊東線法面樹木管理 

熱海駅前及び来の宮駅前緑地管理 

海釣り駐車場刈込み 

さくらの名所散策路倒木処理 

498,960 

583,200 

1,436,400 

 

2,408,400 

894,240 

157,680 

244,944 

143,640 

327,240 

236,520 

158,760 

㈲山田造園 

㈱野田造園 

㈱野田造園 

 

㈲梅原造園 

㈱出野造園 

㈲山田造園 

西村造園㈱ 

㈲芳香園 

㈱野田造園 

西村造園㈱ 

㈱出野造園 

保守点検業

務委託 

自家用電気工作物保安管理（東海岸サ

ービスセンター・長浜海浜公園休憩施

設・親水公園） 

330,804 

 

 

㈱静岡ケイテクノ 

 

 

-247-



 

 

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
熱海サンビーチライトアップ調整点検 

家康の湯設備保守点検 

市内観光施設（公園以外）し尿浄化槽

維持管理 

ムーンテラス噴水装置点検清掃 

小沢の湯蒸気配管浚渫 

604,800 

194,400 

36,759 

 

356,400 

799,200 

㈱平和エアテック 

㈱松本機械製作所 

熱海ライフクリーン

㈱ 

㈱櫻井工業所 

㈱八代ボーリング 

工事請負費 

長浜足洗い場修繕 

長浜海水浴場施設設置撤去 

網代温泉海水浴場施設設置撤去 

熱海サンビーチ施設設置・撤去 

熱海サンビーチ給水・排水設備 

ムーンテラスベンチ修繕 

熱海サンビーチ整地 

熱海サンビーチ歓迎看板等設置・撤去 

長浜海水浴場駐車場料金所設置撤去 

南熱海海水浴場放送設備設置撤去 

海水浴場資材倉庫修繕 

長浜海水浴場施設設置撤去 

伊豆山観光トイレ塗床 

子恋の森ハイキングコース修繕 

網代温泉海水浴場見晴台修繕 

長浜海浜公園汚水水中ポンプ修繕 

海釣り施設看板設置 

熱海海釣り施設駐車場修繕 

 

小沢の湯蒸気管取替修繕 

サンビーチ放送設備改修 

サービスセンターイベント事務所エア

コン取付 

熱海サンビーチ歓迎看板等設置・撤去

（災害復旧） 

熱海サンビーチ給水・排水設備復旧 

熱海サンビーチ施設設置・撤去復旧 

長浜海水浴場施設設置撤去復旧 

長浜海浜公園サイン設置 

熱海駅前足湯温泉弁取替 

熱海駅家康の湯自動販売機更新 

旧清光園跡地ブロック塀撤去処分 

海釣り施設駐車場補修 

 

親水公園修繕 

ムーンテラスタイル等修繕 

熱海港釣施設スロープ基礎 

うみえーる長浜汚水排水ポンプコント

ローラー・フロートスイッチ取替 

熱海港駐車場カーゲート改修 

 

サンデッキ汚水ポンプ盤修繕 

495,720 

3,859,920 

2,160,000 

5,778,000 

2,808,000 

2,916,000 

1,101,600 

702,000 

232,200 

465,480 

2,246,400 

91,800 

160,920 

1,055,160 

709,560 

160,380 

84,240 

273,240 

 

178,200 

274,320 

271,080 

 

432,000 

 

596,160 

1,350,000 

2,462,400 

252,720 

75,600 

745,200 

578,880 

324,000 

 

299,700 

2,462,400 

999,000 

282,960 

 

594,000 

 

366,120 

熱海観光建設㈴ 

熱海観光建設㈴ 

堀井建設工業㈱ 

中村建設㈱ 

㈲青木工業所 

青木建設㈱ 

㈲住建工業 

北原建設㈱ 

熱海観光建設㈴ 

大東電気商会 

熱海観光建設㈴ 

㈱なべかん 

㈱小秀土建 

㈱小秀土建 

堀井建設工業㈱ 

㈱三ツ星工業 

㈱なべかん 

菅原建設㈱静岡営業

所 

㈱福士工業所 

㈲大川電気商会 

㈱平和エアテック 

 

北原建設㈱ 

 

㈲青木工業所 

中村建設㈱ 

熱海観光建設㈴ 

熱海観光建設㈴ 

㈱櫻井工業所 

㈲菊地電気 

㈲杉崎建設 

菅原建設㈱静岡営業

所 

㈲住建工業 

青木建設㈱ 

北原建設㈱ 

㈱山田工業所 

 

オムロンフィールド

エンジニアリング㈱ 

㈲菊地電気 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
公園緑地課 

 ４ 梅園の管理運営経費 35,895,853 円 （前年度 35,283,519 円） 

(1) 市内都市公園である「熱海梅園」に係る維持管理経費として執行した。 

 

(2) 梅まつり開催期間の有料化に伴う運営経費として執行した。 

（単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

電気料 梅園電気料 2,440,054  

上下水道料 梅園上下水道料 1,318,454  

維持管理業務委

託 

梅園管理 

 

梅園有料運営 

韓国庭園堂内夜間警備 

梅園管理棟夜間警備 

5,893,292 

 

8,937,375 

403,056 

324,000 

㈳熱海市シルバー人

材センター 

㈳熱海市観光協会 

セコム㈱ 

セコム㈱ 

保守点検業務委

託 

韓国庭園赤外線感知器保守点検 

韓国庭園炎感知器保守点検 

梅園自家用電気工作物保安管理 

15,552 

22,032 

91,260 

セコム㈱ 

セコム㈱ 

㈱静岡ケイテクノ 

樹木管理業務委

託 

梅園樹木管理 

梅園法面下刈り 

梅園倒木処理 

6,320,160 

494,640 

465,480 

西村造園㈱ 

㈱富士土建 

㈱富士土建 

香林亭耐震診断

作成業務委託 
梅園香林亭耐震診断作成 362,880 

㈱小倉建築設計事務

所 

工事請負費 

梅園駐車場仮橋撤去 

梅園駐車場仮橋設置 

梅園梅見の滝№1 ポンプ取替 

梅園足湯ポンプ整備 

梅園修繕 

947,160 

1,598,400 

783,000 

2,757,240 

241,920 

㈲西海造園土木 

㈲西海造園土木 

㈱櫻井工業所 

㈱中山ボーリング 

㈱川口組 

 
４目 公園等建 決算額      381,449,242 円 （前年度 126,529,853 円）                 

設費    秘書広報課 

 １ 職員給与費 73,201,842 円 （前年度 73,894,253 円） 

 

公園緑地課 

２ 梅園整備事業費 2,052,000 円 （前年度 3,780,000 円） 

(1) 施設の老朽化が著しいため、園路改修や安全施設設置、管理棟内券売機の撤去・

改修の整備事業費を執行した。 

（単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

梅園整備工事 

施設整備工      1 式 

転落防止柵工     1 式 

園路舗装工      1 式 

梅園管理棟改修工   1 式 

2,052,000 ㈱川口組 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
公園緑地課 

３ 林ガ丘公園整備事業費 1,962,000 円 （前年度 1,962,000 円） 

(1) 整備計画に基づき舗装工、縁石工等の整備事業費を執行した。  （単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

林ガ丘公園整備工

事 

舗装工      39.9 ㎡ 

縁石工      38.6ｍ 
1,944,000 ㈲石田組 

 

公園緑地課 

４ 海浜公園整備事業費 16,525,720 円 （前年度 14,860,800 円） 

(1) マリンスパあたみの施設の老朽化が著しいため、修繕計画に基づきウォーター

スライダー補修工等の整備事業費を執行した。          （単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

マリンスパあたみウォー

タースライダー補修工事 

ウォータースライダー 

補修工      1 式 
2,052,000 大舘建設㈱ 

マリンスパあたみスライ

ダーポンプヘヤキャッチ

ャー更新工事 

ポンプ部材設置撤去工 

1 式 
847,800 ㈱平和エアテック 

マリンスパあたみ 2Ｆ男

子更衣室照明更新工事 
照明更新工    1 式 692,280 ㈲菊地電気 

マリンスパあたみ 2Ｆレ

ストラン照明更新工事 
照明更新工    1 式 274,320 ㈲菊地電気 

マリンスパあたみ 2Ｆ女

子脱衣室照明更新工事 
照明更新工    1 式 692,280 ㈲菊地電気 

マリンスパあたみＷＦ－

61 アトラクションエリア

循環濾過装置循環ポンプ

更新工事 

ポンプ設置撤去工 1 式 889,920 ㈱平和エアテック 

マリンスパあたみ給水設

備工事 
給水設備設置工  1 式 2,872,800 ㈱平和エアテック 

マリンスパあたみ真空式

給湯暖房温水器更新工事 

真空式給湯暖房温水器 

更新工      1 式 
2,052,000 ㈱平和エアテック 

マリンスパあたみ正面入

り口側自動ドア改修工事 
自動ドア改修工  1 式 504,360 ㈱平和エアテック 

マリンスパあたみセンタ

ー棟 1・2階系統エアコン

改修外 1 工事 

エアコン改修工  1 式 

プール清掃機設置工 

1 式 

2,087,640 ㈱平和エアテック 

マリンスパあたみスライ

ダーポンプ更新工事 

スライダーポンプ更新工 

         1 式 

スライダーポンプ配管工 

        1 式 

2,026,080 ㈱平和エアテック 

マリンスパあたみプール

棟ブランケット照明更新

工事 

ブランケット照明更新工 

        1 式 
180,360 ㈲菊地電気 
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マリンスパあたみハンド

ドライヤー交換修繕工事 

ハンドドライヤー交換工 

        1 式 
488,160 ㈱平和エアテック 

マリンスパあたみ通信用

モジュール交換修繕工事 

通信用モジュール交換工 

        1 式 
378,000 ㈱平和エアテック 

マリンスパあたみ消防用

設備不良箇所改修工事 

消防用設備不良箇所改修 

工        1 式 
487,720 

㈲ワタナベ電気防

災 

 

 

          公園緑地課 

５ さくらの名所散策路整備事業費 9,687,600 円 （前年度 9,601,200 円） 

(1) さくらの名所散策路の修景施設等が未施工のため、伐採工等の整備事業費を執

行した。 

（単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

さくらの名所散策路

整備工事 

伐採工    1,500㎡ 

ベンチ設置工  10基 

樹名板工    20枚 

8,424,000 ㈱出野造園 

さくらの名所散策路

整備工事 

伐採工      1式 

注意看板設置工  2基 
1,263,600 ㈱出野造園 

 

 

                    公園緑地課 

６ 公園等サイン整備事業費 1,806,840 円 （前年度 1,503,360 円） 

(1) 観光客の利便性を向上させるため、公園等案内標識改修工等の整備事業費を執

行した。 

（単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

熱海温泉看板撤去工

事 
看板撤去工    1 基 1,512,000 大舘建設㈱ 

姫の沢公園案内標識

改修工事 
案内標識改修工  1 式 294,840 

信号器材㈱静岡営

業所 

 

 

公園緑地課 

７ 公園等トイレ整備事業費 486,000 円 （前年度 5,832,000 円） 

                    (1) 利用者の利便性を向上させるため、公園等トイレ整備工の整備事業費を執行し

た。 

（単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

梅園香林亭トイレ整備

工事 
トイレ整備工   1 式 486,000 ㈱櫻井工業所 
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公園緑地課 

８ 海釣り施設整備事業費 35,832,240 円 （前年度 0円） 

(1) 海釣り施設の老朽化が著しいため、管理棟（トレーラーハウス）及び安全施設

更新工等の整備事業費を執行した。 

（単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

海釣り施設トレーラ

ーハウス整備工事 

仮設工      1 式 

施設設置工    1 式 

既設施設撤去工  1 式 

付帯工      1 式 

27,365,040 青木建設㈱ 

熱海港海釣り施設ス

ロープ設置工事 
スロープ設置工  1 式 2,808,000 北原建設㈱ 

熱海港海釣り施設整

備工事（復旧工事） 
応急復旧工    1 式 2,743,200 青木建設㈱ 

熱海港海釣り施設整

備工事（スロープ仮復

旧工） 

スロープ仮復旧工 1 式 2,916,000 青木建設㈱ 

 

 

          公園緑地課 

９ 姫の沢公園整備事業費 226,827,000 円 （前年度 0 円） 

(1) 姫の沢公園の施設が著しく老朽化しているため、スポーツ広場人工芝更新工等

の整備事業費を執行した。 

（単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

姫の沢公園管理事務

所設計業務委託 
基本・実施設計  1 式 12,495,600 ㈱時設計 

姫の沢公園管理棟解

体工事 
解体工       1 式 49,140,000 ㈱石井工務店 

姫の沢公園管理棟解

体工事に伴う電源設

備工事 

電源設備移設工  1 式 993,600 ㈲菊地電気 

姫の沢公園スポーツ

広場走路舗装工事 

ゴムチップウレタン舗

装工   Ａ＝300.1 ㎡ 

カラー舗装工 

Ａ＝945.5 ㎡ 

ライン工（舗装部） 

Ｌ＝514.6ｍ 

ライン工（ウレタン部） 

Ｌ＝345.9ｍ 

地先境界ブロック設置

工    Ｌ＝118.7ｍ 

21,060,000 
菅原建設㈱静岡営

業所 

-252-



 

 

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

姫の沢公園スポーツ

広場人工芝更新工事 

インターロッキング部

養生工      1 式 

既設人工芝撤去工 

Ａ＝10,386.1 ㎡ 

路面工 Ａ＝9,140.0 ㎡ 

付帯施設工    1 式 

排水施設工 

Ｌ＝378.7ｍ 

地先境界ブロック設置

工    Ｌ＝378.3ｍ 

143,137,800 ㈱下田土建 

 

 公園緑地課 

 10 サンデッキ整備事業費 9,990,000 円 （前年度 0円） 

(1) 利用者の利便性を向上させるため、男子トイレ及び多目的トイレ整備工の整備

事業費を執行した。 

（単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

サービスセンタートイ

レ整備工事 
トイレ整備工   1 式 9,990,000 大舘建設㈱ 

 

 

 公園緑地課 

 11 橋梁長寿命化事業費 3,078,000 円 （前年度 0 円） 

           (1) 橋梁定期点検報告の対象となっているため、渚ペデストリアンデッキ等定期点

検業務の事業費を執行した。 

（単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

熱海市公園等橋梁定期

点検業務委託 
橋梁点検     1 式 3,078,000 

㈱フジヤマ沼津営業

所 

 

 

５目 緑化推進  決算額      24,363,748 円 （前年度 20,101,486 円）                 

経費    公園緑地課 

１ 緑化推進等経費 3,387,747 円 （前年度 4,100,684 円） 

(1) 小山土手刈り作業謝礼金 

下多賀伊東線路沿い小山土手花壇の下刈り作業及び管理を、小山あじさいを愛す

る会へ熱海市が毎年依頼しており、緑化推進の一助となっているため謝礼金を執

行した。 

平成 30 年度執行状況  72 人×2,000 円＝144,000 円 

 

 （2）軽ワゴン車維持管理費及び運行費 

ア ガソリン代      62,816 円 
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イ 自動車損害共済保険料 16,437 円 

ウ 修繕料         11,934 円 

             計  91,187 円 

維持管理室において、植栽・手入れの道具や材料の運搬及び現場への交通手段等

として使用するため、軽ワゴン車の維持管理費及び運行費として執行した。 

           

 (3) 緑化推進等に係る委託料 

                                            （単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

市内街路樹等維持

管理業務委託 

樹木手入れ樹木薬剤散布、

雑草刈り込み 
1,900,800 ㈱出野造園 

桜テングス病除去

業務委託 

泉元宮上分字下和泉地内

の桜についてテングス病

枯枝切除を実施 

498,960 ㈱野田造園 

保存樹木等保護業

務委託 

みどりを育てる条例で指

定された保存樹木に対し

肥料等保護を実施 

95,040 西村造園㈱ 

多賀神社保存樹木

保護業務委託 

多賀神社内の保存樹木の

樹勢が衰えているため樹

勢回復を実施 

399,600 
㈱加藤樹木医事務

所 

頼朝一杯水苑地枯

れマツ伐採業務委

託 

頼朝一杯水苑地地内の枯

れマツの伐採 
86,400 ㈱出野造園 

伊豆山地区変電所

法面サクラ伐採業

務委託 

伊豆山地区変電所法面の

枯れたサクラの伐採 
92,880 ㈱出野造園 

 

 

公園緑地課 

２ 花のまちづくり推進経費 20,976,001 円 （前年度 16,000,802 円） 

(1) 花のまちづくり推進に係る臨時職員雇上げ 

ア 臨時職員共済費 1人  289,929 円 

イ 臨時職員賃金  1 人 2,024,720 円 

臨時職員を 1 人雇用し、市内公共花壇の植栽手入れを中心に維持管理を行った。 

 

(2) 花のまちづくり推進に係る花苗、肥料及び消耗品等 

       （単位：円） 

事業概要 事業費 

花苗及び肥料等 3,311,064 

園芸資材・植栽資材等 29,597 

コピー代・消耗品代等 530,657 
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(3) 花のまちづくり推進に係る委託料 

           （単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

フラワーポット等

維持管理業務委託 

市内に設置されているフラワー

ポットや公共花壇の維持管理 
4,484,964 

㈳熱海市シルバ

ー人材センター 

公共花壇等監理業

務委託 

公共花壇の監理、デザイン及び樹

木等のアドバイス業務 
494,640 ㈶日本花の会 

フレグラントムー

ンライトガーデン

管理等業務委託 

花のまちづくり実施計画に基づ

き設置した親水公園内にある当

ガーデンの植栽デザイン企画と

維持管理業務 

899,640 
㈲ホリーホック

ガーデン 

ジャカランダ並木

維持管理業務委託 

車道側に張り出したジャカラン

ダの枝の剪定及び施肥業務 
762,480 ㈲山田造園 

渚町ジャカランダ

並木支障木強剪定

業務委託 

民地の建物に接し、支障となって

いるジャカランダの木の剪定業

務 

189,000 ㈲山田造園 

和田浜ＧＳ跡地花

壇草刈業務委託 

和田浜ＧＳ跡地にある花壇の草

刈業務 
46,980 ㈲山田造園 

花と緑の魅力ある

まちづくり研修業

務委託 

公共花壇等のボランティアに対

する研修業務 
199,800 ㈶日本花の会 

ヒマラヤ桜病虫害

対策業務委託 

熱海高等学校下及び月見ガ丘公

園内のヒマラヤ桜の病虫除去等

維持管理や樹体折損倒木対策の

ための支柱設置 

691,200 
㈱加藤樹木医事

務所 

 

(4) 花のまちづくり推進に係る工事請負費 

           （単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

ビニールハウス樹

木移植工事 
移植工          1 式 1,792,800 ㈱出野造園 

和田浜ＧＳ跡地花

壇整備工事 

床堀り工      Ｖ＝60 ㎥ 

残土処理工     Ｖ＝60 ㎥ 

アスファルト舗装工 Ａ＝427 ㎡ 

2,916,000 ㈲石田組 

ビニールハウス解

体及び整地工事 

ビニールハウス解体工   1 式 

雑工           1 式 
969,840 熱海観光建設㈴ 

 

(5) 熱海花の会事業運営費補助金 120,000 円 

市内に点在する公共花壇（親水公園・花広場・来宮駅前等）を中心に日頃から季

節の草花の植栽や手入れ等を自主的に行っている熱海花の会に、運営費補助とし

て執行している。 

根拠例規 熱海市補助金等交付規則第 5条 

 

(6) 花街道整備事業補助金 

根拠例規 熱海市補助金等交付規則第 5条 
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（単位：円） 

交付先 事業概要 事業費 

和田木町内会 

下多賀国道 135 号線沿いに設置されて

いる花街道フラワーポットの散水及び

維持管理を行っている。 

40,000 

上多賀町内会 

上多賀国道 135 号線沿いに設置されて

いる花街道フラワーポットの散水及び

維持管理を行っている。 

40,000 

 

 

６項 公共下水道 

    費 
決算額    659,000,000 円 （前年度 664,916,000 円）                  

１目 下水道事  決算額    659,000,000 円 （前年度 664,916,000 円)                                     

    業会計繰  企画財政課 

出金    １ 下水道事業会計への繰出金及び貸付金 659,000,000円 (前年度664,916,000円) 

(1) 一般会計から下水道事業会計に対する補助金 322,000,000 円及び出資金 

337,000,000 円を執行した。 

 

 

７項 住宅費 決算額     318,365,682 円 （前年度 164,553,464 円） 

１目 住宅管理  決算額    318,365,682 円 （前年度 164,553,464 円） 

    費     秘書広報課 

          １ 職員給与費 51,998,328 円 （前年度 40,333,175 円）  

 

まちづくり課 

２ 市営住宅の維持管理経費 266,367,354 円 （前年度 124,220,289 円） 

           (1) 住宅使用料の状況 

            新規入居者には口座振替納付を推奨し、滞納者に関しては督促状の発送及び滞納

整理等を行い、年度内に完納できるよう指導を行った。なお、滞納者に関しては、

文書発送及び訪問を行い計画的に納付するよう指導している。 

ア 住宅使用料の状況                    (単位:円、％) 

年 度 
調定済額 

収入済額 未収入額 収納率 
住宅使用料 敷地使用料 合計 

平成 30 年度 186,497,720 17,243,860 203,741,580 151,159,640 52,581,940 74.19 

平成 29 年度 194,382,860 18,992,220 213,375,080 155,628,160 57,746,920 72.93 

平成 28 年度 200,263,430 20,142,200 220,405,630 164,855,670 55,549,960 74.79 

 

(2) 市営住宅敷金管理基金の状況  

            熱海市営住宅敷金管理基金は、敷金の積立・還付またはその積立金の運用から生

じる収益を、市営住宅の入居者の共同の利便となる施設の建設若しくは管理に要

する経費の財源に充てる事を目的としている。 
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ア 基金の状況                        （単位：円） 

平成 29 年度 

末現在高 

平成 30 年 度 中 増 減 平成 30 年度 

末現在高 新規積立金 利子積立金 取崩し 計 

41,892,735 1,859,400 15,011 3,203,700 △1,329,289 40,563,446 

 

 (3) 市営住宅維持管理等委託 

            入居者の生活上特に必要な施設を管理するため、エレベーターの保守管理・汚水

処理施設維持管理業務・受水槽及び高架水槽清掃・防災設備保守点検業務等を行

った。 

 

ア 市営住宅維持管理等委託                  （単位：円) 

事業名 事業概要 事業費 備考 

市営住宅エレベーター

等保守点検業務委託 
笹良ヶ台市営住宅、泉寺坂市

営住宅 2,138,400 
㈱日立ビルシス

テム横浜支社 
市営住宅消防用設備保

守点検業務委託 消防用設備保守点検 480,600 ㈲明静電設 

市営住宅汚水処理施設

維持管理業務委託 浄化槽保守 874,800 
熱海ライフクリ

ーン㈱ 
市営住宅除草伐採業務

委託 銀山市営住宅 123,832 ㈲宮川産業 

帳票印刷アウトソーシ

ング業務委託料 住宅使用料納付書印刷 117,039 
㈱日立システム

ズ 

熱海市営住宅一部管理

業務委託 

一般修繕、樹木伐採、受水槽

及び高架水槽保守点検、害虫

等駆除、屋上点検、駐車場使

用料収納、緊急時対応 

20,610,719 
㈱東急コミュニ

ティー湘南支店 

アスベスト含有調査業

務委託 林ヶ久保市営住宅 1号棟 187,920 東邦化工建設㈱ 

屋内における大気中の

アスベスト測定業務委

託 
林ヶ久保市営住宅 1号棟 194,400 東邦化工建設㈱ 

八幡山市営住宅土地境

界確定測量業務委託 八幡山市営住宅 486,000 薫測量調査 

 計 25,213,710  

 

 

           (4) 市営住宅維持修繕 

            入居者及び自治会からの申出等により、入居者の生活衛生面及び安全面を確保す

るための設備修繕を実施した。 

            ア 一般修繕                        （単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

市営住宅修繕 住宅設備の補修及び修繕 4,692,022 62 件 
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          (5) 市営住宅維持工事 

            市営住宅の適正かつ合理的な維持管理を行うための修繕工事等を行った。市営住

宅平均建築年は昭和 40年頃であり、老朽化が進んでいるため、給排水設備等の修

繕工事を行い、住宅の維持管理に努めた。また、入居を希望する住宅困窮者に対

応するため空室修繕工事を行った。さらに、公営住宅ストックを総合活用するた

めに政策住宅入居者を移転させるために空室修繕工事を行い、用途廃止済みの住

戸の解体工事を行った。 

 

 ア 市営住宅維持管理請負工事（工事費 224,433,720 円） 

【100 万円以上抜粋・解体工事を除く】           （単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

笹良ヶ台市営住宅 4 号棟

浴室改修工事 
浴室改修工事 1,490,400 北原建設㈱ 

笹良ヶ台市営住宅 3・4 号

棟外壁等改修工事 
外壁等改修工事 137,945,160 北原建設㈱ 

市営住宅空室修繕工事

（建築その 1） 
空室修繕工事 2,570,400 ㈱久元建設 

市営住宅空室修繕工事

（機械設備その 1） 
空室修繕工事 2,743,200 ㈲青木工業所 

市営住宅空室修繕工事

（建築その 2） 
空室修繕工事 1,969,920 北原建設㈱ 

市営住宅空室修繕工事

（その 3） 
空室修繕工事 1,111,320 ㈱泉建設 

市営住宅空室修繕工事

（その 4） 
空室修繕工事 2,764,800 ㈱久元建設 

市営住宅空室修繕工事

（その 5） 
空室修繕工事 2,851,200 ㈱下田土建 

市営住宅空室修繕工事

（その 6） 
空室修繕工事 2,808,000 ㈱蒔田工務店 

和田木市営住宅汚水処理

施設機器取替修繕工事 

汚水処理施設修繕

工事 1,328,400 ㈱山田工業所 

緑ガ丘町市営住宅用地ブ

ロック塀解体工事 

ブロック塀解体工

事 1,220,400 北原建設㈱ 

市営住宅空室修繕工事

（その 7） 
空室修繕工事 2,269,080 大舘建設㈱ 

笹良ヶ台市営住宅 6・7 棟

エレベータードア開閉装

置修繕工事 

エレベータードア

修繕工事 1,852,200 
㈱日立ビルシス

テム横浜支社 

市営住宅空室修繕工事

（その 8） 
空室修繕工事 2,704,320 北原建設㈱ 

笹良ヶ台市営住宅 3・4 号

棟駐輪場改修工事 
駐車場改修工事 1,976,400 北原建設㈱ 

市営住宅空室修繕工事

（その 9） 
空室修繕工事 1,836,000 大舘建設㈱ 

相の原市営住宅バス停留

所舗装修繕工事 
舗装修繕工事 2,646,000 大舘建設㈱ 
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イ 空室修繕工事                      (単位：円) 

事業名 事業概要 事業費 備考 

市営住宅空室修繕工事 空室修繕工事 26,490,240 31 部屋 

   ※一部屋単価 854,523 円 

 

  ウ 解体工事                        (単位：円) 

事業名 事業概要 事業費 備考 

銀山市営住宅解体工事 解体工事 18,241,200 中村建設㈱ 
林ヶ久保市営住宅 1 号棟

解体工事 
解体工事 26,674,920 ㈱下田土建 

 

                      (6) 市営住宅管理状況 

平成 31 年 3 月末現在、13 市営住宅の維持管理を行っている。老朽化が進む用途廃

止予定住宅においては、他住宅への移転を促進した。 

ア 管理戸数                        (単位：戸) 

年度 管理戸数 入居戸数 空室戸数 手続中戸数 政策空室 

平成 30 年度 1,185 769 416 110 306 

平成 29 年度 1,207 824 383 178 205 

平成 28 年度 1,227 854 373 165 208 

            平成 31 年 3月 31 日現在 

 

イ 経過年別管理戸数                    (単位：戸) 

20 年未満 30 年未満 40 年未満 50 年未満 50 年以上 

0 60 50 495 580 

 

            ウ 用途廃止予定住宅入居者移転数 

              14 世帯、移転補償費 3,008,378 円 

 

 

21 項 土木管理 

  費 
決算額       1,478,000 円  

３目 建築指導  決算額      1,478,000 円  

費     まちづくり課 

           １ 建築基準法に基づく建築確認申請等経費（繰越明許費） 1,478,000 円 

(1) 特定空家等除却費補助金 

社会資本整備総合交付金事業（空き家再生等推進事業）において、老朽危険空

家を除却した者に対し、補助金を交付するもの。 

 

 

-259-



 

 

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
(単位：円) 

事業名 事業概要 事業費 備 考 

（繰越明許費） 

（社会資本整備総合交

付金事業） 

空き家再生等推進事業 

（繰越明許費） 

老朽危険空家除却に

対する補助 

1,478,000 

うち国費 739,000 

（補助率1/2） 

2件 

 

 

22 項 道路橋梁 

  費 
決算額      32,394,920 円  

３目 道路新設  決算額     21,999,600 円  

改良費   都市整備課 

          １ 市単独道路改良等事業費（繰越明許費） 21,999,600 円 

(1) 市道温泉通り水口線の交差点改良工事を実施した。 

(単位：円) 

事業名 事業概要 事業費 備 考 

（繰越明許費） 

市道温泉通り水口線

交差点改良工事 

（繰越明許費） 

車道舗装工 A＝625.4 ㎡ 

区画線工 1 式 

信号機移設 1式 

工事費 

21,999,600 

㈱川口組 

 

委託箇所：中央町

外1 

 

 

５目 橋梁新設  決算額     10,395,320 円  

    改良費   都市整備課 

          １ 国庫補助対象橋梁長寿命化事業費（繰越明許費） 10,395,320 円 

(1) 国費補助にて自然郷１号線橋梁補修工事を実施した。 

(単位：円) 

事業名 事業概要 事業費 備 考 

（繰越明許費） 

（国費補助事業） 

自然郷1号線橋梁補

修工事 

（繰越明許費） 

断面修復工・ひびわれ補

修工・橋梁塗装工 

工事費 

10,395,320 

渡辺建設㈱ 

工事箇所：上多賀

字大渡戸 

 

※ 

うち国庫補助対象

事業費 9,899,000 
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   消  防  費 

 

 
 １項 消防費 

 

 

 

 

 

 

 
 





 
款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

８款 消防費  決算額   805,396,773 円 （前年度 911,787,822 円）                  

１項 消防費 決算額   805,396,773 円 （前年度 911,787,822 円） 

１目 常備消防  決算額   669,397,969 円 （前年度 634,850,899 円） 

    費      秘書広報課 

           １ 職員給与費 568,838,766 円 （前年度 556,111,399 円） 

 

 

  消防総務課 

２ 救助、救急業務経費 27,789,072 円 （前年度 24,942,617 円） 

(1) 救急業務において救急救命士が行う救急処置（特定行為）を、メディカルコント

ロール体制の下で実施した。また、この救急活動に対し医学的な観点から、事後検

証を実施するとともに、救急救命士のスキルアップを目的に救急救命士の再教育病

院実習を実施した。 

             救急、救助出動状況              （単位：件） 

区 分 平成 30 年 平成 29 年 前年比 

救急出動 3,267 3,197 70 

救助出動 33 33 0 

 

(2) プレホスピタルケア(病院前救護)の重要性から、一般市民に対しＡＥＤの取扱い

を含む応急手当講習を行い、救命に対する意識の向上を図った。また、中学生を対

象に心肺蘇生法等の応急手当に係る実習を実施した。 

                             （単位：回、人） 

事業概要 
平成30年度 平成 29 年度 前年度比 平成 30 年度 

受講団体等 開催 受講 開催 受講 開催 受講 

上級救命講習 0 0 1 28 △1 △28  

普通救命講習 17 300 15 162 2 138 
インターンシップ、熱海

市防火協会、定期 8回 

一般救命講習 10 354 10 339 0 15 市内中学校、熱海税務署 

計 27 654 26 529 1 125  

 

(3) 広域行政の推進として、泉地区の救急業務を、生活圏が同じで初動の出動体制の

強化を図ることのできる湯河原町へ委託した。          

（単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

泉地区救急業務委託 18,301,651 湯河原町 

 

救急出動状況（泉地区）                 （単位：件） 

区 分 平成 30 年 平成29年 平成28年 平成27年 平成 26 年 

救急出動 227 239 199 191 232 
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(4) 救急隊員の救急救命士の受験資格取得、国家試験合格及び救急救命士の指導、教

育による救急業務全体の質の向上を目的とし、人材育成プランに基づき外部派遣研

修を実施した。 

外部派遣研修                                           （単位：人、円） 

派遣機関 研修名称 人員 旅 費 負担金 

救急救命東京研修所 救急救命士研修課程第 54期 1 141,400 2,051,000 

救急救命九州研修所 指導救命士養成研修第 2期 1 144,050 324,000 

 

 
消防総務課 

           ３ 施設、自動車等の維持管理経費 53,206,075 円 （前年度 33,956,679 円） 

(1) 火災をはじめとした各種災害対応に万全を期すため、消防車両の点検整備、修理

等のメンテナンスを行い消防ポンプ自動車等 16台の維持管理の強化に努めた。 

 また、消防職員安全装備品の個人防火装備一式（更新）2,008,800 円を購入した。 

              車両整備状況                 （単位：件、円） 

事業概要 件数 事業費 

定 期 点 検 19 748,681 

車   検 11 1,029,130 

修   繕 31 2,690,092 

 

(2) 消防活動上、最も重要な情報伝達手段である高機能消防指令センター及び消防 

救急デジタル無線の維持管理に努めた。  

                             （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

高機能消防指令センター・ 

消防救急デジタル無線保守

点検業務委託 

25,060,320 沖電気工業㈱静岡支社 

 

(3) 消防署南熱海出張所の移転に伴う無線基地局移設工事7,268,400円及び消防訓練 

 塔外壁塗装改修工事 2,980,800 円を執行した。 

 

 

消防総務課 

           ４ 一般管理経費 16,510,896 円 （前年度 18,289,324 円） 

(1) 消防職員の職務遂行上必要な安全装備品の充実を図るため、編上安全靴及び活動 

服等の購入費として 1,391,148 円を執行した。 
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(2) 消防職員としての知識、技術の向上を図るため、人材育成プランに基づき外部 

派遣研修を実施した。 

外部派遣研修                                         （単位：人、円） 

派遣機関 研修名称 人員 旅 費 負担金 

消防大学校 新任消防長･学校長科 １ 47,000 52,350 

消防大学校 第 55 期幹部科 1 164,400 204,100 

消防大学校 第 103 期警防科 1 157,790 212,000 

静岡県消防学校 第 89 期初任科 3 376,980 845,040 

静岡県消防学校 第 32 期中級幹部科 1 16,900 26,430 

静岡県消防学校 第 28 期救急科 6 274,440 425,580 

静岡県消防学校 第 35 期救助科 2 56,920 105,260 

静岡県消防学校 処置拡大追加講習第 4 回 2 15,880 31,580 

静岡県消防学校 ビデオ喉頭鏡講習第 15回･17 回 2 6,880 19,100 

静岡県消防学校 第 3 期予防査察･危険物科 3 67,860 184,290 

静岡県消防学校 第 43 期火災調査科 1 19,280 58,180 

静岡県消防学校 指令センター員講習第 1回 1 7,040 10,580 

静岡県消防学校 実践的大規模災害対応講習 1 7,040 7,760 

 

(3) 熱海市防火協会への補助金交付、幼年消防クラブの育成、消防ひろばの開催及

び住宅用火災警報器設置促進等火災予防の推進を図った。 

              火災発生状況                       

 

 

区分 

 

 

  年 

火
災
件
数(

件) 

火 災 種 別（件） 焼損面積 死傷者(人) 損

害

額 

建 

物 

林

野 

車 

両 

船 

舶 

そ

の

他 

建物 

（㎡） 

林野

（a） 

死  

者 

負 

傷 

者 (千円) 

平成 30 年 11 6 0 3 0 2 28.6 0 1 2 6,545 

平成 29 年 14 9 1 1 0 3 1,175 23 1 13 76,447 

 

 

消防総務課 

５ 消防力の増強及び機械器具の強化経費 3,053,160 円 （前年度 1,550,880 円） 

(1) 化学物質災害（毒物等）による災害現場に対応するため、化学防護服等購入費と

して 3,053,160 円を執行した。 
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２目 非常備消  決算額    115,177,564 円 （前年度 260,783,451 円）                   

    防費     消防総務課 

           １ 消防団員報酬等 52,028,899 円 （前年度 51,733,500 円） 

            (1) 年額報酬 

消防団員 397 人に、年額報酬（上期・下期の年 2 回）として、15,140,000 円を執

行した。 

年額報酬支給表        （単位：円） 

区 分 支給単位 金 額 

団 長 年 額 82,500 

副 団 長 年 額 69,000 

本 部 部 長 年 額 52,000 

分 団 長 年 額 50,500 

副 分 団 長 年 額 45,500 

部 長 年 額 37,000 

班 長 年 額 37,000 

団 員 年 額 36,000 

             ＊消防団員数 397 人は上期実員（途中入退団者あり） 

 

(2) 出動手当 

出動区分・回数及び人員に基づき、報酬として次表のとおり 35,702,000 円を執

行した。                                  （単位：回、円） 

区 分 支給単位及び金額 回 数 金 額 

出   動 1回 2,500 7 685,000 

訓   練 1回 2,500 104 16,167,500 

警   戒 日額 2,500 96 7,792,500 

会議・研修 1回 2,500 143 10,265,000 

機関員手当 月額 3,000円×2人 132 792,000 

 

(3) 公務災害補償費 

災害活動中に被災し、公務災害と認定された消防団員に消防団員等公務災害補償条

例に基づき、災害補償費 1,186,899 円を執行した。 

            【災害補償費内訳】 

            障害補償年金 1,186,899 円 

 

 

消防総務課 

２ 施設、自動車等の維持管理経費 10,127,636 円 （前年度 7,878,908 円） 

(1) 消防団消防ポンプ自動車11台及び消防団詰所11箇所に係る維持管理に努めた。 
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車両・施設整備状況 （単位：件） 

定 期 点 検 19 

車   検 5 

車 両 修 繕 5 

施 設 修 繕 3 

物 品 修 繕 2 

 

(2) 消防団詰所浄化槽維持管理業務委託             （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

第 8,10,11 分団詰所 

浄化槽維持管理業務委託 
171,180 ㈱アサヒクリーン 

 

(3）火災現場での活動に必要な消防用ホースの購入費 2,475,360 円を執行した。 

 

 

消防総務課 

           ３ 消防団本部及び各分団運営交付金 2,300,000 円 （前年度 2,300,000 円） 

            (1) 消防団運営交付金 

消防団詰所及び消防団活動に必要な経費として交付金 2,000,000 円を執行した。 

            【交付金内訳】 

            ア 消防団本部 200,000 円 

 

            イ 各分団   150,000 円×12 分団＝1,800,000 円 

 

(2) 消防団幹部研修助成交付金 

分団長以上の消防団幹部による消防関係施設等視察研修に助成交付金として

300,000 円を執行した。視察研修先については、東京都「防衛省」及び「東京消防

庁第８方面本部」の視察研修を実施した。 

 

 

消防総務課 

           ４ 消防力の増強及び機械器具の強化経費 31,731,320 円 （前年度 174,007,110 円） 

(1) 消防ポンプ自動車の更新計画に基づき、第 1分団車の新車更新配備を行い、消防

力の増強のため、消防ポンプ自動車落札金額 17,442,000 円を執行した。 

(2) 昭和 50 年に竣工し、築 43年が経過した熱海市中部地区消防団第 2分団詰所の移

転新築計画に伴い、建設予定地の来宮駅前広場用地の敷地測量業務委託を実施し、

442,800 円を執行した。 

            (3) 平成 29 年度に、初島地区消防団第 9 分団詰所が竣工したことにより、旧第 9 分

団詰所の解体工事に要した費用 11,880,000 円を執行した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

消防総務課 

５ 各分団経費 18,989,709 円 （前年度 24,863,933 円） 

(1) 消防団員退職報償金 

5 年以上勤務して退団した消防団員 13 人に 6,701,000 円を退職報償金として執行

した。 

 

(2) 消防団員等公務災害補償等共済基金掛金 9,626,404 円を負担金として執行した。 

            【負担金内訳】 

ア 災害補償                                     986,404 円 

(ｱ) 消防団員         450 人 ×  1,900 円 ＝    855,000 円 

              (ｲ) 消防作業従事者 37,544 人 ×    2.0 円 ＝     75,088 円 

              (ｳ) 水防作業従事者 37,544 人 ×    1.5 円 ＝     56,316 円 

 

イ 退職報償金          450 人 × 19,200 円 ＝  8,640,000 円 

 

(3) その他 

定例消防団幹部会議、消防ひろばの開催、春秋合同演習実施及び消防出初式の挙

行等消防団の充実強化に努めた。 

 

 

３目 消防施設  決算額      20,821,240 円 （前年度 16,153,472 円）                   

    建設費    消防総務課 

           １ 消火栓新設等経費 20,821,240 円 （前年度 16,153,472 円） 

(1) 負担金、補助及び交付金 20,821,240 円 

 消火栓建設改良等に係る水道事業会計への負担金 16,789,600 円  

 消火栓修繕等に係る水道事業会計への負担金    4,031,640 円 

 

水道温泉課の執行する水道本管布設替工事（耐震管を使用）に並行し消火栓の改良

工事を行うことで、土工事費用の大幅な削減を図ると共に、地震災害に強い消防水

利の充実に努めた。 

              改良消火栓内訳                      （単位：基） 

区 分 改良数 備 考 

水道本管布設替に伴う工事 28 工事等に係る経費を負担金と

して水道温泉課へ支出 単独工事（緊急工事を含む） 3 

計 31 
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    ９款 

 

   教  育  費 

 

 
 １項 教育総務費 

 ２項 小学校費 

 ３項 中学校費 

 ４項 幼稚園費 

 ５項 社会教育費 

 ６項 保健体育費 

 ７項 育英事業費 

 22 項 小学校費 
 





 

 

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

９款 教育費 決算額   2,061,614,945円 （繰越明許費を含む。） （前年度1,510,940,107円） 

 １項 教育総務費 決算額    237,510,965円 （前年度172,536,341円） 

  １目 教育委員 決算額     2,585,380円 （前年度  2,300,780円） 

会費    学校教育課 

１ 教育委員会委員報酬 1,955,600 円 （前年度 1,788,900 円） 

(1) 年間 12 回の定例会及び 2 回の臨時会を開催し、付議事件の審査を行うととも

に時代の変化に応じた学校、家庭、地域社会等の教育行政に要する諸問題につい

て協議する教育委員 4 人への報酬として執行したものである。 

 

 

学校教育課 

２ 教育委員会運営経費 629,780 円 （前年度 511,880 円） 

(1) 教育委員会定例会等を円滑に運営させるため、会議録反訳手数料等の運営に要 

する経費として執行したものである。 

ア 年間 12 回開催される教育委員会定例会の反訳手数料 276,480 円 

 

イ 研修会等旅費 119,080 円 

 

ウ 教育委員会運営に係るその他経費 234,220 円 

 

２目 事務局費 決算額    234,925,585円 （前年度170,235,561円）                   

   秘書広報課 

  １ 職員給与費 178,695,772 円 （前年度 144,776,797 円）  

 

 

学校教育課 

  ２ 事務局の総括的経費 26,587,294 円 （前年度 1,946,459 円） 

(1) 教育委員会事務局の総括的経費として執行したものである。 

            ア 参考図書追録等消耗品費 648,986 円 

 

イ 公用車等の修繕料 170,078 円 

 

ウ 学校災害賠償保険等各種保険料 222,672 円 

 

エ 林ヶ久保教職員住宅の解体に係る工事請負費        （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

林ヶ久保教職員住宅解体工事 24,732,000 ㈱下田土建 

            

オ その他教育委員会の事務局に係る総括的経費 813,558 円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

学校教育課 

３ 学校施設統合事業費 123,630 円 （前年度 536,824 円） 

(1) 上多賀幼稚園の閉園に伴い多賀幼稚園にバス通園する保護者の負担軽減を図る

ため、補助金として執行したものである。 

 

ア 多賀幼稚園通園費補助金                 （単位：円） 

事業概要 事業費 交付人数 

多賀幼稚園通園費補助 123,630 3 人 

 

 

学校教育課 

４ 離島高校生修学支援費等補助金 1,200,000 円 （前年度 1,920,000 円） 

(1) 高校未設置の初島の高校生 5 人に対して、教育費負担（居住費及び帰省費）の

軽減を図るため、補助金として 1人 240,000 円を執行したものである。 

 

ア 離島高校生修学支援費に係る補助金            （単位：円） 

事業概要 補助金額 交付人数 

離島高校生修学支援費 1,200,000 5 人 

 

 

          学校教育課 

          ５ 外国人ＡＬＴ経費 20,703,233 円 （前年度 21,055,481 円） 

(1) 園児・児童・生徒が英語に親しむ機会を設けるとともに、外国人と接すること

により国際理解を深めるために、市内保幼小中学校の英語の授業を補佐する外国

人ＡＬＴを派遣するための業務委託料として執行したものである。 

 

ア 外国人英語指導業務委託料                （単位：円）                      

事業概要 事業費 備考 

ＡＬＴ（外国語指導助手）業務委託 

3,050,784 
アルノインターナショナル

㈲ 

2,955,084 フェルナンド トゥルリン 

2,986,984 ㈱サム・コーポレーション 

3,081,584 小出 ジェイミー 

2,151,000 青木 時也 

3,101,384 マット クーム 

2,955,084 
ビンター ムハンマド ビ

ラル 

399,600 大山 ヘルガ 

計 20,681,504  

 

イ 外国人ＡＬＴに係るその他経費 21,729 円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

          学校教育課 

          ６ 網代小学校放課後学習事業経費 7,615,656 円 （前年度 0 円） 

(1)  網代小学校の児童及び卒業した中学生を対象に、魅力ある活動を広く周知す

ることによって児童数の増加を図るため、学童保育、地域、学校等の地域協働

のもと連携し、放課後学習事業を執行した。 

ア 放課後学習に係る委託料                 （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

網代小学校放課後学習運営事業委託 6,582,800 網代小学校放課後学習会 

 

イ 放課後学習実施に伴う工事請負費             （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

網代小学校放課後学習教室エアコン設置

工事 
896,400 ㈱平和エアテック 

 

ウ 放課後学習に係る備品購入経費 136,456 円 

 

 

 ２項 小学校費 決算額    410,624,135円 （前年度235,785,506円） 

  １目 学校管理 決算額     314,763,394円 （前年度137,340,758円） 

費     秘書広報課 

  １ 職員給与費 8,549,662 円 （前年度 8,572,782 円） 

 

 

学校教育課 

２ 小学校の管理経費 74,611,847 円 （前年度 63,043,444 円） 

(1) 児童が安全で快適な学校生活を享受できるよう、学校施設の修繕工事を執行し、

学校の維持管理に必要な光熱水費等について執行したものである。 

ア 市内小学校 8 校の電気料等光熱水費 （単位：円） 

区 分 金額 

電 気 24,694,541 

ガ ス 5,295,125 

水 道 6,534,162 

下 水 道 5,141,782 

計 41,665,610 

 

イ 市内小学校 8 校のＬＰガス等燃料費 （単位：円） 

区 分 金額 

Ｌ Ｐ ガ ス 97,380 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

ウ 市内小学校 8 校の校舎等施設及び備品の修繕料       （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

第一小学校厨房系統エアコン更新修繕 1,447,200 ㈱平和エアテック 

第一小学校厨房機器修繕 302,702 山田冷機工業㈱ 

第一小学校教室棟照明修繕 905,040 ㈲大川電気商会 

第一小学校放送設備改修修繕 1,620,000 ㈱山田電工社 

第二小学校プール棟通級指導教室系統エアコ

ン修繕 
540,000 ㈱平和エアテック 

第二小学校プール補修修繕 221,400 ㈱モリボー 

第二小学校プールろ過装置廻り各所修繕 334,800 ㈱桜井工業所 

多賀小学校厨房機器修繕 367,092 山田冷機工業㈱ 

多賀小学校スロープ設置修繕 999,000 ㈱蒔田工務店 

多賀小学校擁壁補修修繕 347,760 熱海観光建設㈴ 

伊豆山小学校保健室エアコン更新修繕 518,400 ㈱平和エアテック 

伊豆山小学校校長室漏水修繕 896,400 大舘建設㈱ 

桃山小学校グラウンド漏水修繕 583,200 ㈱桜井工業所 

網代小学校厨房機器修繕 257,796 山田冷機工業㈱ 

網代小学校給食室ガス配管修繕 479,520 ㈲川口工業所 

初島教職員住宅テレビ増幅器交換修繕 324,000 ㈱山田電工社 

初島小中学校フェンス修繕工事 953,640 青木建設㈱ 

その他修繕 1,977,631  

計 13,075,581  

 

エ 市内小学校 8 校の機械警備業務等の各種委託料       （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

各小学校機械警備業務委託 1,070,496 セコム㈱ 

各小学校消防用設備保守点検業務委託 637,200 東海綜合警備保障㈱ 

各小中学校貯水槽清掃業務委託 375,840 ㈱ティ・エス・東部 

自家用電気工作物保安管理業務委託 830,412 ㈱静岡ケイテクノ 

初島複合施設消防用設備保守点検業務委託 24,300 東海綜合警備保障㈱ 

小学校屋内・屋外体育器具保守点検業務委託 324,000 ㈱ホートクエクシン 

泉小中学校プールろ過装置保守点検業務委託 60,480 ㈱アクアプロダクト 

多賀小学校オープンスペース清掃業務委託 178,200 ㈱アイビックス 

第二小学校プールろ過装置保守点検業務委託 402,840 ㈱桜井工業所 

第二小学校プール天井保守点検業務委託 486,000 
㈲若林建築設計事務

所 

桃山小学校倒木処理業務委託 209,520 ㈱出野造園 

熱海市小中学校特殊建築物定期調査報告書作

成業務委託 
1,287,900 

㈲若林建築設計事務

所 

熱海市小中学校防火設備定期検査報告書作成

業務委託 
1,458,000 

三和シャッター工業 

㈱ 

伊豆山小学校土地境界確定測量業務委託 583,200 薫測量調査 

網代小学校汚水処理施設維持管理業務委託 443,880 熱海環境サービス㈱ 

網代小学校法面草刈業務委託 448,200 ㈱出野造園 

計 8,820,468  
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

             オ 市内小学校 8校の施設等に係る工事             （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

網代小学校グラウンド境界ブロック塀撤

去等修繕工事 
1,890,000 渡辺建設㈱ 

初島小中学校グラウンド境界ブロック塀

撤去等修繕工事 
2,916,000 青木建設㈱ 

泉小中学校グラウンド境界ブロック塀撤

去等修繕工事 
2,376,000 大舘建設㈱ 

桃山小学校プール周りブロック塀撤去等

修繕工事 
898,560 ㈲青高土建 

計 8,080,560  

 

カ 使用料及び賃借料           （単位：円） 

事業概要 事業費 

第一小学校国有地賃借料 73,475 

多賀小学校国有地賃借料 189,093 

ＡＥＤリース料及び放送受信料 597,788 

小学校防犯カメラ機器賃貸借料 147,148 

計 1,007,540 

 

キ 小学校建物総合損害共済保険料 614,789 円 

 

ク 鉄くず回収業務処理手数料 276,210 円 

 

ケ 市内小学校 8 校の管理に係るその他経費 973,709 円 

 

  学校教育課 

３ 小学校の運営経費 27,562,629 円 （前年度 26,357,209 円） 

(1) 児童が安全で快適な学校生活を享受することができるよう、学校の運営に必要

な経費を執行したものである。 

ア 小学校事務臨時職員 3 人に係る経費    （単位：円） 

事業概要 事業費 

小学校事務臨時職員共済費 989,803 

小学校事務臨時職員賃金 5,923,816 

計 6,913,619 

 

イ 市内小学校 8 校の学校運営に係る消耗品費等の需用費 7,640,062 円 

 

ウ 市内小学校 8 校の電話料等通信運搬費 （単位：円） 

区 分 金額 

電 話 料 2,835,198 

郵 便 料 355,590 

計 3,190,788 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

エ 市内小学校 7 校の業務委託料               （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

市内小学校環境保全業務委託 7,558,863 
㈳熱海市シルバー人材 

センター 

第一小学校・第二小学校・多賀小学校 

トイレ清掃業務委託 
1,607,040 ㈱アイビックス 

計 9,165,903  

 

          （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

 

市内小学校環境保全業務委託 

 

■環境保全業務 1 名  

7:30～14:00 (休憩時間 1時間 30 分含)  

① 校門、玄関、校舎周辺の清掃・草取 

② 校舎周りの巡回 

③ 花壇の手入れ 

④ 水撒き 

⑤ ごみ処理 

 

■トイレ清掃 2 名 

14:00～16:30 

 

7,558,863 

㈳熱海市シルバー

人材センター 

 

 

実績内訳                 （単位：日） 

学校名 業務 人員 合計 

第一小学校 環境保全 1 人 196 

第二小学校 環境保全 1 人 196 

多賀小学校 環境保全 1 人 194 

伊豆山小学校 
環境保全 1 人 198 

トイレ清掃 2 人 40 

桃山小学校 
環境保全 1 人 196 

トイレ清掃 2 人 39 

網代小学校 
環境保全 1 人 198 

トイレ清掃 2 人 41 

泉小中学校 
環境保全 1 人 196 

トイレ清掃 2 人 57 

計 
環境保全 1 人 1,374 

トイレ清掃 2 人 177 

 第一小、第二小、多賀小のトイレ清掃は他の事業者へ業務委託した。 

 

オ 市内小学校 8 校の運営に係るその他経費 652,257 円 

 

 

-272-



 

 

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

  学校教育課 

４ 小学校の教材備品及び一般備品購入費 8,556,396 円 （前年度 8,768,523 円） 

(1) 児童が安全で充実した学習活動が展開できるよう備品の充実を図るために執行

したものである。 

                 （単位：円） 

事業概要 事業費 

算数備品購入費 254,776 

理科備品購入費 1,585,153 

社会備品購入費 50,000 

音楽備品購入費 265,850 

家庭科備品購入費 134,284 

保健体育備品購入費 814,425 

視聴覚備品購入費 292,788 

図書備品購入費 1,587,644 

教材備品購入費 1,202,049 

一般備品購入費 1,150,156 

給食備品購入費 843,480 

計 8,180,605 

 

(2) 児童が充実した学習活動を展開できるよう、理科算数の少額教材の充実を図る

ため執行したものである。 

ア 消耗品費 375,791 円 

 

 

学校教育課 

５ 小学校校舎等改修経費 195,482,860 円 （前年度 30,598,800 円） 

(1) 認定こども園改修工事に伴う第二小学校内特別教室移転に係る業務委託料 

                             （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

熱海市立第二小学校特別教室内資機材等の

移転及び廃棄等業務委託 
2,343,060 ㈲山口商店 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

           (2) 市内小学校 8 校の施設等に係る工事            （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

市内学校施設エアコン設置工事（その 1） 

施工箇所：伊豆山小学校・泉小学校 
9,220,000 

山田冷機工業㈱ 

事業費  23,040,720 

繰越額  13,820,720 

市内学校施設エアコン設置工事（その 2） 

施工箇所：桃山小学校 
6,600,000 

㈱平和エアテック 

事業費  16,499,160 

繰越額   9,899,160 

市内学校施設エアコン設置工事（その 3） 

施工箇所：第一小学校・第二小学校 
14,760,000 

山田冷機工業㈱ 

事業費  36,909,000 

繰越額  22,149,000 

市内学校施設エアコン設置工事（その 4） 

施工箇所：多賀小学校 
10,970,000 

山田冷機工業㈱ 

事業費  27,447,120 

繰越額  16,477,120 

市内学校施設エアコン設置工事（その 5） 

施工箇所：網代小学校・初島小学校 
0 

㈲高杉設備工業 

事業費  19,611,620 

繰越額  19,611,620 

多賀小学校排煙窓オペレーター修理工事 7,358,040 渡辺建設㈱ 

第二小学校厨房系統エアコン改修工事 4,320,000 ㈱平和エアテック 

第一小学校トイレ改修工事 56,160,000 ㈱石井工務店 

桃山小学校ブロック塀撤去工事 162,000 ㈱泉建設 

第二小学校源地水中ポンプ及び揚湯管取替

工事 
1,512,000 ㈱中山ボーリング 

第二小学校ライトコート部外壁改修工事 38,880,000 
安藤ハザマ・石井特定建

設工事共同企業体 

第二小学校太陽光発電設備改修工事 5,562,000 ㈱山田電工社 

初島小中学校防球ネット・鋼製フェンス解

体工事 
1,112,400 青木建設㈱ 

熱海市教育ネットワーク熱海・初島間無線

ＬＡＮ改修工事 
2,991,600 

㈱伊豆急ケーブルネット

ワーク 

初島小中学校樹木伐採工事 2,862,000 青木建設㈱ 

初島小中学校樹木伐採工事（その 2） 2,916,000 青木建設㈱ 

第二小学校自動給水装置取替工事 1,944,000 ㈱桜井工業所 

第一小学校駐車場石積・舗装改修工事 7,529,760 ㈱川口組 

多賀小学校 屋上防水改修工事 

【債務負担行為】 
18,280,000 ㈲サクライ 

計 193,139,800  

 

 

  ２目 教育振興 決算額     95,860,741円 （前年度98,444,748円） 

    費     学校教育課 

１ 就学援助奨励経費 6,364,942 円 （前年度 5,849,007 円） 

(1) 小学校の要保護・準要保護児童及び特別支援学級児童への就学援助奨励経費と

して執行したものである。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

ア 要保護・準要保護児童 

(ｱ) 要保護児童 2 人、準要保護児童 83人、計 85 人 

（単位：円） 

事業概要 事業費 

新入学用品費 446,600 

通学用品費 142,720 

学用品費 875,536 

校外活動費 102,069 

学校給食費 3,627,060 

修学旅行費 322,350 

通学費 77,831 

計 5,594,166 

 

イ 特別支援学級 

 (ｱ) 特別支援学級児童 26 人 

  （単位：円） 

事業概要 事業費 

新入学用品費 101,500 

学用品費 118,485 

校外活動費 11,461 

学校給食費 490,200 

修学旅行費 42,360 

交流学習通学費 6,770 

通学費 0 

計 770,776 

 

 

  学校教育課 

  ２ 学校教育振興経費 13,968,716 円 （前年度 15,909,950 円） 

   (1) 児童の学習活動をより充実させるための準教科書の購入費や、児童の登下校の

安全を確保するための防犯ブザーの購入費、公共交通機関を利用して通学をする

児童の保護者の経済的負担の軽減を図るための補助金、コンピュータ教室整備等

のためのコンピュータリース料として執行したものである。 

ア 市内小学校 8 校の準教科書・コンピュータ教室用等の消耗品等需用費 

2,167,635 円 

             (ｱ) 準教科書等購入費      （単位：円） 

区  分 金額 

社会 148,150 

健康手帳 71,110 

計 219,260 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

(ｲ) 用紙類等購入費        （単位：円） 

区  分 金額 

在学児童知能検査用紙 201,343 

公簿用紙 153,223 

計 354,566 

 

(ｳ) コンピュータ教室用消耗品購入費（単位：円） 

区  分 金額 

第一小学校 93,612 

第二小学校 68,623 

多賀小学校 105,077 

伊豆山小学校 46,987 

桃山小学校 38,785 

網代小学校 35,078 

泉小学校 44,723 

初島小学校 0 

計 432,885 

 

(ｴ) 防犯ブザー購入費 78,792 円 

 

(ｵ) その他消耗品等需用費 1,082,132 円 

 

イ 市内小学校校務用・教育用等コンピュータシステムリース料 

 10,964,331 円 

（単位：台） 

区  分 校務用 教育用 教育用タブレット端末 

第一小学校 31 35 10 

第二小学校 35 39 10 

多賀小学校 37 38 11 

伊豆山小学 19 15 6 

桃山小学校 19 15 4 

網代小学校 20 8 4 

泉小学校 7 中学校分で計上 4 

初島小学校 7 中学校分で計上 1 

計 175 150 50 

 

ウ 徒歩による通学が困難で、バス及び電車の交通機関を利用し、且つ自宅から

学校までの通学距離が 2ｋｍ以上の児童の保護者に対する通学費補助金   

（単位：円） 

区  分 交付額 交付（保護者）人数 

第一小学校 261,130 14 人(対象児童 15人) 

第二小学校 489,230 28 人(対象児童 37人) 

伊豆山小学校 59,970  4 人(対象児童 7 人) 

計 810,330 46 人(対象児童 59人) 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

エ 市内小学校 8 校の学校教育振興に係るその他経費 26,420 円 

 

 

学校教育課 

  ３ 教育研究指導経費 3,212,215 円 （前年度 4,089,927 円） 

(1) 各種研究事業に係る経費として執行し、また、小学校水泳教室の児童の送迎に

係るバス賃借料として執行したものである。 

ア 委託料                         （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

小学校未来を開く人づくり事業業務委託 450,000 熱海市教育研究会 

小学校総合的学習授業研究事業業務委託 350,000 
熱海市総合的学習授業

研究会 

網代小学校自然教室推進事業業務委託 83,000 
網代小学校自然教室 

実行委員会 

計 883,000  

 

イ 印刷製本費                （単位：円） 

区分 金額 

教育研究指導に係る教育実践録（第 33 集） 56,816 

 

ウ 小学校水泳教室の児童の送迎に係るバス賃借料 996,300 円 

 

エ 外部講師謝礼              （単位：円） 

事業概要 事業費 

教育支援委員謝礼 33,000 

小学校夢先生事業に係る講師謝礼 343,332 

主体的・対話的で深い学びの推進事業 

（県委託事業）講師謝礼 
100,000 

計 476,332 

 

オ 市内小学校 8 校の教育研究指導に係るその他経費 799,767 円 

 

 

  学校教育課 

 ４ 保健管理経費 13,548,829 円 （前年度 11,745,755 円） 

(1) 児童が健康に学校生活を送ることができるよう、各種健康診断等の業務委託料

及び学校医師等への報酬として執行した。また、学校管理下において児童に災害

が発生したときのための日本スポーツ振興センター災害共済に係る市負担経費と

して執行したものである。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

ア 市内小学校の学校医師等報酬       （単位：円） 

区  分 報酬 

学校医報酬 4,158,000 

学校歯科医報酬 2,268,000 

学校薬剤師報酬 648,000 

計 7,074,000 

 

イ 児童及び小学校教職員への各種健康診断業務の委託料    （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

熱海市学校保健会業務委託 209,000 熱海市学校保健会 

就学時健康診断(内科・耳鼻科等）業

務委託 
156,000 ㈳熱海市医師会 

就学時健康診断(歯科)業務委託 78,000 熱海市歯科医師会 

小学校児童尿検査業務委託 241,266 ㈶静岡県予防医学協会 

小学校児童心臓病(心電図）検査業務

委託 
243,432 ㈶静岡県予防医学協会 

小学校教職員健康診断等業務委託 441,363 

㈶芙蓉協会 

聖隷沼津第一クリニック 

聖隷沼津健康診断センター 

小学校教職員指定年齢健診業務委託 390,960 
㈳東部メディカル健康管理

センター 

計 1,760,021  

 

ウ 日本スポーツ振興センター災害共済に係る経費       （単位：円） 

事業概要 事業費 

日本スポーツ振興センター災害共済負担金 956,165 

日本スポーツ振興センター災害共済医療費等交付金 2,220,860 

計 3,177,025 

 

エ 市内小学校 8 校の保健管理に係るその他経費 1,537,783 円 

 

  学校教育課 

  ５ 学習支援対策経費 58,766,039 円 （前年度 60,850,109 円） 

(1) 普通学級及び特別支援学級で、個別の支援を要する児童への特別支援教育及び

複式学級を解消し、児童が学習効果を高め学校生活へのより良い適応を図るため、

配置した学習支援員等への報酬等として執行したものである。 

ア 学習支援員（25 人(学習支援 19 人、複式学級解消 5 人、多人数学級 1 人)）

に係る経費。 

(ｱ) 8 月を除く 11 か月 年間 205 日        

 （単位：円） 

事業概要 事業費 

学習支援員報酬 44,971,500 

学習支援員共済費 7,857,418 

計 52,828,918 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

イ 学校司書（6 人 網代小･初島小中以外は 2校を担当）に係る経費 

(ｱ) 子どもの読書活動や調べ学習の支援のために図書室の整備や読書指導を行 

い、効果的な学校図書館運営のために任用した。 

 （単位：円） 

事業概要 事業費 

学校司書賃金 4,025,198 

学校司書共済費 38,003 

計 4,063,201 

 

            ウ 文部科学省の「学校・家庭・地域の連携協力推進事業」の一環である土曜日 

             学習支援員謝礼として執行したものである。     （単位：円） 

 

  

 

 

            エ 臨床心理士による個々の発達に対する専門的な診断及び助言指導を行う巡回

相談のため業務委託料として執行したものである。      （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

臨床心理士特別支援業務委託 648,000 臨床心理士 高野桂実 

 

 

３項 中学校費 決算額    160,289,805 円 （前年度 218,742,185 円）                 

１目 学校管理 決算額    102,209,092 円 （前年度 164,079,455 円） 

     費     秘書広報課 

  １ 職員給与費 7,167,310 円 （前年度 7,663,937 円） 

 

 

学校教育課 

  ２ 中学校の管理経費 25,548,481 円 （前年度 41,744,205 円） 

(1) 生徒が安全で快適な学校生活を享受できるよう、学校施設の修繕工事を執行し、

学校の維持管理に必要な光熱水費等について執行した。 

ア 市内中学校 2 校の電気料等光熱水費（泉中と初島中は小学校費で計上） 

（単位：円） 

区 分 金額 

電 気 8,221,157 

ガ ス 652,953 

水 道 5,867,937 

下 水 道 664,699 

温 泉 150,000 

計 15,556,746 

事業概要 事業費 

土曜日学習支援員 8人 1,086,800 

コーディネーター 3人 139,120 

計 1,225,920 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

イ 市内中学校 2 校の燃料費（泉中と初島中は小学校費で計上） 

 （単位：円） 

区 分 金額 

Ｌ Ｐ ガ ス 34,837 

 

ウ 市内中学校 4 校の校舎等施設及び備品修繕料        （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

多賀中学校受水槽取替修繕 265,313 ㈲高杉設備工業 

多賀中学校玄関左側等給水管修繕 473,904 ㈲高杉設備工業 

初島教職員住宅 206 号室・302 号室エア

コン更新修繕 
351,000 ㈱平和エアテック 

その他修繕 1,365,400  

計 2,455,617  

 

エ 市内中学校 4 校の業務委託料               （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

各小中学校貯水槽清掃業務委託 58,320 ㈱ティ・エス・東部 

各中学校機械警備業務委託 305,856 セコム㈱ 

各中学校消防用設備保守点検業務委託 156,600 ㈲明静電設 

旧網代中学校プールろ過装置保守点検業

務委託 
64,800 ㈱小松工業所 

旧網代中学校浄化槽清掃業務委託 85,320 熱海環境サービス㈱ 

自家用電気工作物保安管理業務委託 449,928 ㈱静岡ケイテクノ 

多賀中学校汚水処理施設維持管理業務委

託 
611,280 熱海環境サービス㈱ 

多賀中学校法面草刈業務委託 1,155,600 ㈲梅原造園 

熱海市小中学校特殊建築物定期調査報告

書作成業務委託 
429,300 ㈲若林建築設計事務所 

熱海市小中学校防火設備定期検査報告書

作成業務委託 
486,000 三和シャッター工業㈱ 

熱海中学校エレベーター保守点検業務委

託 
653,184 

三菱電機ビルテクノサー

ビス㈱ 

熱海中学校空調換気設備保守点検及び冷

媒ガス漏えい点検業務委託 
1,566,000 ㈱平和エアテック 

熱海中学校床暖房設備点検業務委託 162,000 ㈱平和エアテック 

幼稚園・中学校屋内・屋外体育器具保守

点検業務委託 
129,600 ㈱ホートクエクシン 

計 6,313,788  

 

オ 使用料及び賃借料             （単位：円） 

事業概要 事業費 

ＡＥＤリース料 63,504 

放送受信料 72,938 

旧小嵐中学校グラウンド仮設トイレリース料 177,390 

中学校防犯カメラ機器賃貸借料 46,202 

計 360,034 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

カ 手数料                  （単位：円） 

事業概要 事業費 

鉄くず回収業務処理手数料 226,400 

旧小嵐中学校グラウンド仮設トイレ汲み取り 

手数料 
40,176 

計 266,576 

 

キ 中学校建物総合損害共済保険料 311,265 円 

 

ク 市内中学校 4 校の管理に係るその他経費 249,618 円 

 

 

学校教育課  

３ 中学校の運営経費 17,561,213 円 （前年度 16,930,573 円） 

(1) 生徒が安全で快適な学校生活を送ることができるように、学校の運営に必要な

経費を執行したものである。また、部活動の円滑な運営の支援と、保護者の負担

軽減を図るため部活動補助金を執行したものである。 

ア 中学校事務臨時職員(2 人+パート 2人)に係る経費  （単位：円） 

事業概要 事業費 

中学校事務臨時職員賃金  5,366,404 

中学校事務臨時職員共済費 596,188 

計 5,962,592 

 

イ 市内中学校 4 校の学校運営に係る消耗品費等の需用費 5,266,228 円 

 

ウ 市内中学校 2 校の電話料等通信運搬費（泉中と初島中は小学校費で計上） 

            （単位：円） 

区 分 金額 

電 話 料 947,195 

郵 便 料 148,890 

計 1,096,085 

 

エ 市内中学校 2 校の業務委託料               （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

市内中学校環境保全業務委託 1,901,145 
㈳熱海市シルバー人材 

センター 

熱海中学校・多賀中学校 トイレ清掃業

務委託 
1,062,720 ㈱アイビックス 

計 2,963,865  
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

（単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

 

市内中学校環境保全業務委託 

 

■環境保全 1 人  7:30～14:00 

    (休憩時間 1時間 30 分含)  

① 校門、玄関、校舎周辺の清掃・草取 

② 校舎周りの巡回 

③ 花壇の手入れ 

④ 水撒き 

⑤ ごみ処理 

 

1,901,145 
㈳熱海市シルバー

人材センター  

 

実績内訳            （単位：日） 

学校名 業務 人員 合計 

熱海中学校 環境保全 1 人 194 

多賀中学校 環境保全 1 人 197 

計 環境保全 1 人 391 

              

 

オ 市内中学校の部活動の円滑な運営を支援し、保護者の負担軽減を図るために

執行した部活動補助金                  （単位：円） 

区分 補助金額 交付人数（部活数） 

熱海中学校 1,004,000 278 人（14 部） 

多賀中学校 700,000 190 人（10 部） 

泉中学校 132,000  24 人（ 3 部） 

初島中学校 46,000   2 人（ 1 部） 

計 1,882,000 494 人（28 部） 

 

 

カ 市内中学校 4 校の運営に係るその他経費 390,443 円 

 

 

 

学校教育課 

  ４ 中学校の教材備品及び一般備品購入費 6,801,008 円 （前年度 5,233,340 円） 

(1) 生徒が安全で充実した学習活動を展開できるよう備品の充実を図るために執行

したものである。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

（単位：円） 

事業概要 事業費 

数学備品購入費 184,252 

理科備品購入費 1,057,185 

音楽備品購入費 770,720 

家庭科備品購入費 198,610 

保健体育備品購入費 520,788 

視聴覚備品購入費 95,500 

図書備品購入費 881,792 

教材備品購入費 212,857 

一般備品購入費 177,000 

給食備品購入費 2,548,800 

計 6,647,504 

 

(2) 生徒が充実した学習活動を展開できるよう、理科数学の少額教材の充実を図る

ため執行したものである。 

 ア 市内中学校 4校の消耗品費等需用費 153,504 円 

 

 

          学校教育課 

５ 中学校校舎等改修経費 45,131,080 円 （前年度 92,507,400 円） 

           (1) 市内中学校 4 校の施設等に係る工事             （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

市内学校施設エアコン設置工事（その 1） 

施工箇所：泉中学校 
2,620,000 

山田冷機工業㈱ 

事業費  6,556,680 

繰越額  3,936,680 

市内学校施設エアコン設置工事（その 2） 

施工箇所：熱海中学校 
12,540,000 

㈱平和エアテック 

事業費  31,371,840 

繰越額  18,831,840 

市内学校施設エアコン設置工事（その 5） 

施工箇所：多賀中学校・初島中学校 
0 

㈲高杉設備工業 

事業費  23,704,380 

繰越額  23,704,380 

多賀中学校受水槽取替工事 13,757,040 ㈲高杉設備工業 

多賀中学校外壁等改修工事 16,214,040 ㈱モリボー 

計 45,131,080  

 

 

  ２目 教育振興 決算額     58,080,713円 （前年度54,662,730円）                 

費     学校教育課 

１ 就学援助奨励経費 7,714,711 円 （前年度 6,421,808 円） 

(1) 中学校の要保護・準要保護生徒及び特別支援学級生徒への就学援助奨励経費と

して執行したものである。 

ア 要保護・準要保護生徒 

(ｱ) 要保護生徒 0 人、準要保護生徒 54人、計 54 人 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

（単位：円） 

事業概要 事業費 

新入学用品費 853,200 

通学用品費 71,360 

学用品費 1,147,620 

校外活動費 177,140 

学校給食費 2,890,380 

修学旅行費 1,036,620 

通学費 1,348,204 

計 7,524,524 

 

イ 特別支援学級 

(ｱ) 特別支援学級生徒 6人    （単位：円） 

事業概要 事業費 

新入学用品費 47,400 

学用品費 33,480 

校外活動費 7,485 

学校給食費 84,150 

修学旅行費 0 

職場実習・交流学習交通費 3,427 

通学費 14,245 

計 190,187 

 

 

学校教育課 

２ 学校教育振興経費 35,986,726 円 （前年度 36,649,167 円） 

 (1) 生徒の学習活動をより充実させるための準教科書の購入費、交通機関を利用し

て通学をする生徒の保護者の経済的負担の軽減を図るための補助金、コンピュー

タ教室並びに各小中学校のネットワーク設備等のリース料として執行したもので

ある。 

ア 市内中学校 4 校の準教科書・コンピュータ教室用等の消耗品等需用費 

                               2,997,763 円 

 

             (ｱ) 準教科書等購入費       （単位：円） 

区  分 金額 

技術・家庭科学習書 221,960 

道徳副読本 299,200 

体育実技 143,724 

健康手帳 19,000 

計 683,884 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

(ｲ) コンピュータ教室用消耗品購入費 （単位：円） 

区  分 金額 

熱海中学校 202,000 

多賀中学校 148,000 

泉中学校 70,800 

初島中学校 42,735 

計 463,535 

 

(ｳ) 第二小学校校内ネットワークシステム機器更新修繕料 1,188,000 円 

 

(ｴ) その他消耗品等の需用費 662,344 円 

 

   イ 熱海市教育ネットワーク回線利用料及び接続料 2,980,800 円 

 

     ウ 熱海市教育ネットワーク保守及び安全管理対策管理委託料   （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

教育委員会小中学校を結ぶネットワーク

保守安全対策保守管理業務委託 
9,385,200 

㈱伊豆急ケーブルネット

ワーク 

熱海市校務支援システムサーバ等保守管

理業務委託 
732,240 日興通信㈱ 

計  10,117,440  

 

エ 市内中学校校務用・教育用等コンピュータシステムリース料  

15,460,563 円 

                              （単位：台） 

区分 校務用 教育用 教育用タブレット端末 

熱海中学校 43 36 10 

多賀中学校 29 38 10 

泉中学校 31 15（小学校分含む） 6 

初島中学校 9 5（小学校分含む） 2 

教育委員会 1   

計 113 94 28 

          

オ 通学が困難で、バス及び電車の交通機関を利用し、且つ自宅から学校までの 

通学距離が 3ｋｍ以上の生徒の保護者に対する通学費補助金  （単位：円） 

区  分 交付額 交付（保護者）人数 

熱海中学校 4,413,140 97 人（対象生徒 106 人） 

 

カ 市内中学校 4 校の学校教育振興に係るその他経費 17,020 円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

  学校教育課 

  ３ 教育研究指導経費 2,876,315 円 （前年度 2,783,765 円） 

(1) 各種研究事業に係る経費及び東豆中学校体育連盟等への負担金として執行した

ものである。 

 ア 各種指導研究業務委託料                 （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

中学校未来を開く人づくり研究事業業務

委託 
500,000 熱海市教育研究会 

小中学校野外教室推進事業業務委託 180,000 
熱海市野外教室実行委員

会 

小中学校自然教室推進事業業務委託 1,010,000 
熱海市自然教室実行委員

会 

中学校総合的学習授業研究事業業務委託 300,000 
熱海市総合的学習授業 

研究会 

計 1,990,000  

 

イ 印刷製本費                （単位：円） 

区分 金額 

教育研究指導に係る教育実践録（第 33 集） 51,011 

 

ウ 東豆中学校体育連盟等各種団体への負担金  （単位：円） 

事業概要 事業費 

東豆中学校体育連盟負担金 150,000 

静岡県中学校文化連盟負担金 27,350 

計 177,350 

 

エ 外部講師謝礼               （単位：円） 

事業概要 事業費 

音楽発表会講師謝礼 20,000 

中学校夢先生事業に係る講師謝礼 230,000 

熱海教師塾講師謝礼 225,000 

計 475,000 

 

オ 市内中学校 4 校の教育研究指導に係るその他経費 182,954 円 

 

 

学校教育課 

４ 保健管理経費 5,226,981 円 （前年度 5,160,389 円） 

(1) 生徒が健康に学校生活を送ることができるよう、各種健康診断等の業務委託料

及び学校医師等への報酬として執行した。また、学校管理下において生徒に災害

が発生したときのための日本スポーツ振興センター災害共済に係る市負担経費と

して執行したものである。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

ア 市内中学校 2 校の学校医師等報酬（泉中と初島中は小学校費で計上） 

（単位：円） 

区  分 報酬 

学校医報酬 1,638,000 

学校歯科医報酬 1,134,000 

学校薬剤師報酬 162,000 

計 2,934,000 

 

イ 生徒及び学校職員への各種健康診断等業務委託料      （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

教職員健康診断等業務委託 245,109 

㈶芙蓉協会 

聖隷沼津第一クリニック 

聖隷沼津健康診断センター 

教職員指定年齢健診業務委託 404,460 
㈳東部メディカル健康管理

センター 

中学校生徒尿検査業務委託 129,402 ㈶静岡県予防医学協会 

中学校生徒心臓病(心電図）検査業務

委託 
269,136 ㈶静岡県予防医学協会 

計 1,048,107  

 

ウ 日本スポーツ振興センター災害共済に係る経費       （単位：円） 

事業概要 事業費 

日本スポーツ振興センター災害共済負担金 512,315 

日本スポーツ振興センター災害共済医療費等交付金 85,972 

計 598,287 

 

エ 市内中学校 4 校の保健管理に係るその他経費 646,587 円 

 

 

学校教育課 

  ５ 不登校児対応経費 1,488,548 円 （前年度 861,389 円） 

(1) 不登校児童生徒のために、第二庁舎内に適応指導教室「あすなろ」を設置し、

各小中学校へと戻れるよう指導するための経費として執行したものである。 

ア 適応指導教室指導員 2 人に係る報酬 1,423,800 円  

 月～金曜日 午前中 3時間 

 

イ 茶道･華道体験学習講師謝礼 4,000 円 

 

ウ 不登校児童対策に係るその他経費 60,748 円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

  学校教育課 

  ６ 学習支援対策経費 4,787,432 円 （前年度 2,786,212 円） 

(1) 生徒が学習効果を高め学校生活へのより良い適応を図るため、配置した学習支

援員等への報酬及び希望者を対象に学習のアドバイスを行うための土曜日学習支

援員への謝礼として執行したものである。 

ア 学習支援員 2 人に係る経費 

 (ｱ) 8 月を除く 11 か月 年間 205 日     （単位：円） 

事業概要 事業費 

学習支援員報酬 3,619,000 

学習支援員共済費 613,512 

計 4,232,512 

 

            イ 文部科学省の「学校・家庭・地域の連携協力推進事業」の一環である土曜日 

             学習支援員謝礼として執行したものである。 （単位：円） 

事業概要 事業費 

土曜日学習支援員 6 人 497,200 

コーディネーター 2 人 57,720 

計 554,920 

 

４項 幼稚園費 決算額    168,977,149円 （前年度192,585,206円） 

１目 幼稚園費 決算額     168,977,149円 （前年度192,585,206円） 

秘書広報課 

１ 職員給与費 128,679,558 円 （前年度 148,129,918 円） 

 

学校教育課 

２ 幼稚園の管理経費 14,363,487 円 （前年度 16,269,584 円） 

(1) 園児が安全で快適な幼稚園生活を送ることができるように、施設の修繕工事を

執行し、また、幼稚園の維持に必要な光熱水費等について執行したものである。

（5 園中、網代幼稚園は休園中） 

ア 市内幼稚園の電気料等光熱水費 （単位：円） 

区 分 金額 

電 気 1,296,100 

ガ ス 118,239 

水 道 409,270 

下 水 道 179,566 

計 2,003,175 

 

イ 市内幼稚園の暖房用灯油等燃料費 （単位：円） 

区 分 金額 

白 灯 油 64,974 

Ｌ Ｐ ガ ス 62,221 

計 127,195 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

ウ 市内幼稚園の園舎等施設及び備品修繕料          （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

網代幼稚園花壇撤去修繕 324,000 ㈲大曽根建築・設計事務所 

その他修繕 131,780  

計 455,780  

 

エ 市内幼稚園の消防用設備保守点検業務等の各種委託料    （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

各幼稚園機械警備業務委託 311,040 東海綜合警備保障㈱ 

各幼稚園消防用設備保守点検業務委託 51,840 ㈲明静電設 

幼稚園・中学校屋内・屋外体育器具保守点

検業務委託 
86,400 ㈱ホートクエクシン 

計 449,280  

 

オ 使用料及び賃借料            （単位：円） 

事業概要 事業費 

ＡＥＤリース料 381,024 

多賀幼稚園国有地賃借料 32,839 

ＣＡＴＶ使用料 102,244 

多賀幼稚園駐車場賃借料 300,000 

幼稚園防犯カメラ機器賃貸借料 32,008 

計 848,115 

 

カ 幼稚園建物総合損害共済保険料 46,562 円 

 

キ ピアノ調律(24 台分)手数料 120,960 円 

 

ク 工事請負費                     （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

市内学校施設エアコン設置工事（その 1） 

施工箇所：泉幼稚園・伊豆山幼稚園 
3,690,000 

山田冷機工業㈱ 

事業費  9,228,600 

繰越額  5,538,600 

市内学校施設エアコン設置工事（その 2） 

施工箇所：緑ガ丘幼稚園 
1,760,000 

㈱平和エアテック 

事業費  4,401,000 

繰越額  2,641,000 

市内学校施設エアコン設置工事（その 4） 

施工箇所：多賀幼稚園 
1,600,000 

山田冷機工業㈱ 

事業費  4,002,480 

繰越額  2,402,480 

緑ガ丘幼稚園エアコン取付工事 981,288 山田冷機工業㈱ 

多賀幼稚園エアコン取付工事 982,800 山田冷機工業㈱ 

網代幼稚園園庭境界ブロック塀撤去等修繕

工事 
1,202,040 

㈲大曽根建築・設

計事務所 

計 10,216,128  

 

ケ 幼稚園の管理に係るその他経費 96,292 円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

学校教育課 

３ 幼稚園の運営経費 25,934,104 円 （前年度 28,185,704 円） 

(1) 園児が安全で快適な幼稚園生活を送ることができるように、備品等の整備のた

め執行した。また、特別支援教育の一環として、臨時幼稚園教諭を雇用するため

に執行したものである。（5 園中、網代幼稚園は休園中） 

ア 臨時幼稚園教諭（6人）に係る経費     （単位：円） 

事業概要 事業費 

臨時幼稚園教諭賃金 11,741,972 

臨時幼稚園教諭共済費 1,760,820 

計 13,502,792 

 

イ 言語指導教諭（3 人）に係る経費      （単位：円） 

事業概要 事業費 

言語指導教諭賃金 6,356,383 

言語指導教諭共済費 1,071,454 

計 7,427,837 

 

ウ 市内の園医等報酬             （単位：円） 

区  分 報酬 

幼稚園医報酬 504,000 

幼稚園歯科医報酬 504,000 

計 1,008,000 

 

エ 市内幼稚園の運営に係るコピー代等消耗品等需用費 1,347,256 円 

 

オ 市内幼稚園の電話料等通信運搬費 （単位：円） 

区 分 金額 

電 話 料 756,998 

郵 便 料 23,800 

計 780,798 

 

カ ことばの発達について専門である言語聴覚士による初期診断を行うための業

務委託料として執行したものである。            （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

言語聴覚士特別支援業務委託 324,000 国際医療福祉大学熱海病院 

 

キ 園外保育に係るバス借上げ料（各園年 2回） 502,200 円 

 

ク 備品購入費 

(ｱ) 園児等が安全で充実した園での活動が展開できるよう、備品の充実を図る

ため執行したものである。 
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（単位：円） 

区 分 金額 

泉幼稚園 258,999 

伊豆山幼稚園 102,924 

多賀幼稚園 210,176 

ことばの教室 14,563 

計 586,662 

 

ケ 国公立幼稚園長会等負担金 97,200 円 

 

コ 日本スポーツ振興センター災害共済に係る経費     （単位：円） 

事業概要 事業費 

日本スポーツ振興センター災害共済負担金 37,465 

日本スポーツ振興センター災害共済医療費等交付金 6,787 

計 44,252 

 

サ 幼稚園運営に係るその他経費 313,107 円 

 

５項 社会教育費 決算額    695,302,936 円 （前年度 432,802,738 円） 

１目 社会教育 決算額    180,260,199 円 （前年度 162,672,297 円）  

総務費   秘書広報課 

１ 職員給与費 163,483,083 円 （前年度 147,121,319 円） 

 

 

健康づくり課 

２ 学校施設開放経費 11,128,904 円 （前年度 10,042,148 円） 

(1) 第二小学校社会開放用プール監視業務委託          （単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

熱海市立第二小学

校屋内プール監視

業務委託 

社会開放における

管理運営及び清掃

業務 

10,562,400 

株式会社サンアメニティ

伊豆営業所 

屋内温水プール 

25ｍ×4 コース 

 

(2) 学校施設開放に係るその他経費 566,504 円 

 

 

生涯学習課 

３ 社会教育委員及び指導員報酬 2,533,000 円 （前年度 2,507,500 円） 

(1) 社会教育委員報酬 289,000 円 

社会教育委員会は、町内会や社会教育関係団体から推薦された 11 人により構成

され、成人式の他、社会教育に関する事項について、年間 4回協議を行った。 
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(2) 社会教育指導員報酬 2,244,000 円 

退職教員 2人が、青少年健全育成についての専門的指導・助言及び教育相談業務

の他、社会教育関係会議に出席し情報交換を行った。 

 

 

          生涯学習課 

４ 青少年の施策経費 1,924,042円 （前年度1,904,106円） 

(1) 成人式 

ア 事業の概要等 

事業概要 
新成人による運営スタッフを組織し、新成人自ら主体的に企画運

営する成人式を開催した。 

開 催 日 平成 31 年 1 月 13 日（日） 

開催場所 ＭＯＡ美術館 能楽堂 

経  費 

成人式記念品代   162,000 円 

成人式会場使用料   50,000 円 

出演者・協力者謝礼  62,616 円 

新成人を祝う記念プレート設置業務委託 ㈲石田組 140,400 円 

成人になった自分の気持ちを表す漢字を公募した結果「新」に決

定し、記念プレートをサンビーチ遊歩道に設置した。 

 

イ 成人式の出席状況                  （単位：人、％） 

区  分 
平成 30 年度 平成 29 年度 

対象者数 出席者数 出席率 出席率 

男 162 115 71.0 66.4 

女 151 92 60.9 67.5 

計 313 207 66.1 67.0 

 

(2) 補助金交付                        （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

青少年健全育成市民会議運営補助金 540,000 
熱海市青少年健全育成市

民会議 

子ども会育成指導者連絡協議会運営 

補助金 
620,000 

熱海市子ども会育成指導

者連絡協議会 

通学合宿補助金 180,000 

伊豆山小ＰＴＡ 

桃山小ＰＴＡ 

みつわやまなみ塾(泉小) 

計 1,340,000  

 

(3) 青少年健全育成市民会議 

 将来を担う青少年を健やかに育てるため、地域ぐるみで健全育成、非行防止、 

環境浄化等の活動を行った。 
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 ア 第 18 回アタミ・ジュニア・グランプリ表彰式 

事業概要 
18 歳までの青少年を対象とし、文化・芸術・学問部門、スポーツ
部門、奉仕・ボランティア部門の個人・団体において一定レベル
以上の優秀な青少年を表彰する褒章事業を開催した。 

開 催 日 平成 31 年 1 月 20 日（日） 

開催場所 ＭＯＡ美術館 能楽堂 

被表彰者 
文化・芸術・学問部門     24 人 
スポーツ部門           20 人、15 団体 
奉仕・ボランティア部門   2 団体 

 

(4) 子ども会育成指導者連絡協議会 

指導者及び育成者の自主的運営により、子どもの社会生活に必要な徳性を養い、

健全育成に寄与することを目的に、インリーダー講習会、子どもの祭典等を開催

した。 

ア インリーダー講習会 

事業概要 
地域の子ども会のリーダーを養成するため講習会（ウォークラリ
ー、救急法、危険予知トレーニング等）を開催し、子どもたちの
自主性、創造性、協調性の育成を図った。 

開 催 日 平成 30 年 5 月から 12 月までの計 8回 

開催場所 いきいきプラザ、姫の沢自然の家等 

参 加 者 小学校 3 年生～6 年生   39 人参加 

 

イ 子どもの祭典 

事業概要 

市内の小学生が一堂に会して交流を深めつつ、体力づくり、耐久

力、強い心身を養うことを目的に、縄跳び大会や子どもまつりと

してペタボードを実施した。 

開 催 日 平成 30 年 12 月 8 日（土） 

開催場所 南熱海マリンホール 

参 加 者 小学校 1 年生～6 年生、市子連役員、保護者等 約 200 人  

 

        (5) 青少年の施策に係るその他経費 169,026 円 

 

生涯学習課 

５ 生涯学習振興等経費 1,191,170 円 （前年度 1,097,224 円） 

(1) 家庭教育学級開催奨励金 185,000 円 

事業概要 

親同士の相互学習を中心に、日頃の子育ての問題点・疑問点の相

談や、情報交換を行うことにより、家庭での教育力を高めるた

め、市立幼稚園 4 園及び小学校 7 校に家庭教育学級を開設し、そ

の活動へ支援を行った。 

開級期間 平成 30 年 4 月から平成 31 年 2月まで 

活動内容 

説明会、全体報告会 各 1 回 

その他個別の講座・教室については、各学級自由に企画立案し

て、食育や健康講座、手芸や料理教室等を行った。 

奨 励 金 幼稚園 20,000 円（×4学級）小学校 15,000 円（×7学級） 

修 了 者 幼稚園 91 人 小学校 91 人 
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(2) 家庭教育講座講師謝礼 

            文部科学省の「学校・家庭・地域の連携協力推進事業」の一環である家庭教育支

援運営委員会謝礼及び講師謝礼として執行した。  （単位：円）                           

事業概要 事業費 

家庭教育支援運営委員会謝礼 5 人 44,400 

家庭教育支援員謝礼 5人 45,810 

外部講師謝礼 1 人 4,000 

計 94,210 

 

(3) ＰＴＡ協議会教育講演会開催奨励金 100,000 円 

事業概要 

「なぜ本田圭佑はメンタルが強いのか？」と題し、元ハンドボー

ル・カヌーオリンピック選手で、プロサッカー選手の本田圭佑氏

を又甥に持つ本田大三郎氏による講演を行った。  

開 催 日 平成 31 年 1 月 20 日（日） 

開催場所 ＭＯＡ美術館 能楽堂 

参 加 者 各校ＰＴＡ会員とその家族、教諭、一般市民 約 220 人 

 

(4) ＰＴＡ協議会研究集会開催業務委託料 135,000 円 

事業概要 
「ネット社会の子育てを考える～泉でのルールづくり～」を研究

主題とし、泉小中学校成人教育委員会が研究発表を行った。  

開 催 日 平成 30 年 11 月 11 日（日） 

開催場所 熱海市立第二小学校 

参 加 者 各校ＰＴＡ成人教育委員、その他教育委員会関係者 約 180 人 

 

(5) 静岡県社会教育委員連絡協議会負担金 84,200 円 

 

(6) 生涯学習振興等に係る補助金         （単位：円） 

事業概要 事業費 

熱海市ＰＴＡ協議会運営補助金 250,000 

計 250,000 

 

(7) 生涯学習振興等に係るその他経費 342,760 円 

 

 

  ２目 文化振興 決算額    244,081,819円 （前年度8,216,789円） 

     費     生涯学習課 

           １ 文化振興経費 242,771,070 円 （前年度 6,979,769 円） 

(1) 各種文化事業に対する報償費 599,320 円 

ア 伊豆毎日三大市民賞報償費 191,400 円 

市民の中から文化、体育、社会奉仕部門で埋もれた功労者及び日頃顕著な活動

を行っている団体を表彰するもので、第 58回目を平成 30 年 11 月 30 日に開催

した。 
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イ 坪内逍遙忌記念祭報償費 151,420 円 

わが国の近代文学の発展に大きく貢献し、近代演劇の基礎を築いた坪内逍遙の

終焉の地である熱海市において氏の偉業と郷土の恩人としての功績をたたえ毎

年命日にあたる 2 月 28 日に行われている。平成 30 年度で第 48 回目であった。 

 

ウ 尾崎紅葉祭謝礼 159,000 円 

熱海の名を全国に知らしめた「金色夜叉」の作者である尾崎紅葉を偲び毎年

「金色夜叉」の別れの名場面の日、1 月 17 日に開催している。 

(ｱ) 芸妓置屋連合組合 50,000 円 

(ｲ) 田原本町町内会 19,000 円 

(ｳ) 紅葉遺族 40,000 円 

(ｴ) 講演会講師謝礼 50,000 円 

 

エ その他報償費（開催奨励金） 97,500 円 

(ｱ) 佐佐木信綱祭短歌大会 97,500 円 

 

(2) 文化振興事業開催委託料 1,275,000 円 

ア 伊豆山歌会開催業務委託料（伊豆山温泉観光協会） 1,200,000 円 

歌人将軍源実朝を偲び、毎年仲秋の名月の日に歌会を開催するもので、第 67

回目を平成 30年 9 月 24 日に開催した。ハートピア熱海において歌会・講演・

授賞式を行い、伊豆山神社にて献歌、実朝の舞を奉納した。 

 

イ 丹那トンネル感謝祭実施業務委託料（㈳熱海市観光協会） 75,000 円 

 

(3) 尾崎紅葉記念碑設置工事費 (大舘建設㈱) 2,592,000 円 

             尾崎紅葉生誕 150 周年を記念して、その功績を称える記念碑を設置した。 

平成 31 年 1 月 17 日の尾崎紅葉祭において、完成披露したものである。 

 

(4) 文化振興に係る補助金 715,000 円 

 ア 熱海市文化団体連合会運営補助金 400,000 円 

  各文化団体と連携を図り市民の文化向上に寄与することを目的とする熱海市文

化団体連合会に対し運営補助金を交付した。 

 

 イ 熱海市民文化祭開催補助金 315,000 円 

  平成 30 年 10 月 29 日から 11 月 23 日まで、市民の芸術・文化活動の発表の機

会の提供を目的として、第 68 回熱海市民文化祭を中央公民館・起雲閣・南熱

海マリンホールにて実施した。 
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(5) 文化振興基金積立金 237,326,681 円 

ア 新規積立金 237,315,342 円 

 (ｱ)寄付金 150,000 円 

(ｲ)起雲閣委託料返還分 959,174 円 

  (ｳ)故杉本苑子氏からの遺贈契約に基づく寄付金 234,946,695 円 

(ｴ)故杉本苑子氏著作権使用料 1,259,473 円 

 

イ 預金利子 11,339 円 

（基金の状況）                                                  （単位：円） 

平成 29 年度 

末現在高 

平成 30 年度中の増減 平成 30 年度 

末現在高 新規積立金 利子積立金 取崩し 計 

41,854,366 237,315,342 11,339 1,270,030 236,056,651 277,911,017 

 

(6) 文化振興に係るその他経費 263,069 円 

 

          生涯学習課 

２ 国際交流経費 1,310,749 円 （前年度 1,237,020 円） 

(1) 国際交流に係る補助金 1,240,000 円 

ア 熱海国際交流協会運営補助金 700,000 円 

市民の国際的な視野と感覚を高め、国際交流を通じ相互の理解と友好親善を深

め、世界平和に寄与することを目的とする熱海国際交流協会に対し運営補助金

を交付した。 

(ｱ) 会員数 149 件（うち 個人 113 人 団体 25 法人 11） 

(ｲ) 事業内容 外国語教室、外国人のための日本語教室、国際理解講座、国際 

支援活動、外国人とのふれあいの集い他 

 

イ  中学生海外研修補助金 540,000 円 

中学生海外研修（オーストラリア 2人） 

 (ｱ) オーストラリア・スクール体験＆ホームステイ 

平成 30 年 7 月 30 日から 8 月 16 日まで 18 日間 

 

(2) 国際交流に係るその他経費 70,749 円 

 

 

  ３目 文化財保 決算額      5,375,108円 （前年度3,808,359円） 

     護費    生涯学習課 

１ 文化財保護推進等経費 4,237,717 円 （前年度 2,661,568 円） 

(1) 文化財保護審議会に係る経費 24,781 円 

            平成 31年 2月 6日開催。指定文化財についての協議等を行った。 
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            ア 委員報酬 21,900 円 

＠7,300×3 人。委員 1人は公務員のため、報酬を支出しなかった。 

 

            イ 会議に係るその他経費（旅費等） 2,881 円 

 

(2) 史跡江戸城石垣石丁場跡整備事業 2,296,025 円 

熱海市史跡江戸城石垣石丁場跡調査・整備委員会を 2 回開催。保存活用計画策定

業務を実施した。 

ア 熱海市史跡江戸城石垣石丁場跡調査・整備委員会に係る経費 228,020 円 

(ｱ) 報償費 111,500 円 

専門委員 @10,000×延べ 9 人。一般委員 @4,300 円×延べ 5 人。 

(ｲ) 委員旅費 116,520 円 

 

イ 史跡江戸城石垣石丁場跡保存活用計画策定業務委託 2,052,000 円 

              （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

史跡江戸城石垣石丁場跡保存活用計画策定 

業務委託 
2,052,000 ㈱フジヤマ沼津営業所 

 

ウ その他（消耗品等）16,005 円 

 

(3) 文化財体験学習会 8,100 円 

 平成 30 年 8 月 9 日、子どもたちを対象に市民の歴史や文化財への関心を高め

ることを目的に、勾玉づくりの体験教室を開催し、小学生 22 人が参加した。

材料費・保険料等を執行した。 

 

(4）天然記念物の保護育成事業 312,000 円 

天然記念物の樹勢維持のための樹木医による樹木調査を行った。 

          （単位：円） 

事業概要 事業費 委託業者 

天然記念物樹勢維持業務委託 162,000 ㈱加藤樹木医事務所 

 

（単位：円） 

事業概要 事業費 

熱海市指定「和田木のフジ」保存維持対策事業補助金 150,000 

 

 (5) 無形民俗文化財保存継承事業 272,398 円 

ア 無形民俗文化財永年勤続者表彰に係る報償費 101,398 円 

市内の指定無形民俗文化財の保存継承のため、各保存会と所属する永年勤続者

7 団体、20 人に対して表彰状と記念品のメダルを交付した。 
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            イ 無形民俗文化財の保存継承のための補助金 171,000 円 

                    （単位：円） 

事業概要 事業費 

来宮神社鹿島踊保存会運営補助金 45,000 

初木神社鹿島踊保存会運営補助金 18,000 

下多賀神社鹿島踊保存会運営補助金 18,000 

阿治古神社鹿島踊保存会運営補助金 18,000 

今宮神社獅子神楽保存会運営補助金 18,000 

多賀神社鹿島踊保存会運営補助金 18,000 

和田木神社獅子神楽保存会運営補助金 18,000 

下多賀神社水浴せ式保存会運営補助金 18,000 

計 171,000 

 

(6) 静岡県民俗芸能フェスティバル開催事業 1,101,611 円 

  平成 30 年 10 月 27 日、南熱海マリンホールにて開催。独立行政法人 日本芸術

文化振興会の助成金（450,000 円）を受け、熱海市が主催した。文化庁主催

「日本の技体験フェア」も 10 月 27・28 日開催。2 事業合わせた参加者は、

4,444 人であった。 

              （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

静岡県民俗芸能フェスティバル開催業務委託 1,101,611 静岡県文化財保存協会 

                       

(7)文化財保護推進等に係るその他経費 222,802 円 

 

 

生涯学習課 

  ２ 大湯間歇泉維持管理経費 1,137,391 円 （前年度 1,146,791 円） 

(1) 大湯間歇泉維持管理に係る主要な一般経費の内訳  

 ア 光熱水費 216,031 円 

 

イ 修繕料 832,464 円 

大湯間歇泉は熱海市指定文化財となっており、英国公使ラザフォード・オール

コックが熱海温泉に訪れた際の碑や、愛犬トビーの碑も敷地内に建立されてい

る。大湯間歇泉の噴泉を良好な状態で維持管理するため、源地のエアー管・揚

湯管の取替修繕を行った。 

 

(2) 大湯間歇泉の維持管理に係る委託料              （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

大湯間歇泉敷地内清掃業務委託 88,896 ㈳熱海市シルバー人材センター 
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  ４目 公民館費 決算額    21,021,709円 （前年度14,211,936円）                   

生涯学習課 

  １ 公民館運営審議会委員等報酬 1,109,900 円 （前年度 1,126,000 円） 

(1) 公民館運営審議会委員報酬 

事業概要 公民館の各種事業の企画運営について、調査審議を行った。 

委 員 数 7 人 

報  酬 1 回開催 8,300 円（3,100 円×延べ 1 人＋2,600 円×延べ 2 人） 

 

(2) 網代公民館長報酬 

館  長 加藤 正春 

委嘱期間 平成 30 年 4 月 1 日から令和 2年 3月 31 日まで 

報  酬 月額 91,800 円×12 か月＝1,101,600 円 

 

 

  生涯学習課 

２ 公民館の管理運営経費 19,911,809 円 （前年度 13,085,936 円） 

(1) 教室・講座等の講師謝礼及び各公民館の修繕料、委託料、光熱水費等の管理運 

営に要した経費を執行した。 

ア 公民館の管理運営に係る報償費              （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

市民教室講師謝礼 496,000 

中央公民館（受講者数 163 人） 

4,000 円×9 教室×各 8回 

4,000 円×4 教室×各 1回 

泉公民館（受講者数 11人） 

4,000 円×3 教室×各 8回 

網代公民館（受講者数 11人） 

4,000 円×3 教室×各 8回 

公民館寺子屋講師謝礼 589,200 

中央公民館（参加者数 42人） 

4,000 円×1 人×10 回(塾長) 

3,200 円×延べ 34.5 人(補助ｽﾀｯﾌ) 

泉公民館（参加者数 14人） 

4,000 円×1 人×10 回(塾長) 

3,200 円×延べ 19 人(補助ｽﾀｯﾌ) 

上多賀会館（参加者数 22人） 

4,000 円×1 人×10 回(塾長) 

3,200 円×延べ 38 人(補助ｽﾀｯﾌ) 

網代公民館（参加者数 9人） 

4,000 円×1 人×10 回(塾長) 

3,200 円×延べ 8.25 人(補助ｽﾀｯﾌ) 

2,000 円×7 人 

仲道公民館（参加者数 11人） 

4,000 円×1 人×10 回(塾長) 

3,200 円×延べ 17.5 人(補助ｽﾀｯﾌ) 
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市民大学講師謝礼 1,225,000 

中央公民館（受講者数 277 人） 

35,000 円×4 講座×各 8回 

35,000 円×3 講座×各 1回 

市民大学運営委員謝礼 26,000 2,000 円×延べ 13 人（2回開催） 

網代公民館トイレ等清掃謝礼 60,000 5,000 円×12 か月 

網代公民館事務員謝礼 300,000 25,000 円×12 か月 

計 2,696,200  

 

イ 公民館の管理運営に係る修繕料              （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

中央公民館 6 階視聴覚室電動ブラインド修繕 98,042 ㈱昭和電気 

中央公民館 7 階男子小便器水流修繕 39,107 ホクリョウ住設㈱ 

中央公民館 6 階給湯室修繕 119,880 ㈲三ツ星工業 

中央公民館 6 階第 1会議室ブラインド修繕 14,040 コミネ装備 

中央公民館 7 階女子トイレ漏水修繕 16,308 ㈱三ツ星工業 

中央公民館 6 階ロビー、和室 1、4 階栄養指
導室照明取替修繕 

199,260 ㈲明静電設 

中央公民館 6 階視聴覚室音響機器修繕 19,569 ㈱昭和電気 

計 506,206  

 

ウ 公民館の管理運営に係る委託料              （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

網代公民館自家用電気工作物保安管理業務委託 82,188 ㈱静岡ケイテクノ 

いきいきプラザ自家用電気工作物保安管理業務
委託 

110,808 ㈱静岡ケイテクノ 

いきいきプラザ貯水槽清掃業務委託 25,920 熱海環境サービス㈱ 

いきいきプラザ夜間機械警備業務委託 296,640 セコム㈱ 

いきいきプラザ管理業務委託 1,286,293 
㈳熱海市シルバー人
材センター 

いきいきプラザ清掃業務委託 819,072 ㈱三幸コミュニティ 

いきいきプラザエレベーター保守点検業務委託 181,440 
ジャパンエレベータ
ーサービス神奈川㈱ 

いきいきプラザ自家発電設備保守点検業務委託 32,292 ㈲明静電設 

いきいきプラザ、網代公民館消防用設備等点検
業務委託 

63,720 ㈲明静電設 

いきいきプラザ自動ドア保守点検業務委託 40,716 ナブコシステム㈱ 

網代公民館浄化槽清掃業務委託 149,040 熱海環境サービス㈱ 

いきいきプラザ、網代公民館、建築設備定期検
査業務委託 

151,200 ㈱三ツ星工業 

いきいきプラザ防火設備定期検査業務委託 235,872 
㈲若林建築設計事務
所 

泉公民館エレベーター保守点検業務委託 635,040 
㈱日立ビルシステム
横浜支社 

泉公民館自動ドア保守点検業務委託 52,920 ナブコシステム㈱ 

いきいきプラザ建築物定期報告業務委託 104,760 
㈲若林建築設計事務
所 

網代公民館建築物定期報告業務委託 62,640 
㈲若林建築設計事務
所 

計 4,330,561  
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エ 公民館の管理運営に係る光熱水費 （単位：円） 

区 分 金 額 

電 気 3,045,276 

ガ ス 133,996 

水 道 211,764 

下 水 道 111,714 

計 3,502,750 

 

オ 公民館の管理運営に係る工事費              （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

いきいきプラザ空調設備更新工事(1 階

及び 7階) 
3,280,000 山田冷機工業㈱ 

いきいきプラザトイレ改修工事 1,987,200 ㈱三ツ星工業 

網代公民館武道場床改修工事 1,566,000 ㈱蒔田工務店 

網代公民館ブロック塀撤去及びフェンス

設置工事 
810,000 

㈲大曽根建築・設計事務

所 

計 7,643,200  

 

カ 公民館の管理運営に係るその他経費 1,232,892 円 

 

(2) 公民館の使用状況 

中央公民館・泉公民館・網代公民館は公の社会教育施設であり、市民等の交流や 

サークル活動の場として貸し出している。 

 

                     （単位：人） 

施設名 平成 30 年度 平成 29 年度 

中央公民館 42,927 40,089 

泉公民館 8,426 10,033 

網代公民館 4,777 4,553 

計 56,130 54,675 

 

 

  ５目 図書館費 決算額     70,362,270 円 （前年度 72,780,212 円） 

 図書館 

１ 図書等購入費 13,149,719 円 （前年度 11,141,349 円） 

(1) 地域や市民のニーズ及び社会的な動向に配慮し、多様な観点に立ち、各分野に

渡り幅広い図書等の収集を行った。また、郷土資料の保存及び中高生世代の利用

促進を目的とした電子図書館を開始した。 
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ア 消耗品費 （簡易な図書・ブックバス用図書・雑誌・新聞等） 

種 別 冊(点/誌)数 金 額(円) 

本館図書 
一般 171 258,548 

児童 101 139,072 

ブックバス用

図書 

一般 41 49,908 

児童 127 173,911 

雑  誌 1,191 1,002,405 

新  聞 133 469,917 

そ の 他 54 460,887 

計 1,818 2,554,648 

 

イ 電子書籍使用料 （電子図書館・新聞データベース）  

種 別 金 額(円) 

電子図書館 3,204,936 

新聞データベース 140,400 

計 3,345,336 

 

ウ 備品購入費 （一般図書・視聴覚資料等）  

種 別 冊(点/誌)数 金 額(円) 

図  書 
一般 2,626 5,291,754 

児童 731 1,530,334 

視聴覚資料 31 427,647 

計 3,388 7,249,735 

 

エ 蔵書内訳                  （単位：点） 

 

 

 

 

 

 

区  分 平成 30 年度末 平成 29 年度末 

一般用図書(点字含む) 119,363 122,593 

児童用図書 

(参考図書含む) 
19,980 20,293 

絵本(洋書含む) 10,148 10,117 

紙芝居 654 697 

参考図書(一般のみ) 5,475 4,910 

郷土資料 15,816 16,722 

大活字本 456 401 

雑 誌 6,382 6,378 

視聴覚資料 1,371 1,441 

電子書籍 1,370  

計 181,015 183,552 
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図書館 

  ２ 移動図書館運営費 292,191 円 （前年度 909,713 円） 

(1) ブックバスの維持管理に要した経費として執行した。図書館本館に来館できな 

い地域の方々のために、市内 21 箇所のステーションへ毎月 2回ブックバスを運 

行し、本館と同様の図書館サービスを提供した。 

 

ア ブックバス運営に係る総括的経費     （単位：円） 

区  分 金額 

報償費 4,000 

燃料費 110,616 

修繕料 156,848 

役務費 20,727 

計 292,191 

 

(ｱ) 巡回実績 

（平成 30 年 4月 1日から平成 31 年 3 月 31 日まで）   （単位：人、冊） 

地区名 ステーション 貸出人数 貸出冊数 

和田木・小山 大縄公園 157 638 

網代 網代小学校 241 959 

上多賀 スルガケアサービス 156 1,035 

上多賀 上多賀会館 111 515 

下多賀 多賀小学校 530 1,957 

泉 ネオ・サミット湯河原 177 427 

泉 泉小中学校 244 691 

泉 泉支所 135 626 

桃山 桃山小学校 265 894 

伊豆山 伊豆山中央バス停横 86 285 

伊豆山 マルコシ酒店横駐車場 58 228 

伊豆山 七尾団地集会場 79 367 

伊豆山 伊豆海の郷 144 469 

伊豆山 伊豆山小学校 146 309 

ひばりヶ丘 ひばりヶ丘団地下駐車場 42 168 

相の原 相の原団地バス停上駐車場 61 163 

緑ガ丘 緑ガ丘公園 101 325 

西山 第一小学校 366 916 

多賀 多賀中学校 42 162 

小嵐 第二小学校 500 1,527 

桃山 熱海中学校 72 262 

多賀 多賀小学校(試運行) 95 213 

計 3,808 13,136 
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図書館 

  ３ 教養講座等経費 521,803 円 （前年度 467,998 円） 

(1) 講師及び団体に対する謝礼等として 411,493 円、消耗品費として 110,310 円を

執行したものである。 

ア 謝礼等支払内訳                     （単位：円） 

内 訳 金 額 内 容 

熱海読み聞かせの会 70,000 
「おはなし会」（月 2 回開催） 
「ブックスタート」補助事業（月 1回実施） 

市外在住大学研究員等 
（2 人） 

60,000 
「図書館講座（熱海の歴史をひもとく）」 
（各 1回） 

きよグループ 20,000 
「製本教室」（週 1回実施） 
「親子手作り絵本教室」（夏休み 2日間開催） 

市外在住絵本作家 120,000 「特別講座「まず絵本から」」 

あたみ図書館くらぶ 30,000 
「あたみ図書館くらぶ（小学生向けブックトー
ク）」（月 1 回開催） 

市内在住日本画家 80,000 「読書感想画教室」(夏休み 2 回開催) 

賞品・記念品等 31,493 
「親子手作り絵本教室」及び「子ども読書感 
想画教室」賞品並びに記念品代 

計 411,493  

 

イ 消耗品費支払内訳                    （単位：円） 

内 訳 金 額 内 容 

ブックスタート事業 60,102 バッグ、アドバイス集及び絵本購入代 

その他 50,208 「親子手作り絵本教室」等に係る消耗品代 

計 110,310  

 

 

 

生涯学習課 

  ４ 市史編さん経費 3,411,053 円 （前年度 3,384,966 円） 

(1) 嘱託職員報酬 1,122,000 円、臨時職員賃金 1,938,000 円、臨時職員共済費

287,506 円、歴史資料収集整理及び所蔵貴重資料の展示公開に伴う消耗品費

58,547 円並びにその他経費 5,000 円を執行した。 

 

(2) 将来の熱海市史等の記念誌の編さんに備え、基礎資料となる過去の発行物の確

認、整理を行った。 

 

(3) 市民や新規採用職員を対象に、嘱託職員による熱海の歴史に関する講話を行っ

た。 
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(4) 図書館 3・4 階において、所蔵貴重資料の展示公開を行った。 

事業名 展示期間 内  容 

古絵図･ 
古地図展示 

平成 30 年 4 月 10 日(火)
～6 月 30 日(土) 

「華麗なる鳥瞰図の世界展 
第 7 回 京都府の鳥瞰図」 

 ・「御大礼記念 京都名所御案内」 
・「伏見稲荷全境内名所圖繪」他 10 点 

平成 30 年 5 月 1 日(火)
～7 月 31 日(火) 

「熱海の絵地図その 1  
～江戸期から明治中期まで～」 

 ・「豆州熱海絵図」 
 ・「熱海温泉湧出之図」他 10 点 

平成 30 年 7 月 5 日(木)
～9 月 30 日(日) 

「華麗なる鳥瞰図の世界展 
第 8 回 近畿地方の鳥瞰図」 

 ・「琵琶湖遊覧御案内」 
・「参詣要覧髙野山名所圖繪」他 10 点 

平成 30 年 8 月 2 日(木)
～9 月 14 日(金) 

「熱海の絵地図その 2  
～明治中期から大正期まで～」 

 ・「豆州伊豆山温泉全圖」 
 ・「熱海温泉理想郷桃山案内」他 9 点 

平成 30 年 9 月 18 日(火)
～10 月 30 日(火) 

「熱海の絵地図その 3 ～昭和期～」 
 ・「国際観光温泉文化都市・熱海」 
 ・「熱海温泉名所鳥瞰圖」他 7 点 

平成 30 年 10 月 4 日(木)
～11 月 8日(木) 

「華麗なる鳥瞰図の世界展 
第 9 回 中国・四国地方の鳥瞰図」 

 ・「尾道市」 
・「栗林公園御案内」他 8 点 

平成 31 年 1 月 10 日(木)
～2 月 28 日(木) 

「華麗なる鳥瞰図の世界展 
第 10 回 九州地方の鳥瞰図」 

 ・「福岡市並近郊名所交通圖繪」 
・「別府温泉御案内」他 11 点 

 

 

図書館 

  ５ 図書館の管理運営経費 50,425,896 円 （前年度 46,567,053 円） 

(1) 主な経費は、図書館協議会委員報酬、図書館ボランティア（実働者数 21 人）

に係る報償費、図書館清掃業務委託料、図書館システムリース料、建物維持管理

及び図書館業務の管理運営に係る経費並びに建物賃借料である。 

 

ア 報酬・報償費内訳                    （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

図書館協議会委員報酬 79,400 
委員長 1 人 ＠4,800 円 

委員 4人 ＠4,300 円 

図書館窓口（カウンター）業務 

ボランティア報償費 
1,262,000 

市民ボランティア延べ

1,262 人 

喫茶（抹茶サービス）ボランティア 

報償費 
48,000 茶飲みんＧｕの会 

計 1,389,400  
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イ 市史編さん臨時職員に係る経費内訳 （単位：円） 

事業概要 事業費 

臨時職員賃金 1,815,600 

臨時職員共済費 295,947 

計 2,111,547 

 

ウ 図書館の管理運営に係る光熱水費 6,378,861 円 

 

エ 図書館の管理運営に係る委託料              （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

新規購入図書マーク作成業務委託料 312,782 ㈱図書館流通センター 

図書館利用者開放インターネット端末 

保守業務委託料 
41,990 

東京コンピュータサービ

ス㈱ 

図書館エレベーター保守点検業務委託料 414,720 
エス・イー・シーエレベ

ーター㈱ 

図書館自動ドア保守点検業務委託料  58,320 ナブコシステム㈱ 

図書館機械警備業務委託料 324,000 セコム㈱ 

図書館清掃業務委託料 2,575,800 ㈱アイビックス 

自家用電気工作物保安管理業務委託料 231,876 ㈱静岡ケイテクノ 

図書館冷暖房空調機器保守業務委託料 777,600 
㈱ジャパンビルホールデ

ィングス伊豆営業所 

図書館空気環境測定業務委託料 103,680 ㈱東幸 

図書館害虫駆除業務委託料  83,160 ㈱東幸 

図書館システム保守業務委託料 1,784,160 

三菱電機インフォメーシ

ョンシステムズ㈱ 

(平成 30 年 4月 1 日から 

平成 30 年 11 月 30 日) 

東京コンピュータサービ

ス㈱ 

(平成 30 年 12 月 1 日か

ら平成 31年 3月 31 日) 

図書館書架移設作業業務委託料 210,600 ㈱サトウ家具 

計 6,918,688  

 

オ 図書館の管理運営に係る使用料及び賃借料         （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

建物賃借料 26,729,952 東京電力パワーグリッド㈱ 

ＴＲＣ ＭＡＲＣ使用料 950,400 ㈱図書館流通センター 

図書館システムリース料 3,682,272 

ＮＥＣキャピタルソリューシ

ョン㈱(平成 30 年 4月 1日 

から平成 30 年 11 月 30 日) 

ＮＴＴファイナンス㈱ 

(平成 30 年 12 月 1日から 

平成 31 年 3 月 31 日) 

ＡＥＤリース料 63,504 セコム㈱ 

計 31,426,128  
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カ 相互貸借やレファレンス等で図書館間との連携を図るとともに、各協会、協

議会等主催の館長会議及び職員研修に参加し職員の資質向上を図った。また、

各協会及び協議会等の管理運営に係る負担金を執行したものである。 

 (ｱ) 所属図書館関係協会・協議会等の負担金         （単位：円） 

名 称 金 額 内 容 

日本図書館協会 37,000 
公立図書館、大学図書館、専門図書館等が加

盟。日本の図書館会を代表する組織 

静岡県図書館協会 40,000 
静岡県内の公立図書館等 65 館加盟。各種研修

会及び静岡県図書館大会を開催 

静岡県市立図書館

協議会 
15,000 

静岡県内の市立図書館 22 館加盟。各種研修会

を開催 

静岡県東部地区図

書館研究会 
5,000 

静岡県東部地区の市町立図書館 18 館加盟。各

種研修会開催。雑誌の分担保存を実施 

計 97,000  

 

  (ｲ) 東京電力各種検査等に係る経費             （単位：円） 

概 要 金 額 備 考 

図書館建物消防用設備等点検費用負担金 304,925 

年 2 回実施 

東京電力パワーグリッド 

㈱ 伊豆支社 

防火管理者講習受講者負担金 7,500  

計 312,425  

 

キ 保険料                         （単位：円） 

概 要 金 額 備 考 

全国市有物件建物共済保険料 4,760 蔵書数 20 万冊、書架等備品 

ボランティア保険料 19,200 
窓口カウンター等ボランティア

活動保険 48 人 

計 23,960  

 

ク その他管理運営に係る経費 1,767,887 円 

 

   (2) 図書館の利用状況 

（平成 30 年 4月 1日から平成 31 年 3 月 31 日まで） 

区  分 本 館 移動図書館 計 

年間開館日数  281 日 168 日 ― 

貸出者数(人) 32,519 3,808 36,327 

貸出冊数(冊) 

（うち電子書籍） 

99,593 

(899) 
13,136 

112,729 

(899) 

登録者数 
個人(人) 15,527 1,841 17,368 

団体(件) 71 5 76 

                        ※電子書籍は平成 30年 12 月 1 日から平成 31 年 3 月 31 日まで 
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(3) 平成 30 年度熱海市立図書館内開催行事等 

行事名 内 容 

会話ができる児童室 
未就学児の親子及び母親同士が気軽に図書館を利用でき

るよう、図書館児童室の開放を本格実施した。 

特別講座 
「まず絵本から」 

熱海市出身絵本作家を講師として、講義を開催した。平

成 31年 2月 10 日開催。 

おはなし会 

幼児の親子を対象とした絵本や紙芝居の読み聞かせ等を

行った。月 2 回開催。なお 4 月には時間を延長し 1 時間

枠で「おはなし会スペシャル」、12 月には「クリスマス

スペシャル」として開催した。熱海読み聞かせの会主

催。 

あたみ図書館くらぶ 

小学生を対象に、毎月テーマを決めたブックトークを中

心に読み聞かせや図書館探検、百人一首大会等を行っ

た。月 1 回開催。静岡県子ども読書アドバイザーが主な

スタッフ。 

製本教室 

親子手作り絵本教室 

自分の作りたいもの（本、カバー、収納箱等）の材料を

持ち寄り、製本技術講師指導の下、作品に仕上げていく

もの。週 1回実施。また、夏休みの 2 日間で小学生の親

子や一般の参加者を対象に、自分で描いた絵等を製本に

する「親子手作り絵本教室」を開催した。 

読書感想画教室 
日本画家の講師の下、本を読んだ感想を絵で表現する教

室を 2回開催した。夏休み開催。 

午後の朗読会 
一般市民を対象に、朗読会団体講師及び会員が小説や詩

等の作品の一節を朗読（発表）した。隔月 1回開催 

喫茶（抹茶） 

サービス 

図書館利用者を対象に、ボランティア団体が有償(菓子

付き一杯 200 円)で抹茶を提供した。毎週土曜・日曜開

催。 

図書館講座 

「熱海の歴史を 

ひもとく」 

市外在住大学研究員等を講師として、熱海の歴史にまつ

わる講座を開催した。年 3 回開催。 

リサイクル本市 

保存期限切れの雑誌、不用になった本及び寄贈資料のう

ち蔵書として受け入れなかった本の有効活用として、市

民等に無料配布した。年 1 回（平成 31年 3月）開催。 

 

 

図書館 

６ 温泉誌販売経費 741,636 円 （前年度 9,078,680） 

(1) 平成29年4月の市制施行80周年に向けて、平成26年4月より「熱海温泉誌」の

作成を開始し、平成28年度に完成した。 

(熱海温泉誌作成実行委員会は平成29年9月に解散。) 

 

ア 温泉誌販売に係る委託料                 (単位：円) 

事業概要 事業費 備考 

温泉誌販売業務委託料 741,636 ㈱出版文化社 
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イ 「熱海歴史年表」、「熱海平成歴史年表」及び「熱海温泉誌」販売内訳 

（単位：円、冊及びセット） 

書 名 単 価 冊 数 売 上 

熱海歴史年表 2,000     3 6,000 

熱海平成歴史年表 1,200 2 2,400 

熱海歴史年表・熱海平成歴史年表セット 3,000 2 6,000 

熱海温泉誌 
（温泉誌編さん協力団体等） 1,944 1,691 3,287,304 

（一般販売） 3,240 10 32,400 

  計 3,334,104 

 

 

生涯学習課 

７ 郷土資料整備経費 1,819,972 円 （前年度 1,230,453 円） 

(1) 郷土資料仕分け等業務委託料339,854円、郷土資料仕分け等に対する報償費 

996,760円、歴史資料等整理及び管理に伴う消耗品費473,858円並びにその他 

経費9,500円を執行した。 

 

(2) 熱海市に寄贈された美術品や書跡、写真等の貴重な歴史資料等を把握するため

図書館や学校等で調査を行い、台帳作成を行った。また、熱海温泉誌作成に伴う

基礎資料、図書館所蔵の郷土資料等の保存及び今後の利活用のために郷土資料の

仕分け作業等を行った。 

（単位：点） 

調査場所 調査済資料 資料概要 

小中学校 

（郷土資料室除く） 
242 

扁額、作詞家・作曲家直筆校歌、絵、

土器等 

課内、図書館及び 

中央公民館等 
約1,600 

埋蔵文化財・報告書、温泉誌基礎資料 

写真、絵葉書、視聴覚資料等 

文化施設（2施設） 89 馬具、舶来時計、作曲家愛用楽器等 

  

(3) 将来にわたって郷土資料が散逸せず、引き継がれるように文書資料の一部を電 

 子データ化した。 

 

（単位：点） 

電子化対象 電子化済資料 資料概要等 

文書資料 19 宿帳、湯樽出荷帳、旧家文書等 

熱海市史索引 約9,400 人物、項目と掲載箇所、概要 

熱海市史掲載写真 285  

市内記念碑等 144 
平成 6年度に紙ベースで作成された 

台帳を電子データ化したもの 

 

           (4) 調査した美術品及び歴史資料等を市民や観光客へ周知をするべく、特別展示会 

            及び調査報告会を開催した。 
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（単位：人） 

事業名 開催期間 入場者数 内  容 

～お宝発見！～ 
「熱海の学校で見つ 
けた歴史資料」展 

平成 30 年 11 月
15 日(木)～11
月 19 日(月) 

1,879 

市内小中学校で保管されてい
る歴史資料を集めて展示を行
った。 
（起雲閣で開催） 

旧網代町行政 
資料調査報告会 

平成 31 年 
2 月 9日(土) 

60 

図書館等で保管されていた旧
網代町に関する行政資料の整
理仕分けの際、判明した資料
の内容及び歴史的意義につい
て報告を行った。 
（網代公民館で開催） 

 

 

６目 少年補導 決算額      1,746,590円 （前年度1,731,901円） 

     センター  生涯学習課 

運営費   １ 少年補導センター運営協議会委員等報酬 1,167,200 円 （前年度 1,170,600 円） 

(1) 少年補導センター運営協議会委員報酬 

事業概要 

少年補導センターの適正な運営を図るため、熱海警察署等の関係

機関及び各校区補導員代表で構成しており、年間事業計画のほ

か、街頭補導等の状況と対策について協議した。 

委 員 数 11 人 

報  酬 
2 回開催 

45,200 円（3,900 円×延べ 2 人＋3,400 円×延べ 11 人） 

 

(2) 少年補導センター嘱託員報酬 1 人 1,122,000 円 

電話・面接相談、街頭補導を通して少年を非行化から守るため、生活指導を行った。

青少年健全育成、家庭教育についても専門的な指導・助言を行うとともに、社会教

育関係会議に出席し、情報交換を行った。 

 

生涯学習課 

２ 少年補導センターの管理運営経費 579,390 円 （前年度 561,301 円） 

(1) 少年補導センター補導員街頭補導謝礼 343,000 円 

市内 8小学校区において、少年の非行防止と早期発見のため、街頭補導を行っ

た。 

ア 少年補導センター活動状況             （単位：人、件） 

区  分 平成 30 年度 平成 29 年度 

街頭補導人数 
補導延べ回数 40 49 

出席補導員延べ数 343 397 

相談件数 
電話相談 59 46 

面接相談 1 2 

 

           (2) 少年補導センター管理運営に係るその他経費 236,390 円 
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７目 姫の沢自 決算額     39,121,097 円 （前年度 39,297,091 円） 

然の家費  生涯学習課 

１ 姫の沢自然の家の管理運営経費 39,121,097 円 （前年度 39,297,091 円） 

(1) 姫の沢自然の家は、昭和 55 年の開所以来、社会教育を目的とした宿泊施設と

して、市内外の小中学校やスポーツ団体に多く利用され、社会人の研修施設とし

ても幅広く活用されてきたが、平成 31年 3月 31 日をもって施設廃止した。 

 ア 姫の沢自然の家の管理運営に係る委託料          （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

自然の家指定管理業務委託 39,093,000 ㈶熱海市振興公社 

 

 イ 全国市有物件建物共済保険料 28,097 円 

 

ウ 年間利用者数                      （単位：人）       

指 定 管 理 

 

 直 営 

平成 

30 年度 

平成 

29 年度 

平成 

28 年度 

平成 

27 年度 

平成 

26 年度 

平成 

25 年度 

平成 

20 年度 

6,518 10,799 13,841  15,552 18,090 16,092 10,646 

 

 

８目 文化施設 決算額    133,334,144 円 （前年度 130,084,153 円） 

     費     生涯学習課 

１ 起雲閣の管理運営経費 72,089,591 円 （前年度 75,701,047 円） 

(1) 起雲閣は、大正 8 年に当時の鉄道大臣内田信也の別荘として築かれ、根津嘉一

郎が洋館を増築し「熱海の三大別荘」と賞賛された邸宅が基となっている。 

  平成 12 年 4 月市が取得し、平成 12年 11 月 28 日に開館した。平成 30年 4 月

1 日から『ＮＰＯ法人あたみオアシス 21』に指定管理業務を委託している。 

（期間 平成 30 年 4 月 1日から令和 5年 3月 31 日まで） 

 

(2) 起雲閣報償費 3,776,663 円 

ア 目標達成インセンティブ 3,776,663 円 

  （平成 29 年度の総収入額及び有料入館者数がそれぞれ目標を超えたためイン

センティブが発生したもの。） 

 

(3) 起雲閣の維持管理に係る修繕料 1,463,400 円 

ア 起雲閣 2 階ギャラリー床カーペット修繕 831,600 円 

            イ  起雲閣雨漏り等修繕 459,000 円 

            ウ  起雲閣外部塀クラック部分修繕 172,800 円 

 

 (4) 起雲閣の維持管理に係る委託料 59,803,088 円 
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        （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

指定管理業務委託 59,297,000 ＮＰＯ法人あたみオアシス 21 

指定管理第三者評価業務委託 346,140 総合システム研究所㈱ 

自家用電気工作物保安管理業務委託 159,948 ㈱静岡ケイテクノ 

計 59,803,088  

 

(5) 起雲閣の維持管理に係る工事請負費 6,998,400 円 

ア 起雲閣企画展示室照明器具ＬＥＤ化工事  680,400 円 

イ 起雲閣音楽サロン照明器具ＬＥＤ化工事 5,400,000 円 

ウ 起雲閣ギャラリー照明器具ＬＥＤ化工事  918,000 円 

 

(6) 起雲閣に係るその他経費 48,040 円 

 ア 全国市有物件建物共済保険料 44,260 円 

 イ 展示品盗難保険料 3,780 円 

 

(7) 起雲閣有料入館者数及び入館料収入 57,895,230 円 

平成 30 年度は 320 日間開館した。熱海梅園梅まつり期間中は休館日なしで対応

する等、観光客に配慮した措置を講じた。昨年度よりも有料入館者数が増加し 

5 年連続で 10万人を超えたものである。 

    （入館料 大人 510 円 中学生・高校生 300 円 小学生以下は無料） 

（単位：人、円） 

年 度 有料入館者数 前年度比 入館料収入 前年度比 

平成 30 年度 120,621 107.2％ 

8,150 人増 

57,895,230 107.9％ 

4,254,640 円増 平成 29 年度 112,471 53,640,590 

           （平成 28 年度 109,211 人、平成 27 年度 120,533 人、平成 26 年度 106,662 人） 

 

(8) 起雲閣貸出施設利用件数及び使用料収入 5,413,910 円 

    （使用料※市民利用の場合…音楽サロン 1,020 円/時 ギャラリー 820 円/時 

和室 410 円/時） 

                             （単位：件、円） 

年 度 利用件数 前年度比 使用料収入 前年度比 

平成 30 年度 1,463 84.4％ 

271 件減 

5,413,910 82.4％ 

1,157,780 円減 平成 29 年度 1,734 6,571,690 

 

 

(9) 起雲閣物品・喫茶売上の雑収入 15,349,120 円 

ア 物販収入（橙マーマレード 540 円、金唐革紙しおり 1,000 円ほか） 
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                            （単位：件、円） 

年 度 金額 前年度比 

平成 30 年度  1,481,020 141.3％ 

432,785 円増 平成 29 年度  1,048,235 

 

イ 喫茶収入（抹茶と和菓子 600 円、コーヒー 450 円、熱海紅茶 450 円ほか） 

                           （単位：件、円） 

年 度 金額 前年度比 

平成 30 年度  13,868,100 110.7％ 

1,335,700 円増 平成 29 年度  12,532,400 

 

(10) その他の収入 1,239,548 円 

ア 土地使用料 700 円（電話柱設置分） 

イ 自動販売機設置にかかる建物貸付料 192,812 円 

ウ 自動販売機電気料収入 66,792 円 

エ 指定管理返還金 959,174 円 (平成 29 年度委託料返還金) 

オ 事務室複写機使用料収入 20,070 円 

 

(11) 起雲閣主催事業等の実施状況 

ア 起雲閣来館者の満足度を高めるため、年間を通じて催事事業を開催した。 

主なものは、下記のとおり。 

企画展示室                           （単位：人） 
名称・実施期間 総入館者数    実  施  内  容 

松山英雄･松山幽紫 二人展 

平成 30 年 4 月 2 日(月) 

から 5月 31 日(木)まで 

21,108 

市内在住の作家夫妻による作品展。 

日本文化の伝統を伝えるための日本画と 

百人一首の書画の創作展 

野鳥の世界展 

平成 30 年 6 月 2 日(土) 

から 7月 30 日(月)まで 

17,571 

伊豆野鳥愛好会会員の撮影した写真で

「絶滅の恐れ」「旅鳥」等のテーマで展

示 

花火のある風景展 

平成 30 年 8 月 2 日(木) 

から 9月 29 日(土)まで 

17,683 

写真家の早津明彦氏の写真展 

熱海海上花火大会の写真を中心に心の奥

底に余韻を残すような花火の写真展 

高須英輔「天鼓をきく」展 

平成 30 年 10 月 4 日(木) 

から 11 月 27 日(火)まで 

23,109 
市内在住の造形作家による鼓をテーマに

構成された階段彫刻展を開催 

大谷まや日本画展 

平成 30 年 12 月 1 日(土) 

から平成 31 年 1 月 31 日(木)

まで 

17,868 

市内在住の日本画家の屛風絵作品と正月

模様を彩る色彩豊かな羽子板絵作品を 

多数展示 

金井千絵･麻央･萌英作品展 

平成 31 年 2 月 5 日(火) 

から 3月 24 日(日)まで 

19,526 
市内在住の芸術作家 3 人による水彩画･漆

芸･日本画の作品展 
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起雲閣協賛事業                         （単位：人） 

名称・実施期間 入館者数 実  施  内  容 

熱海さつき展 

平成 30 年 5 月 31 日(木) 

から 6月 5日(火)まで 

2,561 
日本皐月協会熱海支部会員によるさつき銘

花約 40 点を音楽サロンに展示 

紫陽花展 

平成 30 年 6 月 1 日(金) 

から 6月 19 日(火)まで 

6,872 
大小様々な色合いのヤマアジサイの鉢植 

作品を館内各所に多数展示 

大文字草展 

平成 30 年 10 月 12 日(金) 

から 11 月 4 日(日)まで 

9,250 

5 枚の花弁が漢字の「大」の字に見える 

山野草の一種である大文字草の鉢植作品を 

館内各所に展示 

ＡＴＡＭＩ ＡＲＴ ＥＸＰＯ 

平成 30 年 10 月 26 日(金) 

から 28 日(日)まで 

1,735 

熱海市在住の芸術作家を中心に市内各所に 

おいて様々な作品を展示。起雲閣では音楽

サロン、ギャラリー、和室 3 部屋にて開催 

こどもいけばな展 

①平成 30 年 11 月 23 日(金)

から 25 日(日) 

②平成 30 年 12 月 8日(土) 

から 10 日(月)まで 

3,297 

日頃貸出施設を利用する「伝統文化熱海 

いけばなこども教室」の生徒作品を館内 

各所に多数展示 

梅の小枝プレゼント 

平成 31 年 1 月 20 日(日) 

平成 31 年 2 月 10 日(日) 

1,485 

熱海梅園梅まつりの開催に合わせ、当日の

入館者に梅の小枝を先着でプレゼントし

た。 

 

 

ＮＰＯ法人あたみオアシス 21自主事業               （単位：人） 

名称・実施期間 入館者数 実 施 内 容 

春のお茶会 

平成 30 年 4 月 28 日(土)から 5 月

6 日(日)のうち 9 日間 

4,970 

孔雀の間の案内も兼ねて、縁側で庭園

を眺めながら抹茶を一服（有料） 

起雲閣旅館時代のお膳にてくつろぎの 

空間を提供 

秋のお茶会 

平成 30 年 9 月 15 日(土)、16 日

(日)、17 日(月祝)、22 日(土)、

23 日(日)、24 日(月祝)、29 日

(土)、30 日(日)、10 月 6 日(土)

から 8日(月祝)までの 11 日間 

5,318 

孔雀の間の案内も兼ねて、縁側で庭園

を眺めながら抹茶を一服（有料） 

起雲閣旅館時代のお膳にてくつろぎの

空間を提供 

起雲閣開館記念 

落語と懐かしのメロディの会 

平成 30 年 11 月 6 日(火) 

480 

11 月 28 日の起雲閣開館日を記念して

毎年 11 月に企画を開催 

今回は林家たけ平師匠の落語とハーモ

ニカの演奏による音楽会を開催 
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生涯学習課 

          ２ 澤田政廣記念美術館の管理運営経費 27,534,547 円 （前年度 26,370,504 円） 

(1) 熱海市立澤田政廣記念美術館は、昭和 62 年 11 月 3 日開館。熱海市名誉市民で 

文化勲章受章芸術家の澤田政廣（1894-1988）の偉業を顕彰し、澤田芸術を永く後

世に伝えるとともに、美術に対する知識の向上と文化の発展に寄与するため、澤

田政廣の作品及び美術コレクションの展示及び保管を行うための経費として執行

した。 

 

           (2) 澤田政廣記念美術館運営協議会に対する報酬 9,100 円 

運営協議委員 4 人中 3人出席（1名は公務員のため謝礼金なし） 

4,800 円/1 回×1 人＝4,800 円    4,300 円/1 回×1 人＝4,300 円 

 

(3) 報償費（デッサン教室講師謝礼） 10,000 円 

 

（4) 澤田政廣記念美術館の運営に係る主要な一般経費の内訳 3,567,012 円 

ア 消耗品 468,205 円 

イ 印刷製本費 24,434 円（パンフレット等印刷代） 

ウ 光熱水費 2,287,946 円 

エ 修繕料 486,000 円 

オ 賄材料費 134,135 円 

カ 通信運搬費 114,192 円 

キ 手数料 52,100 円 

 

(5) 澤田政廣記念美術館の維持管理に係る委託料 16,963,487 円   

（単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

一部管理業務委託 13,184,483 ㈶熱海市振興公社 

機械警備業務委託 699,840 セコム㈱ 

庭園管理業務委託 347,760 西村造園㈱ 

トイレ清掃業務委託 313,200 ㈱アイビックス 

館内床清掃業務委託 86,400 ㈱アイビックス 

梅まつり期間トイレ清掃業務委託 65,424 ㈳熱海市シルバー人材センター 

消防用設備保守点検業務委託 31,860 ㈲明静電設 

吸気設備点検業務委託 311,040 ㈱三ツ星工業 

空調設備等保守点検業務委託 298,080 ㈱三ツ星工業 

自動ドア開閉装置保守点検業務委託 43,200 ナブコシステム㈱ 

収蔵庫等燻蒸業務委託 1,582,200 関東港業㈱ 

計 16,963,487  

 

(6) 澤田政廣記念美術館の保険料・その他使用料及び賃借料等 6,971,248 円 

 ア 全国市有物件建物共済保険料 109,900 円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 イ 美術館資料の受領に係る有料道路通行料 15,370 円 

 ウ ＡＥＤリース料 63,504 円 

 エ 監視カメラリース料 109,026 円 

 オ 清掃衛生用品賃借料 49,248 円 

 カ 美術館敷地賃借料 6,606,200 円 （伊豆箱根鉄道㈱ 3,210.96 ㎡） 

            キ 静岡県博物館協会負担金 18,000 円 

 

(7) 主な展覧会と会期中の入館者数             （単位：日、人) 

展覧会名 会期 日数 入館者数 

澤田政廣記念美術館 館蔵品展 4/1(日)～4/22(日) 22 151 

澤田政廣 彫刻家の描く風景画展 4/26(木)～8/19(日) 116 1,030 

澤田政廣 わたしの天女たち展 9/1(土)～12/16(日) 107 1,547 

澤田政廣記念美術館 館蔵品展 12/20(木)～3/31(日) 123 28,890 

 

(8) 年間入館者数及び入館料収入 906,160 円 

平成 30 年度の開館日数は 308 日であった。入館者数は 823 人増の 31,483 人で 

あった。（入館料 大人 320 円、中学生・高校生 210 円、小学生以下は無料） 

                              (単位：人、円)    

年度 入館者数  前年度比 入館料収入 前年度比 

平成 30 年度 31,483 102.7％ 

823 人増 

906,160 93.1％ 

67,640 円減 平成 29 年度 30,660 973,800 

           （平成 28 年度 35,037 人、平成 27 年度 26,569 人、平成 26 年度 56,776 人） 

 

(9) 図録、絵はがき等の物品販売収入           （単位：円） 

年度 物品販売収入 前年度比 

平成 30 年度 523,800 88.4％ 

68,890 円減 平成 29 年度 592,690 

 

(10) オープン・カフェ売上収入 

主に熱海梅園の梅まつり期間（平成 31年 1月 5日から 3月 3日まで）に 

オープン・カフェを実施した。 

                           （単位：円）           

年度 カフェ売上収入 前年度比 

平成 30 年度 1,127,760 99.9％ 

1,040 円減 平成 29 年度 1,128,800 

 

(11) その他実施事業 

             ・夜間特別開館「ナイトミュージアム」入館者合計 298 人 

6 月 2日(114 人)、9 日(184 人)  

             ・デッサン教室 参加人数計 20 人 

8 月 8日(14 人)、11 月 7日(6 人） 
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生涯学習課 

３ 伊豆山郷土資料館の管理運営経費 2,765,674 円 （前年度 2,914,854 円） 

(1) 伊豆山郷土資料館は、昭和 56年 4月 13 日に開館。伊豆山神社所蔵の社宝を中

心に伊豆山地区に伝わる郷土資料を展示している。特に県指定文化財の「銅造 

走湯権現立像（どうぞう そうとうごんげんりゅうぞう）」や「木造 宝冠阿弥陀

如来及び脇侍像（もくぞう ほうかんあみだにょらいおよびわきじぞう）」等、

往年の信仰を考えるうえでの貴重な資料等を展示している。 

 

(2) 伊豆山郷土資料館運営協議会委員に対する報酬 12,900 円 

平成 31 年 2 月 20 日開催 

入館者数や資料館展示資料の一部貸出に係る事項や館内修繕報告等について 

討議した。 

 

  (3) 伊豆山郷土資料館の受付業務に係る経費 2,080,942 円 

ア 嘱託員報酬 1,482,000 円 

イ 嘱託員社会保険料等共済費 216,576 円 

ウ 嘱託員以外のパートタイマー賃金 382,366 円 

 

(4) 伊豆山郷土資料館の管理運営に係る主要な一般経費 312,433 円 

ア 消耗品費 4,333 円 

イ 光熱水費 264,331 円 

ウ 通信運搬費 43,769 円 

 

(5) 伊豆山郷土資料館の保険料･展示品賃借料 67,475 円 

ア 全国市有物件建物共済保険料 1,455 円 

イ 展示品保険料 41,020 円 

ウ 使用料･賃借料 25,000 円 

 

(6) 伊豆山郷土資料館の修繕料 93,960 円 

ア 展示室エアコンドレン異常修繕 46,440 円 

イ カウンター修繕 47,520 円 

 

(7) 伊豆山郷土資料館の維持管理に係る委託料 197,964 円    （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

伊豆山郷土資料館機械警備業務委託 168,480 
㈱ザ・トーカイ熱海支

店 

伊豆山郷土資料館空調設備等保守点検業務委託 29,484 ㈱平和エアテック 

計 197,964  
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

(8) 伊豆山郷土資料館入館者数及び入館料収入 825,220 円 

今年度は 312 日間開館した。 

   （入館料 大人 150 円 中学生・高校生 100 円 小学生以下は無料） 

                                （単位：人、円） 

年 度 入館者数 前年度比 入館料収入 前年度比 

平成 30 年度 6,272 109.0％ 

518 人増 

825,220 101.9％ 

15,380 円増 平成 29 年度 5,754 809,840 

（平成 28 年度 5,633 人、平成 27 年度 4,465 人、平成 26 年度 5,432 人） 

 

 

          生涯学習課 

４ 中山晋平記念館の管理運営経費 4,039,421 円 （前年度 2,993,560 円） 

(1) 中山晋平記念館は、所有者であった日本ビクター㈱から寄贈を受け、市内の西

山町から平成 3年 4月 29 日に熱海梅園内に移築され無料公開している。当記念

館は、大正初期から大衆音楽の普及に大きな足跡を残した著名な作曲家「中山晋

平」が作曲に使用したピアノや直筆の譜面、当時のレコード等、氏の功績を偲ぶ

貴重な品々を展示している。 

 

(2) 中山晋平記念館の運営に係る主要な一般経費 123,313 円 

ア 消耗品費 7,136 円 

イ 光熱水費 83,969 円 

ウ 通信運搬費 32,208 円 

 

(3) 中山晋平記念館保険料 16,975 円(全国市有物件建物共済保険料) 

 

(4) 中山晋平記念館の維持管理に係る委託料 2,836,413 円    （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

中山晋平記念館管理業務委託 2,486,493 ㈳熱海市シルバー人材センター 

中山晋平記念館機械警備業務委託 349,920 セコム㈱ 

計 2,836,413  

 

(5) 中山晋平記念館入館者数 40,731 人 

今年度は 322 日間開館した。 

（入館料 無料） 

                               （単位：人） 

年 度 入館者数 前年度比 

平成 30 年度 40,731 101％ 
308 人増 平成 29 年度 40,423 

（平成 28 年度 50,185 人、平成 27 年度 54,885 人、平成 26 年度 62,601 人） 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

生涯学習課 

５ 創作の家の管理運営経費 9,410,140 円 （前年度 9,518,250 円） 

(1) 池田満寿夫･佐藤陽子創作の家は、平成 17 年 11 月 3日に開館。 

故池田満寿夫氏の版画や油絵･陶器等の芸術作品を始め、佐藤陽子氏が演奏活動

で使用したドレスや楽譜、池田満寿夫氏が芥川賞を受賞した小説「エーゲ海に捧

ぐ」の直筆原稿等を展示している。 

 

            (2) 創作の家の受付業務に係る経費 5,502,589 円 

 ア 臨時職員賃金（任用者 1人） 2,119,590 円 

 イ パートタイマー賃金（任用者 4 人） 3,057,757 円 

 ウ 臨時職員社会保険料等共済費 325,242 円 

 

(3) 創作の家の運営に係る主要な一般経費 2,268,585 円 

ア 消耗品費 1,403,798 円 

イ 光熱水費 747,182 円 

ウ 賄材料費 68,021 円 

エ 通信運搬費 34,584 円 

オ 手数料 8,000 円 

カ 負担金 7,000 円 

消耗品費の主な執行は、物販用品の仕入代であった。 

 

(4) 創作の家保険料・展示品賃借料等 338,646 円 

ア 全国市有物件建物共済保険料 16,446 円 

イ 展示品保険料 22,200 円 

ウ 賃借料 300,000 円 

 

(5) 創作の家の維持管理に係る委託料 900,720 円        （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

創作の家機械警備業務委託 349,920 セコム㈱ 

創作の家庭園管理業務委託 464,400 ㈲梅原造園 

創作の家清掃業務委託 86,400 ㈱アイビックス 

計 900,720  

 

(6) 主な展覧会と会期中の入館者数            （単位：日、人） 

展覧会名 会期 日数 入館者数 

池田満寿夫「新しき時代への挑戦」 4/1(日)～5/21(月) 51 439 

池田満寿夫「色彩の美学」 5/23(水)～10/15(月) 146 1,181 

「池田満寿夫が描く衣装」 10/17(水)～3/31(日) 166 1,318 
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(7）創作の家入館者数・入館料収入 

今年度は 314 日間開館した。 

    （入館料 大人 300 円 中学生・高校生 200 円 小学生以下は無料） 

                                （単位：人、円） 

年 度 入館者数 前年度比 入館料収入 前年度比 

平成 30 年度 2,938 98.5％ 

44 人減 

815,700 96.7％ 

27,800 円減 平成 29 年度 2,982 843,500 

（平成 28 年度 3,466 人、平成 27 年度 3,438 人、平成 26 年度 3,329 人） 

 

(8) 創作の家物販収入及び喫茶収入 

    ア 物販収入（クリアファイル 250 円 赤富士パネル画 16,200 円等） 

                                          （単位：円）   

年度 金額 前年度比 

平成 30 年度 1,522,180 100.8％ 

平成 29 年度 1,510,030 12,150 円増 

 

イ 喫茶収入（コーヒー、アイスコーヒー、ジュース一杯 300 円） 

（単位：円） 

年度 喫茶収入 前年度比 

平成 30 年度 259,200 91.6％ 

平成 29 年度 282,900 23,700 円減 

 

 

生涯学習課 

６ 彩苑の管理運営経費 1,381,566 円 （前年度 1,350,830 円） 

(1) 彩苑は、平成 8年 7月 4 日に開館。当施設は、熱海市名誉市民であり文化勲章 

受章の歴史作家、故杉本苑子氏によって昭和 52年に建てられた施設で、館内は

杉本氏の作品をはじめ、熱海市にゆかりのある文化人の作品や愛用品等を展示し

無料公開している。 

 

(2) 彩苑の運営に係る主要な一般経費 152,703 円 

 ア 消耗品費 5,724 円 

イ 光熱水費 110,455 円 

ウ 通信運搬費 30,524 円 

エ 負担金 6,000 円 

 

(3) 彩苑保険料 5,007 円 

全国市有物件建物共済保険料 5,007 円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

(4) 彩苑の維持管理に係る委託料 1,223,856 円         （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

彩苑機械警備業務委託 349,920 セコム㈱ 

彩苑庭園管理業務委託 475,200 ㈱出野造園 

彩苑管理業務委託 398,736 ㈳熱海市シルバー人材センター 

計 1,223,856  

 

(5) 彩苑入館者数 93 人 

今年度は 53 日間開館した。入館者数は 154 人減の 93 人であった。 

（平成 26 年度から毎週日曜日のみ開館） 

（入館料 無料）                       （単位：人） 

年度 入館者数 前年度比 

平成 30 年度 93 37.7％ 

平成 29 年度 247 154 人減 

（平成 28 年度 74 人、平成 27 年度 82 人、平成 26 年度 91 人） 

 

 

生涯学習課 

７ 凌寒荘の管理運営経費 1,590,561 円 （前年度 1,466,563 円） 

(1) 凌寒荘は、平成 16年 3月 29 日に開館。当施設は歌人、国文学者で「万葉集」   

の研究者として優れた業績を残した佐佐木信綱氏の旧宅であり、庭園には「万葉

集」に歌われた草木や信綱の詠んだ歌詞の説明板が配置され無料公開している。 

 

(2) 凌寒荘の運営に係るボランティア 報償費 441,000 円 

土曜日と日曜日の開館日には凌寒会会員のボランティアによる運営を行っており

その活動に対する謝礼として執行した。 

ア 報償費 441,000 円 

 

(3) 凌寒荘の運営に係る主要な一般経費 127,876 円 

ア 消耗品費 1,166 円 

イ 光熱水費 95,499 円 

ウ 通信運搬費 31,211 円 

 

(4) 凌寒荘保険料・使用料 81,005 円 

ア 全国市有物件建物共済保険料 4,385 円 

イ ボランティア傷害保険料 16,620 円 

ウ 駐車場使用料 60,000 円 
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(5) 凌寒荘の維持管理に係る委託料 902,880 円         （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

凌寒荘機械警備業務委託 349,920 セコム㈱ 

凌寒荘庭園管理業務委託 552,960 ㈲山田造園 

計 902,880  

 

(6) 凌寒荘入館者数 1,034 人 

今年度は 106 日間開館した。 

（入館料 無料）                       （単位：人） 

年 度 入館者数 前年度比 

平成 30 年度 1,034 78.5％ 

283 人減 平成 29 年度 1,317 

（平成 28 年度 1,100 人、平成 27 年度 1,055 人、平成 26 年度 1,210 人） 

 

生涯学習課 

８ 旧日向別邸の管理運営経費 8,436,531 円 （前年度 4,084,475 円） 

(1) 旧日向別邸は、平成 17 年 9 月 23 日に開館。 

世界的な建築家ブルーノ・タウトが日本国内で唯一設計に携わった地下室を持つ

建物で、平成 18 年 7 月にその地下室部分が国の重要文化財の指定を受ける。 

見学は一日 5 回、各回定員 10人の予約制で地下室部分を一般公開しているが 

保存修理工事のため平成 31 年 1 月から一般公開を中止している。 

 

(2) 旧日向別邸の受付業務に係る経費 1,511,701 円 

ア パートタイマー賃金 (管理任用者 2 人、ガイド任用者 6人) 

 

(3) 旧日向別邸等研究委員会に係る経費 63,480 円 

平成 31 年 3 月 18 日開催 

今後予定される大規模修理工事について、㈶文化財建造物保存技術協会から報告

された事業説明と施設の管理状況、見学状況等について討議した。 

ア 報償費 17,700 円 

イ 旅費 45,780 円 

 

(4) 旧日向別邸の管理運営に係る主要な一般経費 432,133 円 

ア 消耗品費 34,344 円 

イ 光熱水費 195,561 円 

ウ 通信運搬費 32,196 円 

エ その他経費 170,032 円 

（不要物品廃棄処分手数料 69,552 円、旅費 100,480 円） 
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           (5) 旧日向別邸施設修繕料 95,040 円 

ア 雨漏り用防水シート設置修繕料 95,040 円 

 

(6) 旧日向別邸の保険料・使用料 298,570 円 

ア 全国市有物件建物共済保険料 10,570 円 

イ 駐車場使用料 288,000 円 

 

(7) 旧日向別邸の維持管理に係る委託料 6,033,744 円      （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

旧日向別邸機械警備業務委託 349,920 セコム㈱ 

旧日向別邸庭園管理業務委託 550,800 西村造園㈱ 

旧日向別邸消防用設備等保守点検業務委託 28,944 ㈲明静電設 

旧日向別邸保存修理工事設計監理業務委託 

（継続費） 
5,104,080 

㈶文化財建造物保存技術協会 

事業費  49,442,400 

繰越額  44,338,320 

計 6,033,744  

 

(8) 旧日向別邸入館者数・入館料収入 

今年度は 123 日間開館。保存修理工事準備のため平成 31 年 1 月から休館した。 

    （入館料 大人 300 円 中学生・高校生 200 円 小学生以下は無料） 

                               （単位：人、円） 

年 度 入館者数 前年度比 入館料収入 前年度比 

平成 30 年度 4,757 90.2％ 

514 人減 

1,347,200 90.1％ 

148,200 円減 平成 29 年度 5,271 1,495,400 

（平成 28 年度 5,962 人、平成 27 年度 4,766 人、平成 26 年度 4,317 人） 

 

 

生涯学習課 

９ 池田満寿夫記念館の管理運営経費 4,800,982 円 （前年度 4,505,835 円） 

(1) 池田満寿夫記念館は、平成 19年 11 月 3日に開館。 

故池田満寿夫氏が生前作陶の場として下多賀に『満陽工房』と名付けた工房が基

となっており、館内には氏の大作「天女夢幻」をはじめ、陶器を中心にブロン

ズ･書･版画等、多数の作品を展示している。 

 

(2) 池田満寿夫記念館の受付業務に係る経費 

パートタイマー賃金(任用者 3 人) 2,354,755 円 
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(3) 池田満寿夫記念館の運営に係る主要な一般経費 1,040,450 円 

ア 消耗品費 498,407 円 

イ 光熱水費 509,317 円 

ウ 通信運搬費 32,726 円 

 

(4) 池田満寿夫記念館保険料・賃借料 316,705 円 

ア 全国市有物件建物共済保険料 10,505 円 

イ 展示品保険料 6,200 円 

ウ 展示品賃借料 300,000 円 

 

(5) 池田満寿夫記念館の維持管理に係る委託料 1,089,072 円   （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

池田満寿夫記念館機械警備業務委託 285,120 ㈱ザ･トーカイ熱海支店 

池田満寿夫記念館浄化槽維持管理業務委託 78,300 熱海環境サービス㈱ 

池田満寿夫記念館空調設備保守点検業務委託  140,400 ㈱平和エアテック 

池田満寿夫記念館庭園管理業務委託 557,280 ㈲梅原造園 

池田満寿夫記念館特殊建築物設備検査報告業務委託 27,972 ㈱三ツ星工業 

                      計 1,089,072  

 

 (6) 主な展覧会と会期中の入館者数             （単位：日、人） 

展覧会名 会期 日数 入館者数 

「太陽の恵み、生命の鼓動」 4/1(日)～10/15(月) 198 332 

「陶で表現する般若心経」 10/20(土)～3/31(日) 163 285 

 

(7) 池田満寿夫記念館入館者数・入館料収入及び物販収入  

ア 入館者数・入館料収入 

今年度は 164 日間開館し、開館日数は前年度と同様であった。 

    （入館料 大人 510 円 中学生・高校生 300 円 小学生以下は無料） 

                               （単位：人、円） 

年 度 入館者数 前年度比 入館料収入 前年度比 

平成 30 年度 617 80.5％ 

149 人減 

298,610 82.8％ 

61,870 円減 平成 29 年度 766 360,480 

（平成 28 年度 771 人、平成 27 年度 949 人、平成 26 年度 982 人） 
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イ 物販収入 

（ポストカード 100 円 クリアファイル 300 円 赤富士パネル画 16,000 円等）

                                （単位：円） 

年 度 金 額 前年度比 

平成 30 年度 548,620 79.3％ 

143,620 円減 平成 29 年度 692,240 

 

 

生涯学習課 

10 その他文化施設の管理運営経費 1,285,131 円 （前年度 1,178,235 円） 

(1) 早稲田大学が所有し管理している双柿舎は、熱海市の依頼により平成 6 年 4月

から一般開放されている。双柿舎はシェイクスピアの翻訳家としても有名な明治

の文豪「坪内逍遙」が、大正 9年から昭和 10 年に亡くなるまでの 15年間を過ご

した住居で、庭にある 2本の柿の古木からその名がつけられた。毎週日曜日のみ

開館、無料公開している。 

 

(2) 双柿舎の一般開放に対する報償費 1,011,533 円 

 

 (3) その他文化施設の管理運営に係る主要な一般経費の内訳 233,637 円 

            ア 消耗品費 183,489 円   

            イ 故杉本苑子氏邸にかかる光熱水費 50,148 円 

 

(4) 故杉本苑子氏邸保険料 29,961 円 

ア 全国市有物件建物共済保険料 29,961 円 

 

(5) 入館者数 

双柿舎は今年度 53日間開館した。 

  （入館料 無料）                   （単位：人） 

年 度 入館者数 前年度比 

平成 30 年度 1,384 81.2％ 

321 人減 平成 29 年度 1,705 

（平成 28 年度 1,802 人、平成 27 年度 1,615 人、平成 26 年度 1,411 人） 

 

 

６項 保健体育費 決算額    236,967,675円 （前年度235,488,131円） 

  １目 保健体育 決算額     68,891,427円 （前年度 69,180,676円） 

    総務費   秘書広報課 

１ 職員給与費 68,891,427 円 （前年度 69,180,676 円） 
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  ２目 体育振興 決算額     17,795,976円 （前年度16,918,783円） 

    費     健康づくり課 

１ スポーツ推進委員報酬 1,536,000 円 (前年度 1,536,000 円) 

(1) 熱海市スポーツ推進委員に関する規則の規定に基づき、報酬として執行したも

のである。 

 

ア 報酬 

月 6,400 円×20 人×12 か月＝ 1,536,000 円 

 

イ 定例会 12 回実施 

 

ウ 活動内容 

(ｱ) 地区体育祭、市町対抗駅伝競走大会、市民駅伝等協力・指導 

(ｲ) 熱海・伊東地区合同研修会 

(ｳ) 県スポーツ推進委員実技研修会、県スポーツ推進委員研究大会 

(ｴ) 第 25 回ジュニア・チャレンジスポーツ大会開催（市内小中学生対象のリ

レーマラソン。平成 30 年度は 12 月 16 日（日）長浜海浜公園を会場に、86

チーム 258 人が参加。なお、中学生の部は雨天のため中止となった。 

区  分 平成 30 年度（第 25 回） 平成 29 年度（第 24 回） 

小学生 
男 48 チーム 144 人 

女 38 チーム 114 人 

男 59 チーム 177 人 

女 54 チーム 162 人 

中学生 雨天のため中止 
男 42 チーム 127 人 

女 40 チーム 120 人 

計 
男 48 チーム 144 人 

女 38 チーム 114 人 

男 101 チーム 304 人 

女 94 チーム 282 人 

 

 

健康づくり課 

  ２ 各種体育行事経費 6,928,057 円 (前年度 6,972,908 円) 

(1) 主要事業 

ア 第19回静岡県市町対抗駅伝競走大会 

大会結果は市の部で前回より1つ順位を落とし22位であったが、タイムは過去

最高であった前回に次ぐ歴代2位の好記録を出すことができた。体育協会、学

校の協力を得て陸上競技教室等を開講し、選手の育成も順調に進めることがで

きている。 

                             （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

静岡県市町対抗駅伝競走大会業務委託 3,161,000 ＮＰＯ法人熱海市体育協会 
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イ 陸上競技教室 

あらゆるスポーツの基本となる陸上競技を基礎から習得することにより、陸上 

競技人口の拡大と競技力向上に努め、市民一人 1スポーツを目標に、生涯スポ 

ーツの普及・推進を図ることを目的として陸上競技教室を開催したものである。 

なお 1人 500 円の参加料を徴収した。 

                             （単位：人） 

小学生 中学生 高校生 合計 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 

64 54 118 9 7 16 0 1 1 73 62 135 

 

ウ 水泳教室 

市内小学生 2･3 年生の泳げない児童を対象に、児童の健康で安全な生活を営む

ために必要な、正しい泳ぎ方の普及と水難事故防止を図ることを目的として水

泳教室を開催したものである。 

平成 30 年度は、南熱海・泉・伊豆山地区 14 人、中央地区 28 人、計 42 人 

4 日間で、延べ 160 人が参加した。 

 

エ こどもスポーツ体験教室 

こどもたちに様々なスポーツを体験してもらい、幼児期及び児童期のスポーツ

に対する関心や意欲を高めるとともに、生涯にわたってスポーツを楽しむため

の基盤育成及び市内スポーツ少年団の活性化を図るため開催したものである。 

                             （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

こどもスポーツ体験教室業務委託 260,000 ＮＰＯ法人熱海市体育協会 

 

 

健康づくり課 

  ３ 市民駅伝競走大会開催経費 2,100,769 円 (前年度 1,678,012 円) 

(1)  平成 16 年度より、市民スポーツの普及・振興の一環として開催している。網 

代小学校前からスタートし、南熱海から国道を走り市内に入り、金城館前～銀座

通り～サンビーチ歩道橋を折り返し、熱海港サンレモ公園前～熱海港海釣り施設

を折り返して大野屋～銀座通り～市役所ゴールというコースである。1 月の第 4

週土曜日開催を原則とし、平成 30 年度の第 15 回大会は、1 月 26 日に 6 区間、

14.2 キロで開催したものである。 

区  分 平成 30 年度（第 15 回） 平成 29 年度（第 14 回） 

開催日 平成 31 年 1 月 26 日 平成 30 年 1 月 27 日 

参加チーム 23【町内会等 13、一般 10】 25【町内会等 13、一般 12】 
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ア 市民駅伝競走大会開催に係る報償費            （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

市民駅伝競走大会参加奨励金 390,000 
30,000 円×13 チーム 

（町内会等に限る。） 

市民駅伝競走大会優勝杯等購

入代 
77,414 

(ｱ) カップ 町内会等の部及び一

般の部ともに優勝～3 位 

(ｲ) メダル 町内会等の部及び一

般の部ともに 1 チーム 8 人×上

位 3 チーム 

(ｳ) 盾 各区間賞 6人 

熱海女性連絡会謝礼 30,000  

計 497,414  

 

イ 市民駅伝競走大会開催に係る委託料            （単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備考 

市民駅伝競走大会

看板製作等業務委

託 

通行止め立て看板

製作、既存看板の

文字修正及び熱海

市指定場所への納

入据付業務 

171,200 イイムラ看板 

市民駅伝競走大会

走路警備業務委託 

交通整理及び駅伝

大会選手及び関係

者の安全確保等の

保安業務 

1,047,600 静岡県警備業協同組合 

計 1,218,800  

 

 

健康づくり課 

  ４ 初島・熱海間団体競泳大会開催委託料 4,646,000 円 (前年度 4,254,000 円) 

(1) 初島・熱海間団体競泳大会は、大正 15年に第 1 回大会が開催され、暫く途絶

えたが、昭和 23 年から復活させ、毎年 8月 4日に開催し、平成 30 年は 71 回目

である。第 25回大会から文部科学省の後援を得ている伝統と歴史のある大会で

あり、全国大会として唯一予選が無いオープン参加型の大会である。 

ア 初島・熱海間団体競泳大会開催に係る委託料        （単位：円） 

事業概要 事業費 備考 

初島・熱海間団体競泳大会開催委託料 4,646,000 ＮＰＯ法人熱海市体育協会 

 

 

健康づくり課 

５ ＮＰＯ法人熱海市体育協会運営費補助金 2,495,650 円 (前年度 2,477,863 円) 

(1) 主な事業 2,380,000 円 

ア 初島・熱海間団体競泳大会 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

イ 成人式記念寒中水泳大会 

 

ウ 市スポーツ祭 

毎年 7月 1日を基準日に長年スポーツ振興や普及に功績のあった功労者と前年

度に活躍された優秀選手及び優秀団体の表彰を行っている。また、この行事を

スタートに当該年度のスポーツ祭の幕開けとなり、加盟団体が個々のスケジュ

ールにより、大会を開催したものである。 

 

エ 中学校新人戦 

各加盟団体が主管となり、9 月の新チーム発足後に開催。 

 

(2) スポーツ選手強化育成事業補助金 115,650 円 

 平成 29 年度より新たに、市民のスポーツの振興及び選手の育成強化を図るため、 

選手の大会出場や遠征に伴う交通費、宿泊費等の一部を補助し、選手又は、保護 

者の負担を軽減するものである。平成 30 年度は水泳など 4 競技、7 選手に交付

した。 

 

 

健康づくり課 

６ スポーツ推進計画策定経費 89,500 円 （前年度 0円） 

  平成 24 年に策定した熱海市スポーツ推進計画の中間見直しに伴い、検討会議を

開催したため会議出席者への報償費等を執行したものである。 

 

 

  ３目 体育施設 決算額      7,551,338円 （前年度6,626,165円） 

費     健康づくり課 

  １ 市民グラウンドの維持管理経費 7,551,338 円 （前年度 6,626,165 円） 

            (1) 多様なスポーツ又はレクリエーション活動を通した健全な余暇活動、スポーツ 

普及振興及び生涯スポーツ活動の推進を図るため、熱海市民グラウンド条例(昭 

和 44 年熱海市条例第 9 号）の規定により、熱海市民グラウンドを設置している。 

ア 市民グラウンドの維持管理に係る光熱水費 

 （単位：円） 

区 分 金 額 

電 気 55,426 

水 道 46,704 

計 102,130 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

イ 市民グラウンドの維持管理に係る委託料          （単位：円） 

事業名 事業概要 事業費 備 考 

市民グラウンド緑

地管理業務委託 

芝生地、芝施肥・雑草下

刈・殺虫剤・除草剤・芝

刈り一般地、草刈り・側

溝及び側面清掃業務等 

3,996,000 ㈱出野造園 

市民グラウンド浄

化槽維持管理及び

トイレ清掃業務委

託 

市民グラウンド浄化槽維

持管理、清掃、法定検査

及び公衆トイレ清掃業務 

248,400 熱海環境サービス㈱ 

市民グラウンド浄

化槽排水管清掃業

務委託 

市民グラウンド浄化槽排

水管清掃業務 
75,600 熱海環境サービス㈱ 

計 4,320,000  

 

ウ 市民グラウンドの維持管理に係る工事           （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

市民グラウンドバックネット改修工事  1,155,600 ㈱石井組 

 

エ その他経費 1,973,608 円 

 

(2) 市民グラウンド使用料収入               （単位：件、円） 

内 容 件 数 金 額 

市民グラウンド使用料 37 254,800 

 

 

 

  ４目 学校給食 決算額   142,728,934円 （前年度142,762,507円） 

     費     学校教育課 

  １ 給食施設の管理運営経費 142,728,934 円 （前年度 142,762,507 円） 

(1) 小学校6校、中学校2校、小中学校2校及び幼稚園3園分の給食を自校で調理し提

供した。また、衛生管理強化のための施設修繕や備品購入等の施設整備を実施す

るとともに、給食調理業務を民間事業者に委託し、学校給食への民間活力の導入

を図る経費として執行したものである。 

 

ア 市内小中学校給食施設の管理運営に係る光熱水費及び燃料費 

             （単位：円） 

区 分 金 額 

ガ ス 6,443,235 

Ｌ Ｐ ガ ス 3,641,010 

計 10,084,245 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 

イ 市内小中学校給食施設の管理運営に係る備品等修繕料    （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

市内小中学校厨房機器修繕 1,011,960 山田冷機工業㈱ 

その他修繕 80,492  

計 1,092,452  

 

ウ 市内小中学校給食施設の管理運営に係る委託料       （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

各小中学校給食室エアコン等清掃業務

委託 
750,600 山田冷機工業㈱ 

初島小中学校給食物資運搬業務委託 162,756 初島区事業協同組合 

学校給食における原材料及び調理済 

食品の採取保存業務委託 
55,000 初島中学校校長 

初島小中学校給食調理業務委託 3,379,320 
西洋フード・コンパスグ

ループ㈱ 

泉小中学校給食調理業務委託 9,536,400 
西洋フード・コンパスグ

ループ㈱ 

多賀中学校給食調理業務委託 15,735,600 ㈱レクトン 

熱海中学校給食調理業務委託 20,444,400 ㈱レクトン 

第一小学校給食調理業務委託 17,571,600 ㈱レクトン 

第二小学校給食調理業務委託 17,744,400 
西洋フード・コンパスグ

ループ㈱ 

多賀小学校給食調理業務委託 24,926,400 ㈱レクトン 

伊豆山小学校食調理業務委託 10,908,000 ㈱レクトン 

網代小学校給食調理業務委託 7,430,400 ㈱レクトン 

計 128,644,876  

 

エ 市内小中学校水質検査等手数料 421,092 円 

 

オ 市内小中学校給食施設の管理運営に係るその他の経費 2,486,269 円 

 

 

 ７項 育英事業費 決算額     23,000,000円 （前年度23,000,000円） 

  １目 育英事業 決算額     23,000,000円 （前年度23,000,000円） 

     基金繰出  学校教育課 

     金     １ 育英事業基金への繰出金 23,000,000 円 （前年度 23,000,000 円） 

(1) 学業が優良な生徒の進学を広く支援するため、過去の貸付金未収分を補い、平

成30年度新規奨学生を含めた奨学生第1学期55人、第2～3学期54人の貸付をする

ための経費として一般会計より繰出し執行したものである。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

 22 項 小学校費 決算額    128,942,280円 

  ３目 学校建設 決算額    128,942,280円 

     費     学校教育課 

           １ 初島小中学校環境改善経費 （繰越明許費） 128,942,280 円 

(1) 初島小中学校は雨漏りの被害が年々増大しており、施設の耐久性を維持するた

め、屋根・外壁等の改修工事を実施した。工事実施中における児童生徒に係る影

響を考慮し、夏季休業を中心に工事施工を予定していたが、平成29年5月23日か

ら8月21日の期間、工事用作業船の確保ができなくなり、夏季休業を中心とした

工事が計画どおりできなくなったことから繰越した。 

ア 工事請負費                       （単位：円） 

事業概要 事業費 備 考 

（繰越明許費） 

初島小中学校屋根・外壁等改修工事 
128,942,280 青木建設㈱ 
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    １０款 

 

   災 害 復 旧 費 

 

 
 １項 農 林 水 産 施 設 災 害 復 旧 費 

 ２項 土木施設災害復旧費 

 

 

 

 

 
 
 
 





 
款  項 主   要   事   業   の   説   明 

10 款 災害復旧費 決算額    19,824,900 円 （前年度 4,752,000 円） 

 １項 農林水産施 

    設災害復旧

費 

決算額    19,824,900 円 （前年度 4,752,000 円） 

  １目 公共農林 決算額    12,090,000 円 （前年度 0 円）                   

     水産施設   観光経済課 

     災害復旧   １ 公共農林水産施設災害復旧費 12,090,000円 （前年度0円） 

     費      (1) 平成30年7月28日から29日にかけて、静岡県を襲った台風12号の影響により被災

した初島第1漁港の第1物揚場の応急復旧工事を着手し、国庫補助の採択を受けた宮

の前護岸及び第１防波堤の災害復旧工事についても着手した。 

            平成30年災初島漁港災害復旧工事（第1物揚場）及び平成30年災初島漁港災害復旧

工事については、前払金のみを執行し、翌年度繰越とした。   

 

           ア 工事請負費                        （単位：円） 

主な事業名 事業の概要 事業費 備考 

 

平成30年災 

初島漁港災害復

旧工事（第1物揚

場） 

 

第１物揚場 L=15.5m 

舗装工   1.0式 

基礎工   1.0式 

構造物取壊工1.0式 

配電線設備工1.0式 

2,590,000 

（前払金） 

青木建設㈱ 

6,480,000 

うち繰越明許費 

3,890,000 

平成30年災 

初島漁港災害復

旧工事 

宮の前護岸 L=63.0m 

消波工   1.0式 

舗装工   1.0式 

排水構造物工1.0式 

構造物取壊工1.0式 

第１防波堤 L=10.0m 

本体工（ブロック式）1.0式 

上部工   1.0式 

構造物取壊工1.0式 

9,500,000 

（前払金） 

青木建設㈱ 

23,760,000 

うち繰越明許費 

14,260,000 

 

 

  ２目 単独農林 決算額   7,734,900 円 （前年度 4,752,000 円） 

     水産施設   観光経済課 

     災害復旧   １ 単独農林水産施設災害復旧費 7,734,900 円 （前年度4,752,000円） 

     費      (1) 平成30年7月28日から29日にかけて、静岡県を襲った台風12号の影響により被災

した初島第1漁港の災害復旧工事のために測量及び設計業務を実施した。 

   

           ア 業務委託費                        （単位：円） 

主な事業名 事業の概要 事業費 備考 

平成30年災 

初島漁港災害復

旧工事に伴う測

量設計業務委託 

第一防波堤L=13.0m 

宮の前護岸L=84.0m 

測量業務1.0式 

設計業務1.0式 

7,711,200 

㈱建設コンサル

タントセンター

沼津支店 
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款  項 主   要   事   業   の   説   明 

 

                        イ 初島漁港施設改修事業費に係るその他経費  23,700円  

 

 ２項 土木施設災

   害復旧費 決算額         0 円 （前年度 0円） 

  １目 公共土木 決算額              0 円 （前年度 0円） 

施設災害   都市整備課 

復旧費    １ 公共土木施設災害復旧費 0円 （前年度0円） 

       (1) 科目設定。平成30年度においては、災害による損害が発生しなかったため、未

執行であった。 

 

  ２目 単独土木 決算額              0 円 （前年度 0円） 

施設災害   都市整備課 

復旧費    １ 単独土木施設災害復旧費 0円 （前年度0円） 

       (1) 科目設定。平成30年度においては、災害による損害が発生しなかったため、未

執行であった。 
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    １１款 

 

   公  債  費 

 

 
 １項 公債費 

 

 

 

 

 

 

 
 





 
款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

11 款 公債費 決算額   1,591,205,193 円 （前年度 1,666,504,811 円） 

 １項 公債費 決算額   1,591,205,193 円 （前年度 1,666,504,811 円) 

  １目 元金 決算額   1,478,658,201 円 （前年度 1,532,711,824 円）                   

  企画財政課 

  １ 長期債元金 1,478,658,201 円 （前年度 1,532,711,824 円） 

   (1) 地方債元金償還金として執行した。 

 

                                          （単位：円） 

借入先区分 
平成 29 年度末 

現在高 Ａ 

平成 30 年度 

起債額 Ｂ 

平成 30 年度 

元金償還額 Ｃ 

平成 30 年度末 

現在高Ａ+Ｂ-Ｃ 

財務省 

財政融資資金 
9,015,688,319 716,115,000 779,033,545 8,952,769,774 

簡易生命 

保険資金 
1,290,587,448 0 263,222,575 1,027,364,873 

郵便貯金資金 43,288,518 0 9,843,216 33,445,302 

地方公共団体

金融機構 
648,047,385 295,100,000 13,482,711 929,664,674 

市中銀行 261,300,000 0 21,777,000 239,523,000 

その他の金融

機関 
1,899,020,706 259,700,000 225,173,178 1,933,547,528 

保険会社等 68,852,000 0 4,916,000 63,936,000 

共済組合等 2,943,069,762 561,600,000 161,209,976 3,343,459,786 

その他 0 0 0 0 

計 16,169,854,138 1,832,515,000 1,478,658,201 16,523,710,937 

 

 

  ２目 利子 決算額    112,546,992 円 （前年度 133,792,987 円）                  

  企画財政課 

 １ 長期債利子  112,546,992 円 （前年度 133,792,987 円） 

   (1) 地方債利子支払いとして執行した。 

 

  企画財政課 

 ２ 財政調整資金利子  0 円 （前年度 0円） 

   (1) 基金から一般会計に対して繰替運用を行った際の基金に対する支払利子として

執行するもの。本年は繰替運用を行わなかったため、執行はなかった。 
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    １２款 

 

   諸 支 出 金 

 

 
 １項 温泉費 

  

 

 

 

 

 
 
 
 





 
款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

12 款 諸支出金 決算額     4,566,000 円 （前年度 9,616,000 円） 

 １項 温泉費 決算額     4,566,000 円 （前年度 9,616,000 円） 

  １目 温泉事業 決算額      4,566,000 円 （前年度 9,616,000 円） 

会計繰出   企画財政課 

金     １ 温泉事業会計への繰出金 4,566,000 円 （前年度 9,616,000 円） 

   (1) 負担金、補助及び交付金 4,566,000 円 

    児童手当の経費に係る補助金 216,000 円 

    温泉資源保護に係る補助金 4,350,000 円 
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    １３款 

 

   予  備  費 

 

 
 １項 予備費 

 

 

 

 

 

 

 





 
款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

13 款 予備費 決算額           0 円 （前年度 0円） 

 １項 予備費 決算額         0 円 （前年度 0円) 

  １目 予備費 決算額         0 円 （前年度 0円）                   

          企画財政課 

  １ 予備費 

予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため、歳入歳出予算に予備費を計上しな 

ければならないとされ、予備費は地方公共団体の議会が当該年度予算において否決 

した費途に充てることができないとされている(地方自治法第217条第1項及び第2項)。 

平成30年度は以下の経費に充用した。 

                               （単位：円） 

金 額 予備費充用先費目 内 容 

3,479,000 
8款1項2目 

各分団経費 
消防団員退職報償金に充用するため 

※決算額については、各充用先の費目で執行するため0円となる。 
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        国民健康保険事業特別会計              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 





 

 

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

平成 30 年度 熱海市国民健康保険事業の状況 

                                       （単位：世帯、人） 

 

区 分 平成 30 年度末 

現在 

 

（再掲） 

未就学児 

（再掲） 

前期高齢者 

（再掲） 

70 歳以上一般 
（再掲） 

70 歳以上現役並み所得者 

世  帯  数 7,681     

被保険 

者数 

総   数 10,874 190 5,433 2,788 259 

退職被保険者等 17 0    

一般被保険者 10,857 190 5,433 2,788 259 

 

                                       （単位：世帯、人） 

 

区 分 平成 30 年度 

平均 

 

（再掲） 

未就学児 

（再掲） 

前期高齢者 

（再掲） 

70 歳以上一般 
（再掲） 

70 歳以上現役並み所得者 

世  帯  数 7,887     

被保険 

者数 

総   数 11,286 178 5,637 2,827 244 

退職被保険者等 50 0    

一般被保険者 11,236 178 5,637 2,827 244 

 

                                  （単位：人） 

区 分 平成 30 年度末現在 平成 30 年度平均 

介護保険第 2 号被保険者数 3,638 3,769 

 

                      （単位：人） 

区 分 平成 30 年度平均 

標準負担額の減額状況 349 

                                          （単位：人） 

被保険者 

増減内訳 

平成 30 年度中増 
転入 社保離脱 生保廃止 出生 後期高齢者離脱 その他 計 

739 1,069 20 19 0 27 1,874 

平成 30 年度中減 
転出 社保加入 生保開始 死亡 後期高齢者加入 その他 計 

561 1,114 40 109 695 83 2,602 

 

                                    （単位：人） 

平成 30 年度末現在事務職員数 
専 任 兼 任 計 

6 6 12 

 

国民健康保険事業基金保有額  （単位：円） 

基金保有額(前年度末) Ａ 552,405,464 

基金繰入額(取崩額) Ｂ 0 

基金積立額 Ｃ 500,000,000 

その他増加額 Ｄ 197,943 

その他減少額 Ｅ 0 

基金保有額(Ａ-Ｂ+Ｃ+Ｄ-Ｅ)  1,052,603,407 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

国民健康保険被保険者証交付件数調べ （内訳） 

 

平成30年度更新分 (H30.04.01 ～ H30.09.01)       （単位：件） 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 

総数 

(世帯数) 
8,036 8,057 8,038 7,997 7,974 7,897 

被保険者証 

(通常) 
7,372 7,426 7,435 7,406 7,395 7,337 

短期 

被保険者証 
395 376 362 360 353 342 

(％) 4.9％ 4.7％ 4.5％ 4.5％ 4.4％ 4.3％ 

資格 

証明書 
269 255 241 231 226 218 

(％) 3.3％ 3.2％ 3.0％ 2.9％ 2.8％ 2.8％ 

 

 

平成 30 年度更新分 (H30.10.01 ～ H31.03.01)       （単位：件） 

 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

総数 

(世帯数) 
7,838 7,819 7,787 7,763 7,744 7,708 

被保険者証 

(通常) 
7,041 7,094 7,095 7,101 7,109 7,101 

短期 

被保険者証 
555 498 478 454 435 411 

(％) 7.1％ 6.4％ 6.1％ 5.8％ 5.6％ 5.3％ 

資格 

証明書 
242 227 214 208 200 196 

(％) 3.1％ 2.9％ 2.7％ 2.7％ 2.6％ 2.5％ 

             ※表内数値は各月初日現在の値である。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
１款 総務費 決算額    114,766,159 円 （前年度 116,744,449 円） 

 １項 総務管理費 決算額     95,207,150 円 （前年度 98,158,893 円） 

  １目 一般管理 決算額     95,207,150 円 （前年度 98,158,893 円） 

    費     秘書広報課 

          １ 職員給与費 77,942,168 円 （前年度 75,067,696 円） 

 

 

                   市民生活課 

                ２ 総括的事務費 17,264,982 円 （前年度 23,091,197 円） 

  (1) 国民健康保険事業の運営に必要な事務的経費として、旅費、需用費(消耗品費、

被保険者証等の印刷代)、役務費(郵便料、静岡県国民健康保険団体連合会への被

保険者資格確認事務手数料等)等について執行した。又、平成 23 年度から行って

いる医療費抑制策として、被保険者証の一斉更新時に「ジェネリック医薬品希望

カード」を同封して制度の周知を図った。 

            ア 主な経費の決算額 

被保険者証・受給者証等印刷製本費 751,529 円 

郵便料 2,000,000 円 

共同処理業務資格確認事務手数料 2,582,205 円 

 

  (2) 事業月報や事業年報等を作成･報告するための情報データベースシステムの保守

サービスや被保険者証の更新加工業務に関する委託料について執行した。又、高

額療養費制度見直しに係るシステム改修委託等について執行した。 

ア 経費の決算額 5,353,848 円               （単位：円） 

事業名 事業費 備 考 

国保情報データベースシステム保守

サービス業務委託 
378,000 ㈱フューチャーイン静岡支店 

国保情報データベースシステム改修

業務委託 
270,000 ㈱フューチャーイン静岡支店 

職員定期健康診断業務委託（身長体

重･胸部撮影等） 
32,832 (財)静岡県予防医学協会 

職員定期健康診断業務委託（血液･

生化学検査等） 
67,132 静岡県市町村職員共済組合 

被保険者証（個人カード）更新加工

業務委託 
523,484 ㈱日立システムズ 

国民健康保険高額療養費制度（資

格）見直しにかかる自庁システム改

修業務委託 

2,138,400 ㈱日立システムズ 

国民健康保険高額療養費制度（給

付）見直しにかかる自庁システム改

修業務委託 

1,944,000 ㈱日立システムズ 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
            (3) 静岡県国民健康保険団体連合会に対する負担金等について執行した。 

             ア 主な経費の決算額 

静岡県国民健康保険団体連合会負担金 1,720,060 円 

職員退職手当負担金 1,866,240 円 

 

 

 ２項 徴税費 決算額   19,365,979 円 （前年度 18,342,339 円） 

  １目 賦課徴収 決算額   19,365,979 円 （前年度 18,342,339 円） 

費     税務課 

          １ 国民健康保険税の賦課経費 12,338,460 円 （前年度 11,883,513 円） 

           (1) 国民健康保険加入世帯数          （単位：世帯） 

年 度 医療分 支援金分 介護分 

平成 30 年度 9,245 9,245 3,914 

平成 29 年度 9,594 9,594 4,143 

平成 28 年度 10,158 10,158 4,478 

 

           (2) 調定額（現年課税分）                   （単位：円） 

年 度 医療分 支援金分 介護分 計 

平成 30 年度 928,417,756 150,642,133 95,747,811 1,174,807,700 

平成 29 年度 972,074,415 158,156,143 101,223,942 1,231,454,500 

平成 28 年度 1,045,407,700 170,861,442 111,747,658 1,328,016,800 

  

(3) 委託料                           （単位：円） 

事業名 事業費 備 考 

アウトソーシング 

業務 
857,488 

㈱日立システムズ 

一般 4,439 件 

口座・特徴 3,725 件 

国保賦課固定共有分

一括登録業務 
129,600 

㈱日立システムズ 

国保税資産割算定のための固定資産共有分のデー

タを一括登録するための委託料 

電算機リース料等 

国保分業務 

（一般会計へ振替） 

8,952,724 

㈱日立システムズ 

国民健康保険業務に係る基幹系パソコン・プリ

ンタ・電算計算機器賃借料及び㈱日立システム

ズＳＥ派遣人件費等の委託料 

 

           (4) 納税通知書等印刷                     （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

納税通知書 

（本算定及び随期） 
496,800 一般分 

口座告知書 90,612 口座分 

窓開き封筒、返信用

封筒 
98,594 納税通知書発送用、調査用等 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

           (5) 通信運搬費                        （単位：円） 

区 分 事業費 備 考 

郵便料 1,411,375 納税通知書、各種郵便発送、照会用切手代 

 

 

           (6) その他の経費 

            旅費、消耗品費 301,267 円 

 

 

税務課 

          ２ 国民健康保険税の収納及び滞納整理経費 7,027,519 円 （前年度 6,458,826 円） 

(1) 国民健康保険税収入状況 

   平成 30 年度の国民健康保険税収入は、調定額 1,721,096,668 円、収入済額

1,188,487,033 円で、前年度と比較すると、調定額で 122,210,133 円（6.6％）の

減、収入済額で 30,575,044 円（2.5％）の減収となった。 

収納率は 69.1％で、前年度より 3.0％増加した。 

 

（単位：円、％）        

     区分 

科目 
予 算 額 

Ａ 

調 定 額 

Ｂ 

収入済額 

Ｃ 

収入歩合 

Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ 

合 計 額 1,125,204,000 1,721,096,668 1,188,487,033 105.6 69.1 

現 年 課 税 分 1,016,095,000 1,174,807,700 1,070,020,928 105.3 91.1 

滞 納 繰 越 分 109,109,000 546,288,968 118,466,105 108.6 21.7 

一 

 

般 

 

分 

医 療 現 年 801,517,000 923,647,022 844,144,425 105.3 91.4 

後 期 支 援 現 年 126,640,000 149,909,698 136,405,658 107.7 91.0 

介 護 現 年 72,358,000 94,610,245 83,855,919 115.9 88.6 

医 療 滞 繰 78,798,000 407,310,925 88,205,533 111.9 21.7 

後 期 滞 繰 14,747,000 67,357,857 14,171,482 96.1 21.0 

介 護 滞 繰 12,407,000 58,867,011 12,867,380 103.7 21.9 

計 1,106,467,000 1,701,702,758 1,179,650,397 106.6 69.3 

退 

 

職 

 

分 

医 療 現 年 11,097,000 4,770,734 4,028,941 36.3 84.5 

後 期 支 援 現 年 1,747,000 732,435 626,106 35.8 85.5 

介 護 現 年 2,736,000 1,137,566 959,879 35.1 84.4 

医 療 滞 繰 2,227,000 9,159,067 2,298,493 103.2 25.1 

後 期 滞 繰 362,000 1,397,142 349,463 96.5 25.0 

介 護 滞 繰 568,000 2,196,966 573,754 101.0 26.1 

計 18,737,000 19,393,910 8,836,636 47.2 45.6 

                                  ※比率は小数点第 2 位を四捨五入       
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
(2) 国民健康保険税不納欠損額及び繰越額            （単位：円） 

区分 

科目 

調 定 額 

Ａ 

収 入 済 額 

Ｂ 

不納欠損額 

Ｃ 

収入未済額 

Ｄ（A-B-C） 

還付未済額 

Ｅ 

次年度繰越額 

Ｆ（D+E） 

合  計  額 1,721,096,668 1,188,487,033 59,682,017 472,927,618 2,305,538 475,233,156 

現 年 課 税 分 1,174,807,700 1,070,020,928 178,400 104,608,372 2,158,760 106,767,132 

滞 納 繰 越 分 546,288,968 118,466,105 59,503,617 368,319,246 146,778 368,466,024 

一 

 

般 

 

分 

医 療 現 年 923,647,022 844,144,425 141,300 79,361,297 1,885,086 81,246,383 

後期支援現年 149,909,698 136,405,658 28,400 13,475,640 164,488 13,640,128 

介 護 現 年 94,610,245 83,855,919 8,700 10,745,626 107,386 10,853,012 

医 療 滞 繰 407,310,925 88,205,533 43,685,327 275,420,065 143,215 275,563,280 

後 期 滞 繰 67,357,857 14,171,482 8,119,038 45,067,337 1,659 45,068,996 

介 護 滞 繰 58,867,011 12,867,380 6,336,162 39,663,469 1,904 39,665,373 

計 1,701,702,758 1,179,650,397 58,318,927 463,733,434 2,303,738 466,037,172 

退 

 

職 

 

分 

医 療 現 年 4,770,734 4,028,941 0 741,793 1,100 742,893 

後期支援現年 732,435 626,106 0 106,329 142 106,471 

介 護 現 年 1,137,566 959,879 0 177,687 558 178,245 

医 療 滞 繰 9,159,067 2,298,493 984,273 5,876,301 0 5,876,301 

後 期 滞 繰 1,397,142 349,463 145,065 902,614 0 902,614 

介 護 滞 繰 2,196,966 573,754 233,752 1,389,460 0 1,389,460 

計 19,393,910 8,836,636 1,363,090 9,194,184 1,800 9,195,984 

 

(3) 国民健康保険税徴収のため臨時職員 2 人の共済費として 564,456 円、賃金とし

て 3,771,752 円執行した。 

 

(4) 納期告知ポスターや市内全戸配布用の納期一覧表を印刷し、59,940 円執行した。 

 

            (5) 国民健康保険税の納期広告を市内新聞 2 社に各 3 回依頼し、32,400 円執行した。 

 

            (6) 国民健康保険税の口座振替取扱手数料として、137,478 円執行した。 

 

           (7) 国民健康保険税の郵便局払込料金取扱手数料として、34,090 円執行した。 

 

            (8) 国民健康保険税の口座振替利用の状況             （単位：件、円、％） 

 

 

 

 

※

             ※振替率は、振替実績件数を振替請求件数で除したものである。 

年度 
振替請求 振替実績 

振替率 
件 数 件 数 税 額 

平成 30 年度 16,705 16,140 400,865,000 96.6 

平成 29 年度 17,509 16,974 415,142,600 96.9 

平成 28 年度 19,087 18,474 448,329,500 96.8 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

(9) コンビニ収納取扱手数料として、372,850 円執行した。 

    コンビニ収納実績                （単位：円、％） 

年度 国保税の収入済額 
左記の内コンビニ

での収入済額 
利用率 

平成 30 年度 1,188,487,033 193,274,904 16.3 

平成 29 年度 1,219,062,077 189,903,830 15.6 

平成 28 年度 1,308,830,794 186,826,410 14.3 

※平成 25 年度より導入 

 

(10) その他の経費 

            消耗品費 236,362 円、郵便料 1,497,647 円、その他の経費 320,544 円 

 

 

 ３項 運営協議会   

    費 
決算額      193,030 円 （前年度 243,217 円） 

１目 運営協議 決算額      193,030 円 （前年度 243,217 円） 

会費    市民生活課 

           １ 国民健康保険運営協議会経費 193,030 円 （前年度 243,217 円） 

            (1) 熱海市国民健康保険運営協議会に関する経費を執行した。 

             ア 委員数 13 人 

被保険者代表 4 人 

保険医・保険薬剤師代表 4 人 

公益代表 4 人 

被用者保険代表 1人 

 

             イ 運営協議会審議内容 

              (ｱ) 第 1 回 平成 30 年 12 月 5日 開催  委員 10 人出席 

               「熱海市国民健康保険税の賦課限度額改正」及び「熱海市国民健康保険高額

療養費貸付基金条例の廃止」について（諮問） 

 

(ｲ) 第 2 回 平成 31 年 1月 23 日 開催  委員 12 人出席 

               「熱海市国民健康保険税の賦課限度額改正」及び「熱海市国民健康保険高額

療養費貸付基金条例の廃止」について（答申） 

 

              (ｳ) 主な経費の決算額 

委員等報酬 95,600 円（延べ人員 22 人、委員長 4,800 円、委員 4,300 円） 

委員研修会等出席旅費（静岡市、委員 5人、随行 1 人） 51,300 円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
２款 保険給付費 決算額   3,694,809,500 円 （前年度 3,734,882,010 円） 

１項 療養諸費 決算額   3,221,188,833 円 （前年度 3,264,143,349 円） 

  １目 一般被保 決算額   3,175,658,526 円 （前年度 3,172,217,179 円） 

    険者療養  市民生活課 

    給付費   １ 一般被保険者療養給付費 3,175,658,526 円 （前年度 3,172,217,179 円） 

           (1) 一般被保険者に係る療養の給付に要する経費を執行した。 

            ア 療養の給付について 

療養の給付は、被保険者の疾病や負傷に対する診療を、被保険者自身が選定し

た医療機関が現物給付する形で行うもの。診療に要した費用は、保険者が負担

する保険給付費と被保険者が支払う一部負担金に分かれ、保険給付費について

は、各都道府県の国民健康保険団体連合会（以下、国保連合会）の審査を経て

国保連合会を通じて医療機関に決済される。一部負担金は被保険者がその診療

を受けた際に、直接当該医療機関に支払われる。わが国の医療保険制度におい

ては、療養の給付が原則となっている。 

 

             イ 経費の決算額（支払先：静岡県国民健康保険団体連合会） 

一般被保険者療養給付費負担金 3,175,658,526 円 

               （単位：件、円） 

区 分 件 数 費用額 保険者負担額 一部負担額 他法負担額 

療養の給付等 
(再掲)前期高齢者（65 歳～74 歳） 

164,992 

(106,403) 

4,274,384,908 

(2,885,851,878) 

3,135,674,092 

(2,165,160,946) 

1,080,276,606 

(690,583,597) 

58,434,210 

(30,107,335) 

 

負

担

割

合

別

内

訳 

 

70 歳以上 

（一般） 

負担割合 
1 割又

は 2 割 

57,797 1,568,962,239 1,248,311,798 303,718,711 16,931,730 

70 歳以上 

(現役並所得者） 

負担割合 

3 割 
5,023 115,340,649 80,350,602 34,843,680 146,367 

未就学児 
負担割合 

2 割 
2,167 20,379,190 16,290,298 4,060,830 28,062 

上記以外 
負担割合 

3 割 
100,005 2,569,702,830 1,790,721,394 737,653,385 41,328,051 

       過誤調整後の金額等が反映されたものであるため、決算額と必ずしも一致しない。 

                                     （単位：件、日、円） 

区 分 件 数 a 日 数 b 費用額 c 
1 件当たり 

日数 b/a 

1 日当たり 

費用額 c/b 

1 件当たり 

費用額 c/a 

1 人当たり 

費用額 c/d 

入院 2,868 44,399 1,675,691,719   15.48 37,742 584,272 149,136 

入院外 89,280 132,323 1,648,515,952    1.48 12,458 18,465 146,717 

歯科 20,383 36,332 238,600,969    1.78 6,567 11,706 21,235 

小計 112,531 213,054 3,562,808,640    1.89 16,723 31,661 317,088 

調剤 52,037 (61,494 枚) 615,973,398    1.18 10,017 11,837 54,821 

食事 (2,690) (112,976 回) 74,961,260   42.00  664 27,867 6,672 

訪問 424 1,886 20,641,610    4.45 10,945 48,683 1,837 

計 164,992 214,940 4,274,384,908    1.30 19,886 25,907 380,418 

一人当たりの費用額は一般被保険者の年度平均人数 11,236 人(d)で算出したものである。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
２目 退職被保 決算額     16,365,334 円 （前年度 56,402,371 円） 

    険者等療  市民生活課 

    養給付費  １ 退職被保険者等療養給付費 16,365,334 円 （前年度 56,402,371 円） 

           (1) 退職被保険者等に係る療養給付に要する経費を執行した。 

            ア 経費の決算額（支払先：静岡県国民健康保険団体連合会） 

退職被保険者等療養給付費負担金 16,365,334 円 

         （単位：件、円） 

区 分 件 数 費用額 保険者負担額 一部負担額 他法負担額 

療養の給付等 1,017 23,609,878 16,423,161 6,951,925 234,792 

負
担
割
合

別
内
訳 

未就学児以外 
負担割合 

3 割 
1,018 23,616,278 16,428,281 6,953,205 234,792 

未就学児 
負担割合 

2 割 
△1 △6,400 △5,120 △1,280 0 

過誤調整後の金額等が反映されたものであるため、決算額と必ずしも一致しない。 

 

 

退職被保険者等分（退職本人＋退職被扶養者）      （単位：件、日、円） 

区 分 件  数 a 日 数 b 費用額 c 
1 件当たり 

日数 b/a 

1 日当たり 

費用額 c/b 

1 件当たり 

費用額 c/a 

1 人当たり 

費用額 c/d 

入院 16 198 9,228,540   12.38 46,609 576,784 184,571 

入院外 525 697 8,073,370    1.33 11,583 15,378 161,467 

歯科 153 271 2,003,700    1.77 7,394 13,096 40,074 

小計  694 1,166 19,305,610    1.68 16,557 27,818 386,112 

調剤 315 (354 枚) 3,748,130    1.12 10,588 11,899 74,963 

食事 (16) (453 回) 300,058   28.31  662 18,754 6,001 

訪問 8 24 256,080 3.00 10,670 32,010 5,122 

計 1,017 1,190 23,609,878    1.17 19,840 23,215 472,198 

一人当たりの費用額は、退職被保険者等の年度平均人数 50 人(d)で算出したものである。 

 

 

３目 一般被保 決算額     21,926,363 円 （前年度 29,618,909 円） 

    険者療養  市民生活課 

    費     １ 一般被保険者療養費 21,926,363 円 （前年度 29,618,909 円） 

           (1) 一般被保険者に係る療養費を執行した。 

            ア 療養費について 

原則現物給付の医療制度における補充的措置として行うもの。一定の支給条件

を備えた場合に限って認められるものであって、被保険者に現物と現金の給付

の選択の自由は与えられていない。 

支給条件は次のとおり。 

(ｱ) 保険者が療養の給付を行うことが困難であると認めるとき。 

(ｲ) 止むを得ない理由により保険医療機関以外の病院等で診療、薬剤の支給等

を受けた場合で、保険者がその必要があると認めたとき。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
(ｳ) 被保険者が被保険者証を提出しないで診療等を受けた場合で、緊急その他

止むを得ない理由によると保険者が認めたとき。 

             イ 経費の決算額（支払先：静岡県国民健康保険団体連合会、被保険者） 

一般被保険者療養費負担金 21,926,363 円 

（単位：件、円） 

区 分 件 数 費用額 保険者負担額 一部負担額 他法負担額 

療養費 3,593 29,584,105 21,739,352 7,611,814 232,939 

内  

訳 

診療費 98 2,166,893 1,526,622 639,093 1,178 

補装具 83 2,935,430 2,155,885 761,521 18,024 

柔道整復師 3,044 18,736,060 13,802,842 4,763,146 170,072 

アンマ･マッサージ 312 5,325,052 3,947,725 1,333,662 43,665 

ハリ・キュウ 56 420,670 306,278 114,392 0 

その他 0 0 0 0 0 

           過誤調整後の金額等が反映されたものであるため、決算額と必ずしも一致しない。 

 

 

４目 退職被保 決算額       68,690 円 （前年度 247,130 円） 

   険者等療  市民生活課 

    養費    １ 退職被保険者等療養費 68,690 円 （前年度 247,130 円） 

           (1) 退職被保険者等に係る療養費を執行した。 

            ア 経費の決算額（支払先：静岡県国民健康保険団体連合会、被保険者） 

退職被保険者療養費負担金 68,690 円           （単位：件、円） 

区 分 件 数 費用額 保険者負担額 一部負担額 他法負担額 

療養費 26 98,132 68,690 29,442 0 

内  

訳 

診療費 0 0 0 0 0 

補装具 1 15,353 10,747 4,606 0 

柔道整復師 19 79,199 55,437 23,762 0 

アンマ･マッサージ 6 3,580 2,506 1,074 0 

ハリ・キュウ 0 0 0 0 0 

その他 0 0 0 0 0 

過誤調整後の金額等が反映されたものであるため、決算額と必ずしも一致しない。 

 

 

５目 審査支払 決算額     7,169,920 円 （前年度 5,657,760 円） 

   手数料   市民生活課 

          １ 診療報酬明細書審査支払経費 7,169,920 円 （前年度 5,657,760 円） 

           (1) 診療報酬明細書審査に係る手数料を執行した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
            ア 経費の決算額（支払先：静岡県国民健康保険団体連合会）（単位：円、％） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

診療報酬明細書審査手数料 7,169,920 5,657,760  126.7 

 

 

 ２項 高額療養費 決算額    462,951,517 円 （前年度 457,705,651 円） 

  １目 一般被保 決算額    459,387,984 円 （前年度 444,586,383 円） 

    険者高額  市民生活課 

    療養費   １ 一般被保険者高額療養費 459,387,984 円 （前年度 444,586,383 円） 

           (1) 一般被保険者に係る高額療養費を執行した。 

            ア 高額療養費について 

被保険者の療養に要した費用が著しく高額であるとき、高額療養費を支給する。

支給要件と金額は、同一被保険者が同一の月に同一の病院等(入院･外来/歯科は

別々)で療養を受け、自己負担限度額を超えた額を支給する。 

 

             イ 経費の決算額（支払先：静岡県国民健康保険団体連合会、被保険者） 

一般被保険者高額療養費負担金 459,387,984 円  

                      （単位：件、円） 

区 分 
合算分 単独分 

他法併用分 合 計 
多数該当分 その他 多数該当分 長期疾病分 入院分 その他 

総 数 

件 数 322 2,917 799 722 1,409 1,322 615 8,106

高額療

養費 
6,565,790 25,180,679 76,186,127 59,292,212 203,281,895 37,312,043 50,848,233 458,666,979

(再掲) 

前期 

高齢者分 

件 数 236 2,861 398 509 1,000 1,206 441 6,651

高額療

養費 
4,248,932 22,688,983 38,605,453 41,448,882 141,941,758 33,039,012 25,009,968 306,982,988

(再掲) 

70 歳以上 

一般分 

件 数 137 2,765 43 294 610 1,081 323 5,253

高額療

養費 
1,231,799 17,282,595 4,491,993 15,049,590 72,594,565 25,443,706 6,122,592 142,216,840

(再掲) 

70 歳以上 

現役並み 

所得者分 

件 数 14 45 0 12 25 10 0  106

高額療

養費 
388,644 982,172 0 1,943,886 4,493,580 355,699 0 8,163,981

(再掲) 

未就学児分 

件 数 1 1 0 0 2 0 0    4

高額療

養費 
20,667 15,909 0 0 112,356 0 0 148,932

総数の合計のうち現物給付分は 4,122 件、404,342,341 円であった。 

長期高額特定疾病該当者数は 41 人であった。 

過誤調整後の金額等が反映されたものであるため、決算額と必ずしも一致しない。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
２目 退職被保 決算額     3,106,731 円 （前年度 12,462,305 円） 

    険者等高  市民生活課 

    額療養費  １ 退職被保険者等高額療養費 3,106,731 円 （前年度 12,462,305 円） 

(1) 退職被保険者等に係る高額療養費を執行した。 

            ア 経費の決算額（支払先：静岡県国民健康保険団体連合会、被保険者） 

退職被保険者等高額療養費負担金 3,106,731 円  

           （単位：件、円） 

区 分 
合算分 単独分 

他法併用分 計 
多数該当分 その他 多数該当分 長期疾病分 入院分 その他 

総 数 

件 数 10 7 3 0 16 5 1 42 

高額 

療養費 
132,282 92,750 254,682 0 2,534,116 89,250 3,651 3,106,731 

(再掲) 

未就学児分 

件 数 0 0 0 0 0 0 0 0 

高額 

療養費 
0 0 0 0 0 0 0 0 

     総数の合計のうち現物給付分は 19 件、2,322,089 円であった。 

     長期高額特定疾病該当者数は 0 人であった。 

 

 

３目 一般被保 決算額      456,802 円 （前年度 651,101 円） 

    険者高額  市民生活課 

    介護合算  １ 一般被保険者高額介護合算療養費 456,802 円 （前年度 651,101 円） 

    療養費    (1) 一般被保険者に係る高額介護合算療養費を執行した。 

            ア 高額介護合算療養費について 

             医療保険各制度（被用者保険、国保、後期高齢者医療制度等）の世帯に介護保

険の受給者が存在する場合、被保険者からの申請に基づき、高額療養費の対象

となる世帯単位で、医療保険と介護保険の自己負担額を合算した額が、新たに

設定する自己負担限度額を超えた場合に支給される制度。医療保険と介護保険

から高額療養費及び高額介護サービス費の支給を受けてもなお残る自己負担額

の合算額について、限度額を設けて負担軽減を図るもの。 

 

イ 経費の決算額等                 （単位：件、円、％） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

高額介護合算療養費 456,802 651,101   70.2 

件 数 16 25   64.0 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
４目 退職被保 決算額         0 円 （前年度 5,862 円） 

    険者等高  市民生活課 

    額介護合  １ 退職被保険者等高額介護合算療養費 0 円 （前年度 5,862 円） 

    算療養費   (1) 退職被保険者等に係る高額介護合算療養費は執行されなかった。 

            ア 高額介護合算療養費 0円 

 

イ 経費の決算額等                 （単位：件、円、％） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

高額介護合算療養費 0 5,862 皆減 

件 数 0 2 皆減 

 

 

 ３項 移送費 決算額         0 円 （前年度 0円） 

  １目 一般被保 決算額         0 円 （前年度 0円） 

    険者移送  市民生活課 

    費     １ 一般被保険者移送費 0 円 （前年度 0 円） 

           (1) 一般被保険者に係る移送費は執行されなかった。 

            ア 移送費について 

             医師により転院搬送の必要性があると診断された患者が、当該負傷･病傷等によ

り自力での移動が著しく困難であり、且つその移送が緊急やむを得ないもので

あると保険者が認めた場合、現に要した費用を限度として現金給付をするもの。 

 

 

２目 退職被保 決算額         0 円 （前年度 0円） 

    険者等移   市民生活課 

    送費    １ 退職被保険者等移送費 0 円 （前年度 0円）  

           (1) 退職被保険者等に係る移送費は執行されなかった。 

 

 

 ４項 出産育児諸  

    費 
決算額     6,319,150 円 （前年度 8,383,010 円） 

  １目 出産育児 決算額     6,316,000 円 （前年度 8,378,810 円） 

    一時金   市民生活課 

          １ 被保険者の出産に対する給付金 6,316,000 円 （前年度 8,378,810 円） 

           (1) 被保険者の出産に対し出産育児一時金を給付した。 

 

ア 出産育児一時金について 

被保険者の出産の事実によって 1 出産につき 42万円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
             イ 経費の決算額等                 （単位：件、円、％） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

出産育児一時金 6,316,000 8,378,810   75.4 

件 数 15 20   75.0 

医療機関への直接支払制度により生じた差額支給は、件数に含めず。 

 

 

  ２目 出産育児 決算額       3,150 円 （前年度 4,200 円） 

    一時金支  市民生活課 

払手数料  １ 出産育児一時金支払手数料 3,150 円 （前年度 4,200 円） 

(1) 出産育児一時金の直接払い制度に伴う手数料について執行した。 

                    ア 経費の決算額等（1 件 210 円） 

（支払先：静岡県国民健康保険団体連合会）     （単位：件、円、％） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

出産育児一時金支払手数料 3,150 4,200 75.0 

件 数 15 20 75.0 

 

 

 ５項 葬祭諸費  決算額     4,350,000 円 （前年度 4,650,000 円） 

  １目 葬祭費 決算額     4,350,000 円 （前年度 4,650,000 円） 

          市民生活課 

          １ 被保険者の死亡に対する給付金 4,350,000 円 （前年度 4,650,000 円） 

           (1) 被保険者の死亡に対し葬祭費を支給した。 

            ア 葬祭費について 

被保険者の死亡に伴い、死亡した被保険者の葬祭を行う者に対して 5 万円を支

給するものである。 

 

             イ 経費の決算額等                 （単位：件、円、％） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

葬祭費 4,350,000 4,650,000 93.5 

件 数 87 93 93.5 

 

 

３款 国民健康保険 

事業費納付金 
決算額   1,410,170,656 円 （前年度 0円） 

１項 医療給付費

分 
決算額    972,854,882 円 （前年度 0円） 

１目 一般被保   決算額    970,086,567 円 （前年度 0円） 

   険者医療  市民生活課 

給付費分  １ 一般被保険者医療給付費分 970,086,567 円 （前年度 0円） 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
           (1) 県が国民健康保険事業に要する費用に充てるため、市町から徴収する「国民健

康保険事業費納付金」のうち、一般被保険者に係る医療給付費分に要する経費を

執行した。主にこの納付金の納付に充てるため、国民健康保険税（医療給付費

分）を課するものである。 

ア 事業費納付金について 

国保の広域化により、都道府県は国民健康保険事業に要する費用に充てるため、

年度ごとに、市町村から、国民健康保険事業費納付金を徴収することとなった。 

都道府県は、医療給付費等の見込みを立て、市町村ごとの年齢構成の差異を調

整した後の医療費水準と所得水準を考慮して、市町村ごとの国民健康保険事業

費納付金の額を決定する仕組みとなっている。 

             

イ 経費の決算額等（支払先：静岡県）         （単位：円、％） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

国民健康保険事業費納付金

一般被保険者医療給付費分 
970,086,567 0 皆増 

 

 

２目 退職被保 決算額     2,768,315 円 （前年度 0円） 

    険者等医  市民生活課 

    療給付費  １ 退職被保険者等医療給付費分 2,768,315 円 （前年度 0円） 

    分      (1) 県が国民健康保険事業に要する費用に充てるため、市町から徴収する「国民健

康保険事業費納付金」のうち、退職被保険者等に係る医療給付費分に要する経費

を執行した。 

            ア 経費の決算額等（支払先：静岡県）          （単位：円、％） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

国民健康保険事業費納付金 

退職被保険者等医療給付費分 
2,768,315 0 皆増 

 

 

２項 後期高齢者

支援金等分
決算額    319,428,654 円 （前年度 0円） 

１目 一般被保   決算額    318,332,189 円 （前年度 0円） 

   険者後期  市民生活課 

高齢者支  １ 一般被保険者後期高齢者支援金等分 318,332,189 円 （前年度 0円） 

    援金等分   (1) 県が国民健康保険事業に要する費用に充てるため、市町から徴収する「国民健

康保険事業費納付金」のうち、一般被保険者に係る後期高齢者支援金等分に要す

る経費を執行した。主にこの納付金の納付に充てるため、国民健康保険税（後期

高齢者支援金分）を課するものである。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
             

ア 経費の決算額等（支払先：静岡県）          （単位：円、％） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

国民健康保険事業費納付金

一般被保険者後期高齢者支

援金等分 

318,332,189 0 皆増 

 

 

 

２目 退職被保 決算額     1,096,465 円 （前年度 0円） 

    険者等後  市民生活課 

    期高齢者  １ 退職被保険者等後期高齢者支援金等分 1,096,465 円 （前年度 0円） 

    支援金等   (1) 県が国民健康保険事業に要する費用に充てるため、市町から徴収する「国民健 

分        康保険事業費納付金」のうち、退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等分に

要する経費を執行した。 

            ア 経費の決算額等（支払先：静岡県）          （単位：円、％） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

国民健康保険事業費納付金

退職被保険者等後期高齢者

支援金等分 

1,096,465 0 皆増 

 

 

 

３項 介護納付金

分 
決算額    117,887,120 円 （前年度 0円） 

１目 介護納付   決算額    117,887,120 円 （前年度 0円） 

金分    市民生活課 

  １ 介護納付金分 117,887,120 円 （前年度 0 円） 

           (1) 県が国民健康保険事業に要する費用に充てるため、市町から徴収する「国民健

康保険事業費納付金」のうち、介護納付金分に要する経費を執行した。 

            主にこの納付金の納付に充てるため、国民健康保険税（介護納付金分）を課する

ものである。 

            ア 経費の決算額等（支払先：静岡県）         （単位：円、％） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

国民健康保険事業費納付金

介護納付金分 
117,887,120 0 皆増 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
４款 共同事業拠出   

   金 
決算額        679 円 （前年度 1,286,835,190 円） 

 １項 共同事業拠

出金 
決算額        679 円 （前年度 1,286,835,190 円） 

１目 その他共 決算額        679 円 （前年度      651 円） 

    同事業拠  市民生活課 

    出金    １ 退職者年金受給権者名簿作成事務費 679 円 （前年度 651 円） 

           (1) 退職者年金受給権者名簿作成事務費に要する経費を執行した。 

            ア 経費の決算額等 

（支払先：静岡県国民健康保険団体連合会）       （単位：円、％） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 前年度比 

退職者年金受給権者名簿 

作成事務拠出金 
679 651 104.3 

 

 

５款 財政安定化 
   基金拠出金 決算額         0 円 （前年度 0 円） 

 １項 財政安定化 
    基金拠出金 決算額         0 円 （前年度 0 円） 

１目 財政安定 決算額         0 円 （前年度 0 円） 

    化基金拠   市民生活課 

    出金     １ 財政安定化基金拠出金 0 円 （前年度 0円） 

           (1) 財政安定化基金拠出金は執行されなかった。 

            ア 財政安定化基金拠出金について 

            予期しない給付増や保険税収納不足といった財政リスクを分散・軽減するための 

制度的対応として県が財政安定化基金を設置し、市町へ貸付・交付等を行う。 

このうち、交付（災害等の特別な事情による財源不足額のうち、保険税収納不足 

額の２分の１以内）を受けた場合、交付を受けた市町、国、県で３分の１ずつ、 

基金の補填を行うこととなる。 

 
 

６款 保健事業費 決算額   39,852,752 円 （前年度 39,477,912 円） 

 １項 保健事業費 決算額    9,599,800 円 （前年度 9,502,613 円） 

１目 保健衛生 決算額    4,348,480 円 （前年度 4,241,680 円） 

    普及費    市民生活課 

          １ 保健衛生普及活動経費 4,348,480 円 （前年度 4,241,680 円） 

(1) 被保険者に対して、健康管理への活用と医療費の実態を知ってもらうことを 

目的に、医療費通知の作成等に要する経費を執行した。 

            ア 主な経費の決算額等 

医療費通知用紙印刷費 241,920 円 

郵便料 3,680,000 円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

(2) ジェネリック医薬品の普及促進を図るために、生活習慣病やアレルギー疾患等

で長期的･継続的な投薬が必要とされ、ジェネリック医薬品への切替え効果が高い

と判断される被保険者への差額通知書の作成等に要する経費を執行した。 

ア 主な経費の決算額 

ジェネリック医薬品差額通知書作成手数料 102,560 円 

 

 

２目 疾病予防 決算額     5,251,320 円 （前年度 5,260,933 円） 

    費     市民生活課 

          １ 疾病予防事務費 5,251,320 円 （前年度 5,260,933 円） 

           (1) 医療費適正化を目的としたレセプト点検に要する経費を執行した。 

            ア 主な経費の決算額等 

  レセプト点検臨時職員(2 人)賃金・共済費 5,206,474 円 

 

 
 ２項 特定健康診 
    査等事業費 決算額     30,252,952 円 （前年度 29,975,299 円） 

１目 特定健康 決算額     30,252,952 円 （前年度 29,975,299 円） 

    診査等事  健康づくり課 

    業費     １ 特定健康診査等事業経費 30,252,952 円（前年度 29,975,239 円） 

(1) 特定健康診査受診券の発行に係る業務委託料及び特定健康診査に係る保険者 

負担金を執行した。 

    ア 特定健康診査・特定保健指導 

(ｱ) メタボリックシンドロームの危険因子を持つ人を抽出し、早期の段階で適 

切な保健指導を行い、生活習慣の改善に自ら取組むように行動変容を促すこ 

とを目的に、熱海市国民健康保険に加入する 40歳から 74 歳までの者を対象 

に特定健康診査を実施し、その結果、メタボリックシンドローム及び予備群 

に該当する者に対して特定保健指導を行った。 

 
(ｲ)  実施状況                     （単位：人、％） 

種別 
平成 30 年度 平成 29 年度 

対象者 実施者 実施率 対象者 実施者 実施率 

特定健康診査 9,698 2,932 30.2 8,778 2,682 30.6 

特定保健指導 

（動機付け支援） 
195 19 9.7 204 16 7.8 

（積極的支援） 62 8 12.9 62 1 1.6 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
(ｳ) 特定健康診査・特定保健指導に係る委託料等        （単位：円） 

区 分 金 額 備 考 
受診券発行業務委託 569,092 ㈱日立システムズ 

国保連通信用パソコンプリンター

保守契約委託 20,520 富士ゼロックス静岡㈱ 

特定保健指導業務委託 74,400 (社)熱海市医師会 

システム改修業務委託 486,000 ㈱日立システムズ 

特定保健指導(運動指導)業務委託 11,680 
ＲｅＴＡＳ Ｐｒｏｊｅｃｔ 

共同事業体等 

特定健診業務負担金 26,662,140 静岡県国民健康保険団体連合会 

 
７款 基金積立金 決算額    300,197,943 円 （前年度 77,715 円） 

 １項 基金積立金 決算額    300,197,943 円 （前年度 77,715 円） 

１目 国民健康 決算額    300,197,943 円 （前年度 77,715 円） 
    保険事業  市民生活課 

    基金積立  １ 国民健康保険事業基金積立金 300,197,943 円 （前年度 77,715 円） 

    金      (1) 国民健康保険事業基金積立金への積立金に要する経費を執行した。 

 

８款 公債費 決算額         0 円 （前年度 0円） 

 １項 財政安定化

基金償還金. 決算額         0 円 （前年度 0円） 

１目 財政安定 決算額         0 円 （前年度 0円） 
    化基金償  市民生活課 

    還金    １ 財政安定化基金償還金 0 円 （前年度 0円） 

           (1) 財政安定化基金償還金は執行されなかった。 

            ア 財政安定化基金償還金について 

            予期しない給付増や保険税収納不足といった財政リスクを分散・軽減するための 

制度的対応として、県が財政安定化基金を設置し、市町へ貸付・交付等を行う。 

このうち、貸付（収納した保険税が必要な保険税額に不足した場合、収納不足分 

の範囲内）を受けた場合、貸付を受けた市町が、貸付けを受けた日の属する会計 

年度の翌々年度以降３か年において、各年度３分の１ずつの額を償還する。 

 

９款 諸支出金 決算額     63,872,780 円 （前年度 57,461,666 円） 
 １項 償還金及び

還付加算金
決算額     60,112,780 円 （前年度 57,461,666 円） 

１目 一般被保 決算額     7,257,737 円 （前年度 7,771,167 円） 
    険者保険  税務課 

    税還付金  １ 一般被保険者に係る国民健康保険税過誤納金還付金  

7,257,737 円 （前年度 7,771,167 円） 

           (1) 一般被保険者に係る国民健康保険税過誤納金として 7,257,737 円を還付した。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
２目 退職被保 決算額          0 円 （前年度 0 円） 

    険者等保  税務課 

    険税還付  １ 退職被保険者等に係る国民健康保険税過誤納金還付金 0円 （前年度 0 円） 

    金      (1) 退職被保険者等に係る国民健康保険税過誤納金の還付は行わなかった。 

 

 

          市民生活課 

 １ 国庫支出金等に対する返還金 52,855,043 円 （前年度 49,690,499 円） 

            (1) 国庫支出金等の精算に伴う返還金について執行した。 

             ア 経費の決算額等 

  療養給付費等負担金返還金 43,337,211 円 

療養給付費交付金返還金   7,503,832 円 

特定健康診査･保健指導負担金返還金（国） 1,007,000 円 

特定健康診査･保健指導負担金返還金（県） 1,007,000 円 

 

 ２項 一般会計繰

出金 決算額      3,760,000 円 （前年度 0円） 

１目 一般会計 決算額      3,760,000 円 （前年度 0円） 
    繰出金   市民生活課 

          １ 国民健康保険高額療養費貸付基金廃止に伴う一般会計繰出金  

3,760,000 円 （前年度 0 円） 

           (1) 国民健康保険高額療養費貸付基金廃止に伴う一般会計繰出金として 

3,760,000 円を執行した。 

 

 

10 款 予備費 決算額          0 円 （前年度 0 円） 
 １項 予備費 決算額          0 円 （前年度 0 円） 

１目 予備費 決算額          0 円 （前年度 0 円） 
          市民生活課 

          １ 予備費 0 円 （前年度 0 円） 

           (1) 予備費は執行されなかった。 

３目 償還金 決算額     52,855,043 円 （前年度 49,690,499 円） 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

 
 

         ●収入合計 207,364,390 円 （前年比 103.64％） 
１ 駐車料金(時間貸し) 

 駐車台数(台)  駐車料金(円) 前年対比(％) 

和田浜駐車場 36,698 8,894,620 97.19 

東駐車場 73,692 43,079,190 106.59 

駅前駐車場 62,353 46,264,740 104.81 

臨港駐車場 26,161 28,089,550 101.43 

来の宮駐車場 30,978 9,656,230 106.52 

第 1 親水公園駐車場 39,112 12,751,710 103.97 

第 2 親水公園駐車場 34,114 13,992,550 101.16 

中央町駐車場 115,757 16,570,780 111.24 

小  計 418,865 179,299,370 104.57 

 
２ 駐車料金(定期駐車)              

 契約台数(3 月末) 駐車料金(円) 前年対比(％) 

東駐車場 88 台 16,431,120 90.56 

第 2 親水公園駐車場 33 台 3,568,320 90.17 

小  計 121 台 19,999,440 90.49 

 
３ その他収入              

 金額(円) 前年対比(％) 

回数券等販売 8,065,580 123.58 

小  計 8,065,580 123.58 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 30 年度 熱海市営駐車場の利用状況 

-361-



 

 

款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
１款 駐車場費 決算額    140,281,979 円 （前年度 117,050,141 円） 

 １項 駐車場費 決算額    140,281,979 円 （前年度 117,050,141 円） 

  １目 駐車場管 決算額    140,281,979 円 （前年度 117,050,141 円） 

理費    公園緑地課 

１ 駐車場事業の管理運営経費 140,281,979 円 （前年度 117,050,141 円） 

(1) 8 箇所の市営駐車場の維持管理経費として執行した。 

(単位：円) 

 

 

 

 

 

 

(2) 各駐車場の機器等の老朽化に伴う修繕工事等を執行した。 

（単位：円） 

事業名及び概要 事業費 備 考 

第 2 親水公園駐車場入口表示灯設置工事 1,838,160 
オムロンフィールド

エンジニアリング㈱ 

第 1 親水公園駐車場制限高さ案内表示外設置工事 3,348,000 
オムロンフィールド

エンジニアリング㈱ 

駅前駐車場車室センサー修繕工事 2,447,280 アマノ㈱ 

駅前駐車場外満空情報盤等撤去工事 4,617,000 
オムロンフィールド

エンジニアリング㈱ 

臨港駐車場修繕工事 425,520 小原工業㈱ 

来の宮駐車場修繕工事 194,400 ㈱川口組 

和田浜駐車場配線工事 853,200 
オムロンフィールド

エンジニアリング㈱ 

来の宮駐車場整備工事 11,201,760 アマノ㈱ 

清水町駐車場修繕工事 3,112,560 小原工業㈱ 

来の宮駐車場電源引込柱移設工事 718,200 ㈲菊地電気 

和田浜駐車場・第 2親水公園駐車場照明修繕工事 2,958,120 ㈲大川電気商会 

来の宮駐車場道路修繕工事 999,000 ㈱富士土建 

 

 

２款 公債費 決算額     35,826,968 円 （前年度 8,956,742 円） 

 １項 公債費 決算額     35,826,968 円 （前年度 8,956,742 円） 

  １目 元金 決算額     34,267,050 円 （前年度 8,148,964 円） 

公園緑地課 

          １ 長期債元金 34,267,050 円 （前年度 8,148,964 円） 

           (1) 和田浜駐車場の立体化に伴う起債の償還金元金及び繰上償還金元金として執行

した。 

事業名 事業概要 金 額 契約先 

電気使用料 市営駐車場電気料 3,650,319  

水道使用料 市営駐車場水道料 343,024  

下水道使用料 市営駐車場下水道料 172,725  

維持管理業務委託 市営駐車場管理業務委託 103,285,122 ㈶熱海市振興公社 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

            ア 和田浜駐車場立体化整備事業               （単位：円） 

借入種別 借入年月日 借入額 支払元金 

簡易生命保険資金 平成 12 年 5 月 25 日 141,000,000 34,267,050 

 

  ２目 利子 決算額     1,559,918 円 （前年度 807,778 円）                   

          公園緑地課 

          １ 長期債利子 1,559,918 円 （前年度 807,778 円） 

           (1) 和田浜駐車場の立体化に伴う起債の償還金利子及び繰上償還金利子として執行

した。 

            ア 和田浜駐車場立体化整備事業               （単位：円） 

借入種別 借入年月日 借入額 支払利子 

簡易生命保険資金 平成 12 年 5 月 25 日 141,000,000 1,559,918 

 

 

           駐車場事業 地方債の状況                  （単位：円） 

 
 

 

 

 

 

３款 諸支出金 決算額     62,832,776 円 （前年度 69,722,000 円）                 

 １項 繰出金 決算額     62,832,776 円 （前年度 69,722,000 円） 

  １目 一般会計 決算額     62,832,776 円 （前年度 69,722,000 円） 

     繰出金   公園緑地課 

          １ 一般会計への繰出金 62,832,776 円 （前年度 69,722,000 円） 

(1) 市内 8 箇所の市営駐車場料金収入の一部を、一般会計への繰出金として、

62,832,776 円を執行した。 

 

 

借入種別 
平成 29 年度末 

現在高 Ａ 

平成 30 年度 

起債額 Ｂ 

平成 30 年度 

元金償還額Ｃ 

平成 30 年度 

支払利子 

平成 30 年度末 

現在高Ａ+Ｂ-Ｃ 

簡易生命 

保険資金 
34,267,050 0 34,267,050 1,559,918 0 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
１款 簡易水道経営 
   費 

決算額     44,924,430 円 （前年度 43,164,222 円）                   

１項 簡易水道経 

    営費 
決算額     44,924,430 円 （前年度 43,164,222 円）                   

１目 簡易水道 決算額     44,924,430 円 （前年度 43,164,222 円） 

    経営費   水道温泉課 

          １ 初島簡易水道事業の管理運営経費 39,306,965円 （前年度38,609,204円） 

(1) 初島地区の安定給水を図るため、海底送水管や水道施設の維持管理・水質管理 

に要する経費を執行したものである。 

  

区 分 平成30年度 平成29年度 

年 度 末 給 水 栓 数  126栓 127栓 

年 度 末 給 水 人 口 182人 191人 

年 間 総 配 水 量 (Ａ) 182,742㎥ 185,786㎥ 

年 間 有 収 水 量 (Ｂ) 179,088㎥ 185,381㎥ 

給 水 収 入 (Ｃ) 36,150,446円 37,411,969円 

有 収 率 (Ｂ／Ａ) 98.0％ 99.8％ 

給 水 原 価 240.03円 231.40円 

供 給 単 価 (Ｃ／Ｂ) 201.86円 201.81円 

受 水 費 36,308,298円 36,512,639円 

              

             ア 需用費 37,320,097 円 

             消耗品購入・水道料金等納入済通知書印刷代・光熱水費を執行したものであ 

             る。 

(ｱ) 受水費 36,308,298 円 

 

イ 委託料 951,008 円                     （単位：円） 

委託名 内 容 金 額 

水質検査業務委託 
水道法第 20 条に基づく定期検査 

(月１回) ㈱東洋検査センター 
532,332 

初島水道施設等除草 

業務委託 

簡易水道施設における除草業務 

㈳熱海市シルバー人材センター 
88,628 

水道料金徴収等 

業務委託 

水道料金徴収等業務 

第一環境㈱中部支店 
101,088 

初島水質計器点検 

業務委託 

初島水質計器点検業務 

シンク・エンジニアリング㈱ 
79,920 

初島テレメーター保守 

点検業務委託 

テレメーター保守点検業務 

シンク・エンジニアリング㈱ 
149,040 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

             ウ 工事請負費 633,960円                  （単位：円） 

工事費 内 容 金 額 

初島水道施設ポンプ 

遠隔制御変更工事 

ポンプ運転遠隔制御機能追加 

シンク・エンジニアリング㈱ 
538,920 

初島井戸撤去工事 
井戸撤去 

青木建設㈱ 
95,040 

 

       水道温泉課 

           ２ 地方公営企業法適用化に要する準備経費 5,617,465円 （前年度4,555,018円） 

            (1) 離島初島簡易水道事業特別会計に地方公営企業法を適用するための準備経費 

を執行したものである。 

 

ア 委託料 3,288,006 円                    （単位：円） 

委託名 内 容 金 額 

熱海市離島初島簡易水道

事業特別会計地方公営企

業法適用化移行業務委託 

固定資産調査及び算定業務 

㈱フューチャーイン静岡支店 

（契約額）11,064,600 円 

（債務負担行為） 

平成 28 年 11 月 1 日から 

令和 2年 3月 31 日まで 

3,288,006 

 

イ 臨時職員及びその他経費 2,329,459円 

(ｱ) 賃金  1 人  2,003,600 円 

(ｲ) 共済費 1人    318,059 円 

(ｳ) 旅費  1 人        7,800 円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
２款 公債費 決算額      4,314,124 円 （前年度 4,287,502 円） 

 １項 公債費 決算額      4,314,124 円 （前年度 4,287,502 円） 

  １目 元金 決算額      3,289,099 円 （前年度 3,218,535 円） 

          水道温泉課 

          １ 長期債元金 3,289,099 円 （前年度 3,218,535 円） 

(1) 地方債元金償還金として執行したものである。 

                                                     （単位：円） 

借入年度 借入種別 借入額 支払元金 

平成 7年度 財政融資 32,000,000 1,459,163 

平成 19 年度 財政融資 5,000,000 170,846 

平成 19 年度 金融機構 4,000,000 152,482 

平成 22 年度 財政融資 20,000,000 656,044 

平成 24 年度 金融機構 10,500,000 850,564 

平成 27 年度 金融機構 9,200,000 0 

平成 28 年度 金融機構 2,900,000 0 

平成 28 年度 その他の金融機関 3,300,000 0 

平成 29 年度 その他の金融機関 4,500,000 0 

 

 

  ２目 利子 決算額      1,025,025 円 （前年度 1,068,967 円） 

          水道温泉課 

１ 長期債利子 1,025,025 円 （前年度 1,068,967 円） 

(1) 地方債利子支払いとして執行したものである。 

                                                     （単位：円） 

借入年度 借入種別 借入額 支払利子 

平成 7年度 財政融資 32,000,000 399,867 

平成 19 年度 財政融資 5,000,000 87,252 

平成 19 年度 金融機構 4,000,000 66,514 

平成 22 年度 財政融資 20,000,000 352,666 

平成 24 年度 金融機構 10,500,000 68,856 

平成 27 年度 金融機構 9,200,000 9,200 

平成 28 年度 金融機構 2,900,000 5,800 

平成 28 年度 その他の金融機関 3,300,000 8,249 

平成 29 年度 その他の金融機関 4,500,000 26,621 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

                  初島簡易水道事業 地方債の状況                  （単位：円） 

 
借入種別 

平成 29 年度末 

現在高 Ａ 

平成 30 年度

起債額 Ｂ 

平成 30 年度 

元金償還額Ｃ 

平成 30 年度 

支払利子 

平成 30 年度末 

現在高Ａ+Ｂ-Ｃ 

財務省 

財政融資資金 
35,977,996 0 2,286,053 839,785 33,691,943 

地方公共団体 

金融機構 
24,201,652 0 1,003,046 150,370 23,198,606 

その他の 

金融機関 
7,800,000 5,600,000 0 34,870 13,400,000 

計 67,979,648 5,600,000 3,289,099 1,025,025 70,290,549 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

平成 30 年度 熱海市介護保険事業の一般状況 

 

１ 被保険者数及び要介護認定者数                （単位：人、％） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度 

総人口 36,848 37,225 37,612 37,927 

65 歳以上 74 歳以下 7,359 7,912 8,088 8,323 

75歳以上 9,540 9,169 8,890 8,504 

第 1 号被保険者 計  Ａ 17,199 17,081 16,978 16,827 

第 1 号要介護認定者数 Ｂ 2,817 2,752 2,799 2,698 

出 現 率 Ｂ／Ａ構成比 16.4 16.1 16.5 16.0 

各年度末(3 月 31 日）現在 

 

65 歳以上人口は、平成 31年 3 月末で 17,407 人、高齢化率は 47.2％となっている。 

【住所地特例者（介護保険施設等入所により施設所在市町村へ住民登録を移した

者）がいるため65歳以上人口と第 1 号被保険者数は一致しない。】 

 

２ 要支援・要介護度別認定者数（平成 31年 3月 31 日現在）      （単位：人） 

区 分 
要支援 要介護 

計 
1 2 1 2 3 4 5 

第 1 号被保険者 264 394 624 537 386 396 216 2,817 

65歳以上 74 歳以下 24 43 60 49 34 41 26 277 

75歳以上 240 351 564 488 352 355 190 2,540 

第 2 号被保険者 4 4 8 10 8 3 6 43 

合 計 268 398 632 547 394 399 222 2,860 

構成比(％) 9.4 13.9 22.1 19.1 13.8 13.9 7.8 100.0 

 

３ 決算収支の状況                         （単位：円） 

区 分 平成 30 年度 

歳 入 総 額 Ａ 5,018,700,173 

歳 出 総 額 Ｂ 4,811,230,776 

歳入歳出差引額 Ｃ（Ａ－Ｂ） 207,469,397 

第 7 期熱海市介護保険事業計画 1 年目の収支の状況は、上記のとおりである。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

４ 第 1 号被保険者保険料と段階別人数（平成 31年 3 月末現在） （単位：円、人） 

区 分 対象者 

基準額 

に対する 

割合 

保険料 

年額 
人数 

第 1 段階 

・生活保護受給者 

・老齢福祉年金受給者で世帯全員が市民

税非課税の人 

・世帯全員が市民税非課税で、前年の合

計所得金額と課税年金収入額の合計が 80

万円以下の人 

0.45 29,100 3,304 

第 2 段階 

世帯全員が市民税非課税で、前年の合計

所得金額と課税年金収入額の合計が80万

円を超え 120 万円以下の人 

0.75 48,600 1,554 

第 3 段階 
世帯全員が市民税非課税で、第 1 段階又

は第 2 段階以外の人 
0.75 48,600 1,815 

第 4 段階 

世帯の誰かに市民税が課税されている

が、本人は市民税が非課税で前年の合計

所得金額と課税年金収入額の合計が80万

円以下の人 

0.90 58,300 1,727 

第 5 段階 

世帯の誰かに市民税が課税されている

が、本人は市民税が非課税で第 4 段階以

外の人 

1.00 
64,800 

(基準額) 
1,549 

第 6 段階 
本人が市民税課税者で前年の合計所得金

額が 120 万円未満の人 
1.20 77,700 2,816 

第 7 段階 
本人が市民税課税者で前年の合計所得金

額が 120 万円以上 190 万円未満の人 
1.30 84,200 2,250 

第 8 段階 
本人が市民税課税者で前年の合計所得金

額が 190 万円以上 290 万円未満の人 
1.50 97,200 1,082 

第 9 段階 
本人が市民税課税者で前年の合計所得金

額が 290 万円以上 500 万円未満の人 
1.70 110,100 627 

第 10 段階 
本人が市民税課税者で前年の合計所得金

額が 500 万円以上 700 万円未満の人 
1.80 116,600 156 

第 11 段階 
本人が市民税課税者で前年の合計所得金

額が 700 万円以上 1,000 万円未満の人 
1.90 123,100 123 

第 12 段階 
本人が市民税課税者で前年の合計所得金

額が 1,000 万円以上の人 
2.00 129,600 196 

計 17,199 

 

第 1 号被保険者保険料は、平成 30年度から令和 2年度までは保険給付費の 23％を

賄うよう設定している。 

また、被保険者に対してその負担能力に応じた負担を求める観点から所得段階別保

険料とし、低所得者への負担を軽減する一方、高所得者の負担は所得に応じたものと

している。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

５ 第 1 号被保険者保険料収入状況               （単位：円、％） 

区 分 調 定 額 収入済額 収入未済額 
収納

率 
還付未済額 

特別徴収 945,560,300 957,013,500 △11,453,200 101.2 11,453,200 

普通徴収 153,246,150 132,142,180 21,103,970 86.2 2,385,900 

滞納繰越分 65,073,554 10,527,000 38,874,384 16.2 169,700 

計 1,163,880,004 1,099,682,680 48,525,154 94.5 14,008,800 

滞納繰越分調定額のうち不納欠損額 15,672,170 円 

 

 

第 1 号被保険者（65 歳以上）及び第 2 号被保険者（40歳以上65歳未満）の保険料

は、平均的な 1人当たりの保険料がほぼ同じ負担水準となるよう負担割合が定められ、

両者を全国の総人数比で按分した割合を基に、保険給付費に占める割合では 23％対 

27％の比率で費用を負担している。 

第 1 号被保険者保険料の徴収方法は、2種類ある。 

年額18万円以上の老齢年金、遺族年金及び障害年金の受給者は、年金保険者が年金

から天引きして市へ納付（特別徴収）するほか、年額18万円未満の老齢年金受給者等

は、納入通知書により市へ納付（普通徴収）することになっている。 

なお、年度途中で65歳に到達して年金を受給し始めた人、他市町村から転入してき

た人等は、年金からの天引き手続に時間を要することから、すぐに天引きを始めるこ

とができないため、天引き開始までの間は納入通知書により納付することになる。 

また、特別徴収では、年金支給月とその翌月の介護保険料を年金から天引きしてい

るが、年金については前月分と前々月分を支給されているため、被保険者の死亡日に

よっては、本来徴収すべきでない介護保険料を徴収する場合があり、その際には国の

事務処理の都合により一時的に還付未済が生じる。 

 

 

６ 介護保険給付費と国・県支出金、社会保険診療報酬支払基金交付金等収入の状況 

(1) 介護保険給付費 

平成 30 年度の介護給付費の実績は、4,298,848,953 円であり、執行率は 96.5％と

なった。 

（単位：円、％） 

区 分 
介護保険給付費 

予算額   Ａ 

介護保険給付費 

決算額   Ｂ 

予算執行率 

Ｂ／Ａ 

平成 30 年度 4,455,657,000 4,298,848,953 96.5 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

(2) 介護給付費に係る国・県支出金、社会保険診療報酬支払基金交付金等収入 

（単位：円） 

区 分 介護給付費 

国 庫 負 担 金 763,469,820 

国 庫 調 整 交 付 金 272,880,000 

支 払 基 金 交 付 金 1,152,263,000 

県 負 担 金 633,119,826 

一 般 会 計 負 担 分 548,406,088 

第１号被保険者保険料 928,608,407 

そ の 他 収 入 101,812 

計 4,298,848,953 

 

 

７ 地域支援事業費と国・県支出金、社会保険診療報酬支払基金交付金等収入の状況 

(1) 地域支援事業費                    （単位：円、％） 

区 分 予算額 Ａ 決算額 Ｂ 
予算執行率 

Ｂ／Ａ 

介護予防事業費 197,846,000 184,018,939 93.0 

包括的支援事業及び任意

事業費 
105,914,000 99,170,530 93.6 

計 303,760,000 283,189,469 93.2 

 

(2) 地域支援事業費に係る国・県支出金、社会保険診療報酬支払基金交付金等収入 

（単位：円） 

区 分 介護予防事業費 
包括的支援事業及

び任意事業費 
計 

国 庫 負 担 金 33,142,927 35,519,516 68,662,443 

国 庫 調 整 交 付 金 10,470,000 － 10,470,000 

支 払 基 金 交 付 金 44,742,000 － 44,742,000 

県 負 担 金 20,714,329 17,759,757 38,474,086 

市 負 担 金 20,714,329 17,759,759 38,474,088 

一 般 会 計 繰 入 金 0 6,210,864 6,210,864 

介護保険給付費準備基金繰入金 17,976,001 － 17,976,001 

そ の 他 収 入 9,957,300 701,180 10,658,480 

第１号被保険者保険料 26,302,053 21,219,454 47,521,507 

計 184,018,939 99,170,530 283,189,469 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
１款 総務費 決算額    118,268,602 円 （前年度 126,676,445 円） 

１項 総務管理費 決算額     78,884,986 円 （前年度 82,587,392 円） 

１目 一般管理 決算額     78,884,986 円 （前年度 82,587,392 円） 

費     秘書広報課 

１ 職員給与費 55,860,790 円 （前年度 59,198,740 円） 

 

 

長寿介護課 

２ 介護保険事業運営経費 23,024,196 円 （前年度 23,388,652 円） 

(1) 介護保険事業の運営に必要な事務処理システム運用等に係る経費について執行

した。 

ア 主な経費の決算額 

電算業務等委託料 8,952,724 円 

介護保険システムセットアップ等委託料 7,560,000 円 

 

２項 徴収費 決算額     10,365,514 円 （前年度 10,487,371 円） 

１目 賦課徴収 決算額     10,365,514 円 （前年度 10,487,371 円） 

費     長寿介護課 

１ 賦課徴収経費 10,365,514 円 （前年度 10,487,371 円） 

(1) 介護保険料賦課及び徴収に必要な経費について執行した。 

ア 主な経費の決算額 

徴収担当臨時職員賃金 3,856,068 円 

納付書ブッキング業務委託料 1,461,827 円 

 

平成 30年度介護保険料収納状況              （単位：円、％） 

区 分 調定額 収入額 収納率 

介護保険料 1,163,880,004 1,099,682,680 94.5 

うち現年度分特別徴収保険料 945,560,300 957,013,500 101.2 

現年度分普通徴収保険料 153,246,150 132,142,180 86.2 

滞納繰越分普通徴収保険料 65,073,554 10,527,000 16.2 

※収入額には、更正等により還付すべき保険料が含まれる。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
３項 介護認定審 

査会費 
決算額     28,138,633 円 （前年度 32,961,114 円） 

１目 介護認定 決算額     7,472,630 円 （前年度 7,935,763 円） 

審査会費  長寿介護課 

１ 介護認定審査会経費 7,472,630 円 （前年度 7,935,763 円） 

(1) 介護認定審査会 委員 37 人 

医療、保健、福祉部門の学識経験者 4 人で構成された合議体を 8つ組織し、介護

サービスを必要とする申請者に対し審査判定を行う。この審査会運営に必要な経

費について執行した。 

開催回数及び審査件数実績         （単位：回、件） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

開催回数 93 96 

審査件数 2,290 2,799 

 

ア 主な経費の決算額 

認定審査委員報酬 6,248,000 円 

 

２目 介護認定 決算額     20,666,003 円 （前年度 25,025,351 円） 

調査等費  長寿介護課 

１ 介護認定調査等経費 20,666,003 円 （前年度 25,025,351 円） 

(1) 介護認定調査 

要介護認定申請をした被保険者の心身状態について、訪問調査を行う在宅調査員

(嘱託職員)を平成 20 年度から雇用し、委託に頼っていた調査の直営率を上げるこ

とにより、調査及び事務の効率化・精度の向上・申請から審査までの期間短縮を図

っている。 

ア 主な経費の決算額 

認定調査員報酬 7,728,000 円 

認定調査委託料 1,216,686 円 

調査件数実績                （単位：件） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

調査件数 2,301 2,885 

内訳 職員調査(直営) 2,008 2,409 

委託調査 293 476 

 

(2) 主治医意見書作成依頼 

要介護認定申請をした被保険者の身体上又は精神上の障がいの原因である疾病・

負傷の状況等について主治医に意見を求め、介護認定審査会における判定資料と

して提出した。 

ア 主な経費の決算額 

主治医意見書作成等手数料 10,463,040 円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
４項 趣旨普及費 決算額      728,252 円 （前年度 329,244 円） 

１目 趣旨普及 決算額      728,252 円 （前年度 329,244 円） 

費     長寿介護課 

１ 介護保険事業の趣旨普及経費 728,252 円 （前年度 329,244 円） 

(1) 介護保険制度等の趣旨普及を図るための経費について執行した。 

ア 主な経費の決算額 

介護保険事業啓発用パンフレット等購入代 390,960 円 

 

 

５項 介護保険運 

営協議会費 
決算額      151,217 円 （前年度 311,324 円） 

１目 介護保険 決算額      151,217 円 （前年度 311,324 円） 

運営協議  長寿介護課 

会費    １ 介護保険運営協議会経費 151,217 円 （前年度 311,324 円） 

(1) 介護保険の運営協議会に要する経費について執行した。 

また、今年度より地域密着型サービス等専門部会を設置し、地域密着型サー

ビス事業者の指定等について協議した。 

 

事業実績                （単位：回、人） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

開催回数 4 5 

延べ出席委員数 31 64 

 

ア 主な経費の決算額 

介護保険運営協議会委員報酬 133,800 円 

 

 

２款 保険給付費 決算額   4,298,848,953 円 （前年度 4,265,620,984 円） 

長寿介護課 

１ 介護保険給付 

介護保険サービスの利用者及び給付費については、年々増加している。また、利用者

の増加に伴いサービス提供事業所も増加している。今後は、給付の適正化に取り組み、

サービスの質を高めるとともに、住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを最後まで続

けることができるように、医療・介護・予防・生活支援・住まいを一体的に提供する

ことにより給付費の抑制を図る。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

(1) 介護保険給付費の状況                    （単位：円、％） 

区 分 
平成 30 年度 

決算額 

平成 29 年度 

決算額 

対前年 

度比 

2.1.1 居宅介護サービス給付費 1,940,301,447 1,922,052,032 100.9 

2.1.2 地域密着型介護サービス給付費 614,952,928 578,643,526 106.3 

2.1.3 施設介護サービス給付費 1,201,560,997 1,173,364,277 102.4 

2.1.4 居宅介護福祉用具購入費 3,248,614 5,035,449 64.5 

2.1.5 居宅介護住宅改修費 8,864,593 10,120,306 87.6 

2.1.6 居宅介護サービス計画給付費 202,269,520 196,007,738 103.2 

2.1.7 特例居宅介護サービス給付費 － － － 

2.1 介護サービス等諸費 3,971,198,099 3,885,223,328 102.2 

2.2.1 介護予防サービス給付費 82,722,038 126,993,173 65.1 

2.2.2 地域密着型介護予防サービス給付費 1,395,504 1,132,641 123.2 

2.2.3 介護予防福祉用具購入費 1,116,765 1,030,035 108.4 

2.2.4 介護予防住宅改修費 4,111,895 5,135,697 80.1 

2.2.5 介護予防サービス計画給付費 10,463,375 16,968,110 61.7 

2.2 介護予防サービス等諸費 99,809,577 151,259,656 66.0 

2.3.1 審査支払手数料 3,240,378 3,231,360 100.3 

2.3 その他諸費 3,240,378 3,231,360 100.3 

2.4.1 高額介護サービス費 86,295,505 82,928,551 104.1 

2.4.2 高額介護予防サービス費 69,506 96,200 72.3 

2.4 高額介護サービス等費 86,365,011 83,024,751 104.0 

2.5.1 高額医療合算介護サービス費 13,591,433 13,742,044 98.9 

2.5.2 高額医療合算介護予防サービス費 49,667 40,281 123.3 

2.5 高額医療合算介護サービス等費 13,641,100 13,782,325 99.0 

2.6.1 特定入所者介護サービス費 124,544,428 129,083,814 96.5 

2.6.2 特定入所者介護予防サービス費 50,360 15,750 319.7 

2.6 特定入所者介護サービス等費 124,594,788 129,099,564 96.5 

計 4,298,848,953 4,265,620,984 100.8 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

(2) 介護（介護予防）サービス受給者の状況 

ア 居宅介護（介護予防）サービス受給者数           （単位：人） 

区 分 
要支援 要介護 

計 
1 2 1 2 3 4 5 

平成 31 年 3 月 86 178 495 461 260 204 115 1,799 

平成 30 年 3 月 113 188 511 416 234 214 128 1,804 

対前年度比 △27 △10 △16 45 26 △10 △13 △5 

 

イ 地域密着型(介護予防)サービス受給者数            (単位：人) 

区 分 
要支援 要介護 

計 
1 2 1 2 3 4 5 

平成 31 年 3 月 1 1 78 99 65 55 23 322 

平成 30 年 3 月 0 2 83 108 69 49 17 328 

対前年度比 1 △1 △5 △9 △4 6 6 △6 

 

ウ 施設介護サービス受給者数               （単位：人、％） 

区 分 
介護老人 

福祉施設 

介護老人 

保健施設 

介護療養型 

医療施設 
介護医療院 計 

平成 31 年 3 月 255 135 3 4 397 

平成 30 年 3 月 260 124 6 0 390 

対前年度比 △5 11 △3 4 7 

 

３款 地域支援事業 

費 
決算額    283,189,469 円 （前年度 195,368,127 円） 

１項 介護予防・ 

日常生活支 

援総合事業 

費 

決算額    183,491,319 円 （前年度 104,390,801 円） 

１目 介護予防・決算額     13,614,050 円 （前年度 15,000,055 円） 

日常生活  長寿介護課 

支援総合  １ 介護予防・日常生活支援総合事業にかかる総括的事務費 383,368 円 

事業総務                            （前年度 2,587,681 円） 

費      (1) 介護予防・日常生活支援総合事業 

ア 主な経費の決算額 

介護予防・日常生活支援総合事業にかかる消耗品代 188,804 円 

 

 

秘書広報課 

２ 職員給与費 13,230,682 円 （前年度 12,412,374 円） 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 

予防事業  長寿介護課 

費     １ 一般介護予防施策事業費 1,943,832 円 （前年度 1,745,693 円） 

(1) 介護予防普及啓発事業 

ア 出前講座 

生活不活発病（廃用症候群）を未然に防ぐため、衰弱の原因となる「筋力の低下」、

「口腔の機能低下」の対応の仕方を学ぶ機会を設けた。また、終活や認知症予防

の支援の機会を設けた。 

［実施状況］ 

目的 内容 
開催回数 

（回） 

参加人数 

（延人） 

筋力の低下予防 
・参加者の身体状況に合わせた方法で

ストレッチや大腰筋体操の実技指導 
4 38 

口腔の機能低下予防 
・口腔衛生の必要性の説明 

・ブラッシング、舌体操の指導 
2 54 

だいだいノートについて ・書き方説明会 4 121 

認知症について 

・認知症予防 

・コグニサイズ 

・脳トレ体操 

4 99 

その他 ・超音波骨密度測定 1 25 

計 15 337 

 

イ 膝痛・腰痛を楽にする教室１ 

ストレッチ・筋力トレーニングなどのセルフケア法を日常的に取り入れることに

よって、活動が制限されることを予防することを目的に実施した。 

［実施状況］（1 クール 6日間） 

会場 
回数 

（回） 
内容 

参加者数 

（延人） 

泉公民館 1 

･体力測定 

･膝痛・腰痛がおこるメカニズム 

（講話） 

･ストレッチ 

･筋力トレーニング 

･体重コントロールの仕方（講話） 

15 

福祉センター 3 252 

計 267 

２目 一般介護 決算額     1,943,832 円 （前年度 1,745,693 円） 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

ウ 膝痛・腰痛を楽にする教室２ 

疾患による疼痛緩和や正しい体の動かし方をリハビリ職から学ぶことを目的に

実施した。 

［実施状況］（1 クール 6日間） 

会場 
回数 

（回） 
内容 

参加者数 

（延人） 

福祉センター 1 

･身体動作チェック 

･ストレッチ 

･筋力トレーニング 

52 

計 52 

 

エ アクティブシニアの脳活セミナー 

生活習慣病予防や脳機能、口腔機能の向上を図り、認知症予防の方法を自らが

実践できるように支援することを目的に実施した。 

[実施状況］（1クール 5日間） 

会場 
回数 

（回） 
内容 

参加者数 

（延人） 

泉公民館 1 

（講話） 

・血管を傷めない食べ方 

・認知症になりにくい生活習慣 

・噛んで元気をつくる 

・運動の必要性と注意点 

（実技） 

・脳年齢テスト 

・献立を立てよう 

・コグニサイズ 

・健口体操 

・これだけはやっておきたい運動 

19 

福祉センター 1 64 

計 83 

 

オ リズムに合わせて脳トレ体操 

映像と音楽に合わせ、体操や脳トレなどのプログラムを体験し、運動機能や認知

機能の低下を予防することに加え、外出や社会参加の増加を目的に実施した。 

[実施状況］（週 1 回） 

会場 
回数 

（回） 
内容 

参加者数 

（延人） 

・福祉センター 

・いきいきプラザ 
24 ・脳トレ体操 

・筋力運動 

・口腔体操 

・合唱 

603 

南熱海支所 7 49 

泉公民館 7 27 

計 679 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

カ 健幸チャレンジ事業 

検診や各種教室への参加、運動の実施等ポイントを貯めて景品に交換してもらう 

ことで、生活習慣改善の動機付けと定着化につながることを目的に「健幸チャ 

レンジ事業」を実施した。 

申請者 333 人  100 ポイント到達者 25 人 200 ポイント達成者 102 人 

 

(2) 地域介護予防活動支援事業 

ア げんきひろめ隊スキルアップ講座 

高齢者の転倒や運動器の機能低下、閉じこもりを予防するため、地域でサロン

活動等を担うげんきひろめ隊に高齢者の健康づくりに必要な情報を提供する。 

［実施状況］ 

日程 内容 
参加者数 

（人） 

 9 月 19 日 湯楽ＹＯＵ楽体操の復習ほか 22 

10 月 31 日 
健康診断検査値から見る食事の改善ポイント

について 
24 

11 月 21 日 認知症サポーターステップアップ講座 18 

12 月 19 日 転倒予防プログラム 22 

 1 月 23 日 関節痛がある人への運動指導 21 

計 107 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

イ サロン支援 

サロンに運動メニューや口腔ケアの情報提供を行い、自主運営をサポートするた 

めに実施した。（運動講座 20回、口腔ケア講座 5回） 

 

[実施状況] 

派遣講師 サロン名 日程 
参加者数

（延人） 

歯科衛生士 熱海中央サロン 3 月 4日 10 

（5 回） 和田木サロン 3 月 11 日 20 

 つつじヶ丘サロン 3 月 12 日 5 

 仲道フレッシュサロン 3 月 12 日 13 

 西熱海 109 会 3 月 26 日 9 

計 57 

運動指導士 上多賀サロン 11 月 9 日、3月 22 日 50 

（10 回） 
コミュニティサロンひ

まわり 
10 月 10 日 12 

 椿 10 月 20 日、3月 16 日 12 

 西熱海 109 会 11 月 6 日、3月 5 日 18 

 
熱海中央(木・午前)フ

レッシュ 

10 月 4 日、12 月 20 日、 

2 月 21 日 
50 

計 142 

理学療法士 つつじヶ丘サロン 

5 月 22 日、6月 26 日、 

7 月 24 日、9月 25 日、 

10 月 23 日 

24 

（10 回） 桃山サロン 

7 月 12 日、8月 17 日、 

10 月 25 日、11 月 8日、 

12 月 17 日 

30 

計 54 

 

(3) 一般介護予防事業に係る費用                  （単位：円） 

区分 金額 備考 

個別運動プログラム生成

システム保守業務委託 
69,120 ㈱エヌ・エイ・シー 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
３目 介護予防・決算額    167,933,437 円 （前年度 87,645,053 円） 

生活支援  長寿介護課 

サービス  １ 介護予防・生活支援サービス施策事業費 167,933,437 円（前年度 87,645,053 円） 

事業費    (1) 総合事業訪問介護サービス費 

[実施実績]                   （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

件数 3,420 1,982 

費用額 56,876,246 31,348,015 

 

(2) 総合事業通所介護サービス費 

[実施実績]                    （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

件数 3,721 1,810 

費用額 89,031,294 41,714,116 

 

(3) 総合事業訪問型サービス費 

[実施実績]                    （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

件数 4 35 

費用額 32,220 257,247 

 

(4) 総合事業通所型サービス費 

[実施実績]                    （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

件数 459 589 

費用額 2,168,492 2,535,450 

 

(5) 高額総合事業サービス費 

[実施実績]                    （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

件数 84 16 

費用額 127,002 28,335 

 

(6) 高額医療合算総合事業サービス費 

[実施実績]                    （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

件数 1 0 

費用額 4,504 0 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
(7) 介護予防ケアマネジメント費 

[実施実績]                    （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

件数 4,411 2,529 

費用額 19,693,679 11,761,890 

 

２項 包括的支援

事業・任意

事業費 

決算額     99,170,530 円 （前年度 90,695,626 円） 

１目 包括的支 決算額     67,768,085 円 （前年度 62,017,323 円） 

援事業費  長寿介護課 

１ 包括的支援事業に係る総括的事務費 67,768,085 円 （前年度 62,017,323 円） 

(1) 熱海市地域包括支援センター運営業務委託 

地域に密着した地域包括支援センターを委託により運営するために要した経費に

ついて執行した。 

委託内容                        （単位：円） 

センター名 委託先法人 
委託料 

平成 30 年度 平成 29 年度 

熱海地区地域 

包括支援センター 
㈲伊豆介護センター 35,154,000 29,700,000 

南熱海地域 

包括支援センター 
㈲伊豆介護センター 15,066,000 14,925,600 

泉・伊豆山地域 

包括支援センター 
(福)湖成会 15,066,000 14,925,600 

 

(2) 在宅医療・介護連携推進業務委託 

地域包括ケアシステムの推進・強化に必要な医療と介護連携の推進にあたり多職種

による会議、研修の実施に要した経費について執行した。 

委託内容                      （単位：円） 

委託先 
委託料 

平成 30 年度 平成 29 年度 

（社）熱海市医師会 1,080,000 1,771,200 

 

(3) 生活支援体制整備業務委託 

高齢者のみの世帯が増加する中、住み慣れた地域において自立した日常生活の支援

及び介護予防または要介護状態の軽減もしくは悪化予防にかかる体制の整備とこ

れらを促進する業務に要した経費について執行した。 

委託内容                      （単位：円） 

委託先 
委託料 

平成 30 年度 平成 29 年度 

（福）熱海市社会福祉協議会 675,745 558,144 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

(4) 認知症初期集中支援業務委託 

認知症の者または認知症が疑われる者が住み慣れた地域において生活が継続でき

るよう支援をしていくため、早期に関わりを築き、適切な支援へ結びつける業務に

要した経費について執行した。 

委託内容                   （単位：円） 

委託地区 委託先 
委託料 

平成 30 年度 

熱海地区 ㈲伊豆介護センター 50,000 

南熱海地区 ㈲伊豆介護センター 0 

泉・伊豆山地区 (福)湖成会 0 

 

 

２目 任意事業 決算額     31,333,613 円 （前年度 28,473,097 円） 

費     長寿介護課 

１ 任意事業経費 31,333,613 円 （前年度 28,473,097 円） 

(1) 長寿介護課（介護保険室分） 12,000 円 （前年度 13,000 円） 

ア 住宅改修費支援事業補助金 

介護保険法施行規則に基づき、居宅介護住宅改修費及び介護予防住宅改修費の

支給申請に係る理由書を作成した者に対し助成金を交付した。 

事業実績                 （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

件 数 6 4 

金 額 12,000 8,000 

事業所数 3 4 

 

(2) 長寿介護課（長寿支援室分）31,321,613 円 （前年度 28,460,097 円） 

ア 配食サービス業務委託 

熱海市在宅高齢者等給食サービス事業は、在宅の要援護高齢者等に対し給食サー

ビスを提供することにより、自立と生活の質の確保を図るもの。 
（単位：人、食、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 271 278 

食  数 29,663 29,465 

委託金額 6,377,545 6,334,975 
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イ 徘徊高齢者家族支援業務委託は、認知症等で判断能力が不十分な高齢者が徘徊

した場合、早期に居場所を発見できる装置を使用して事故の防止を図り、家族が

安心して介護できる環境を整備し、福祉の向上を図るものである。 

（単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 0 0 

金  額 0 0 

バッテリー交換 0 0 

（平成 29、30 年度該当実績なし） 

 

ウ 在宅生活安心システム推進事業業務委託は、ひとり暮らし高齢者等に対し、

緊急通報装置を貸与することにより災害急病等の緊急時に迅速かつ適切な対応

を図り、その福祉の増進に資するものである。 

昭和 63 年度から開始した事業であり、65 歳以上のひとり暮らし高齢者等の事

故や災害及び急病等の緊急事態に備えるため、各対象世帯にペンダント型通報端

末及び、火災報知機、ガス感知機等を設置し、それらを委託先の緊急通報システ

ム事業者の装置と結んでおり、対象者の緊急時の対応や孤独感の解消、安否の確

認等に役立っている。 

（単位：人、数、円） 
区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 269 248 

年度末設置数 228 233 

金  額 8,051,076 8,339,760 

 

エ 成年後見制度利用支援事業 

認知症、知的障がい、精神障がい等のため、判断能力が不十分となっても、その

人らしい生活を継続できるよう、成年後見制度に関する相談や利用促進、制度の

普及啓発及び市民後見人の養成と登録・受任に係る業務を行う成年後見センター

運営に要した経費について執行した。 

委託内容               （単位：円） 

委託先 
委託料 

平成 30 年度 

（福）熱海市社会福祉協議会 3,600,000 
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オ 成年後見人制度利用支援事業補助金は、高齢者、知的障がい者及び精神障がい

者の成年後見制度の利用を支援することにより、要支援者がその有する能力を活

用し、自らが希望する自立した日常生活が営むことができる環境整備の実現に資

することを目的とするものである。 

申立支援（高齢者）      （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

件 数 14 15 

金 額 90,868 118,262 

 

成年後見人等の業務報酬に対する支援 （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

件 数 10 2 

金 額 2,098,000 390,000 

 

カ 介護用品支援事業は、在宅のねたきり高齢者を介護する家族に家族介護用品が

購入できる医療券を支給することで家族の経済的負担の軽減を図るもの。 

（単位：人、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

利用人数 144 136 

金 額 10,799,500 10,978,500 

 

 

３目 地域包括 決算額       5,000 円 （前年度 140,500 円） 

支援セン  長寿介護課 

ター運営  １ 地域包括支援センター運営協議会経費 5,000 円 （前年度 140,500 円） 

協議会費   (1) 地域包括支援センター運営協議会に要する経費について執行した。 

 

 

４目 地域ケア 決算額       63,832 円 （前年度 64,706 円） 

推進会議  長寿介護課 

費     １ 地域ケア推進会議経費 63,832 円 （前年度 64,706 円） 

(1) 地域ケア推進会議に要する経費について執行した。 

事業実績             （単位：回） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

地域ケア推進会議 1 1 

地域ケア個別会議 2 4 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
３項 その他諸費 決算額      527,620 円 （前年度 281,700 円） 

１目 審査支払 決算額      527,620 円 （前年度 281,700 円） 

手数料   長寿介護課 

１ 介護予防・生活支援サービス事業費の請求書審査手数料 527,620 円 

（前年度 281,700 円） 

(1) 介護予防・生活支援サービス事業費の請求書審査に要する経費について執行した。 

事業実績           （単位：件、円） 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

件 数 11,470 6,260 

金 額 527,620 281,700 

 

４款 基金積立金 決算額     4,676,135 円 （前年度 1,066,001 円） 

１項 基金積立金 決算額     4,676,135 円 （前年度 1,066,001 円） 

１目 介護保険 決算額     4,676,135 円 （前年度 1,066,001 円） 

給付費準  長寿介護課 

備基金積  １ 介護保険給付費準備基金積立金 4,676,135 円 （前年度 1,066,001 円） 

立金     (1) 介護給付費返納金及び預金利子を積み立てた。平成 30 年度については、高額介

護貸付基金廃止に伴い、3,000,000 円分を積み立てた。 

ア 主な経費の決算額 

積立金 4,676,135 円 

 

５款 公債費 決算額         0 円 （前年度 0円） 

１項 財政安定化

基金償還金 
決算額         0 円 （前年度 0円） 

１目 財政安定 決算額         0 円 （前年度 0円） 

化基金償  長寿介護課 

還金    １ 財政安定化基金償還金 0円 （前年度 0円） 

（平成 30 年度該当実績なし） 

 

６款 諸支出金 決算額    106,247,617 円 （前年度157,484,150 円） 

１項 償還金及び 

還付加算金 
決算額    106,247,617 円 （前年度157,484,150 円） 

１目 第１号被 決算額     4,971,390 円 （前年度 1,957,450 円） 

保険者保  長寿介護課 

検料還付  １ 第 1 号被保険者保険料過誤納金還付金 4,971,390 円 （前年度 1,957,450 円） 

金      (1) 第 1号被保険者の介護保険料過誤納に伴う還付金の償還について執行した。 

ア 主な経費の決算額 

償還金 4,971,390 円 
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２目 償還金 決算額    101,276,227 円 （前年度 155,526,700 円） 

長寿介護課 

１ 国庫支出金等に対する返還金 101,276,227 円 （前年度 155,526,700 円） 

(1) 平成 29 年度の介護給付費及び地域支援事業費が確定したことによる国・県負担

金及び支払基金交付金の精算に伴う返還金について執行した。 

ア 主な経費の決算額 

償還金 101,276,227 円 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
１款 経営費 決算額     24,829,219 円 （前年度 24,416,908 円） 

 １項 経営費 決算額     24,829,219 円 （前年度 24,416,908 円） 

  １目 漁業集落 決算額     24,829,219 円 （前年度 24,416,908 円） 

    排水処理  協働環境課 

    事業経営  １ 初島漁業集落排水処理事業の管理運営経費  

費                         24,829,219 円 （前年度 24,416,908 円） 

(1) 初島浄水管理センターの維持管理を行うための経費として執行したものである。 

ア 初島浄水管理センターに係る燃料費 713,664 円 

 

            イ 初島浄水管理センターに係る電気使用料 1,931,672 円 

 

            ウ 初島浄水管理センターに係る修繕料            （単位：円） 
事業名 事 業 費  備 考 

初島Ｎｏ.1マンホールポンプ修繕工事 3,240,000 ㈱平和エアテック 

初島浄水管理センター炭化装置修繕 2,516,400 ㈱フソウ東京支社 

初島浄水管理センター撹拌機修繕 1,792,800 ㈱平和エアテック 

初島Ｎｏ.1マンホールポンプ電源緊急修繕 153,360 ㈱山田電工社 
                   計 7,702,560  

 

            エ 初島浄水管理センターに係る委託料            （単位：円） 

事業名 事業費 備 考 

熱海市初島浄水管理センター分析業務委託 465,480 ㈱静環検査センター 

熱海市初島浄水管理センター運転管理 

業務委託 
5,238,000 東海プラント㈱ 

自家用電気工作物保安管理業務委託 130,680 ㈱静岡ケイテクノ 

初島浄水管理センター炭化装置清掃 

点検業務委託 
1,890,000 ㈱フソウ東京支社 

計 7,724,160  

  

オ 初島浄水管理センターに係る工事請負費          （単位：円） 
事業名 事 業 費 備 考 

初島Ｎｏ.2マンホールポンプ修繕工事 1,317,600 ㈱平和エアテック 
初島浄水管理センター脱臭設備外修繕工事 1,922,400 ㈱平和エアテック 
初島浄水管理センター汚泥脱水機修繕工事 2,300,400 ㈱フソウ東京支社 

                  計 5,540,400  
 

カ 使用水量及び使用料【参考（収入）】       （単位：件、㎥、円） 

年 度 接続件数 使用水量 使用料 

平成 30 年度 98 23,238 5,755,292 

平成 29 年度 96 23,594 5,747,904 

                      ※ 接続件数の基準日は、各年度末日現在をいう。（協定料金分を含む） 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
２款 公債費 決算額     10,409,446 円 （前年度 10,409,446 円） 

 １項 公債費 決算額     10,409,446 円 （前年度 10,409,446 円） 

  １目 元金 決算額     7,248,027 円 （前年度  7,095,637 円） 

          協働環境課 

          １ 長期債元金 7,248,027 円 （前年度 7,095,637 円） 

           (1) 初島漁業集落排水処理事業に伴う起債の償還金元金として執行したものである。 

（単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ２目 利子 決算額     3,161,419 円 （前年度 3,313,809 円） 

協働環境課 

          １ 長期債利子 3,161,419 円 （前年度 3,313,809 円） 

           (1) 初島漁業集落排水処理事業に伴う起債の償還金利子として執行したものである。 

                                          （単位：円） 

借入年度 借入種別 借入額 支払利子 

平成 16 年度 金融機構 6,100,000 89,036 

平成 16 年度 財政融資 5,100,000 74,441 

平成 17 年度 金融機構 28,700,000 420,505 

平成 18 年度 財政融資 36,200,000 631,781 

平成 18 年度 金融機構 8,900,000 158,421 

平成 18 年度 金融機構 43,100,000 700,431 

平成 18 年度 財政融資 36,700,000 613,952 

平成 19 年度 金融機構 8,600,000 146,658 

平成 19 年度 財政融資 8,100,000 148,402 

平成 20 年度 財政融資 10,300,000 177,792 

計   3,161,419 

借入年度 借入種別 借入額 支払元金 

平成 16 年度 金融機構 6,100,000 246,730 

平成 16 年度 財政融資 5,100,000  206,283 

平成 17 年度 金融機構 28,700,000 1,142,367 

平成 18 年度 財政融資 36,200,000 1,403,791 

平成 18 年度 金融機構 8,900,000 347,371 

平成 18 年度 金融機構 43,100,000 1,671,955 

平成 18 年度 財政融資 36,700,000 1,280,482 

平成 19 年度 金融機構 8,600,000 326,718 

平成 19 年度 財政融資 8,100,000 274,560 

平成 20 年度 財政融資 10,300,000 347,770 

計   7,248,027 
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初島漁業集落排水処理事業 地方債の状況               （単位：円） 

 

 
借入種別 

平成 29 年度末 

現在高 Ａ 

平成 30 年度

起債額 Ｂ 

平成 30 年度 

元金償還額Ｃ 

平成 30 年度 

支払利子 

平成 30 年度末 

現在高Ａ+Ｂ-Ｃ 

財務省 

財政融資資金 
76,757,982 0 3,512,886 1,646,368 73,245,096 

地方公共団体 

金融機構 
73,132,478 0 3,735,141 1,515,051 69,397,337 

計 149,890,460 0 7,248,027 3,161,419 142,642,433 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
 

後期高齢者医療事業の概要 

 

            平成 20 年 4 月から施行された新たな医療制度。これは、急速に高齢化が進行する

と推測され、医療費が年々増加することが見込まれる中で、医療給付と負担の均衡

を図り、人口構造の変化等に対応できる持続可能なシステムとして制度化された。 

 

            (例) 費用(医療費)負担の仕組み 

医 療 費(10,000 円) ※本人負担が 1割の場合 

窓 

口 

負 

担 

本人負担を除く医療費(9,000 円) 

被 

保 

険 

者 

の 

保 

険 

料 

75 歳未満の人が 

加入する 

保険者からの支援金 

(現役世代からの支援金) 

公費 

国：県：市＝4：1：1 

の割合で負担 

本人負担 

(1,000 円) 

1 割 

(900 円) 

4 割 

(3,600 円) 

5 割 

(4,500 円) 

※負担区分が 1 割の人が、医療機関の窓口で 1,000 円を支払った場合の医療費の

負担は、900 円を被保険者の皆様からの保険料、3,600 円は現役世代からの支援金

でまかない、残りの 4,500 円は公費（税金）を投入して医療費を支払っている計

算である。 

 

 

          １ 熱海市の役割 

後期高齢者医療制度の運営は、都道府県ごとに設置された広域連合が実施しており、

本市では、各種申請の受付や資格異動等の窓口業務、保険料の徴収業務及び制度の

周知業務等を行っている。 

 

 

          ２ 制度の対象となる人 

           後期高齢者医療制度の対象は 75 歳以上の人または、一定の障がいのある 65 歳以上

74 歳以下の人である。 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
          ３ 保険料について 

           年間保険料額 ＝ 均等割額 ＋ 所得割額 

           （※所得割額 ＝ 基礎控除後の総所得金額等 × 所得割率） 

 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 

均等割額(円) 40,400 39,500 

所得割率(％) 7.85 7.85 

賦課限度額(円) 620,000 570,000 

 

          ４ 保険料軽減について 

           所得の低い人や被用者保険の被扶養者であった人は、軽減措置が設けられている。 

           (1) 均等割の軽減 

世帯主及び全ての被保険者の総所得金額等の合計 軽減の割合 

「基礎控除額（33万円）+50 万円×世帯の被保険者数」

以下のとき 
2 割 

「基礎控除額（33万円）+27.5 万円×世帯の被保険者

数」以下のとき 
5 割 

「基礎控除額（33万円）」以下のとき 8.5 割 

 

均等割 8.5 割軽減を受ける世帯のうち、被保険者

全員が年金収入 80万円以下（その他の所得がな

い）のとき 

9 割 

             ※被用者保険の被扶養者であった人は、5 割軽減になる。 

          

          ５ 年齢別被保険者数                  (単位：人) 

区 分 平成 30 年度 平成 29 年度 比較増減 

65～69 歳 37 38 △1 

70～74 歳 66 69 △3 

75～79 歳 3,657 3,480 177 

80～84 歳 2,689 2,653 36 

85～89 歳 1,771 1,697 74 

90～94 歳 851 795 56 

95～99 歳 234 226 8 

100 歳～ 34 27 7 

計 9,339 8,985 354 

             ※平成 31 年 3月末現在 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
１款 総務費 決算額     24,956,593 円 （前年度 19,518,994 円）  

１項 総務管理費 決算額     24,956,593 円 （前年度 19,518,994 円）  

１目 一般管理 決算額     24,956,593 円 （前年度 19,518,994 円）  

   費      市民生活課 

           １ 後期高齢者医療制度運営経費 20,085,488 円 （前年度 17,126,711 円） 

(1)  後期高齢者医療制度を運営するための経費として執行した。主な経費は次に掲

げるとおりである。 

ア 通信運搬費 893,000 円 

後期高齢者医療被保険者証等を発送するための経費である。 

被保険者証発行数（各年度 7 月末現在）  （単位：件） 

平成 30 年度 平成 29 年度 比較増減 

9,064 8,804 260 

 

イ  負担金 

静岡県後期高齢者医療広域連合を運営するための経費を広域連合に支払うもの。 

(ｱ) 広域連合（一般・特別会計）市町負担金 18,203,000 円 

静岡県後期高齢者医療広域連合の維持費等に係る熱海市負担分である。 

 

          市民生活課 

２ 後期高齢者医療制度賦課徴収経費 4,871,105 円 （前年度 2,392,283 円） 

(1) 後期高齢者医療保険料の徴収については熱海市が行う業務であり、納付書の 

発行や督促状の発付、滞納整理等を行った。主な経費は次に掲げるとおりである。 

ア 需用費(印刷製本費) 

保険料の決定通知、納付通知、督促状等の印刷に要する経費 593,772 円 

 

イ 役務費(通信運搬費・手数料) 1,410,476 円 

保険料の決定通知書や督促状等の郵便代や口座振替等の手数料である。 

(ｱ) 保険料決定通知書発送件数（当初）     （単位：件） 
特別徴収 普通徴収 計 

6,483 2,618 9,101 
 
(ｲ) 督促状発送件数                          （単位：件） 

期別 1 2 3 4 5 6 7 8 計 

件数 308 303 224 211 226 255 215 275 2,017 
 

 

(ｳ) 口座振替件数                                       （単位：件） 

期別 1 2 3 4 5 6 7 8 計 

件数 1,068 1,087 946 955 980 990 1,030 1,041 8,097 
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款 項 目 主   要   事   業   の   説   明 
ウ 委託料 2,799,003 円 

 保険料決定通知書作成のアウトアウトソーシング及び軽減特例の見直しに係る

後期高齢者医療事務支援システムの改修によるものである。 
 
２款 後期高齢者医

療広域連合納

付金 

決算額    729,850,977 円 （前年度 681,567,681 円）  

 １項 後期高齢者

医療広域連

合納付金 

決算額    729,850,977 円 （前年度 681,567,681 円）  

  １目 後期高齢 決算額    729,850,977 円 （前年度 681,567,681 円）  

    者医療広  市民生活課 

    域連合納  １ 後期高齢者医療広域連合納付金 729,850,977 円 （前年度 681,567,681 円）  

    付金     (1) 熱海市が徴収した保険料や保険料軽減額の市、県負担分等を、静岡県後期高齢    

            者医療広域連合に対して負担金として執行した。 

            ア 保険料徴収の状況                   （単位：円） 

徴収方法 区 分 調定額 収納額 収納率 

特別徴収 
現年度分 329,524,000 331,038,800 100.5％ 

滞納繰越分 ----- ----- ----- 

普通徴収 
現年度分 257,594,300 249,365,080 96.8％ 

滞納繰越分 10,672,994 4,706,004 44.1％ 

計 
現年度分 587,118,300 580,403,880 98.9％ 

滞納繰越分 10,672,994 4,706,004 44.1％ 

合 計 597,791,294 585,109,884 97.9％ 

             ※ 収納額には還付未済を含む。 

 

３款 諸支出金 決算額     4,113,416 円 （前年度 3,341,710 円）                  

 １項 償還金及び

還付加算金
決算額        965,740 円 （前年度 1,295,460 円） 

  １目 償還金利 決算額        965,740 円 （前年度 1,295,460 円） 

    子及び割  市民生活課 

    引料    １ 償還金利子及び割引料 965,740 円 （前年度 1,295,460 円） 

           後期高齢者医療被保険者の保険料過誤納に伴う還付金の償還について執行した。 

 

 ２項 繰出金 決算額     3,147,676 円 （前年度 2,046,250 円）                   

  １目 一般会計 決算額     3,147,676 円 （前年度 2,046,250 円）                   

    繰出金   市民生活課 

          １ 一般会計への繰出金 3,147,676 円 （前年度 2,046,250 円） 

           平成 29 年度に一般会計から静岡県後期高齢者医療広域連合へ支払った事務費負担金

に精算剰余金が発生したため、後期高齢者医療事業特別会計にて受入した後、同額

を一般会計へ繰出した。 
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 地方自治法第２４１条第５項の規定により、平成３０年度におけ

る熱海市各基金の運用状況について報告します。 

  

令和元年９月４日 

 

 

                           熱海市長 齊  藤  栄 
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１ 育英事業基金 

基金運用状況                                           （単位：円） 

区 分 金 額 備 考 

Ａ 前年度繰越金 43,175,170  

Ｂ 前年度末貸付現在高 214,103,430  

Ｃ 年度当初基金現在高(Ａ+Ｂ) 257,278,600  

Ｄ 一般会計繰入金 23,000,000  

Ｅ 奨学生貸付額 28,485,000  

Ｆ 奨学生貸付回収額 24,564,225  

Ｇ 年度末現金残高(Ａ+Ｄ-Ｅ+Ｆ) 62,254,395  

Ｈ 17 条による調定減 8,135,000  

Ｉ 年度末貸付現在高(Ｂ+Ｅ-Ｆ-Ｈ) 209,889,205 
 

Ｊ 年度末基金現在高(Ｇ+Ｉ) 272,143,600 

Ｋ 次 年 度 繰 越 金(Ｊ-Ｉ) 62,254,395  

 

 

 

２ 国民健康保険高額療養費貸付基金 

 基金運用状況                       （単位：円） 

区 分 金 額 備 考 

Ａ 前年度繰越金 3,760,000  

Ｂ 前年度末貸付現在高 1,240,000  

Ｃ 年度当初基金現在高(Ａ+Ｂ) 5,000,000  

Ｄ 一般会計繰入金 0  

Ｅ 高額療養費貸付額 0  

Ｆ 高額療養費貸付回収額 0  

Ｇ 高額療養費貸付不納欠損額 1,240,000  

Ｈ 取崩額 3,760,000 基金廃止による 

Ｉ 年度末現金残高(Ａ+Ｄ-Ｅ+Ｆ-Ｈ) 0  

Ｊ 年度末貸付現在高(Ｂ+Ｅ-Ｆ-Ｇ) 0  

Ｋ 年度末基金現在高(Ｉ+Ｊ) 0  
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３ 高額介護サービス費等貸付基金 

基金運用状況                                             （単位:円） 

区 分 金 額 備 考 

Ａ 前年度繰越金 3,000,000  

Ｂ 前年度末貸付現在高 0  

Ｃ 年度当初基金現在高(Ａ+Ｂ) 3,000,000 
 

Ｄ 基金積立金 0 

Ｅ 高額介護サービス費貸付額 0  

Ｆ 高額介護サービス費貸付回収額 0  

Ｇ 取崩額 3,000,000 基金廃止による 

Ｈ 年度末現金残高(Ａ+Ｄ-Ｅ+Ｆ) 0 
 

Ｉ 年度末貸付現在高(Ｂ+Ｅ-Ｆ) 0 

Ｊ 年度末基金現在高(Ｇ+Ｈ) 0  

 

 

 

４  収入印紙等購買基金 

基金運用状況                                               （単位:円） 

区 分 金 額 備 考 

Ａ 前年度繰越現金 1,633,175  

Ｂ 前年度繰越印紙等現在高 2,366,825  

Ｃ 年度当初基金現在高(Ａ+Ｂ) 4,000,000 
 

Ｄ 一般会計繰入金 0 

Ｅ 印紙等売さばき額 17,183,650  

Ｆ 印紙等購入額 17,426,700  

Ｇ 
年度末現金残額 

(次年度繰越現金)(Ａ+Ｄ+Ｅ-Ｆ) 
1,390,125 

 

Ｈ 
年度末印紙等残高 

(次年度繰越印紙等高)(Ｂ+Ｆ-Ｅ) 
2,609,875 

Ｉ 年度末基金現在高(Ｇ+Ｈ) 4,000,000  
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